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本研究における研究体制は以下の通り。 

・今村 知明（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 

教授） 

・岡部信彦（川崎市健康安全研究所 参与） 

・赤羽学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービ

ス研究部 部長） 

・加藤礼識（茨城キリスト教大学 生活科学部 

食物健康学科 講師)  

・入江 芙美(九州大学医学研究院 医療経営・管理

学講座 准教授) 

 

Ａ. 研究目的 

我々はこれまで、食品産業の内部及び外部環

境の変化に対応した食品防御対策の検討を進

め、多様なガイドラインの作成を行ってきた。

しかしながら、新型コロナ感染症の収束後、食

品販売業界においては自動レジや無人店舗等

の自動化技術の進展により、非接触型のサービ

ス形態が拡大している。さらに、ゴーストキッ

チンや食品配信プラットフォーム等の新たな

ビジネスモデルの発達により、食品提供形態は

多様化している。このような背景のもと、従来

の食品防御対策では十分に対応できない新た

なリスクが顕在化している。 

特に、新たな業態におけるサイバー攻撃を含む

食品テロへの対応、地方自治体食品衛生行政に

おける食品防御対策の在り方、さらに物価高や

人件費高騰に対応した実効性の高い対策の構

築が課題となっている。また、大阪・関西万博

のような大規模イベントでは、多様な提供形態

や複雑な動線への対応が求められ、従来ガイド

ラインの適用が困難である。 

以上を踏まえ、本研究では新たな営業形態を含

む広範な業種における食品防御上の課題を整

理し、サイバーリスク及び行政対応を含めた総

合的対策を検討するとともに、サイバー攻撃を

研究要旨 

 本研究は、新型コロナ感染症収束後の食品提供形態の多様化を踏まえ、食品防御の課題整理

と対策検討を目的として実施した。大阪・関西万博の調査により食品提供環境の対策状況を把

握し、店頭販売品を含むガイドライン改訂の必要性を検討した。小売、飲食、製造施設の現地

調査では監視体制や運用面の課題を整理し、感染症対策との調和および店頭販売品やデリバリ

ー対応を踏まえガイドライン改訂とチェックリスト整備・英訳を行った。ロボット配膳では無

人搬送による食品防御構造の変化と人的関与低下の影響、監視カメラ映像流出ではサイバーと

物理の連鎖による供給停止リスクの波及性、地方自治体では相談対応による未然防止の実態と

所管の不明確さを把握し、海外動向調査では食品不正、IA規則、Codexにおける食品偽装ガイ

ドライン、PAS96改訂の動向を整理した。これらを踏まえ、サイバー攻撃を含む食品テロ対策、

実践コストを踏まえたガイドライン改訂・普及を含む対策の方向性を整理した。 
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含む食品テロ対策や、事業者の実践コストを考

慮したガイドラインの改訂及び普及を目指し、

これを目的として研究を行った。具体的には、

以下を明らかにするための研究を実施した。 

・ 大阪・関西万博などに向けて食品提供に関

する食品防御対策の検討と提案（赤羽、入

江、岡部、神奈川） 

・ フードチェーン全体の安全性向上に向け

てのコロナ対策を踏まえた調査と食品防

御対策ガイドライン等の改善と、同ガイド

ラインの普及（赤羽、入江、神奈川） 

・ 多様化した飲食物の販路（デリバリー等）

における食品防御上の課題、特にロボット

配膳システムへの食品防御対策の必要性

に関する調査（加藤） 

・ 地方自治体食品衛生行政における食品防

御対策の課題検討（岡部、赤星） 

・ 海外における食品防御政策、規格等の動向

調査（今村） 

 

Ｂ．研究方法 

１．全体概要 

研究は、A．に示した大きく 5 つの項目につ

いて、国内外の政府機関ウェブサイト・公表情

報の収集整理、実地調査、検討会における専門

家・実務家らとの討議を通じて実施した。 

検討会の参加メンバーと開催状況は以下の通

りである。（以下敬称略、順不同） 

・ 今村 知明（奈良県立医科大学 公衆衛生学

講座 教授） 

・ 岡部 信彦（川崎市健康安全研究所 参与） 

・ 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉

サービス研究部 部長） 

・ 鬼武 一夫（日本生活協同組合連合会 品質

保証本部 総合品質保証担当（Senior Sci-

entist）） 

・ 高畑 能久（大阪成蹊大学経営学部 経営学

科 食ビジネスコース フードシステム研

究室 教授） 

・ 神奈川 芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生

学講座 非常勤講師） 

・ 島﨑 眞人（一般社団法人日本農林規格協

会 専務理事） 

・ 赤星 千絵（川崎市健康安全研究所 ウイル

ス・衛生動物担当） 

・ 温井 健司（厚生労働省 健康・生活衛生局 

食品監視安全課 課長補佐） 

・ 藤田 佳代（農林水産省消費・安全局食品安

全政策課 食品安全危機管理官） 

・ 加藤 礼識（茨城キリスト教大学 生活科学

部 食物健康学科 講師） 

・ 入江 芙美（九州大学医学研究院 医療経

営・管理学講座 准教授） 

・ 亀本 啓子（大阪市健康局健康推進部生活

衛生課 課長） 

・ 田中 昭次（大阪市保健所 保健主幹） 

・ 浅井 威一郎（川崎市健康安全研究所呼吸

器・環境細菌担当課長補佐） 

・ 相原 俊介（川崎市健康福祉局保健医療政

策部生活衛生課食品安全担当係長） 

・ 三亀 美津穂（川崎市健康安全研究所残留

農薬・放射能担当） 

・ 名倉 卓（一般社団法人 日本能率協会 審

査登録センター ＣＳ・マーケティング部） 

・ 平野 展代（一般社団法人 日本食品安全支

援機構） 

・ 山口 健太郎（社会構想大学院大学コミュ

ニケーションデザイン研究科 客員教授） 

・ 長田 瑞花（奈良県立医科大学公衆衛生学

講座 大学院生） 

・ 一蝶 茂人（BSI グループジャパン株式会

社） 

・ 河井 宏介（BSI グループジャパン株式会） 

・ 北條 健一（BSI グループジャパン株式会

社） 

 

（検討会の開催状況） 

  令和 7年 5月 27日（火）(オンライン) 

令和 8年 1月 27日（水）(オンライン) 
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◆倫理面への配慮 

本研究で得られた成果は厚生労働省に報告を

しているが、一部意図的な食品汚染実行の企てに

悪用される恐れのある情報・知識については、本

報告書には記載せず、非公開としている。 

 

２．分担研究について 

２．１．１ 大阪・関西万博などに向けて食品提

供に関する食品防御対策の検討と提案 

大阪・関西万博会場における現地視察調査を主

たる方法として実施した。調査は 2025年 7月 3日

に実施され、入場ゲート、フードコート、キッチ

ンカー、パビリオン等の複数の飲食提供形態を対

象に観察・記録を行った。具体的には、①入場時

の X線検査・金属探知機・監視カメラによるセキ

ュリティ体制、②厨房配置や提供動線、調味料配

置等の物理的管理、③従業員の衛生行動やマスク

着用状況等の人的管理、④廃棄物管理や施錠状況、

⑤監視カメラ配置によるトレーサビリティ確保

状況を評価項目とした。加えて、各施設における

共通点および差異を整理し、食品防御上の脆弱性

の有無を分析した。さらに、既存の食品防御対策

ガイドライン（運搬・保管施設向け、調理・提供

施設向け（令和 5 年度版））の枠組みと照合し、

現場実態との整合性および改善点を抽出するこ

とで、実務的示唆の導出を行った。 

２．１．２ 食品防御対策のための現地調査 

以下の３施設を対象に、研究班メンバーが直接

訪問し、施設担当者の案内のもとで見学調査を実

施するとともに、ヒアリングを通じて食品防御体

制に関する情報を収集・整理した。 

・小売店（某スーパーマーケット店舗）：2025 年

11月 21日 

・飲食チェーン店舗（某回転寿司チェーン 店

舗）：2025 年 11 月 14日 

・食品製造工場（某食品製造工場）：2026年 2月

2日 

２．２ フードチェーン全体の安全性向上に向け

てのコロナ対策を踏まえた調査と食品防御対策

ガイドライン等の改善と、同ガイドラインの普及 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け、

運搬・保管施設向け、調理・提供施設向け）（令

和 5年度版）の修正のため、令和 5年度版に、新

型コロナウィルス感染症対策及び第 3者認証の要

素および店舗販売品に関する要素および店舗販

売品を加味した見直しを行った。加えて、近年、

監視カメラの映像が海外サイトを経由または直

接外部から閲覧可能となっている事例が報道さ

れていることを踏まえ、監視カメラの管理方法に

ついても検討し、必要な追記を行った。 

２．３．１ 新型コロナ感染症収束後におけるロ

ボット配膳システムと食品防御の課題 

ロボット配膳システムにおける食品防御上の

課題を把握するため、文献調査および質的調査を

組み合わせた研究方法を採用した。 

まず、文献調査として、厚生労働科学研究報告書、

食品防御に関する国内外ガイドライン、学術論文

および行政資料を収集・整理し、基本概念や従来

の対策枠組み、飲食店への適用可能性を検討した。

これにより、導入以前の食品防御対策の構造を整

理し、本研究の分析視点を明確化した。 

次に、質的調査として、販売代理店 2社および導

入飲食店 1社に対し半構造化インタビューを実施

した。調査項目は導入目的、運用体制、食品防御

対策の状況、接触行動の発生、トラブル対応主体、

仕様変更の可能性、情報共有体制である。 

インタビュー内容は整理・分析し、「人的監視体

制」「物理的防御措置」「情報共有構造」の三側

面から構造的課題を抽出した。なお、調査対象は

匿名化し倫理的配慮を行った。 
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２．３．２ 食品工場における監視カメラ映像流

出リスクの検討― サイバー時代の食品防御の課

題 ― 

研究方法の基本的枠組みとして、①文献・制度

分析、②海外基準との比較、③事例分析、④事業

者ヒアリング、⑤リスク構造モデル構築の五段階

で実施した。食品工場における監視カメラ映像流

出の影響を把握するため、制度分析および事例分

析を中心に検討した。 

1．制度および規格の分析 

食品防御およびサイバーセキュリティに関す

る国内外の制度・規格を対象に横断的分析を実施

し、監視カメラ管理の制度上の位置づけに着目し

た。対象は国内指針、サイバー関連政策、IFS Food、

NIS2、米国指針等とし、情報資産の扱い、事故報

告義務、経営責任、IT・OT 分離、監視設備管理の

観点から比較整理を行った。 

2．海外事例の系統的検索 

食品産業におけるサイバー攻撃および IoT機器

関連事例の把握を目的として、政府資料、国際機

関文書、学術論文、報道等を対象に系統的検索を

実施した。対象期間は直近 10年を基本とし、特に

2018年以降の事例を重点的に収集した。 

検索は英語を中心に、攻撃類型、対象産業、技術

領域（OT、IoT 等）の観点からキーワードを組み

合わせて実施し、複数情報源で照合した。検索条

件および手順は記録し、再現性を確保した。 

抽出事例は、食品供給への影響に着目して選定し、

小規模事例や情報不足事例を除外した。分析は統

一的枠組みに基づき、侵入経路、権限拡大、被害

拡大要因、操業停止および供給影響、政策対応の

観点から整理した。 

２．４ 地方自治体食品衛生行政における食品防

御対策の課題検討 

本研究における検討のため、研究協力者間の対

面での打ち合わせを 3回及びメール会議を随時実

施し、昨年度に引き続き以下の 2 点を実施した。 

１．実態調査 

(調査 1) 他自治体における食品防御対策の状況

調査 

以下のアンケート調査を実施した。 

・対象：関東甲信越静ブロックに属する各都県市・

特別区の食品衛生主管課 

・実施時期：2025年 11月 

・方法：対象にメールで案内を送付し、設問内容

（別添 1）に回答を記載するか、同様の設問内容

について LoGo フォームに回答を入力するよう依

頼した。 

・結果還元：対象に集計結果をメールで送付した。 

(調査 2) 食品防御に関連する相談の実態調査 

保健所の食品衛生監視員が受けた相談のうち、事

業者からの対策相談や食品への意図的な混入事

例相談の割合を調べるため、2020 年～2024 年に

川崎市の保健情報システムに記録された苦情相

談対応のデータベースを解析した。 

２．教育訓練や食品防御対策の内容検討 

昨年度確認した以下の検討スタンスを念頭に、取

り入れやすい教育訓練や対策について、今年度か

ら来年度にかけて具体的に検討する。 

【検討スタンス】食品衛生対策とのバランスや保

健所の状況を踏まえ、食品防御の視点に偏らない

ように、かつ、防御的案件が懸念される場合に適

切な対応が取れるように、食品衛生対策の中に食

品防御の視点を適度に加えていく。 

２．５ 海外における食品防御政策、規格等の動

向調査 

米国 FDA（Food and Drug Administration）が

施行・管理する FSMA法に関する更新事項のうち、

特にフードディフェンスおよびフードフラウド

に関連する内容について、その最新の動向を整理
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した。あわせて、コーデックス委員会（Codex Al-

imentarius Commission）総会および CCFICS（食

品輸出入検査・認証制度部会）におけるフードデ

ィフェンスに関する検討議題と、その進捗状況に

ついて整理した。 

さらに、英国 BSI を中心として進められている

PAS96（第 5版）の改訂作業については、開発担当

者への聞き取り調査を実施し、その進捗状況を整

理した。 

 

Ｃ. 研究結果 

本年度研究によって以下の成果を得た。詳細に

ついては、それぞれの分担研究報告書を参照され

たい。 

 

１．１.大阪・関西万博などに向けて食品提供に関

する食品防御対策の検討と提案 

現地視察調査による各施設における意図的な

食品汚染に関する脆弱性分析の結果を以下に示

す。パビリオン Aは日本の食文化を発信する施設

であり、体験プログラムや複数のテイクアウト中

心の販売ブース、期間限定ブースが設置され、1日

1 万人以上が来場していた。脆弱性については、

直接接触可能食材、洗浄・加熱工程の有無、薬品

等の管理、混入・すり替えリスク等の観点から確

認を行った結果、該当するリスクは確認されなか

った。薬剤は外部業者が管理し、アルコールは従

業員の目が届く位置に配置されていた。食材搬入

は営業前に限定され対面受取とし、来場者動線と

交差しない構造で、裏口は施錠可能であった。ま

た、各ブースに冷蔵・冷凍設備が設置され、監視

カメラは死角なく配置されていた。 

B 国パビリオンは文化・技術等を紹介する展示

施設で、1 階のレストランにおいて各種料理が提

供されていた。同様の観点で確認した結果、接触

可能食材、未加熱食品、薬品放置、混入リスクは

いずれも確認されなかった。アルコールは入口に

設置され、調理場は奥に配置されカウンター受取

方式であり、テーブルに調味料は設置されていな

かった。退席後のアルコール消毒も実施されてい

た。 

万博会場ではフードコート、キッチンカー、店舗

販売など多様な形態で飲食提供が行われていた。

東ゲートでは X線検査および金属探知機による入

場管理が実施され、屋外には多数の監視カメラが

設置されていたが、一部店舗では未設置箇所が確

認された。飲食提供エリアでは調理場を奥に配置

したカウンター受取方式が採用され、調味料は従

業員管理下に置かれていた。キッチンカーでは食

材管理が徹底され、発電機は使用されておらず、

ゴミ箱や灰皿は施錠管理されていた。一方、一部

で顎マスク着用や衛生管理のばらつきが見られ、

当日未確認ではあるが販売ルール違反の可能性

に関する情報もあった。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

１．２.食品防御対策のための現地調査 

2025年 11月 21日、某スーパーマーケットにお

いて複数機関の研究者が参加し見学調査を実施

した。搬入エリアは区画され夜間施錠可能で、搬

入時間は 05:00～22:00 に制限されていた。搬入

車両は 1 日約 10 台で時間帯により集中が見られ

た。勤怠はタイムカード方式で、代理打刻は指導

により是正されており、帽子着用により顔識別が

困難なため名札確認を徹底し、外部者はストラッ

プ付き名札で区分していた。バックヤード間の往

来は限定的で、消毒用アルコールの配置および一

体型刃物の使用が確認された。商品不良は年間約

11,000 件で、異物混入は約 3,200 件（約 30%）、
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うち店舗起因は約 500 件であり、主な非意図的混

入は残骨、フィルム片、機械部品、毛髪・虫等で

あった。意図的混入が疑われる事例は過去にバナ

ナへの縫い針混入 1件のみ（警察届出済み、未解

決）であった。要員への教育は年 1回の研修とテ

スト、月次点検、年次監査が実施されていた。課

題として、バックヤードに監視の死角がありカメ

ラ増設の必要性、設備や作業ルールの不統一、整

理整頓の徹底不足、外国人採用増加への対応や労

働環境改善の必要性が示された。 

また、2025年 11 月 14 日には某回転寿司チェー

ン店舗にて見学およびヒアリングを実施した。ア

ルバイト比率は約 10%、外国人は 20～25%で、指導

および記録管理が行われていた。客テロ対策とし

て禁止事項の表示、卓上設置物の削減、オーダー

制導入が行われていたが、客席はカメラ監視下に

ある一方で背もたれにより死角が存在した。店内

はキッチンとホールが区分されカメラと目視で

管理されており、接客が客テロ防止に重要である

ことが確認された。対策として同意画面の導入、

卓上食品の撤去、セルフコーナー化、カトラリー

管理の集約が提案された。 

さらに、2026 年 2月 2日には某食品製造工場に

て見学調査を実施した。ゾーニングや IC タグに

よる入室管理、ロボット清掃、粘着ローラーおよ

び手洗い工程により衛生管理が行われていた。原

材料は QR コードで管理され、開封時のカメラ確

認や製造工程におけるふるい、専用開封、X 線検

査が実施されていた。課題として共連れ対策の困

難、照明や死角の把握、工具管理の必要性が指摘

され、録画保存期間の見直し、薬品管理の複数人

対応、廃棄物管理の徹底が必要とされた。落下物

管理、相談体制、新人ケア等の運用も確認され、

異常対応については初期段階からのアラート運

用の必要性が示された。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

２．フードチェーン全体の安全性向上に向けての

コロナ対策を踏まえた調査と食品防御対策ガイ

ドライン等の改善と、同ガイドラインの普及 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け、

運搬・保管施設向け、調理・提供施設向け）（令

和 5年度版）について、店頭販売品を「営業許可

や製造許可を受けた実店舗で調理された料理等

を容器に入れ、店舗の敷地内で販売される商品」

と定義し見直しを行った。優先的に実施すべき対

策では、大規模イベント時における店頭販売品の

増加を踏まえ「調理・提供」に店頭販売品を含め

る旨を追記し、人的要素では私物持込み確認の対

象を販売現場へ拡張した。部外者対応では業者の

持ち物確認に店舗を追加し、施設管理では受渡し

場所、無人時間帯の店舗、飲食料品保管庫、洗剤・

殺虫剤の保管、監視カメラ管理（映像流出への注

意を含む）等を追加・修正した。入出荷等の管理

では容器や店頭販売品を対象に含め、保管中の数

量管理にも反映した。また、可能な範囲での対策

および大規模イベント時対応においても同様に

店頭販売品の位置づけを明確化し、監視カメラ設

置では受渡し場所を対象に追加した。 

中小規模向けガイドラインについても同様に

「調理・提供」に店頭販売品を含める旨を追記し、

危機管理体制、私物持込み確認、無人時間帯の店

舗管理、監視カメラ管理の新設等を行った。入出

荷等の管理では積み下ろし監視や数量管理に店

頭販売品を含め、対応体制に購入者を追加した。

さらに大規模イベント時対応では、販売場所での

異物混入防止、監視カメラ設置における受渡し場

所の追加、厨房の防犯・監視体制の強化および共

有キッチン使用前後の異常確認を追加した。 
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フードデリバリーサービス提供事業者及び利

用事業者向けチェックリストについては、施設管

理に監視カメラ管理の項目を新設した以外に変

更はなかった。配達員向けチェックリストについ

ては現時点で大きな修正は行われなかった。これ

らフードデリバリーサービス提供事業者及び利

用事業者向けチェックリスト、ならびに配達員向

けチェックリストの英訳版を作成した。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

３．１.新型コロナ感染症収束後におけるロボッ

ト配膳システムと食品防御の課題 

文献調査、および販売代理店 2社および導入飲食

店 1社への聞き取り調査により、ロボット配膳シ

ステムの普及背景、運用実態、食品防御上の課題

を整理した。ロボット配膳は、労働力不足、人件

費上昇、感染症対策に伴う非接触需要、顧客体験

向上等を背景に導入が進んでおり、単なる業務効

率化にとどまらず、店舗内のリスク構造を変化さ

せる要素であることが確認された。 

食品防御上は、親しみやすいデザインや食品を載

せた無人搬送により、顧客の接触行動や意図的・

偶発的接触の余地が生じる可能性が示された。ま

た、触知部と食品部の物理的分離不足、搬送中の

監視の空白、人的監視による心理的抑止力の低下

が課題として整理された。カバー等の物理的対策

は有効と考えられる一方、利便性、作業効率、デ

ザイン性への影響から採用が進みにくい状況も

確認された。 

販売代理店では、ロボットを食品を運ぶ機器とし

て捉え、食品の安全管理は導入店舗の責任範囲と

認識する傾向があり、いたずらや過度な接触等の

トラブル情報も体系的に収集されていなかった。

また、多くが海外メーカー製であるため、国内の

改善要望を設計へ反映させるには制約があり、設

計・販売・運用の各段階で責任が分散する構造が

確認された。 

導入店舗では、ロボット配膳により従業員を客席

巡回、顧客対応、不審行動の観察、トラブル初期

対応に再配置する運用が確認された。現場では接

触、走行妨害、下膳時の不衛生化、意図的行為の

潜在性がリスクとして挙げられた一方、ロボット

が重量物運搬や定型ルート移動を担い、人が最終

確認、監視、異常対応を担う補助的自動化の役割

分担も確認された。以上より、ロボット配膳は運

用次第で食品防御上のリスクを高める可能性が

ある一方、人的資源の再配置により監視体制を強

化する契機にもなり得ることが示された。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

３．２.食品工場における監視カメラ映像流出リ

スクの検討― サイバー時代の食品防御の課題 

― 

国内外の制度・規格比較により、食品防御におけ

るサイバーリスクの位置づけには国ごとの差異

が確認された。米国では食品産業が重要インフラ

として位置づけられ、FSMA や CISA の枠組みによ

り食品防御とサイバーセキュリティが一体的に

扱われ、ネットワーク接続機器や IoT機器もリス

ク対象とされている。EU では NIS2 指令によりリ

スク管理、経営層責任、24時間以内の報告義務が

制度化され、IFS Food規格においても監視設備や

アクセス管理を含むリスク評価が求められてい

るなど、サプライチェーン全体を対象とした管理

が行われている。 

これに対し日本では、食品防御は主として物理的

対策中心であり、サイバーセキュリティは別分野

として扱われる傾向がある。そのため、監視カメ
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ラ等のネットワーク接続機器について、食品防御

の枠組み内での位置づけが必ずしも明確ではな

い。海外では監視カメラや IoT機器は侵入経路や

情報資産としてリスク評価対象に含まれるのに

対し、日本では主に防犯設備や個人情報管理の観

点で扱われる傾向が確認された。 

以上の比較から、日本における制度上の課題とし

て、①食品防御における情報資産の位置づけの不

明確さ、②サイバー事故と食品防御を結びつけた

報告・共有制度の不足、③経営層責任や BCPとの

連動の弱さが整理された。これにより、監視カメ

ラ映像流出等の事案が食品防御の課題として体

系的に整理されにくい構造が示された。 

 

４.地方自治体食品衛生行政における食品防御対

策の課題検討 

食品防御対策の実態把握として自治体調査およ

び相談データ分析を実施した。自治体調査では、

食品防御対策を事務分掌に含むと回答した自治

体は 56自治体中 8自治体（14%）であったが、明

文化は確認されなかった。また、明文化されてい

ないが対応している自治体を含めると 18 自治体

（32%）であり、多くは制度として明確に位置づけ

られていない状況であった。イベント時の普及啓

発の実施は 1自治体にとどまり、食品防御的助言

の経験がある自治体も 18自治体（32%）であった。

一方で、約 9割の自治体は相談対応経験がない状

況であった。意図的混入および化学物質混入に関

する食中毒事例はいずれも 2 自治体で報告され、

原因特定や対応に課題が見られた。 

川崎市の苦情相談データ（2020～2024 年、総数

11,689 件）から、14 キーワードにより 1,268 件

を抽出し、そのうち食品防御的視点を有する 69件

を整理した。内訳は意図的混入が否定できない事

案 39件、未然防止関連 30 件であった。意図的混

入疑い事案は特定年度に増加が見られ、相談者は

消費者が多く、対象は異物が中心であった。未然

防止関連は近年増加傾向を示し、営業者からの相

談が多く、保健所からの助言により食品防御対策

が付加される事例が多かった。対策内容としては、

営業者の目が行き届かない場所の食品管理が最

も多く、営業中の管理監視、調理場管理、共用食

品管理が確認された。 

以上の結果から、食品防御対策は制度としての明

確な位置づけが限定的である一方、現場において

は相談対応や助言を通じて対応が進められてお

り、特に未然防止の観点は近年重要性が高まって

いることが示された。 

また、本研究の内容を踏まえ、令和 8年 3月 5日

に川崎市において食品防御対策研修会が開催さ

れ、事業者および食品衛生監視員を対象に講演お

よびグループワークが実施された。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

５.海外における食品防御政策、規格等の動向調

査 

FDA は 2025 年 9 月 2 日、輸入冷凍シーフード 28

検体の正味重量表示を調査し、10 検体（36%）に

短量(short-weighting)違反（2.3～9.9%）を確認

し、当該貨物を輸入拒否とした。本調査は 2022～

2024年の EMA対策の一環であり、氷衣重量の不適

切算入が要因とされ、当該行為は経済的動機によ

る不正（Economically Motivated Adulteration：

EMA）および食品不正に位置づけられる。対象はエ

ビ 25、イカ 2、ティラピア 1で、4か国 12社由来

であった。違反は規制措置や刑事調査の対象とな

り得るほか、Import Alert 99-47等により監視さ

れている。 

CPGM 7303.842（2025 年 9月 30日）では、EMAお
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よび食品不正に関する特別指示として、受入記録

と表示の照合および必要に応じた Form 483 への

記録が示され、魚種置換等が毒素・アレルゲン・

ヒスタミン中毒と関連し得ることが示された。食

品不正および EMAは査察対象として実務上取り扱

われている。 

FDA は 2025 年 8 月 28 日、EMA を食品中成分の除

去・置換・添加等による価値操作と定義し、これ

を食品不正と位置づけた。対象は食品、飼料、化

粧品に及び、誤表示に該当し得る。シーフードに

おける魚種置換や氷による重量増加、はちみつ等

の例が示され、健康被害の可能性も指摘されてい

る。 

FSMA の IA 規則では、極小規模事業者の基準額が

1,000万ドルから 13,318,941 ドルへ更新され、適

用日は事業規模別に設定されている。対象施設は

脆弱性評価および防御計画の策定・実施が求めら

れる。EMAとは区別され、2025年時点で要求事項

の改正は確認されなかった。 

Codex では食品偽装ガイドラインが 2024 年 11 月

に Step5 採択され、2025年以降も EWG で検討継続

中である。本年度内の本会合開催や新規文書公表

は確認されなかった。 

PAS96第 5版改訂は 2023年開始後遅延し、2025年

12 月にドラフトが公開され、2026 年 2 月 1 日ま

でパブリックコンサルテーションが実施された。

本規格は意図的攻撃（不正混入、恐喝、サイバー

攻撃等）を対象とするガイダンスであり、TACCPを

含むリスク評価体系が示されているが、最終版は

未公表であり、最終的な内容は未だ確定していな

い状況であった。 

結果の詳細については分担研究報告書を参照

されたい。 

 

 

Ｄ. 考察   

１．１．大阪・関西万博などに向けて食品提供に

関する食品防御対策の検討と提案については、会

場内に多数の飲食提供施設が出展される中で、食

品衛生に加えて食品防御への対応の重要性が増

していると考えられた。本調査結果から、物理的

対策（ハード）および運用的対策（ソフト）の両

面において高水準で整備されていることが確認

され、特に入場ゲートにおける空港レベルのセキ

ュリティ、会場全体の監視カメラ配置、受け渡し

カウンター方式の採用は、外部からの意図的混入

リスク低減に有効な措置であった。今後の食品防

御ガイドラインへの反映に関しては、「運搬・保

管施設向け」では新たな追加項目は認められなか

った一方、「調理・提供施設向け」では店頭販売

品への対応を踏まえた修正を行い、タイトルを

「調理・提供（店頭販売品を含む）」へ変更する

ことが望ましいと考えられる。また、「大規模イ

ベント時に必要な対応」として、「監視カメラの

設置」に店頭販売品の受渡し場所を追加すること

が望ましいと考えられる。 

 

１．２.食品防御対策のための現地調査について

は、小売店、飲食チェーン店舗および食品製造工

場の３施設において食品防御上の課題が確認さ

れた。小売店では、監視カメラの死角（特にバッ

クヤード、水産、ベーカリー作業室）、作業環境

やルールの不統一（蛍光灯カバー、エプロンのポ

ケット等）、外国人労働者増加への対応が主要な

課題であった。飲食チェーン店舗では、オーダー

制の導入や卓上食品の管理見直し等、業態特有の

リスク低減策が具体化され、特に顧客との衛生意

識の共有（同意ボタン等）が客テロ抑止に有効で

あることが示唆された。食品製造工場では、ICタ

グや多数のカメラ活用などの先進的な取り組み
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が見られた一方で、共連れ対策、薬品庫の複数人

管理、廃棄物の即時搬出等、運用面における改善

余地が明らかとなった。いずれの施設においても、

従業員教育および管理体制の整備が食品防御強

化の鍵であり、物理的対策（ハード）とルール・

教育（ソフト）の両面から継続的な改善が求めら

れる。 

 

２．フードチェーン全体の安全性向上に向けての

コロナ対策を踏まえた調査と食品防御対策ガイ

ドライン等の改善と、同ガイドラインの普及につ

いては、食品防御対策ガイドライン（令和 5年度

版）の多くの項目が新型コロナウィルス感染症対

策としての有用性も併せ持つことが確認されて

おり、感染症対策と食品防御対策は相互に関連し

得るものと考えられた。また、感染症対策は「新

たな日常」として定着しつつある一方で、人々の

リスク意識に応じて変化するものであることか

ら、今後新たな感染症が流行した際には、本ガイ

ドラインを参考に食品防御対策との調和を考慮

した具体的対策を検討する必要がある。さらに、

長期間にわたる大規模イベントにおいては、店頭

販売品を購入し会場内で飲食する形態が想定さ

れるため、従来の施設内での調理・提供に加え、

店頭販売時の対応にも留意が必要であり、複数事

業者の関与や施設の共用といった特性を踏まえ、

共有部分への対策やスタッフ教育の重要性が示

唆された。加えて、フードデリバリーサービスに

おいては、配達員が単独で行動するという特性か

ら、従業員間の相互監視に依存していた従来の管

理とは異なる課題が存在し、スマートフォンの

GPS 機能等の活用は既に一定程度実施されている

ものの、配達員の契約形態や就労実態により、身

元確認や教育の実効性確保には制約があること

が明らかとなった。このため、チェックリストの

英訳版を作成し、海外出身者にも対応可能な形と

することで汎用性の向上が図られており、今後は

多言語化の進展と活用が期待される。また、各ス

テークホルダーが実施可能な対策を組み合わせ

ることにより、フードデリバリーサービスのサプ

ライチェーン全体として食品防御対策の実効性

を高める必要がある。なお、本ガイドラインにお

ける「監視カメラ」という表現については他の呼

称の適否も含め、今後検討が必要である。 

 

３．１．新型コロナ感染症収束後におけるロボッ

ト配膳システムと食品防御の課題については、ロ

ボット配膳が業務効率化や労務負担軽減に寄与

する一方で、食品防御の観点から従来の管理構造

を変容させる要素を有していると考えられる。特

に、人が担っていた物理的管理、視覚的監視、心

理的抑止の機能が分離され、食品が無人状態で搬

送される構造が生じることにより、従来の前提が

変化し、構造的脆弱性が形成され得ることが示唆

される。この変化は、多層防御の観点から見ると、

従来の防御層の一部が弱体化する一方で、人的配

置や運用設計により再構築が可能であり、さらに

技術的手段による新たな防御層の導入余地も存

在することを意味すると考えられる。具体的には、

物理的防御については食品が露出した状態で搬

送されることから完全な遮断ではなく接触機会

低減を前提とした設計が求められると考えられ、

人的防御については省人化のみを進めた場合に

は弱体化する可能性があるが、業務再配分により

巡回や監視を強化することで補完可能であると

考えられる。また、心理的防御は機械化により低

下する可能性がある一方、人の目を意識的に配置

することで維持され得ることが示唆される。さら

に、トラブル情報の共有や蓄積といった情報防御

層は未整備であり、体系的な報告・共有の仕組み
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の必要性があると考えられる。一方で、ロボット

自体にはカメラやセンサー等を活用した新たな

監視・検知機能を付加できる可能性があり、従来

にはない技術的防御層の構築余地も存在すると

考えられる。以上より、ロボット配膳環境におけ

る食品防御は、防御層が減少したのではなく構成

が変化したものと捉えることが適切であり、その

再配置と再設計を前提とした対応が必要である

と考えられる。 

 

３．２．食品工場における監視カメラ映像流出リ

スクの検討―サイバー時代の食品防御の課題―

については、食品防御の考え方が従来の物理的対

策中心から、サイバーと現場が結びついた統合的

なリスク管理へ変化しつつあることが示唆され

た。スマート化や IoT 機器の普及により、監視カ

メラや製造設備がネットワーク接続される中、防

御設備自体が不正アクセスの対象となり得る構

造が生じており、映像流出は単なる情報漏えいに

とどまらず、工場内部の構造や管理状況の把握を

通じて、物理的侵入や妨害行為のリスクを高める

可能性があると考えられる。このことは、防御設

備が攻撃を支援する情報源となり得る新たな課

題を示している。 

また、食品防御とサイバーセキュリティが制度お

よび組織上分断されていることにより、監視カメ

ラ等の責任所在が不明確となり、事故時の統合的

対応や再発防止が困難となる可能性が示唆され

た。特に経営層の関与が限定的な場合、リスクが

部門単位に分散し、供給停止リスクとして十分に

評価されない構造が存在すると考えられる。 

さらに、映像流出は、不正アクセス、情報取得、

物理的妨害、操業停止、サプライチェーンへの影

響という連鎖を通じて、食品供給全体に影響を及

ぼす可能性がある。特にセントラルキッチン等の

集約型施設では、単一拠点の停止が広範な供給停

止につながる可能性があり、その影響は社会的基

盤にも及ぶと考えられる。 

加えて、現場では高度な技術不足よりも、パスワ

ード管理、アクセス権限、ログ確認、機器更新等

の日常運用の不備がリスク要因となる傾向が見

られ、対策は技術導入だけでなく運用体制や責任

の明確化に依存することが示唆された。特に中小

規模事業者では人材やコスト制約により対策が

限定的となる可能性があり、ガイドラインが実務

に十分反映されない課題も確認された。 

以上より、監視カメラ映像流出は単なる情報管理

問題ではなく、供給停止リスクの前段階として位

置づける必要があり、食品防御はサイバーと物理

を統合した視点で再構築されるべきであると考

えられる。また、この課題は個別企業にとどまら

ず、食品供給の安定性や経済安全保障とも関係し、

組織横断的かつ制度的対応が求められると考え

られる。 

 

４．地方自治体食品衛生行政における食品防御対

策の課題検討については、食品衛生行政機関の現

状把握を目的として実施したアンケート調査お

よび苦情相談データの解析結果を踏まえ、有事対

応と未然防止の観点から整理した結果が示唆さ

れた。 

有事対応については、56自治体の保健所において

過去 3年間に意図的混入と把握された食中毒事例

は 1事例のみであり、混入原因不明の化学物質事

例を含めても計 3事例と少ない傾向にあると考え

られた。一方で、対応においては助言内容の検討

や警察との連携に苦慮する状況がみられ、特に相

談者が意図的混入を疑う場合に警察への相談を

促しても理解が得られないなど、所管の不明確さ

が課題である可能性が示唆された。また、意図的

1-11



混入が否定できない相談は 5 年間で 39 件確認さ

れ、同様に警察相談を助言する事例が含まれてい

たことから、各自治体に一定程度存在する事象で

あると考えられた。監視カメラにより確認された

事例がある一方で原因不明の事例も多いと推察

され、重大事案の早期探知や未然防止に向けた対

応の整理が今後の課題であると考えられる。 

未然防止については、食品防御の所管が関係法令

上明確でない中で、56自治体中 32%が業務として

可能な範囲で対応していることが確認され、その

多くは事業者からの相談対応における助言を通

じて対策を推進している実態があると考えられ

た。また、イベント時に食品防御対策の普及啓発

を行っている自治体もみられた。さらに、未然防

止に関わる相談件数は 2022年以降増加しており、

過去のアンケート調査や研修会の実施により保

健所側の助言機会が増加した影響である可能性

が示唆された。 

今後は実態のさらなる把握を進めるとともに、

負担が少なく効果的な対策の検討および教育訓

練内容の整理が必要であると考えられる。 

 

５．海外における食品防御政策、規格等の動向調

査については、食品不正および食品防御に関する

考え方が、定義、規制、運用の各レベルで体系的

に整理されていることが示唆された。 

FDA による輸入冷凍シーフードの調査では、正味

重量の不適合が一定割合で確認され、特に氷衣を

含めた重量表示が問題とされていることから、冷

凍製品特有の表示管理の重要性が示された。また、

違反製品が輸入拒否の対象とされていることか

ら、当該不適合は規制措置に直結する事項として

扱われており、EMA および食品不正の一形態とし

て整理されていることが示唆された。 

さらに、FDA の査察プログラムでは食品不正およ

び EMAが確認事項として明示され、受入記録と製

品ラベルの照合等により実務上運用されている

ことが確認された。また、これらがアレルゲンや

毒素等の危害要因と関連し得ることから、食品安

全の観点を含めて管理対象とされていることが

示唆された。加えて、EMA と食品不正が同一概念

として整理され、魚種の置換や重量の水増しとい

った事例と整合していることから、定義と運用の

一貫性が確認された。 

IA 規則については、2025 年時点で大きな変更は

なく、基準更新や情報提供が継続されており、EMA

とは区別された制度として運用が維持されてい

ると考えられる。また、脆弱性評価およびフード

ディフェンス計画の策定が引き続き求められて

いることが確認された。 

Codex における食品偽装ガイドラインは、ステッ

プ 5到達後も電子作業部会による検討が継続され

ている一方で、本会合の開催や新規文書の公表は

確認されておらず、大きな進展は見られていない

状況にあると考えられる。 

PAS96 の改訂については、遅延を経てドラフトが

公開されパブリックコンサルテーションが実施

されたことから公開段階に移行したが、最終版は

未公表であり、現時点では確定していない段階に

あると考えられる。 

 

Ｅ. 結論 

１．１．大阪・関西万博などに向けて食品提供に

関する食品防御対策の検討と提案については、大

阪・関西万博における食品防御対策が国際的大規

模イベントとして高い水準で構築されており、入

場管理、監視体制、厨房設計、提供方式において、

食品への意図的混入リスクを低減する実践的な

対策が講じられていた。一方で、食品防御対策ガ

イドラインの「運搬・保管施設向け」および「調
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理・提供施設向け」の改訂案等も踏まえ、脆弱な

部分への対応が必要であると考えられた。 

 

１．２．食品防御対策のための現地調査について

は、3 施設の調査を通じて各業態における食品防

御上の脆弱性と改善課題が把握され、小売店・飲

食チェーン・製造工場に共通して、監視体制の強

化、作業環境の整備、従業員教育の充実が必要で

あることが示された。また、本調査の知見は食品

防御対策ガイドライン（食品製造工場向け、運搬・

保管施設向け、調理・提供施設向け等）の改訂お

よび普及活動に活用される予定である。 

 

２．フードチェーン全体の安全性向上に向けての

コロナ対策を踏まえた調査と食品防御対策ガイ

ドライン等の改善と、同ガイドラインの普及につ

いては、食品防御対策ガイドライン（食品製造工

場向け、運搬・保管施設向け、調理・提供施設向

け）および中小規模事業者向けガイドラインの双

方について、新型コロナウィルス感染症対策との

調和および大規模イベントにおける店頭販売品

への活用を踏まえた修正を行った。また、フード

デリバリーサービス提供事業者および利用事業

者向けチェックリストについては、事業者の実態

を踏まえた確認を行い、海外出身の配達員による

活用を考慮した英訳版を試作した。 

 

３．１．新型コロナ感染症収束後におけるロボッ

ト配膳システムと食品防御の課題については、ロ

ボット配膳が食品搬送を無人搬送を含む形態へ

転換させることにより、食品防御の前提条件を変

化させることが示された。これに伴い、運用によ

って防御機能が弱体化する場合と強化される場

合があること、また食品防御は多層防御として再

設計する必要があることが明らかとなった。さら

に、設計・販売・運用間の責任分散や情報共有体

制の未整備が課題として示された。今後は、ロボ

ット配膳に対応したガイドライン整備、情報共有

体制の構築、責任の明確化を通じ、人的監視を前

提とした適切な運用モデルの確立が必要である

と考えられる。 

 

３．２．食品工場における監視カメラ映像流出リ

スクの検討―サイバー時代の食品防御の課題―

については、監視カメラ映像の流出が単なる情報

漏えいにとどまらず、供給停止につながる可能性

を有する前段階の事象であることが示された。従

来の食品防御は物理的対策を中心として構築さ

れてきたが、工場のネットワーク化により情報流

出が物理的脅威と結びつく可能性が明らかとな

った。制度面では、海外が統合的に扱うのに対し、

日本では分断され、監視カメラ等の情報資産に関

する責任の所在が不明確となる課題が示された。

また、監視カメラ映像流出は不正アクセス等を起

点として操業停止やサプライチェーンへの影響

に至る可能性があり、重要な出発点となり得るこ

とが確認された。さらに、課題は技術面に加え、

日常運用や部門間連携、責任体制といった組織的

要因に依存することが示された。以上より、食品

防御はサイバー領域を含めた統合的視点で再構

築する必要があり、今後は情報資産の位置づけの

明確化、責任体制の整理、制度的枠組みの統合が

求められると考えられる。 

 

４．地方自治体食品衛生行政における食品防御対

策の課題検討については、行政機関において食品

衛生対策の中に食品防御の視点を適切に組み込

み、食品衛生監視員による苦情相談対応を通じた

発生予防対策を検討する必要があることが示さ

れた。また、未然防止に関する所管が不明瞭な自
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治体が多い状況を踏まえ、食品事業者等の相談窓

口として食品衛生行政機関の役割を明確化する

必要があると考えられる。 

 

５．海外における食品防御政策、規格等の動向調

査については、FDAにおいて食品不正（Food Fraud）

および EMA への対応が、short-weighting を含め

規制措置および査察運用の中で一貫して実施さ

れていることが確認された。FSMA に基づく IA 規

則については、新たな改正は確認されず、既存制

度の運用が継続されている状況であった。コーデ

ックス委員会の食品偽装ガイドラインは検討段

階が継続しており、PAS 96（第 5版）については

ドラフト公開およびパブリックコンサルテーシ

ョンの実施により改訂プロセスが進行中である

ことが確認された。以上より、食品防御および食

品不正に関する国際動向は、FDA において実務運

用が継続的に進められる一方、国際規格は検討・

改訂段階にあることが示されており、今後もその

進展状況を継続的に把握する必要があると考え

られる。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 

１.論文発表 

甲斐剛志、葛西伶乃凛、古澤魁世、菊島優菜、岩

崎雄介、伊藤里恵、田口貴章、堤智昭、今村知明、

穐山浩．食品テロ対策のためのヒト血液中のシア

ン化物イオン及びチオシアン酸イオンの同時分

析法の確立．日本食品科学学会誌．32（1）:10-14, 

2025. 島津賞受賞 

 

畠山理沙、佐々木国玄、赤星千絵、小河内麻衣、

駒根綾子、清水英明、渡辺麻衣子、工藤由起子、

岡部信彦. 流通食品表面における SARS-CoV-2 汚

染実態調査について．食品衛生学雑誌 66(5): 

106-111, 2025. 

 

長田瑞花,  多川優也 ,  田崎ひなた,  藤内琉

成 ,  今村知明,  加藤礼識．飲食店における食

品防御対策の新たな課題「ロボット配膳システム」

における食品防御対策の検討．食品衛生研究  

(Food Sanitation Research),76巻  1号, 9-19 , 

2026年 01月． 

 

２．学会発表 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防御上の

新たな問題（ロボット配膳システム）その①～

販売代理店への聞き取り調査．第 121回日本食

品衛生学会・学術講演会．2025 年 10月．東京. 

 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防御上の

新たな問題（ロボット配膳システム）その②～

飲食店への聞き取り～．第 121回日本食品衛生

学会・学術講演会．2025年 10月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物販売が

多様化する中で食品防御対策はどのように変化

したのか～大規模食品工場から小規模飲食店で

の対策への変化．第 121回日本食品衛生学会・

学術講演会．2025年 10月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模な飲食

店舗における食品防御対策 「バイトテロ」・

「客テロ」をどう防ぐべきなのか？．第 121回

日本食品衛生学会・学術講演会．2025年 10月．

東京. 
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田口貴章、小川亮介、穐山浩、今村知明 、堤智

昭．意図的混入対策としての加工食品中の界面

活性剤分析法の検討．第 121回日本食品衛生学

会・学術講演会．2025年 10月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほほみ、

神奈川芳行、今村知明．多様化した飲食物販売

における食品防御対策～これまでの食品防御対

策の流れ～．第 84回日本公衆衛生学会総会．

2025年 10月. 静岡．  

平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加藤礼識、

高畑能久、神奈川芳行、今村知明．ロボット配

膳システムにおける食品防御対策 飲食店への

聞き取り調査．第 84 回日本公衆衛生学会総会．

2025年 10月. 静岡 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほほみ、

神奈川芳行、今村知明．ロボット配膳システム

における食品防御対策 販売代理店への聞き取

り調査．第 84回日本公衆衛生学会総会．2025 年

10月. 静岡 

神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼識、入

江芙美、山口健太郎、今村知明．大規模イベン

トでの食品防御対策と食品防御対策ガイドライ

ン英訳の意義．第 84 回日本公衆衛生学会総会．

2025年 10月. 静岡． 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）

「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した

食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和７年度）

大阪・関西万博などに向けて食品提供に関する食品防御対策の検討と提案

研究分担者 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長）

研究分担者 入江 芙美（九州大学医学研究院 医療経営・管理学講座 准教授）

研究協力者 神奈川芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 非常勤講師）

A．研究目的  
大阪・関西万博会場における飲食提供

環境を対象に、食品防御の実装状況を体

系的に評価し、実効性のある対策モデル

を抽出することである。具体的には、①

入場管理・監視体制・厨房設計・提供オ

ペレーションなどのハード・ソフト両面

の対策状況を整理すること、②フードコ

ート、キッチンカー、パビリオン等の異

なる提供形態におけるリスク差異を明確

化すること、③現場運用におけるばらつ

きや人的要因の影響を分析することを目

的とする。さらに、得られた知見を既存

の食品防御ガイドラインと照合し、大規

模イベントに適した実践的かつ標準化可

能な対策の提示を目指す。

B．研究方法  
大阪・関西万博会場における現地視察

調査を主たる方法として実施した。調査

は 2025 年 7 月 3 日に実施され、入場ゲ

ート、フードコート、キッチンカー、パ

ビリオン等の複数の飲食提供形態を対象

に観察・記録を行った。具体的には、①

入場時の X 線検査・金属探知機・監視カ

メラによるセキュリティ体制、②厨房配

置や提供動線、調味料配置等の物理的管

理、③従業員の衛生行動やマスク着用状

研究要旨

大規模イベントでは、多様な食品提供形態が存在し、物流の複雑化や来場者の集中

により、食品の意図的な汚染や異物混入のリスクが高まる。近年、食品への意図的混

入リスクは、テロのみならず内部不正を含む多様な脅威として認識されており、特に

多数の来場者を受け入れるイベントでは、その影響は極めて大きい。本研究では、大

阪・関西万博という国際的大規模イベントにおける食品提供環境を対象に、食品防御

の観点から現場実態を把握し、その有効性および課題を明らかにすることを目的に、

入場ゲートの高度なセキュリティ、監視カメラの配置、厨房構造、提供オペレーショ

ン、廃棄物管理等に着目し、食品防御対策の実装状況を実地で確認した。その結果、

全体として多層的かつ高度な管理体制が構築されている一方で、運用のばらつきや人

的要因に起因する改善余地も確認された。これを踏まえ、別の分担研究「フードチェ

ーン全体の安全性向上に向けてのコロナ対策を踏まえた調査と食品防御対策ガイドラ

イン等の改善と、同ガイドラインの普及」において、食品防御対策ガイドライン運

搬・保管施設向け（令和５年度版）及び調理・提供（店頭販売品を含む）施設向け

（令和５年度版）の改訂を行う予定となっている。 

本分担研究においては、これらの実地調査と過去の大規模イベント時の事例を踏ま

え、大規模イベントに適用可能な食品防御対策を検討した。
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況等の人的管理、④廃棄物管理や施錠状

況、⑤監視カメラ配置によるトレーサビ

リティ確保状況を評価項目とした。加え

て、各施設における共通点および差異を

整理し、食品防御上の脆弱性の有無を分

析した。さらに、既存の食品防御対策ガ

イドライン（運搬・保管施設向け、調理・

提供施設向け（令和 5 年度版））の枠組み

と照合し、現場実態との整合性および改

善点を抽出することで、実務的示唆の導

出を行った。  
 

◆倫理面への配慮  
本研究で得られた成果は厚生労働省

に報告をしているが、一部意図的な食品

汚染実行の企てに悪用される恐れのある

情報・知識については、本報告書には記

載せず、非公開としている。  
 
C．研究結果  
 
１．パビリオン A（飲食販売および飲食

体験ブース）における意図的な食品

汚染に関する脆弱性  
 
１．１   訪問先の概要  

2025 年の国際博覧会に出展されたパ

ビリオン A は、日本の食文化の魅力を発

信する場として設計されており、体験プ

ログラムや営業販売ブースが配置され、

来場者が食の背景や調理技術に触れられ

る工夫が施されており、毎日 1 万人以上

が来場している。営業販売ブースは複数

ありテイクアウトの食品（日本の飲料及

びアルコール飲料を含む）を中心に販売

していた、通期出展者に加えて、週ごと

または月ごとの期間限定ブースが設置さ

れ、食を通じた多彩な交流の場を提供し

ていた。  
 
１．２   意図的な食品汚染に関する脆

弱性についての情報収集  
当研究班におけるこれまでの研究成

果の中から、脆弱性の視点として「直接

手を触れることができる食材の販売の有

無」、「その後の工程に洗浄や加熱がない

食材の販売の有無」、「洗剤、薬品、不要

物等の放置の有無」、「混入やすり替えの

リスクの有無」、「その他」の 5 点を取り

上げたうえで、大規模イベントにおける

食品防御に対する脆弱性の確認を行った。 
 
１．２．１   直接手を触れることがで

きる食材の販売の有無  
訪問時において、そのような食材の販

売は確認できなかった。  
１．２．２   その後の工程に洗浄や加

熱がない食材の販売の有無  
販売物は蓋付きのパッケージでその

まま飲食可能なものが販売される予定で

あり、そのような食材の販売は確認でき

なかった。  
１．２．３   洗剤、薬品、不要物等の

放置の有無  
害虫駆除については外部業者に委託

し、薬剤は使用時に持参し、持ち帰る。

消毒用のアルコールはブース毎に従業員

の目が届く、受け渡しカウンター前に置

かれていた。その他、訪問時において、

そのような状況は確認できなかった。  
１．２．４   混入やすり替えのリスク

の有無  
訪問時において、そのような状況は確

認できなかった。  
１．２．５   その他  
食材の搬入は営業前のみに行われ、訪

問時では食材を途中搬入することはでき

ないルールとなっている。配送の受け取

りは対面のみで行われる。搬入は各ブー

スの裏口から行われ、来場者および他の

ブースの食材と交差することはない。  
裏口は施錠する事ができる。各ブース

には、それぞれに冷蔵、冷凍庫が設置さ
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れている。各所（外周、入口、各ブース

裏口および屋内）に死角無くカメラが設

置されており、高性能のものを取り付け

るように指定がある。カメラ映像の管理

は警備会社、大阪府警およびパビリオン

A で管理されている。  
 
２．B 国パビリオンにおける意図的な食

品汚染に関する脆弱性  
 
２．１  訪問先の概要  
 2025 年日本国際博覧会協会の大阪・関

西万博に出展された B 国パビリオンは、

「ともに未来を創ろう」をテーマに、B 国

の創造性・革新性・多様性を体感できる

展示空間として構成されている。来場者

は、B 国の科学技術、サステナビリティ、

文化、教育などの分野における先進的な

取組を、映像や体験型展示を通じて学ぶ

ことができる。また、１階に常設されて

いるレストランでは、B 国各地の料理を

提供、B 国の伝統料理から、一風変わっ

た料理もあった。  
 
２．２  意図的な食品汚染に関する脆弱

性についての情報収集  
パビリオン A のケースと同様の方法に

より食品防御に対する脆弱性の確認を行

った。  
 
２．２．１   直接手を触れることがで

きる食材の販売の有無  
訪問時において、そのような食材の販

売は確認できなかった。  
２．２．２   その後の工程に洗浄や加

熱がない食材の販売の有無  
訪問時において、そのような食材の販

売は確認できなかった。  
２．２．３   洗剤、薬品、不要物等の

放置の有無  
訪問時において、そのような状況は確

認できなかった。消毒用のアルコールは、

従業員の目が届く、レストラン入口に設

置されていた。  
２．２．４   混入やすり替えのリスク

の有無  
訪問時において、そのような食材の販

売は確認できなかった。  
２．２．５   その他  
レストランは、テーブル席が１０席程

設置されており、卓上には調味料等は、

置かれていない。調理場は、店舗の奥側

にあり、注文をして受け渡しカウンター

で受け取る方式を取っていた。また、顧

客退席後にホールスタッフがテーブルを

アルコールで消毒を行っていることが確

認できた。  
 

 
３．フードコート、キッチンカーおよび

店舗販売品における意図的な食品汚

染に関する脆弱性  
 
３．１  訪問先の概要  

2025 年の大阪・関西万博会場は複数の

ゾーンに分けられており、フードコート、

キッチンカー、パビリオン内店舗など多

様な形態で飲食販売が展開されていた。

2025 年 7 月 3 日に実施した見学調査で

は、東ゲートから会場内のセキュリティ

体制、フードコート、キッチンカーおよ

び店舗販売品の運用状況を視察した。（別

添資料）  
 

３．２  セキュリティおよび監視体制  
東ゲートには X 線検査機と金属探知機

を備えた空港の保安検査場と同等のセキ

ュリティが設置されており、外部からの

危険物持ち込みは困難な状況であった。

会場屋外には多数の監視カメラが設置さ

れ、大屋根リングでは約 50 メートル間隔

でカメラが配置されていた。一方、長屋

造りの店舗販売店では構造上の関係で一

部カメラのないエリアが確認された。  
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３．３  飲食提供エリアにおける管理状

況  
フードコート、キッチンカーのいずれ

においても、調理場は店舗奥側に配置さ

れ、受け渡しカウンターで商品を受け取

る形式が採用されていた。調味料やポー

ションは従業員の目が届く受け渡しカウ

ンター付近に置かれており、食卓テーブ

ルには基本的に調味料は設置されていな

かった（一部ラーメン店を除く）。キッチ

ンカーは通常のイベントと比較して食材

保管や整理整頓が徹底されており、すべ

ての配置場所に分電盤が設けられ発電機

（ガソリン）の使用はなかった。ゴミ箱

はカテゴリー別に分別され、すべて施錠

されていた。喫煙所の灰皿も施錠されて

おり、吸い殻浸出液の持ち出しは困難で

あった。  
 

３．４  その他  
一部店舗では従業員の顎マスクでの

調理が散見され、手洗い場へのハンドソ

ープ設置やアルコール消毒の配置にばら

つきが見られた。また、パビリオン内で

の飲食物販売は最大 20％までというル

ールが設けられているが、無許可で販売

を行うパビリオンがあるとの情報もあっ

た（当日は未確認）。大阪・関西万博では、

厨房の構造、監視体制、衛生管理、販売

ルールのいずれにおいてもフードディフ

ェンスの観点から適切な対応が確認され

た。一部にルール運用上のばらつきや改

善余地が見られたものの、全体として統

一的かつ高い管理意識のもとで運営され

ており、食品の安全性・信頼性を確保す

る上での良好な事例と評価できる。  
 

D．考察  
大阪・関西万博の会場では 100 を超

える飲食を提供するパビリオンや店舗が

出展されており、食品衛生の確保だけで

なく、食品防御への取り組みが、重要性

を増すものと考えられる。  
本調査結果から、物理的対策（ハード）

と運用的対策（ソフト）の両面において

高水準で整備されていることが確認され

た。特に、入場ゲートにおける空港レベ

ルのセキュリティ、会場全体に配置され

た監視カメラ、また、食品提供において

は、受け渡しカウンター方式の採用など、

外部からの意図的混入リスクを大幅に低

減する有効な措置であった。  
今後、食品防御ガイドラインに新たに

反映できる可能性のある脆弱性の内容と

して、以下のような項目が考えられた。  
 
（「運搬・保管施設向け」について）  

現時点では、追加が必要と考えられた

項目は見られなかった。  
 
（「調理・提供施設向け」について）  

店頭販売品への対応を踏まえた修正

を行うと共に。タイトルを「調理・提供

（店頭販売品を含む）に変更することが

望ましいと考えられた。  
 

「大規模イベント時に必要な対応」に係

る変更点について  
「監視カメラの設置」の項目に店頭販

売品の受渡し場所を追加することが望ま

しい。  
 
E．結論  

本研究の結果、大阪・関西万博におけ

る食品防御対策は、国際的大規模イベン

トとして極めて高い水準で構築されてお

り、外部脅威に対しては有効に機能して

いると評価できる。特に、入場管理、監

視体制、厨房設計、提供方式においては、

食品への意図的混入リスクを低減するた

めの合理的かつ実践的な対策が講じられ

ていた。食品防御対策ガイドラインの「運

搬・保管施設向け（令和 5 年度版）」や、

「調理・提供施設向け」（令和５年度版）
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の改訂案等も参考に、脆弱な部分への対

応が必要と考えられた。  
 

F．健康危険情報  
なし  
 
G．研究発表  
 
１．論文発表  

なし  
 
２．学会発表  

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防

御上の新たな問題（ロボット配膳システ

ム）その①～販売代理店への聞き取り調

査．第 121 回日本食品衛生学会・学術講

演会．2025 年 10 月．東京. 

 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品

防御上の新たな問題（ロボット配膳シ

ステム）その②～飲食店への聞き取り

～．第 121 回日本食品衛生学会・学術

講演会．2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物

販売が多様化する中で食品防御対策はど

のように変化したのか～大規模食品工場

から小規模飲食店での対策への変化．第

121 回日本食品衛生学会・学術講演会．

2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模

な飲食店舗における食品防御対策 「バ

イトテロ」・「客テロ」をどう防ぐべきな

のか？．第 121 回日本食品衛生学会・学

術講演会．2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほ

ほみ、神奈川芳行、今村知明．多様化し

た飲食物販売における食品防御対策～こ

れまでの食品防御対策の流れ～．第 84

回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10

月. 静岡．  

 

平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加

藤礼識、高畑能久、神奈川芳行、今村

知明．ロボット配膳システムにおけ

る食品防御対策 飲食店への聞き取

り調査．第 84 回日本公衆衛生学会総

会．2025 年 10 月. 静岡． 

 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほ

ほみ、神奈川芳行、今村知明．ロボット

配膳システムにおける食品防御対策 販

売代理店への聞き取り調査．第 84 回日

本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静

岡． 

 

神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼

識、入江芙美、山口健太郎、今村知明．

大規模イベントでの食品防御対策と食品

防御対策ガイドライン英訳の意義．第

84 回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10

月. 静岡． 

 
H．知的財産権の出願・登録状況  
 
１．特許取得  

なし  
 

２．実用新案登録  
なし  
 

２．その他  
なし
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）

「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した

食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和 7 年度） 

食品防御対策のための現地調査

研究分担者 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長）

研究分担者 入江 芙美（九州大学医学研究院 医療経営・管理学講座 准教授）

研究分担者 加藤 礼識（茨城キリスト教大学 生活科学科 食物健康科学科

講師）

研究協力者 神奈川芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 非常勤講師）

研究協力者 長田 瑞花（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座）

研究要旨

本研究では、食品防御対策の実態を把握することを目的に、小売店（スーパーマー

ケット）、飲食チェーン店舗（回転寿司）、食品製造工場の３施設を対象に現地調査

（見学・ヒアリング）を実施した。

小売店では、監視カメラの死角や作業環境の不統一、人材管理の課題が確認され

た。飲食チェーン店舗では、回転寿司業態特有の客テロ・バイトテロリスクへの対応

として、オーダー制導入や卓上食品の管理見直しが有効であることが示唆された。食

品製造工場では、IC タグ・カメラ等を活用した入室管理や工程管理が進んでいる一

方、共連れ対策・薬品庫管理・廃棄物管理等に改善の余地が認められた。

これらの調査結果を踏まえ、各施設類型における食品防御対策上の脆弱性と推奨対

策を取りまとめた。食品防御対策ガイドラインの改訂および普及活動に活用される予

定である。

A．研究目的 
食品事業者における食品防御対策の実

施状況および脆弱性を把握するため、小

売店舗、飲食チェーン店舗、食品製造工場

の３施設における現地見学調査およびヒ

アリング調査を実施した。各施設におけ

る食品防御上の課題と推奨対策を整理し、

食品防御対策ガイドラインの改訂・普及

に資することを目的とする。

B．研究方法 
以下の３施設を対象に、研究班メンバ

ーが直接訪問し、施設担当者の案内のも

とで見学調査を実施するとともに、ヒア

リングを通じて食品防御体制に関する情

報を収集・整理した。

・小売店（某スーパーマーケット店舗）：

2025 年 11 月 21 日

・飲食チェーン店舗（某回転寿司チェーン 

店舗）：2025 年 11 月 14 日 
・食品製造工場（某食品製造工場）：2026

年 2 月 2 日 
倫理面への配慮として、意図的な食品

汚染実行の企てに悪用される恐れのある

情報・知識については本報告書には記載

せず、非公開としている。
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C．研究結果 
小売店（某スーパーマーケット店舗）の見

学調査

2025年 11月 21日（9時～11 時 30分）、

某スーパーマーケット店舗において、神

奈川芳行（奈良県立医科大学）、島崎眞人

（日本農林規格協会）、加藤礼識（茨城キ

リスト教大学）、井之上仁・鬼武一夫（日

本生活協同組合連合会）、赤星千絵・相原

俊介・浅井威一郎（川崎市）、長田瑞花（奈

良県立医科大学院生）、一蝶茂人・河井宏

介（BSI グループジャパン）が参加して見

学調査を実施した。

（１）セキュリティ・アクセス管理

物理的セキュリティおよび搬入・勤怠の

管理状況について以下を確認した。

搬入エリア管理

・トラックヤードは防音壁およびカーテ

ン式仕切りで区画され、外部からの視

認性を遮断している。

・夜間は施錠可能な構造となっており、物 

理的セキュリティは確保されている。

・近隣協定により搬入時間は 05:00～

22:00 に制限されており、時間外搬入に

対する近隣住民からの抑止力となって

いる。

・搬入車両は 1 日あたり約 10 台（パン配

送含む）。特定時間帯に集中し待機が発

生するケースが見られる。

入退館・勤怠管理

・タイムカード方式を採用。稀に代理打刻 

の事例が発生するが、都度教育指導を

行い是正している。

・帽子着用により顔の識別が困難なため、

名札による本人確認を徹底している。

・本部スタッフ等の外部者はストラップ

付き名札で明確に区分している。

・バックヤード間での従業員の往来は限

定的であり、担当外エリアへの不必要

な立ち入りは少ない。

店舗内の対策

・消毒用アルコール等がバックヤード各

所に配置されている。

・混入防止・衛生上の観点から、一部を除

いて刃と柄が一体型の刃物類を使用し

ている。

（２）異物混入の実績と傾向

商品不良の申し出総数は年間約 11,000
件（宅配・店舗合計）であり、うち異物混

入は約 3,200 件（全体の約 30%）を占め

る。そのうち店舗業態に起因するものは

約 500 件（混入全体の約 15%）であった。 
非意図的な主な混入事例（インストア製

造外の仕入れ商品）：残骨（精肉処理工場

での骨除去不足）、青いフィルム片、稀に

機械部品の脱落、毛髪・虫など。過去にバ

ナナへの縫い針混入申し出が 1 件あり（警

察届出済み、未解決）、意図的混入が疑わ

れる事例はこの 1 件のみである。 
（３）教育・研修体制

・年 1 回、全職員に対し DVD 教材を用い

た「食品衛生・フードディフェンス教育」

を実施し、テストによる効果測定・記録

保管を行っている。

・月次：副店長による衛生点検（私物持ち

込みチェック等）

・年次：品質保証部職員による監査

（４）課題と提言

視察を通じて明らかになった脆弱性およ

び推奨対策は以下の通り。

監視体制の死角

・店舗全体で 36 台のカメラが稼働してい

るが、バックヤード内の監視が手薄で

あり、特に水産・ベーカリー作業室にカ

メラが設置されていない。（農産・水産・

畜産・惣菜・ベーカリー調理場全体にカ

メラ未設置）

・ワンオペ（単独）作業が発生するエリア

での監視強化が重要。

・【推奨】監視カメラの増設・配置見直し。

増設時は「スタッフを守るため」という

趣旨の説明が必要。

作業環境・ルールの不統一

・蛍光灯カバーが改装エリアと未改装エ
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リアで統一されておらず、破損時の飛

散リスクに差がある。【推奨：全域統一】 
・ポケット付きエプロンの使用が見られ、

私物混入・脱落リスクがある。【推奨：

ポケット無しエプロンへの切り替え検

討】

・薬剤・納品物の定位置管理（整理整頓）

の徹底が必要。

人材面の変化への対応

・今後外国人技能実習生の採用増加が見

込まれるため、多言語対応や視覚的に

わかりやすい教育ツールの開発が急務。 
・労働環境の改善（休憩室の充実）および

職員相互の信頼関係の構築も重要。

飲食チェーン店舗（某回転寿司チェーン

店舗）の見学調査

2025年 11月 14日（9時 30分～11時）、

某回転寿司チェーンの店舗において、加

藤礼識（茨城キリスト教大学）、長田瑞花

（奈良県立医科大学院生）、一蝶茂人・河

井宏介（BSI グループジャパン、アテンド）

が参加して見学調査・ヒアリングを実施

した。

（１）バイトテロ対策

・アルバイト採用率は約 10%程度（視察

店舗に限る）と低く、採用時の言葉遣い

やルール順守に特に注意している。

・外国人労働者比率は 20～25%。定期的

な指導および指導記録の活用を実施し

ている。

（２）客テロ対策

・オーダーシステム上に禁止事項を表示

し、客テロ抑止を図っている。

・詰め替え醤油を廃止し、ガリ・粉茶以外

は卓上に置かない運用としている。

・「オーダー制」（寿司を回さない）の導入 

により食品ロスや乾燥によるクレーム

を削減。

・客席側は 2 台のカメラで対応している

が、個室感を出すために背もたれが高

く、死角が生じている。

（３）店内視察の所見

・キッチンエリアとホールエリアの明確

な区分けがあり、エリア間にはアクリ

ルボード製の壁が設けられ、キッチン

からホールを観察できる構造となって

いる。商品配膳の便宜上、エリア間の施

錠は行っていないが、スタッフの目と

監視カメラで補完している。

・背もたれの高い間仕切りが死角を生ん

でいる。個室感の維持と死角排除の両

立できる最適値の模索が必要。

・ホールエリアの給仕スタッフは客テロ

防止に重要な役割を担う。顧客満足度

の高い飲食店では客テロ発生が少ない

ことが示唆されており、十分な人員配

置と接客品質の維持が重要。

（４）推奨対策

オーダーパネルへの同意ボタンの導入

入店時のタッチパネル操作において

「衛生的な環境維持へのご協力」をお願

いする確認画面（同意ボタン）を設けるこ

とが有効と考えられる。「マナーを守って

楽しく食事をする」という意識を最初に

共有していただくことで、迷惑行為に対

する心理的な抑制効果が働き、リスクの

大幅な低減が期待できる。

テーブルからの常設食品の撤去

ガリについては、タッチパネルで注文

後に配膳する形式にすることで、常に管

理された安全な提供が可能となり、死角

を減らすことができる。粉茶については、

セルフコーナー（給茶機）でのご提供に切

り替えることで、循環式給湯設備の衛生

管理リスクを解消できる。

カトラリーのセルフコーナー化

テーブル上の箸立て等のカトラリー類

もセルフコーナーからの持参スタイルへ

の変更が望ましい。最終的には卓上に置

くものを「真空ボトルの醤油」のみに絞る

ことで、清潔で管理の行き届いた食事環

境が実現できると考える。
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食品製造工場（某食品製造工場）の見学調

査

2026 年 2 月 2 日（13 時 00 分～16 時

30 分）、某食品製造工場において、赤羽学

（国立保健医療科学院）、神奈川芳行（奈

良県立医科大学）、名倉卓（日本能率協会）、

河井宏介・一蝶茂人（BSI グループジャパ

ン）が参加して見学調査を実施した。

（１）衛生管理・入室管理

 更衣室・入室フロー

・ゾーニング：私服エリアと作業服エリア 

の間に仕切りがあり、交差汚染を防止

する構造となっている。

・ロッカー設備：ロッカー上部に傾斜をつ 

けることで、異物の秘匿や私物の置き

忘れ等の危害を物理的に低減している。 
・セキュリティ：IC タグをスキャンしな

ければエリア内に入れない仕組み（イ

ンターロック等）が導入されている。

・清掃・異物除去：ロボット掃除機による

自動清掃を実施。入室時は粘着ローラ

ー掛けの後、ローラー自体への毛髪等

の付着確認工程がある（眉毛・まつ毛等

の人毛混入対策）。

手洗い場

以下の厳格な洗浄プロセスが規定され

ている：①粘着ローラー（40 秒）→②手

洗い（40 秒）→③エアドライヤー 
（２）製造・原材料管理

・原材料トレーサビリティ：バルク等の原 

材料は QR コードでパレット・袋単位

管理。原材料（餡）は袋ごと洗浄し、開

封時カメラ（2 台）で確認している。 
・生地工程：小麦粉・砂糖等をふるいにか

けて使用。

・中具工程：外注品を専用カッターで開封

し、温めて注入機へ投入。

・焼成・包装・検査：就業前および各タイ

ミングで手袋の確認を実施し、破損・欠

落を管理。手袋ステーションと象の鼻

型ごみ箱を設置。目視確認・包装後に X
線検査を通している。

（３）食品防御・セキュリティに関する

課題と提言

 物理的セキュリティの課題

・「共連れ（テールゲーティング）」に対す 

る物理的な制御が困難な状況にある。

・照明設備：犯罪心理の観点から、現状よ

り照度を明るく保つ、または人感セン

サーによる照度調整等の対策が有効と

考えられる。

・フードディフェンスの弱点が見つけに

くいという課題があり、セキュリティ

会社の協力のもと死角の把握が必要。

工具がラインの近くに置かれており、

工具破片の混入リスクに留意が必要。

運用ルールの改善

・カメラ録画保存期間：製品の賞味期限だ 

けでなく、消費者が実際に喫食するま

での日数を考慮した保存期間の設定が

必要。

・薬品庫の持ち出し管理：1 名での作業を

廃し、2 名での対応とする。また、固定

の 2 名組ではなく、適宜組み合わせを

変えることで癒着・慣れによる不正を

防止する。

・薬品・廃棄物管理：廃棄物は発生後すぐ

に工場の外へ出すルールの徹底が必要。

廃棄物が死角になりやすい場所に置か

れており、工場設計時の留意事項とし

て考慮すべきである。

（４）その他の運用ルール

・落下物管理：機械部品等の落下物はカラ

ー半透明袋に入れ、マネージャー管理

下の「落下物拾得 Box」へ投入するルー

ルを運用している。

・通報・相談体制：工場長・製造グループ・

本社へ直通の「相談ボックス」が設置さ

れており、風通しの良い組織作りがな

されている。

・採用時の対応：アルバイト社員について

は業務内容によって確認事項が異なる。 
・新入社員ケア：「一人にしません」と掲

示し、新入社員に対するケアを周知し
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ている。

・異常事象への対応：今回の事象では 1 件

目をラインの通常トラブルとして処理

し 2 件目から調査を実施したが、1 件目

からアラートを上げる運用が予防の観

点から望ましい。

D．考察 
本調査では、小売店・飲食チェーン店

舗・食品製造工場の３施設において食品

防御上の課題が確認された。

小売店では、監視カメラの死角（特にバ

ックヤード・水産・ベーカリー作業室）、

作業環境・ルールの不統一（蛍光灯カバ

ー・エプロンのポケット等）、外国人労働

者増加への対応が主要課題であった。飲

食チェーン店舗では、オーダー制の導入

や卓上食品の管理見直し等、業態特有の

リスク低減策が具体化された。特に、顧客

との「衛生意識の共有」（同意ボタン等）

が客テロ抑止に有効であることが示唆さ

れた。食品製造工場では、IC タグや多数

のカメラ活用など先進的な取り組みが見

られた一方、共連れ対策・薬品庫の複数人

管理・廃棄物の即時搬出等、ソフト面の運

用改善余地が明らかになった。

いずれの施設においても、従業員教育・

管理体制の整備が食品防御強化の鍵であ

り、物理的対策（ハード）とルール・教育

（ソフト）の両面から継続的な改善が求

められる。

E．結論 
３施設の現地調査を通じて、各業態に

おける食品防御上の脆弱性と改善すべき

課題を具体的に把握した。小売店・飲食チ

ェーン・製造工場のいずれにおいても、監

視体制の強化、作業環境の統一・整備、従

業員教育の充実が共通した推奨事項とし

て挙げられる。本調査の知見は食品防御

対策ガイドライン（「食品製造工場向け」

「運搬・保管施設向け」「調理・提供施設

向け」等（令和 5 年度版））の改訂および

普及活動に活用される予定である。

F．健康危険情報 
なし

G．研究発表 

論文発表

なし

学会発表

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防

御上の新たな問題（ロボット配膳システ

ム）その①～販売代理店への聞き取り調

査．第 121 回日本食品衛生学会・学術講

演会．2025 年 10 月．東京. 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品

防御上の新たな問題（ロボット配膳シ

ステム）その②～飲食店への聞き取り

～．第 121 回日本食品衛生学会・学術

講演会．2025 年 10 月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物

販売が多様化する中で食品防御対策はど

のように変化したのか～大規模食品工場

から小規模飲食店での対策への変化．第

121 回日本食品衛生学会・学術講演会．

2025 年 10 月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模

な飲食店舗における食品防御対策 「バ

イトテロ」・「客テロ」をどう防ぐべきな

のか？．第 121 回日本食品衛生学会・学

術講演会．2025 年 10 月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほ
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ほみ、神奈川芳行、今村知明．多様化し

た飲食物販売における食品防御対策～こ

れまでの食品防御対策の流れ～．第 84

回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 

静岡．  

平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加

藤礼識、高畑能久、神奈川芳行、今村

知明．ロボット配膳システムにおける

食品防御対策 飲食店への聞き取り

調査．第 84 回日本公衆衛生学会総会．

2025 年 10 月. 静岡． 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほ

ほみ、神奈川芳行、今村知明．ロボット

配膳システムにおける食品防御対策 販

売代理店への聞き取り調査．第 84 回日

本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静

岡． 

神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼

識、入江芙美、山口健太郎、今村知明．

大規模イベントでの食品防御対策と食品

防御対策ガイドライン英訳の意義．第 84

回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 

静岡． 

H．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

なし

２．実用新案登録 

なし

３．その他 

なし
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）

「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した

食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和７年度）

フードチェーン全体の安全性向上に向けてのコロナ対策を踏まえた調査と

食品防御対策ガイドライン等の改善と、同ガイドラインの普及 

研究分担者 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長）

研究協力者 神奈川芳行（奈良県立医科大 公衆衛生学講座 非常勤講師）

研究要旨

近年、食品への意図的な毒物や異物の混入事件が頻発したことも相まって、大規模・

中小規模の食品製造施設や物流施設、調理提供施設に関しての食品防御対策ガイドライ

ンやチェックリストの作成が進んできている。しかし、その後の新型コロナウィルス感

染症の流行や、終息後の５類指定等の変化を経て、食品提供に関する社会情勢は大きく

変化し、日常の感染症対策として消毒用アルコールの常設など、コロナ前には見られな

かった光景が定着している。また、外食産業ではテイクアウトやデリバリーなどの割合

が増す等の大きな変化が起きた。さらに、令和 7 年度には、大阪・関西万博が開催され、

改めて大規模イベント時の食品防御対策の確認も必要となった。これらの業界構造の変

化や大規模イベントに対しては、法的な規制や枠組みが未整備で、今後何らかのルール

の設定が求められる。

以上の観点から今年度の本分担研究では、新型コロナウィルス感染症の流行を経て新

たに日常生活に定着した対策や、フードデリバリーやテイクアウトなど新たな業態にお

ける食品防御対策と感染症対策の両立についての検討を深度化させ、また、令和 7 年度

に実施される大規模イベント等での対策も想定して、食品防御対策ガイドラインや、チ

ェックリストの改訂を行った。また、フードデリバリーの配達担当者や利用企業向けの

チェックリストについては、従事者の特性等を考慮し、多言語化にも取り組んだ。

A．研究目的  
食品防御対策ガイドライン（食品製造

工場向け、運搬・保管施設向け、調理・

提供施設向け）（令和 5 年度版）を基に、

新型コロナウィルス感染症の収束を経た

現在において、また、本年度開催された

大阪・関西万博での対応を念頭に、店頭

販売品における対策を含め、フードチェ

ーン全体の安全性を向上させるための食

品防御対策ガイドラインの見直しと改善

を行う。

また、新型コロナウィルス感染症の流

行時に急速に普及し、現在では一般化し

たフードデリバリーサービスにおける食

品防御対策についても重点的に検討する。

フードデリバリーサービス提供事業者お

よび利用事業者向けの食品防御対策チェ

ックリスト（令和 5 年度版）、フードデリ

バリーサービス配達員向けの食品防御対

策チェックリスト（令和 5 年度版）を基

に、実施の容易さを考慮したツールの開

発を進める。特に、外国人労働者の増加

に対応するため、チェックリストの英訳

版を作成し、多様な現場での運用を検討

する。
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B．研究方法  
１．食品防御対策ガイドライン（食品製

造工場向け、運搬・保管施設向け、調

理・提供施設向け）（令和 5 年度版）

の修正  
令和 5 年度版に、新型コロナウィルス

感染症対策及び第 3 者認証の要素および

店舗販売品に関する要素および店舗販売

品を加味した見直しを行った。加えて、

近年、監視カメラの映像が海外サイトを

経由または直接外部から閲覧可能となっ

ている事例が報道されていることを踏ま

え、監視カメラの管理方法についても検

討し、必要な追記を行った。  
 

◆倫理面への配慮  
本研究で得られた成果は厚生労働省に報

告をしているが、一部意図的な食品汚染

実行の企てに悪用される恐れのある情

報・知識については、本報告書には記載

せず、非公開としている。  
 
C．研究結果  
１．食品防御対策ガイドライン（食品製

造工場向け、運搬・保管施設向け、調

理・提供施設向け）（令和 5 年度版）

の修正  
店頭販売品の範囲を、「営業許可や製

造許可を受けた実店舗で調理された料理

等を容器に入れ、店舗の敷地内で販売さ

れる商品とする。」と定義した。検討経過

を（資料：別添１－１）に示す。併せて 

既存ガイドラインからの主な変更点

は以下のとおりである。  
１．１   「優先的に実施すべき対策」に

係る変更点について  
大規模イベント時の食品の提供教

法として、「店頭販売品」が大きなウエ

ートを占めることが想定されたこと

から、「調理・提供」に（店頭販売品を

含む）を追記。  

１．１．１   組織マネジメント  
・  変更点はない。  
１．１．２   人的要素（従業員等）  

・  「私物の持込みと確認」の項目の保

管庫を飲食料品保管庫に修正し、解

説でも、販売の現場への私物の持ち

込みを追加。（No.11）  
１．１．３   人的要素（部外者）  

・  「業者の持ち物確認」の項目に店舗

等を追加。（No.19）  
１．１．４   施設管理  

・  「調理器具等の定数管理」の項目の

解説に店舗および受渡し場所を追加。

（No.22）  
・  「脆弱性の高い場所の把握と対策」

の項目に店頭販売品の受渡し場所を

追加。（No.23）  
・  「無人の時間帯の対策」の項目に店

舗を追加。（No.24）  
・  「外部からの侵入防止策」の項目の

食品保管庫を店頭販売品を含む飲食

料品保管庫に修正。（No.26）  
・  「確実な施錠」の項目の食品保管庫

を店頭販売品を含む飲食料品保管庫

に修正。（No.27）  
・  「洗剤等の保管場所」の項目に店舗

を追加し、解説の保管場所として、

店頭販売品の受け渡し場所を追加。

（No.28）  
・  「殺虫剤等の保管」の解説に、店舗

を追加。（No.30）  
・  監視カメラの管理について新たに項

目を追加し、特に映像流出に注意す

るよう追記。（No.34）  
１．１．５   入出荷等の管理  

・  「ラベル・包装・数量の確認」の項目

の解説に、容器を追加。（No.35）  
・  「積み下ろしの監視」の項目に店頭

販売品を追加。（No.36）  
・  「保管中の食材や料理数の増減や汚

染行為の徴候への対応」を「保管中

の食材や料理数・店頭販売品の増減
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や汚染行為の徴候への対応」に修正。

（No.38）  
・  「対応体制・連絡先等の確認」（No.40）

の項目の解説に、店舗をも追加。  
１．２   「可能な範囲での実施が望まれ

る対策」に係る変更点について  
「調理・提供」に（店頭販売品を含む）

を追記。  
１．２．１   人的要素（従業員等）  

・  「従業員の所在把握」の項目の解説

に店舗内を追加。（No.41）  
１．２．２   施設管理  

・  「扉の施錠等の設置」の項目の解説

に店舗内を追加。（No.42）  
・  「監視カメラの設置」の項目の解説

に店舗を追加。（No.43）  
・  「継続的な監視」の項目の解説に店

頭販売品を追加。（No.44）  
１．３   「大規模イベント時に必要な対

応」に係る変更点について  
・  「調理・提供」に（店頭販売品を含む）

を追記。  
・  「監視カメラの設置」の項目に店頭

販売品の受渡し場所を追加。（No.48） 
 

２．食品防御対策ガイドライン（中小規

模：食品製造工場向け・運搬・保管施

設向け・調理・提供施設向け）（令和

５年度版）の修正  
検討経過を（資料：別添１－２）に示

す。既存ガイドラインからの主な変更点

は以下のとおりである。  
２．１  「優先的に実施すべき対策」に係

る変更点について  
「調理・提供」に（店頭販売品を含む）

を追記。  
２．１．１   組織マネジメント  

・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「危機管理体制の構築」の項目に飲

食料品（店頭販売品を含む）を追加。

（No.1）  

２．１．２   人的要素（従業員等）  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「私物の持込みと確認」の項目に店

頭販売の現場を追加。（No.12）  
２．１．３   人的要素（部外者）  

・  変更点はない。  
２．１．４   施設管理  

・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「無人の時間帯の対策」の項目に販

売店舗を追加。（No.22）  
・  製造、運搬・保管、調理・提供（店頭

販売品を含む）に新たに監視カメラ

の 管 理 に つ い て の 項 目 を 追 加 。

（No.32）  
２．１．５   入出荷等の管理  

・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「積み下ろしの監視」の項目に店頭

販売品を追加。（No.34）  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「保管中の食材や料理数の増減や汚

染行為の徴候への対応」を「保管中

の食材や料理数・店頭販売品の増減

や汚染行為の徴候への対応」に修正。

（No.36）  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「対応体制・連絡先等の確認」の項

目に購入者を追加。（No.38）  
２．２  「大規模イベント時に必要な対応」

に係る変更点について  
・  「調理・提供」に（店頭販売品を含む）

を追記。  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「お客様対策」の項目に「店頭販売

品においても、販売場所での異物の

混入防止に注意する。」を追加。

（No.40）  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「監視カメラの設置」の項目に店頭

販 売 品 の 受 け 渡 し 場 所 を 追 加 。

（No.42）  
・  調理・提供（店頭販売品を含む）の

「厨房の防犯・監視体制の強化」の
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項目に店頭販売品を追加。併せて、

「共有で使用するキッチン等は、使

用前後に異常の有無を確認する。」を

追加。（No.43）  
 

３．食品防御対策チェックリスト（フー

ドデリバリーサービス提供事業者及

び利用事業者向け）（令和 5 年度版）

の時点修正の必要性の確認  
検討経過を（資料：別添２－１）に示

す。既存ガイドラインからの主な変更点

は以下のとおりである。  
３．１  「優先的に実施すべき対策」に係

る変更点について  
３．１．１   組織マネジメント  

・  変更点はない。  
３．１．２   人的要素（従業員等）  

・  変更点はない。  
３．１．３   人的要素（部外者）  

・  変更点はない。  
３．１．４   施設管理  

・  監視カメラの管理について新たに項

目を追加。（No.26）  
３．１．５   入出荷等の管理  

・  変更点はない。  
３．２   「可能な範囲での実施が望まれ

る対策」に係る変更点について  
・  変更点はない。  

 
４．フードデリバリーサービス配達員

向けの食品防御対策チェックリスト

（令和 5 年度版）の時点修正の必要

性の確認  
検討経過を（資料：別添２－２）に示

す。チェックリスト自体には、現時点で

は大きな修正は行われなかった。  
 

５．食品防御対策チェックリスト（フー

ドデリバリーサービス提供事業者及

び利用事業者向け）（令和 5 年度版）、

フードデリバリーサービス配達員向

けの食品防御対策チェックリスト

（令和 5 年度版）の英訳版の作成  
検討経過を（資料：別添２－３）に示

す。既存ガイドラインからの主な変更点

は以下のとおりである。フードデリバリ

ーサービス配達員向けの食品防御対策チ

ェックリスト自体には、現時点では大き

な修正は行われなかった。（資料：別添２

－４）  
５．１   「優先的に実施すべき対策」に

係る変更点について  
５．１．１   組織マネジメント  

・  変更点はない。  
５．１．２   人的要素（従業員等）  

・  変更点はない。  
５．１．３   人的要素（部外者）  

・  変更点はない。  
５．１．４   施設管理  

・  監視カメラの管理について新たに項

目を追加（No.26）  
５．１．５   入出荷等の管理  

・  変更点はない。  
５．２   「可能な範囲での実施が望まれ

る対策」に係る変更点について  
・  変更点はない。  
 
D．考察  
1. 新型コロナウィルス感染症対策と調

和した食品防御対策ガイドライン

（食品製造工場向け、運搬・保管施

設向け、調理・提供施設向け）の作

成  
食品防御対策ガイドライン（令和 5 年

度版）は、多くの項目において、新型コ

ロナウィルス感染症対策としての有用性

も併せ持っていることが確認できた（別

添１－１・２参照）。また、新型コロナウ

ィルス感染症の経験を経て、「新たな日常」

として定着した種々の感染症対策がある

が、これらの対策は、人々のリスク意識

に合わせてこれらも変化するものと思わ

れる。  
今後、新たな感染症が流行した際には、
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本ガイドラインを参考に、食品防御対策

との調和を考慮した具体的な対策を検討

する必要がある。  
 また、長期間にわたる大規模イベント

においては、店頭販売品をイベント会場

内で購入し、休憩スペース等で飲食する

ことが想定されることから、従来の施設

内での調理・提供だけでなく、それらの

食品を店頭販売する際にも注意が必要と

考えられた。さらに、イベント期間中に

多くの食品提供事業者が関与することや、

期間内に同じ施設を複数の事業者が使用

することから、共有部分等に対する対策

や、スタッフ教育等にも留意が必要と考

えられた。  
２．食品防御対策チェックリスト（フー

ドデリバリーサービス提供事業者及

び利用事業者向け）（令和 5 年度版）、

フードデリバリーサービス配達員向

けの食品防御対策チェックリスト

（令和 5 年度版）の確認と英訳版の

作成  
従来の食品製造工場や調理・提供施設

等では、複数の従業員が一緒に業務を行

っているため、従業員同士の相互監視が

重要な役割を担っていた。しかし、フー

ドデリバリーサービスでは、配達員が単

独で行動する事が一番の特徴である。過

年度の調査では、スマートフォン等の

GPS 機能等は既に有効に活用されていた

が、それらの内容は、チェックリストに

は既に含まれていた。 

また、配達員も、アルバイトや個人事

業主としての請負契約が多いことから、

身元の確認、食品衛生管理や食品防御対

策に関する教育等に実効性や強制力を担

保させることは困難である。さらに、海

外出身者が従事するケースも多いことか

ら、より汎用性を高めるために、英訳版

を試作した。今後、英訳版がさらに多言

語にも翻訳され、活用されることが期待

されている。 

今後、各ステークホルダーがそれぞれ

可能な範囲で実施可能な対策を整理し、

それぞれの掛け合わせにより、フードデ

リバリーサービスのサプライチェーン全

体として食品防御対策の実効性が向上す

るシステムを構築する必要がある。 

尚、本ガイドライン等では、監視カメ

ラとの表現を使用しているが、他の呼称

の方が望ましいとの意見もあることから、

次年度以降、その呼称についても検討す

る予定である。  
 
E．結論  

食品防御対策ガイドライン（食品製造

工場向け、運搬・保管施設向け、調理・

提供施設向け）（令和５年度版）及び食品

防御対策ガイドライン（中小規模：食品

製造工場向け・運搬・保管施設向け・調

理・提供施設向け）（令和５年度版）につ

いて、新型コロナウィルス感染症対策と

の調和と、大規模イベントでの特に店頭

販売品への活用を加味した修正を行った。

（別添１－１・２）  
フードデリバリーサービス提供事業

者及び利用事業者向けの食品防御対策チ

ェックリスト（令和５年度版）について

事業者の実態を踏まえた確認を行った。

（別添２－１・２）  
さらに、フードデリバリーサービス提

供事業者および利用事業者向けの食品防

御対策チェックリスト（令和５年度版）

について、海外出身の配達員における活

用を考慮した、英訳版を試作した。（別添

２－３・４）  
 
F．健康危険情報  
なし  
 
G．研究発表  
 
１．論文発表  

なし  
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２．学会発表  
長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防

御上の新たな問題（ロボット配膳システ

ム）その①～販売代理店への聞き取り調

査．第 121 回日本食品衛生学会・学術講

演会．2025 年 10 月．東京. 

 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品

防御上の新たな問題（ロボット配膳シ

ステム）その②～飲食店への聞き取り

～．第 121 回日本食品衛生学会・学術

講演会．2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物

販売が多様化する中で食品防御対策はど

のように変化したのか～大規模食品工場

から小規模飲食店での対策への変化．第

121 回日本食品衛生学会・学術講演会．

2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模

な飲食店舗における食品防御対策 「バ

イトテロ」・「客テロ」をどう防ぐべきな

のか？．第 121 回日本食品衛生学会・学

術講演会．2025 年 10 月．東京. 

 

田口貴章、小川亮介、穐山浩、今村知

明 、堤智昭．意図的混入対策としての

加工食品中の界面活性剤分析法の検討．

第 121 回日本食品衛生学会・学術講演

会．2025 年 10 月．東京. 

 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほ

ほみ、神奈川芳行、今村知明．多様化し

た飲食物販売における食品防御対策～こ

れまでの食品防御対策の流れ～．第 84

回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10

月. 静岡．  

 

平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加

藤礼識、高畑能久、神奈川芳行、今村

知明．ロボット配膳システムにおけ

る食品防御対策 飲食店への聞き取

り調査．第 84 回日本公衆衛生学会総

会．2025 年 10 月. 静岡． 

 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほ

ほみ、神奈川芳行、今村知明．ロボット

配膳システムにおける食品防御対策 販

売代理店への聞き取り調査．第 84 回日

本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静

岡． 

 

神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼

識、入江芙美、山口健太郎、今村知明．

大規模イベントでの食品防御対策と食品

防御対策ガイドライン英訳の意義．第

84 回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10

月. 静岡． 

 
H．知的財産権の出願・登録状況  
 
１．特許取得  

なし  
 

２．実用新案登録  
なし  
 

３．その他  
なし
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『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』1および「運搬・保管」向け、「調理・提供」向けガイドライン（案）2 

※2020年度改訂案に、新型コロナウィルス感染症対策及び第 3者認証の要素および店舗販売品*を加味したもの。 

*店頭販売品の範囲は、営業許可や製造許可を受けた実店舗で調理された料理等を容器に入れ、店舗の敷地内で販売される商品とする。 

令和 5年度版→20250210確認⇒20250303修正案→万博を踏まえて再修正予定⇒20260127班会議版 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

1 ○製品の異常を早い段階で探

知するため苦情や健康危害

情報等を集約・解析する仕組

みを構築するとともに、万

一、意図的な食品汚染が発生

した際に迅速に対処できる

よう、自社製品に意図的な食

品汚染が疑われた場合の保

健所等への通報・相談や社内

外への報告、製品の回収、保

管、廃棄等の手続きを定めて

おく。 

・苦情、健康危害情報等につ

いては、販売店経由で寄せ

られる情報についても把握

に努め、これらの情報等に

ついて企業内での共有化を

図る。 

・意図的な食品汚染が判明し

た場合や疑われる場合の社

内の連絡フロー、保健所・警

察等関係機関への連絡先等

をマニュアル等に明記して

おく。 

・異物混入が発生した際に

は、原因物質に関わらず、

責任者に報告し、報告を

受けた責任者は故意によ

る混入の可能性を排除せ

ずに対策を検討する。 

○（危機管理体制の構築） 

製品の異常を早い段階で探

知するため苦情や健康危害

情報等を集約・解析する仕組

みを構築すると共に、リスク

情報に関するモニタリング

を実施しましょう。 

万一、意図的な食品汚染が発

生した際に迅速に対処でき

るよう、自社製品に意図的な

食品汚染が疑われた場合の

保健所等への通報・相談や社

内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定め

ておきましょう。 

・社内の連絡網、保健所・警察

等関係機関への連絡先等を

マニュアル等に明記してお

くことは、万が一、製品に意

図的な食品汚染が判明した

場合や疑われた場合の関係

部署への情報提供を円滑に

行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等につい

ては、販売店経由で寄せら

れる情報についても把握に

努め、これらの情報等につ

いても企業内で共有しまし

ょう。 

・異物混入が発生した際には、

原因物質に関わらず、責任者

に報告し、報告を受けた責任

者は故意による混入の可能性

を排除せずに対策を検討しま

しょう。 

○（危機管理体制の構築） 

製品の異常を早い段階で探

知するため苦情や健康危害

情報等を集約・解析する仕

組みを構築すると共に、リ

スク情報に関するモニタリ

ングを実施しましょう。 

万一、意図的な食品汚染が

発生した際に迅速に対処で

きるよう、自社の取扱商品

に意図的な食品汚染が疑わ

れた場合の保健所等への通

報・相談や社内外への報告、

製品の回収、保管、廃棄等

の手続きを定めておきまし

ょう。 

・社内の連絡網、保健所・警察

等関係機関への連絡先等を

マニュアル等に明記してお

くことは、万が一、取扱商品

に意図的な食品汚染が判明

した場合や疑われた場合の

関係部署への情報提供を円

滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等につ

いては、販売店経由で寄せ

られる情報についても把握

に努め、これらの情報等に

ついても企業内で共有しま

しょう。 

・異物混入が発生した際に

は、原因物質に関わらず、責

任者に報告し、報告を受け

た責任者は故意による混入

の可能性を排除せずに対策

を検討しましょう。 

○（危機管理体制の構築） 

提供した飲食料品の異常を早

い段階で探知するため、苦情

や健康危害情報等を集約・解

析する仕組みを構築すると共

に、リスク情報に関するモニ

タリングを実施しましょう。 

万一、意図的な食品汚染が発

生した際に迅速に対処できる

よう、自施設で提供した飲食

料品に意図的な食品汚染が疑

われた場合の保健所等への通

報・相談や社内外への報告、飲

食料品の回収、保管、廃棄等の

手続きを定めておきましょ

う。 

・社内の連絡網、保健所・警察

等関係機関への連絡先等をマ

ニュアル等に明記しておくこ

とは、万が一、提供した飲食

料品に意図的な食品汚染が判

明した場合や疑われた場合の

関係部署への情報提供を円滑

に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等につい

ては、販売店経由で寄せられ

る情報についても把握に努

め、これらの情報等について

も企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、

原因物質に関わらず、責任者

に報告し、報告を受けた責任

者は故意による混入の可能性

を排除せずに対策を検討しま

しょう。 

・施設内での情報伝達の際には

警備班や、外部の関係機関等

（警察・消防・関係省庁・自

治体・保健所等）と連携して

行いましょう。 

・事前に決めたルールに通りに

対応できない場合の対応者と

責任者を決めておきましょ

う。 

〇有り 

食品防御も感

染症対策も企

業の危機管理

の一環として

必要。 

〇無し 

2 ○従業員等や警備員は、敷地

内での器物の破損、不用物、

異臭等に気が付いた時には、

すぐに工場長や責任者に報

告する。 

・警備や巡回時に確認する項

目をチェックリスト化し、

警備の質を確保しておくこ

とが望ましい。 

・故意による器物の破損や悪

意の落書きなどの予兆を見

○（異常発見時の報告） 

従業員等や警備員は、施設内

や敷地内での器物の破損、不

用物、異臭等に気が付いた時

には、すぐに施設責任者や調

理責任者に報告しましょう。 

・警備や巡回時に確認する項目

をチェックリスト化し、警備

の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪

意の落書きなどの予兆を見

つけた場合は、早急に責任

者に報告しましょう。 

○（異常発見時の報告）従業

員等や警備員は、施設内や敷

地内での器物の破損、不用

物、異臭等に気が付いた時に

は、すぐに施設責任者に報告

しましょう。 

・警備や巡回時に確認する項目

をチェックリスト化し、警備

の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪

意の落書きなどの予兆を見

つけた場合は、早急に責任

者に報告しましょう。 

○（異常発見時の報告） 

従業員等や警備員は、施設内

や敷地内での器物の破損、不

用物、異臭等に気が付いた時

には、すぐに施設責任者や調

理責任者に報告しましょう。 

・警備や巡回時に確認する項目

をチェックリスト化し、警備

の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意

の落書きなどの予兆を見つけ

た場合は、早急に責任者に報

告しましょう。 

〇無し 〇無し 

1 奈良県立医科大学, 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25年度改訂版）, http://www.naramed-u.ac.jp/~hpm/pdf/fd_guideline/h25_fd_guideline.pdf  

2 参考資料：日本中央競馬会畜産振興事業「オリンピック・パラリンピック東京大会における食品テロ防止対策事業」（主任研究者 今村知明）報告書（平成 28年度） 

別添１－１ 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

逃さないことが重要であ

る。 

3   ○（感染症対策） 

従業員が感染症に罹患した

場合、工場閉鎖や食品汚染の

原因となることがあります。 

地域の感染症情報や、世界的

な感染症の流行等に関する

情報にも普段から注意を払

い、感染拡大時の対応策を事

前に検討しておきましょう。 

・食品企業における感染症対策

の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行

状況に注意を払い、従業員等

が感染した場合には、出勤さ

せないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生

した際に備えて BCP を作成

し、出勤禁止や職場復帰可能

の基準を予め定めておき、従

業員に周知しましょう。 

○（感染症対策） 

従業員が感染症に罹患した場

合、工場閉鎖や食品汚染の原

因となることがあります。 

地域の感染症情報や、世界的

な感染症の流行等に関する

情報にも普段から注意を払

い、感染拡大時の対応策を事

前に検討しておきましょう。 

・食品企業における感染症対策

の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行

状況に注意を払い、従業員等

が感染した場合には、出勤さ

せないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生

した際に備えて BCP を作成

し、出勤禁止や職場復帰可能

の基準を予め定めておき、従

業員に周知しましょう。 

○（感染症対策） 

従業員が感染症に罹患した

場合、工場閉鎖や食品汚染の

原因となることがあります。 

地域の感染症情報や、世界的

な感染症の流行等に関する

情報にも普段から注意を払

い、感染拡大時の対応策を事

前に検討しておきましょう。 

・食品企業における感染症対策

の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行

状況に注意を払い、従業員等

が感染した場合には、出勤さ

せないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生

した際に備えて BCP を作成

し、出勤禁止や職場復帰可能

の基準を予め定めておき、従

業員に周知しましょう。 

〇有り 

感染症対策は、

食品企業にと

っても必要。 

☆有り 

出退勤の管理が

複雑になる。 

消毒薬等を配置

した場合は、異

物混入のリスク

が高まる。 

4 ○食品工場の責任者は、従業

員等が働きやすい職場環境

づくりに努め、従業員等が自

社製品の品質と安全確保に

ついて高い責任感を感じな

がら働くことができるよう

に留意する。 

・従業員等の監視を強化する

のではなく、従業員等自ら

が、自社製品の安全を担っ

ているという高い責任感を

感じながら働くことができ

る職場環境づくりを行う。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場

環境づくりに努めましょう。 

○（教育） 

 従業員等が自社の製品・サー

ビスの品質と安全確保につい

て高い責任感を感じながら働

くことができるように、適切

な教育を実施しましょう。 

・働きやすい快適な職場環境

は、職場に対する不満等を抱

かせないためにも、重要なも

のです。労働安全衛生法に基

づき、毎月 1 回開催されてい

る安全衛生委員会がある職場

では、その場も有効に活用し

ましょう。 

・食品工場の責任者は従業員が

職場への不平・不満から犯行

を行う可能性があることを認

識し、対応可能な食品防御対

策の検討や、従業員教育を行

いましょう。 

・従業員の多様な背景を十分に

理解して対応できるようにし

ましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し

対応するため、定期的なサー

ベイランスの実施、第三者相

談窓口や社長へ直接メール等

の通報制度を活用しましょ

う。 

・従業員の人間関係を良好に保

つため、普段からのコミュニ

ケーションを心掛けましょ

う。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環

境づくりに努めましょう。 

○（教育） 

従業員等が自社の製品・サー

ビスの品質と安全確保につ

いて高い責任感を感じなが

ら働くことができるように、

適切な教育を実施しましょ

う。 

・働きやすい快適な職場環境

は、職場に対する不満等を抱

かせないためにも、重要なも

のです。労働安全衛生法に基

づき、毎月 1 回開催されてい

る安全衛生委員会がある職場

では、その場も有効に活用し

ましょう。 

・物流・保管施設の責任者は従

業員が職場への不平・不満か

ら犯行を行う可能性がある

ことを認識し、対応可能な食

品防御対策の検討や、従業員

教育を行いましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し

対応するため、定期的なサー

ベイランスの実施、第三者相

談窓口や社長へ直接メール等

の通報制度を活用しましょ

う。 

・従業員の人間関係を良好に保

つため、普段からのコミュニ

ケーションを心掛けましょ

う。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環

境づくりに努めましょう。 

○（教育） 

従業員等が自社の製品・サー

ビスの品質と安全確保につ

いて高い責任感を感じなが

ら働くことができるように、

適切な教育を実施しましょ

う。 

・働きやすい快適な職場環境

は、職場に対する不満等を抱

かせないためにも、重要なも

のです。労働安全衛生法に基

づき、毎月 1 回開催されてい

る安全衛生委員会がある職場

では、その場も有効に活用し

ましょう。 

・接客施設の責任者は従業員が

職場への不平・不満から犯行

を行う可能性があることを認

識し、対応可能な食品防御対

策の検討や、従業員教育を行

いましょう。 

・様々な地域からの来訪者が想

定されます。多様性を十分に

理解して対応できるようにし

ましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し

対応するため、定期的なサー

ベイランスの実施、第三者相

談窓口や社長へ直接メール等

の通報制度を活用しましょ

う。 

・従業員の人間関係を良好に保

つため、普段からのコミュニ

ケーションを心掛けましょ

う。 

〇有り ☆有り 

安全衛生委員会

では、職場内で

の感染予防対策

について議論さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々な地域から

の来訪者は、感

染 源 と な り う

る。 

 

 

 

 

 

 

感 染 拡 大 期 に

は、コミュニケ

ーションの取り

方に注意が必要 

5 ○食品工場の責任者は、自社

製品に意図的な食品汚染が

・従業員等に対して、意図的

な食品汚染に関する脅威

○（教育内容） 

定期的な従業員教育の中に、

・食品防御の教育の目的は、食

品防御に対する意識を持っ

○（教育内容） 

定期的な従業員教育の中に、

・食品防御の教育の目的は、食

品防御に対する意識を持っ

○（教育内容） 

定期的な従業員教育の中に、

・食品防御の教育の目的は、食

品防御に対する意識を持っ

〇有り 

食品防御・感染

☆有り 

食品防御・感染予
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

発生した場合、お客様はまず

工場の従業員等に疑いの目

を向けるということを、従業

員等に意識付けておく。 

や、予防措置の重要性に関

して定期的に教育を行い、

従業員自らが自社製品の安

全を担っているという責任

感を認識させる。 

意図的な食品汚染に関する

脅威や、予防措置に関する内

容を含め、その重要性を認識

してもらいましょう。 

世界的な感染症が流行して

いる時期には、その感染症に

対する内容も含めましょう。 

てもらうことであり、従業員

等の監視を強化することで

はないことに留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、食品衛生対

策とは異なる視点が必要で

あることを理解してもらい

ましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育

の中に、意図的な食品汚染に

関する脅威や、予防措置に関

する内容を含め、その重要性

を認識してもらいましょう。 

・自社で製造した飲食料品に意

図的な食品汚染が発生した場

合、顧客や行政はまず製造工

場の従業員等に疑いの目を向

ける可能性があるということ

を、従業員等に認識してもら

いましょう。 

・従業員等には、自施設のサー

ビスの品質と安全を担ってい

るという強い責任感を認識し

てもらいましょう。 

・臨時スタッフについても同様

の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部に

よる犯行を誘発させないよ

う、部署ごとに応じた内容に

限定する等の工夫や留意が必

要です。 

・従業員への教育では、具体的

な事例や手口を伝えないよう

に注意することが重要です。

教育用媒体を有効に活用しま

しょう。 

・万が一犯行に及んだ場合に

は、刑事罰を受けることも教

育しておきましょう。 

・SNS の利用に関する注意を行

いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取

り入れましょう。 

意図的な食品汚染に関する

脅威や、予防措置に関する内

容を含め、その重要性を認識

してもらいましょう。 

世界的な感染症が流行して

いる時期には、その感染症に

対する内容も含めましょう。 

てもらうことであり、従業員

等の監視を強化することで

はないことに留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、食品衛生対

策とは異なる視点が必要で

あることを理解してもらい

ましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育

の中に、意図的な食品汚染に

関する脅威や、予防措置に関

する内容を含め、その重要性

を認識してもらいましょう。 

・取扱商品で意図的な食品汚染

が発生した場合、顧客や行政

はまず当該施設内の従業員

等に疑いの目を向ける可能

性があるということを、従業

員等に認識してもらいまし

ょう。 

・従業員等には、自施設のサー

ビスの品質と安全を担ってい

るという強い責任感を認識し

てもらいましょう。 

・臨時スタッフについても同様

の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部に

よる犯行を誘発させないよ

う、部署ごとに応じた内容に

限定する等の工夫や留意が必

要です。 

・従業員への教育では、具体的

な事例や手口を伝えないよう

に注意することが重要です。

教育用媒体を有効に活用しま

しょう。 

・万が一犯行に及んだ場合に

は、刑事罰を受けることも教

育しておきましょう。 

・SNS の利用に関する注意を行

いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取

り入れましょう。 

意図的な食品汚染に関する

脅威や、予防措置に関する内

容を含め、その重要性を認識

してもらいましょう。 

世界的な感染症が流行して

いる時期には、その感染症に

対する内容も含めましょう。 

てもらうことであり、従業員

等の監視を強化することで

はないことに留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、食品衛生対

策とは異なる視点が必要で

あることを理解してもらい

ましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育

の中に、意図的な食品汚染に

関する脅威や、予防措置に関

する内容を含め、その重要性

を認識してもらいましょう。 

・施設内で提供した飲食料品に

意図的な食品汚染が発生し

た場合、顧客や行政はまず接

客施設内の従業員等に疑い

の目を向ける可能性がある

ということを、従業員等に認

識してもらいましょう。 

・従業員等には、自施設のサー

ビスの品質と安全を担ってい

るという強い責任感を認識し

てもらいましょう。 

・臨時スタッフについても同様

の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部に

よる犯行を誘発させないよ

う、部署ごとに応じた内容に

限定する等の工夫や留意が必

要です。 

・従業員への教育では、具体的

な事例や手口を伝えないよう

に注意することが重要です。

教育用媒体を有効に活用しま

しょう。 

・万が一犯行に及んだ場合に

は、刑事罰を受けることも教

育しておきましょう。 

・SNS の利用に関する注意を行

いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取

り入れましょう。 

予防の両方に

おいて、適切な

教育内容が求

められる。 

防の教育内容に

留意が必要。（内

部犯行を誘発さ

せないように） 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

6 ○自社製品に意図的な食品汚

染が疑われた場合に備え、普

段から従業員の勤務状況、業

務内容について正確に把握

しておく。 

・意図的な食品汚染が発生し

た場合においても、各方面

への情報提供を円滑に行う

ことができるよう、平時か

ら、従業員の勤務状況、業務

内容について正確に記録す

る仕組みを構築しておく。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内

容、役割分担等を正確に把握

しましょう。 

・平時から、従業員の勤務状況

や業務内容、役割分担につい

て正確に記録する仕組みを構

築しておくことは、自社製品

に意図的な食品汚染が疑われ

た場合の調査に有用です。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内

容、役割分担等を正確に把握

しましょう。 

・平時から、従業員の勤務状況

や業務内容、役割分担につい

て正確に記録する仕組みを

構築しておくことは、自社の

取扱商品に意図的な食品汚

染が疑われた場合の調査に

有用です。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内

容、役割分担等を正確に把握

しましょう。 

・平時から、従業員の勤務状況

や業務内容、役割分担につい

て正確に記録する仕組みを構

築しておくことは、自施設で

提供した飲食料品に意図的な

食品汚染が疑われた場合の調

査に有用です。 

〇有り 

感染症罹患時

も把握しやす

い。 

〇無し 

  

           

 

■人的要素（従業員等） 

No. 

食品防御対策ガイドライン

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

7 ○従業員等の採用面接時に

は、可能な範囲で身元を確認

する。身分証、免許証、各種

証明書等は、可能な限り原本

を確認し、面接時には、記載

内容の虚偽の有無を確認す

る。 

 ○従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、

可能な範囲で身元を確認しま

しょう。 

・記載内容の虚偽の有無を確認

するため、従業員等の採用面

接時には、可能な範囲で身元

を確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許

証、マイナンバーカード、各

種証明書等は、可能な限り原

本を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留

証明書」の原本を確認しまし

ょう。 

・イベント期間中のみの臨時ス

タッフや派遣スタッフ等につ

いても、同様となるように、

派遣元等に依頼しておきまし

ょう。 

・応募の動機や、自社に対する

イメージ等も確認しましょ

う。 

･採用後も、住所や電話番号が変

更されていないかを定期的に

確認しましょう。 

○従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、

可能な範囲で身元を確認しま

しょう。 

・記載内容の虚偽の有無を確認

するため、従業員等の採用面

接時には、可能な範囲で身元

を確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許

証、マイナンバーカード、各

種証明書等は、可能な限り原

本を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留

証明書」の原本を確認しまし

ょう。 

・イベント期間中のみの臨時ス

タッフや派遣スタッフ等につ

いても、同様となるように、

派遣元等に依頼しておきまし

ょう。 

・応募の動機や、自社に対する

イメージ等も確認しましょ

う。 

･採用後も、住所や電話番号が変

更されていないかを定期的に

確認しましょう。 

○従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、

可能な範囲で身元を確認しま

しょう。 

・記載内容の虚偽の有無を確認

するため、従業員等の採用面

接時には、可能な範囲で身元

を確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許

証、マイナンバーカード、各

種証明書等は、可能な限り原

本を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留

証明書」の原本を確認しまし

ょう。 

・イベント期間中のみの臨時ス

タッフや派遣スタッフ等につ

いても、同様となるように、

派遣元等に依頼しておきまし

ょう。 

・応募の動機や、自社に対する

イメージ等も確認しましょ

う。 

･採用後も、住所や電話番号が

変更されていないかを定期

的に確認しましょう。 

〇有り 

感染症発生時

には従業員の

居住地の保健

所や医療機関

との連携に有

用 

〇無し 

8   ○従業員の配置 

フードディフェンスに関する

理解・経験の深い職員を重要

箇所に配置しましょう。 

・経験と信頼感のある従業員を

重要な箇所に配置し、混入事

故の事前防止や、同僚の不審

な行動等の有無を見守りまし

ょう。 

・脆弱性が高いと判断された工

程や場所に配置する従業員

は、事前に面談を行い、不平・

不満を抱えていないかを確認

しましょう。 

○従業員の配置 

フードディフェンスに関する

理解・経験の深い職員を重要

箇所に配置しましょう。 

・経験と信頼感のある従業員を

重要な箇所に配置し、混入事

故の事前防止や、同僚の不審

な行動等の有無を見守りまし

ょう。 

・脆弱性が高いと判断された工

程や場所に配置する従業員

は、事前に面談を行い、不平・

不満を抱えていないかを確認

しましょう。 

・倉庫側の管理が及ばない外部

○従業員の配置 

フードディフェンスに関する

理解・経験の深い職員を重要

箇所に配置しましょう。 

・経験と信頼感のある従業員を

重要な箇所に配置し、混入事

故の事前防止や、同僚の不審

な行動等の有無を見守りま

しょう。 

・脆弱性が高いと判断された工

程や場所に配置する従業員

は、事前に面談を行い、不平・

不満を抱えていないかを確

認しましょう。 

〇有り 

感染症発生時

には感染を受

けた可能性の

ある者の特定

に有用 

☆有り 

対面での面接は

感染拡大の要因

になるため注意

が必要 
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No. 

食品防御対策ガイドライン

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

組織の従業員が荷揚げや搬入

を行っている場合には、外部

組織とも十分に連携した管理

を行いましょう。 

9   ○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適

切に行いましょう。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を

起こりやすい感染症に罹患し

た場合は、速やかに上司等に

相談し、周囲への感染拡大防

止や、食品中への混入防止に

留意しましょう。 

・自身の健康管理の重要性につ

いて理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症

に罹患した際に無理に出勤し

た場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒

の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居

の家族を含む）や、体調が優

れない場合の出勤停止の考え

方を予め整理し、従業員等の

理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際

には、通常の健康管理に加え

て、勤務シフトの厳格化や、

共有部分の小まめな清掃によ

り、感染拡大予防に努めまし

ょう。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適

切に行いましょう。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大

を起こりやすい感染症に罹

患した場合は、速やかに上司

等に相談し、周囲への感染拡

大防止や、食品中への混入防

止に留意しましょう。 

・自身の健康管理の重要性につ

いて理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症

に罹患した際に無理に出勤し

た場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒

の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居

の家族を含む）や、体調が優

れない場合の出勤停止の考え

方を予め整理し、従業員等の

理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際

には、通常の健康管理に加え

て、勤務シフトの厳格化や、

共有部分の小まめな清掃によ

り、感染拡大予防に努めまし

ょう。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適

切に行いましょう。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大

を起こりやすい感染症に罹

患した場合は、速やかに上司

等に相談し、周囲への感染拡

大防止や、食品中への混入防

止に留意しましょう。 

・自身の健康管理の重要性につ

いて理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症

に罹患した際に無理に出勤

した場合、同僚への感染拡大

や、食品中への混入による食

中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居

の家族を含む）や、体調が優

れない場合の出勤停止の考

え方を予め整理し、従業員等

の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際

には、通常の健康管理に加え

て、勤務シフトの厳格化や、

共有部分の小まめな清掃に

より、感染拡大予防に努めま

しょう。 

〇有り 

日常からの感

染予防、発生時

の早期発見、感

染拡大防止に

有用。 

 

☆有り 

感 染 拡 大 時 に

は、食品防御に

必要なスタッフ

の確保が困難に

なる可能性があ

り、BCPの作成が

必要となる。 

10 ○従業員等の異動・退職時等

には制服や名札、IDバッジ、

鍵（キーカード）を返却させ

る。 

 ○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）を適

切に管理しましょう。 

・製造施設への立ち入りや、従

業員を見分けるために重要な

制服や名札、IDバッジ、鍵（キ

ーカード）等は厳重に管理し

ましょう。 

･名札や社員証等は、可能な限り

顔写真付きのものにしましょ

う。 

・退職や異動の際には制服や名

札、IDバッジ、鍵（キーカー

ド）を確実に返却してもらい

ましょう。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）を適

切に管理しましょう。 

・保管施設や仕分け現場への立

ち入りや、従業員を見分ける

ために重要な制服や名札、ID

バッジ、鍵（キーカード）等

は厳重に管理しましょう。 

･名札や社員証等は、可能な限り

顔写真付きのものにしましょ

う。 

・退職や異動の際には制服や名

札、IDバッジ、鍵（キーカー

ド）を確実に返却してもらい

ましょう。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）を適

切に管理しましょう。 

・接客（食事提供）施設への立

ち入りや、従業員を見分ける

ために重要な制服や名札、ID

バッジ、鍵（キーカード）等

は厳重に管理しましょう。 

･名札や社員証等は、可能な限

り顔写真付きのものにしま

しょう。 

・退職や異動の際には制服や名

札等を確実に返却してもら

いましょう。 

〇有り 

従業員の適切

な管理は感染

防止にも有用 

〇無し 

11 ○製造現場内へは原則として

私物は持ち込まないことと

し、これが遵守されているこ

とを確認する。持ち込む必要

がある場合は、個別に許可を

得るようにする。 

・製造現場内への持ち込み

禁止品の指定は際限がな

いため、持ち込まないこと

を原則として、持ち込み可

能品はリスト化すると共

に、持ち込む場合は、個別

に許可を得る方が管理し

やすいと考えられる。 

・また、更衣室やロッカール

ームなども相互にチェッ

クする体制を構築してお

く。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を製造現場内へは原則と

して持ち込まないこととし、

これが遵守されていることを

確認かを定期的に確認しまし

ょう。 

・私物は、異物混入や感染源と

なる可能性及び感染症の発

生・拡大の予防のため、原則

として製造現場内へは、持ち

込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は

金庫などの鍵のかかる貴重品

保管場所に保管し、作業場に

は原則として持ち込まないよ

うにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化し

ましょう。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を仕分け現場へは原則

として持ち込まないことと

し、これが遵守されているか

を定期的に確認しましょう。 

・私物は、異物混入や感染源と

なる可能性及び感染症の発

生・拡大の予防のため、原則

として仕分け現場内へは持ち

込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は

金庫などの鍵のかかる貴重品

保管場所に保管し、作業場に

は原則として持ち込まないよ

うにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化し

ましょう。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を食材や飲食料品保管

庫・厨房・配膳の現場へは原

則として持ち込まないこと

とし、これが遵守されている

かを定期的に確認しましょ

う。 

・私物は、異物混入や感染源とな

る可能性及び感染症の発生・

拡大の予防のため、原則とし

て食材保管庫や厨房、配膳、

販売の現場内へは持ち込まな

いようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は

金庫などの鍵のかかる貴重

品保管場所に保管し、作業場

には原則として持ち込まな

いようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化し

〇有り 

無制限な私物

の持ち込み

は、感染源と

なる可能性及

び感染症の発

生。拡大の要

因となりう

る。 

 

 

 

☆有り 
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No. 

食品防御対策ガイドライン

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

・持ち込む場合には、個別に許

可を得るなど、適切に管理し

ましょう。 

・更衣室やロッカールームなど

でも相互にチェックできる体

制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期で

ロッカーを点検し、不審物の

持込の未然防止に努めましょ

う。 

・換気で窓等を開ける際には、

外部からの侵入に注意しまし

ょう。 

・持ち込む場合には、個別に許

可を得るなど、適切に管理し

ましょう。 

・更衣室やロッカールームなど

でも相互にチェックできる体

制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期で

ロッカーを点検し、不審物の

持込の未然防止に努めましょ

う。 

・換気で窓等を開ける際には、

外部からの侵入に注意しまし

ょう。 

ましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許

可を得るなど、適切に管理し

ましょう。 

・更衣室やロッカールームがあ

る場合には、相互にチェック

できる体制を構築しておき

ましょう。 

・共用のロッカー等を利用して

いる場合、不審な荷物に気が

付いた時には、ただちに責任

者に報告しましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、

外部からの侵入に注意しま

しょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更衣室やロッカ

ールームでの感

染拡大防止に注

意が必要（窓開

け・換気等） 

共用ロッカーも

適切な消毒等が

必要 

換気のための窓

開けには、防犯

上の課題有。 

12   ○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹

底） 

休憩室やトイレ等も普段から

5Sを心がけましょう。 

・休憩室やトイレ等の 5S を普

段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源に

なることが指摘されている多

くの人が触れるドアノブ・ス

イッチ類や休憩室等は入念に

清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際に

は、その管理に注意しましょ

う。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹

底） 

休憩室やトイレ等も普段か

ら 5Sを心がけましょう。 

・休憩室やトイレ等の 5Sを普段

から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源に

なることが指摘されている多

くの人が触れるドアノブ・ス

イッチ類や休憩室等は入念に

清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際に

は、その管理に注意しましょ

う。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹

底） 

休憩室やトイレ等も普段か

ら 5Sを心がけましょう。 

・休憩室やトイレ等の 5S を普

段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源に

なることが指摘されている多

くの人が触れるドアノブ・ス

イッチ類や休憩室等は入念に

清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際に

は、その管理に注意しましょ

う。 

〇有り 

 

☆有り 

 

 

 

 

消毒用薬剤が異

物混入に繋がる

可能性があり、

管理方法に留意

が必要。 

13 ○従業員等の従来とは異なる

言動、出退勤時間の著しい変

化等を把握する。 

・従業員等が犯行に及んだ

場合の動機は、採用前から

抱いていたものとは限ら

ず、採用後の職場への不

平・不満等も犯行動機とな

ることも考えられる。 

・製造現場の責任者等は、作

業前の朝礼、定期的なミー

ティング、個別面談等を通

じて、従業員の心身の状態

について確認するととも

に、日常の言動や出退勤時

刻の変化が見られる場合

には、その理由についても

確認する。 

○（出勤時間・言動の変化等の把

握） 

従業員等の出退勤時間を把握

し、著しい変化や、従来とは

異なる言動の変化等を把握し

ましょう。 

・従業員等が意図的な異物混入

等を行う動機は、勤務開始後

の職場への不平・不満等だけ

でなく、採用前の事柄が原因

となることも考えられます。 

・製造現場の責任者等は、作業

前の朝礼、定期的なミーティ

ング、個別面談等を通じて、

従業員の心身の状態や、職場

への不満等について確認しま

しょう。 

・感染症が拡大している場合に

は、社員の健康状態にも十分

に留意し、必要に応じて出勤

時の検温等を実施しましょ

う。 

・日常の言動や出退勤時刻の変

化が見られる場合には、その

理由についても確認しましょ

う。 

・深夜の時間帯での勤務のみを

○（出勤時間・言動の変化等の把

握） 

従業員等の出退勤時間を把

握し、著しい変化や、従来と

は異なる言動の変化等を把

握しましょう。 

・従業員等が意図的な異物混入

等を行う動機は、勤務開始後

の職場への不平・不満等だけ

でなく、採用前の事柄が原因

となることも考えられます。 

・物流・保管施設の責任者等は、

作業前の朝礼、定期的なミー

ティング、個別面談等を通じ

て、従業員の心身の状態や、

職場への不満等について確認

しましょう。 

・感染症が拡大している場合に

は、社員の健康状態にも十分

に留意し、必要に応じて出勤

時の検温等を実施しましょ

う。 

・日常の言動や出退勤時刻の変

化が見られる場合には、その

理由についても確認しましょ

う。 

・深夜の時間帯での勤務のみを

○（出勤時間・言動の変化等の把

握） 

従業員等の出退勤時間を把

握し、著しい変化や、従来と

は異なる言動の変化等を把

握しましょう。 

・従業員等が意図的な異物混入

等を行う動機は、勤務開始後

の職場への不平・不満等だけ

でなく、採用前の事柄が原因

となることも考えられます。 

・調理・提供施設の責任者等は、

作業前の朝礼、定期的なミー

ティング、個別面談等を通じ

て、従業員の心身の状態や、

職場への不満等について確

認しましょう。 

・感染症が拡大している場合に

は、社員の健康状態にも十分

に留意し、必要に応じて出勤

時の検温等を実施しましょ

う。 

・日常の言動や出退勤時刻の変

化が見られる場合には、その

理由についても確認しましょ

う。 

・深夜の時間帯での勤務のみを

〇有り 

出退勤時間の

変更の理由が

体調不良の可

能性があり、予

兆として把握

することが出

来る。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

希望する者についても、同様

にその理由を確認し、出退勤

時間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐた

め、指紋認証システムを出退

勤のチェックに導入している

企業もあります。 

希望する者についても、同様

にその理由を確認し、出退勤

時間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐた

め、指紋認証システムを出退

勤のチェックに導入している

企業もあります。 

希望する者についても、同様

にその理由を確認し、出退勤

時間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐた

め、指紋認証システムを出退

勤のチェックに導入してい

る企業もあります。 

14 ○就業中の全従業員等の移動

範囲を明確化する（全従業員

等が、移動を認められた範囲

の中で働いているようにす

る）。 

・他部署への理由のない移

動を制限し、異物が混入さ

れた場合の混入箇所を同

定しやすくする。 

・制服や名札、帽子の色、ID

バッジ等によって、全従業

員の「移動可能範囲」や「持

ち場」等を明確に識別でき

るようにする。 

○（移動可能範囲の明確化） 

○ 就業中の全従業員等の移

動範囲を明確化にし、全従

業員等が、移動を認められ

た範囲の中で働いている

ようにしましょう。 

・製品に異物が混入された場合

の混入箇所を同定しやすくす

るために、施設の規模に応じ

て他部署への理由のない移動

を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、

原則自宅での療養を推奨し、

やむを得ず勤務する場合は、

感染による影響の大きい箇所

での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバ

ッジ等によって、全従業員の

「移動可能範囲」や「持ち場」

等を明確に識別できるように

しましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用

するフォークリフト等にも運

転者の氏名を表示するなど、

使用者が分かりやすい状況を

作りましょう。 

○（移動可能範囲の明確化） 

就業中の全従業員等の移動

範囲を明確化にし、全従業員

等が、移動を認められた範囲

の中で働いているようにし

ましょう。 

・取扱商品に異物が混入された

場合の混入箇所を同定しやす

くするために、施設の規模に

応じて他部署への理由のない

移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、

原則自宅での療養を推奨し、

やむを得ず勤務する場合は、

感染による影響の大きい箇所

での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバ

ッジ等によって、全従業員の

「移動可能範囲」や「持ち場」

等を明確に識別できるように

しましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用

するフォークリフト等にも運

転者の氏名を表示するなど、

使用者が分かりやすい状況を

作りましょう。 

○（移動可能範囲の明確化 

規模の大きな施設では、就業

中の全従業員等の移動範囲を

明確化にし、全従業員等が、移

動を認められた範囲の中で働

いているようにしましょう。 

・提供した飲食料品に異物が混

入された場合の混入箇所を

同定しやすくするために、施

設の規模に応じて他部署へ

の理由のない移動を制限し

ましょう。 

・感染症が疑われる場合には、

自宅での待機・療養を原則と

し、やむを得ず勤務する場合

は、感染による影響の大きい

箇所での勤務は禁止しまし

ょう。 

・規模の大きな施設で、職制等

により「移動可能範囲」を決

めている場合には、制服や名

札、帽子の色等によって、そ

の従業員の「移動可能範囲」

や「持ち場」等が明確に識別

できるようにしましょう。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者や消毒等が

必要な場所の

特定に有用 

〇無し 

15 ○新規採用者は、朝礼等の機

会に紹介し、従業員に認知さ

せ、従業員同士の識別度を高

める。 

・新規採用者を識別しやす

くするとともに、従業員が

見慣れない人の存在に疑

問を持つ習慣を意識づけ

る。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会

に紹介し、見慣れない人への

対応力を高めましょう。 

・新規採用者は朝礼等の機会に

紹介し、皆さんに識別してもら

いましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員

が疑問を持ち、一声かける習

慣を身につけてもらいましょ

う。 

・日々の挨拶や態度で異変を感

じたら直ぐに上司に報告しま

しょう。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会

に紹介し、見慣れない人への

対応力を高めましょう。 

・新規採用者は朝礼等の機会に

紹介し、皆さんに識別しても

らいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員

が疑問を持ち、一声かける習

慣を身につけてもらいましょ

う。 

・日々の挨拶や態度で異変を感

じたら直ぐに上司に報告しま

しょう。 

○（従業員の自己紹介） 

新たな店舗等がスタートす

る際には、ミーティング等で

自己紹介し、スタッフ同士の

認識力を高め、見慣れない人

への対応力を高めましょう。 

・新たな店舗等での業務がスタ

ートする際には、自己紹介等

を行い、スタッフ同士の認識

力を高めましょう。 

・応援スタッフや新規採用者

は、その日の打合せ等の機会

に紹介し、皆さんに識別して

もらいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員

が疑問を持ち、一声かける習

慣を身につけてもらいまし

ょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感

じたら直ぐに上司に報告し

ましょう。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者の早期の認

識に有用 

〇無し 

 

■人的要素（部外者） 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

16 ○事前に訪問の連絡があった

訪問者については、身元・訪

問理由・訪問先（部署・担当

者等）を確認し、可能な限り

従業員が訪問場所まで同行

する。 

・訪問者の身元を、社員証等

で確認する。訪問理由を確

認した上で、従業員が訪問

場所まで同行する。 

○（訪問者への対応） 

① 事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部

署・担当者等）を確認し、可

能な限り従業員が訪問場所

まで同行しましょう。 

感染症の流行時は、直接の訪

問は極力避けて頂く様にし

ましょう。 

・訪問者の身元を、社員証等で

確認しましょう（顔写真付が

望ましい）。 

・感染症が流行している時期に

おいては、体調確認に対する

協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従

業員が訪問場所まで同行しま

しょう。 

○（訪問者への対応） 

① 事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・

担当者等）を確認し、可能な限

り従業員が訪問場所まで同行

しましょう。 

感染症の流行時は、従業員と

の接触を極力避ける工夫を

行いましょう。 

・訪問者の身元を、社員証等で

確認しましょう（顔写真付が

望ましい）。 

・感染症が流行している時期に

おいては、体調確認に対する

協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従

業員が訪問場所まで同行しま

しょう。 

○（訪問者への対応） 

① 事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部

署・担当者等）を確認し、従

業員が訪問場所まで同行し

ましょう。 

感染症の流行時は、直接の訪

問は極力避けて頂く様にし

ましょう。 

・訪問者の身元を、社員証等で

確認しましょう（顔写真付が

望ましい）。 

・感染症が流行している時期に

おいては、体調確認に対する

協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従

業員が訪問場所まで同行し

ましょう。 

〇有り 

事前予約は、

感染判明後の

対応に有用。 

 

☆有り 

同行の際には、

濃厚接触に留意

が必要。 

17 ○事前に訪問の連絡がなかっ

た訪問者、かつ初めての訪問

者は、原則として工場の製造

現場への入構を認めない。 

・「飛び込み」の訪問者につ

いては原則として製造現

場への入構を認めない。 

・なお、訪問希望先の従業員

に対して面識の有無や面

会の可否等について確認

が取れた場合は、事前に訪

問の連絡があった訪問者

と同様の対応を行う。 

②事前予約がない場合や初めて

の訪問者 

原則として事務所等で対応

し、工場の製造現場への入構

を認めないようにしましょ

う。 

特に感染症の流行時は、注意

しましょう。 

・「飛び込み」の訪問者は、原則

として製造現場には入構させ

ず、事務所等で対応しましょ

う。 

・訪問希望先の従業員から、面

識の有無や面会の可否等につ

いて確認が取れた場合は、事

前予約がある場合と同様に対

応しましょう。 

②事前予約がない場合や初めて

の訪問者 

原則として事務所等で対応

し、仕分け現場を認めないよ

うにしましょう。 

特に感染症の流行時は、注意

しましょう。 

・「飛び込み」の訪問者は、原則

として仕分け現場には入構さ

せず、事務所等で対応しまし

ょう。 

・訪問希望先の従業員から、面

識の有無や面会の可否等につ

いて確認が取れた場合は、事

前予約がある場合と同様に対

応しましょう。 

②事前予約がない場合や初めて

の訪問者 

立ち入りを認めないように

しましょう。 

特に感染症の流行時は、注意

しましょう。 

・「飛び込み」の訪問者は、原則

として立ち入りは認めない

ようにしましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面

識の有無や面会の可否等に

ついて確認が取れた場合は、

事前予約がある場合と同様

に、従業員が訪問場所まで同

行しましょう。 

〇有り 

感染拡大期の

飛び込みの訪

問者には、特に

注意が必要。 

〇無し 

18 ○訪問者（業者）用の駐車場を

設定する。この際、製造棟と

できるだけ離れていること

が望ましい。 

・全ての訪問者について車

両のアクセスエリア、荷物

の持ち込み等を一律に制

限することは現実的では

ない。 

・特定の訪問者（例：施設メ

ンテナンス、防虫防鼠業者

等）については、それらの

車両であることが明確に

なるように、駐車エリアを

設定しておく。 

○（駐車エリアの設定や駐車許

可証の発行） 

訪問者（業者）用の駐車場を

設定したり、駐車許可証を発

行する等、無許可での駐車を

防止しましょう。 

・全ての訪問者について車両の

アクセスエリア、荷物の持ち

込み等を一律に制限すること

は現実的ではありません。 

・駐車エリアは、原材料や商品

の保管庫やゴミ搬出場所等、

直接食品に手を触れることが

できるような場所とはできる

だけ離れていることが望まし

いでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特

定の訪問者（例：施設メンテ

ナンス、防虫防鼠業者等）に

ついては、それらの車両であ

ることが明確になるように、

駐車エリアを設定しておきま

しょう。 

○（駐車エリアの設定や駐車許

可証の発行） 

訪問者（業者）用の駐車場を

設定したり、駐車許可証を発

行する等、無許可での駐車を

防止しましょう。 

・全ての訪問者について車両の

アクセスエリア、荷物の持ち

込み等を一律に制限すること

は現実的ではありません。 

・駐車エリアは、取扱商品保管

庫やゴミの搬出場所等、直接

商品に手を触れることができ

るような場所とはできるだけ

離れていることが望ましいで

しょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特

定の訪問者（例：施設メンテ

ナンス、防虫防鼠業者等）に

ついては、それらの車両であ

ることが明確になるように、

駐車エリアを設定しておきま

しょう。 

○（駐車エリアの設定や駐車許

可証の発行） 

規模の大きな施設では、納入

業者用や廃棄物収集車の駐

車場を設定したり、駐車許可

証を発行する等、無許可での

進入や駐車を防止しましょ

う。 

・全ての訪問者について車両の

アクセスエリア、荷物の持ち

込み等を一律に制限するこ

とは現実的ではありません。 

・専用の駐車エリアがある場合

には、食材保管庫やゴミ搬出

場所等、直接食品に手を触れ

ることができるような場所

とはできるだけ離れている

ことが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特

定の訪問者（例：施設メンテ

ナンス、防虫防鼠業者等）に

ついては、それらの車両であ

ることが明確になるように、

可能な範囲で駐車エリアを

設定しておきましょう。 

〇有り 

接触場所等の

把握に有用 

〇無し 

19 ○食品工場の施設・設備のメ

ンテナンスや防虫・防鼠作業

等のため、工場内を単独で行

動する可能性のある訪問者

（業者）には、持ち物を十分

確認し、不要なものを持ち込

ませないようにする。 

・食品工場の施設・設備のメ

ンテナンスや防虫・防鼠等

に関する作業員は、長時間

にわたり多人数で作業す

ることもあるため、従業員

が全ての作業員の作業に

同行することは困難であ

る。 

・作業開始前に、持ち物の確

認を実施し、不要な持ち込

み品の管理を徹底する。 

○（業者の持ち物確認） 

食品工場内を単独で行動す

る可能性のある訪問者（業

者）の持ち物は十分確認し、

不要なものを持ち込ませな

いようにしましょう。 

・施設・設備のメンテナンスや

防虫・防鼠等のために、長時

間にわたり施設内で作業する

こともある業者については、

全ての作業に同行することは

困難です。 

・立入り業者については、制服・

顔写真付き社員証等を確認し

ましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確

認を実施し、不要な持ち込み

○（業者の持ち物確認） 

物流・保管施設内を単独で行

動する可能性のある訪問者

（業者）の持ち物は十分確認

し、不要なものを持ち込ませ

ないようにしましょう。 

・施設・設備のメンテナンスや

防虫・防鼠等のために、長時

間にわたり施設内で作業する

こともある業者については、

全ての作業に同行することは

困難です。 

・立入り業者については、制服・

顔写真付き社員証等を確認し

ましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確

認を実施し、不要な持ち込み

○（業者の持ち物確認） 

厨房や店舗等の施設・設備内

を単独で行動する可能性の

ある訪問者（業者：報道関係・

警備関係を含む）の持ち物は

十分確認し、不要なものを持

ち込ませないようにしまし

ょう。 

・施設・設備のメンテナンスや

防虫・防鼠等、取材・警備等

のために、長時間にわたり施

設内で作業することもある

業者については、全ての作業

に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・

顔写真付き社員証等を確認

しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確

認を実施し、不要な持ち込み

や感染を受け

た可能性のあ

る者の特定に

有用。 

 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

品を持ち込ませないようにし

ましょう。 

・可能であれば、入場時と退場

時に業者の同意を得て、鞄を

開けた状態でデジタルカメラ

による写真撮影により、証拠

を残しましょう。 

品を持ち込ませないようにし

ましょう。 

・可能であれば、入場時と退場

時に業者の同意を得て、鞄を

開けた状態でデジタルカメラ

による写真撮影により、証拠

を残しましょう。 

品を持ち込ませないように

しましょう。 

・可能であれば、持込み可能品

リストを作成し、それ以外の

ものを持ち込む場合には、申

告してもらいましょう。 

20 ― ― ― ― ― ― ○（悪意を持った来客対策） 

来客の中には悪意を持って

いる者がいる可能性も考慮

しましょう。 

・来店するお客の中には、店舗

等に悪意を持っている人が

いる可能性も否定できませ

ん。 

・お客によるいたずら等を防ぐ

ために、大規模イベント時に

必要な対応を参考にした対

策を採りましょう。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者の特定に有

用 

☆有り 

悪意を持った来

客は、感染予防

にも非協力的と

考えられる。 

21 ○郵便、宅配便の受け入れ先

（守衛所、事務所等）を定め

ておく。また配達員の敷地内

の移動は、事前に設定した立

ち入り可能なエリア内のみ

とする。 

・信書と信書以外の郵便物、

また宅配物等の届け物や

受取人の違いにより、配達

員は比較的自由に食品工

場の敷地内を移動できる

状況にあるため、郵便、宅

配物等の受け入れ先は数

箇所の定められた場所に

限定する。 

・また、郵便局員や宅配業者

が、食品工場の建屋内に無

闇に立ち入ることや、建屋

外に置かれている資材・原

材料や製品に近づくこと

ができないよう留意する。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守

衛所、事務所等）を定めておき

ましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、食品

工場の建屋内に無闇に立ち入

ることや、施設内に置かれて

いる食材等に近づくことは、

異物混入の危険性を高めま

す。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先

は、守衛所、事務所等の数箇

所の定められた場所に限定し

ておきましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、食品

工場内に無闇に立ち入ること

や、建屋外に置かれている資

材・原材料や製品に近づけな

いように、立ち入り可能なエ

リアを事前に設定しておきま

しょう。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守

衛所、事務所等）を定めておき

ましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、物流・

保管施設の建屋内に無闇に立

ち入ることや、施設内に置か

れている商品等に近づくこと

は、異物混入の危険性を高め

ます。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先

は、守衛所、事務所等の数箇

所の定められた場所に限定し

ておきましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、物流・

保管施設内に無闇に立ち入る

ことや、取扱商品等に近づけ

ないように、立ち入り可能な

エリアを事前に設定しておき

ましょう。 

― ― 〇有り 

接触した場所

や感染を受け

た可能性のあ

る者の限定に

も繋がる。 

〇無し 

 

■施設管理 

No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の並

立時の課題 

22 ○不要な物、利用者・所有者が

不明な物の放置の有無を定

常的に確認する。 

・食品工場で使用する原材

料や工具等について、定

数・定位置管理を行い、過

不足や紛失に気づきやす

い環境を整える。 

・また、食品に直接手を触れ

ることができる製造工程

や従事者が少ない場所等、

意図的に有害物質を混入

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、

洗剤等について、定位置・定

数管理を行いましょう。 

・食品工場で使用する原材料や

工具等について、定位置・定

数管理を行い、過不足や紛失

に気づきやすい環境を整えま

しょう。 

・不要な物、利用者・所有者が

不明な物の放置の有無を定常

的に確認しましょう。 

・食品に直接手を触れることが

○（仕分け用具等の定数管理） 

使用する仕分け作業用の器

具や工具等について、定位

置・定数管理を行いましょ

う。 

・物流施設で使用する機器や工

具等について、定位置・定数

管理を行い、過不足や紛失に

気づきやすい環境を整えまし

ょう。 

・不要な物、利用者・所有者が

不明な物の放置の有無を定常

的に確認しましょう。 

・取扱商品に直接手を触れるこ

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、

洗剤等について、定位置・定

数管理を行いましょう。 

・厨房や店舗で使用する原材料

や調理器具、洗剤等につい

て、定位置・定数管理を行う

ことで、過不足や紛失に気づ

きやすい環境を整えましょ

う。 

・不要な物、利用者・所有者が

不明な物の放置の有無を定

常的に確認しましょう。 

〇有り 

感染者が利用

した機器等の

特定に有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の並

立時の課題 

し易い箇所については特

に重点的に確認する。 

できる製造工程や従事者が少

ない場所等、意図的に有害物

質を混入し易い箇所について

は特に重点的に確認しましょ

う。 

・配電盤等不要な物を隠せる場

所には、施錠等の対応を行い

ましょう。 

とができる分別工程や従事者

が少ない場所等、意図的に有

害物質を混入し易い箇所につ

いては特に重点的に確認しま

しょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場

所には、施錠等の対応を行い

ましょう。 

・食品に直接手を触れることが

できる調理・盛り付け・配膳・

受渡し場所や従事者が少な

い場所等、意図的に有害物質

を混入し易い箇所について

は特に重点的に確認しまし

ょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場

所には、施錠等の対応を行い

ましょう。 

・医薬品が保管されている医務

室等については、医師・患者

等関係者以外の立入の禁止、

無人となる時間帯の施錠、薬

剤の数量管理を徹底する。 

23 ○食品に直接手を触れること

ができる仕込みやや袋詰め

の工程や、従事者が少ない場

所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握し、可

能な限り手を触れない様に

カバーなどの防御対策を検

討する。 

・仕込みや包装前の製品等

に直接手を触れることが

可能な状況が見受けられ

る。 

・特に脆弱性が高いと判断

された箇所は、見回りの

実施、従業員同士による

相互監視、監視カメラの

設置等を行うと共に、可

能な限り手を触れられな

い構造に改修する。 

○（脆弱性の高い場所の把握と

対策） 

食品に直接手を触れること

ができる仕込みや袋詰めの

工程や、従事者が少ない場

所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握

し、可能な限り手を触れな

い様にカバーなどの防御対

策を検討しましょう。 

・仕込みや包装前の製品等に直

接手を触れることが可能な状

況が見受けられる。 

・特に脆弱性が高いと判断され

た箇所は、見回りの実施、従

業員同士による相互監視、監

視カメラの設置等を行うと共

に、可能な限り手を触れられ

ない構造に改修しましょう。 

 

○（脆弱性の高い場所の把握と

対策） 

食品に直接手を触れること

ができる仕分けや袋詰め工

程や、従事者が少ない場所

等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握し、

可能な限り手を触れない様

にカバーなどの防御対策を

検討しましょう。 

・仕分けや梱包前の製品等に直

接手を触れることが可能な状

況が見受けられる。 

・特に脆弱性が高い箇所は、見

回りの実施、従業員同士によ

る相互監視、監視カメラの設

置等を行うと共に、可能な限

り手を触れられない構造に改

修しましょう。 

 

○（脆弱性の高い場所の把握と

対策） 

食品に直接手を触れること

ができる調理や配膳の工程

や店頭販売品の受渡し場

所、従事者が少ない場所

等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握しま

しょう。 

・調理や配膳・受渡し場所で

は、飲食料等に直接手を触

れないことは不可能です。 

・特に脆弱性が高いと考えら

れる人目の少ない箇所（配

膳準備室・厨房から宴会場

までのルート）等は、見回

りの実施、従業員同士によ

る相互監視、監視カメラの

設置等を行うと共に、可能

な限り手を触れられない構

造への改修や、配膳方法に

工夫をしましょう。・レス

トランや食堂等の客席に備

え付けの飲料水や調味料、

バイキング形式のサラダバ

ーなどでは、従業員以外の

人物による意図的な有害物

質の混入にも注意を払いま

しょう。 

・屋外の販売用の屋台等でも

注意しましょう。 

・店舗の設計に際しては、食

品防御を意識した作業動線

や人の流れを考慮しましょ

う。 

〇有り 

感染の可能性

がある場所の

特定に有用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染の予防に

有用 

 

 

 

 

 

利用客用の動

線を考慮した

手洗い場等の

設置も有用 

〇無し 

24 ○工場が無人となる時間帯に

ついての防犯対策を講じる。 

― ○（無人の時間帯の対策） 

工場が無人となる時間帯に

ついての防犯対策を講じま

しょう。 

・工場が無人となる時間帯は、

万が一、混入が行われた場合

の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認す

る習慣を身につけましょう。 

○（無人の時間帯の対策） 

物流・保管施設が無人となる

時間帯についての防犯対策

を講じましょう。 

・物流・保管施設が無人となる

時間帯は、万が一、混入が行

われた場合の対応が遅れま

す。 

・終業後は必ず施錠し、確認す

○（無人の時間帯の対策） 

厨房・食事提供施設・店舗が

無人となる時間帯（閉店後を

含む）についての防犯対策を

講じましょう。 

・食品保管庫や厨房等が無人と

なる時間帯は、万が一、混入

が行われた場合の対応が遅

れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認す

〇有り 

無人の時間帯

の防犯対策は、

時間外に施設

に入った者の

〇無し 
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としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の並

立時の課題 

・製造棟が無人となる時間帯は

必ず施錠し、人が侵入できな

いようにしましょう。 

・施錠以外にも、無人の時間帯

の防犯対策を講じましょう。 

る習慣を身につけましょう。 

・物流・保管施設が無人となる

時間帯は必ず施錠し、人が侵

入できないようにしましょ

う。 

・施錠以外にも、無人の時間帯

の防犯対策を講じましょう。 

る習慣を身につけましょう。 

・食品保管庫や厨房・店舗が無

人となる時間帯は必ず施錠

し、人が侵入できないように

しましょう。 

・施錠以外にも、監視（品質向

上）カメラ等、無人の時間帯

の防犯対策を講じましょう。 

確認に有用 

25 ○鍵の管理方法を策定し、定

期的に確認する。 

・最低限、誰でも自由に鍵を

持ち出せるような状態に

ならないよう管理方法を

定め、徹底する。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期

的に確認しましょう。 

・鍵の使用権を設定し、誰でも

自由に鍵を持ち出せないよう

にしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守さ

れているかどうかを確認しま

しょう。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期

的に確認しましょう。 

・鍵の使用権を設定し、誰でも

自由に鍵を持ち出せないよう

にしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守さ

れているかどうかを確認しま

しょう。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期

的に確認しましょう。 

・鍵の使用権を設定し、誰でも

自由に鍵を持ち出せないよ

うにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守さ

れているかどうかを確認し

ましょう。 

〇有り 

鍵の使用権は

行動範囲にも

影響するため

有用 

感染者が鍵を

利用した場合

の消毒にも有

用 

☆有り 

使用権の設定が

厳しすぎると、

対応者の負担が

大きい。 

26 ○製造棟、保管庫は、外部から

の侵入防止のため、機械警

備、定期的な鍵の取り換え、

補助鍵の設置、格子窓の設置

等の対策を行う。 

・食品工場内の全ての鍵を

定期的に交換することは

現実的ではない。 

・異物が混入された場合の

被害が大きいと考えられ

る製造棟や保管庫につい

ては、補助鍵の設置や定期

的な点検を行うなどの侵

入防止対策を採ることが

重要である。 

○（外部からの侵入防止策） 

製造棟、保管庫への外部から

の侵入防止対策を行いまし

ょう。 

・異物が混入された場合の被害

が大きいと考えられる製造

棟、保管庫は、機械警備、補

助鍵の設置や、格子窓の設置、

定期的な点検を行い、侵入防

止対策を採りましょう。 

○（外部からの侵入防止策） 

物流・保管施設への外部から

の侵入防止対策を行いまし

ょう。 

・異物が混入された場合の被害

が大きいと考えられる物流・

保管施設は、機械警備、補助

鍵の設置や、格子窓の設置、

定期的な点検を行い、侵入防

止対策を採りましょう。 

○（外部からの侵入防止策） 

店頭販売品を含む飲食料品

の保管庫や厨房への外部か

らの侵入防止対策を行いま

しょう。 

・異物が混入された場合の被害

が大きいと考えられる食品

保管庫や厨房・店舗は、機械

警備、補助鍵の設置や、格子

窓の設置、定期的な点検を行

い、侵入防止対策を採りまし

ょう。 

・店舗外のプレハブ倉庫等に食

材を保管している場合も、適

切に施錠しましょう。 

・通常施錠されているところが

開錠されている等、定常状態

と異なる状態を発見した時

には、速やかに責任者に報告

しましょう。 

〇有り 

外部からの病

原菌等の持ち

込み防止に有

用 

〇無し 

27 ○製造棟の出入り口や窓など

外部から侵入可能な場所を

特定し、確実に施錠する等の

対策を採る。 

・製造棟が無人となる時間

帯は必ず施錠し、人が侵入

できないようにする。全て

の出入り口・窓に対して直

ちに対策を講じることが

困難な場合は、優先度を設

定し、施設の改築等のタイ

ミングで順次改善策を講

じるように計画する。 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り口や窓など

外部から侵入可能な場所を

特定し、確実に施錠する等の

対策を採りましょう。 

・全ての出入り口・窓に対して

直ちに対策を講じることが困

難な場合は、優先度を設定し、

施設の改築等のタイミングで

順次改善策を講じるように計

画しましょう。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設の出入り口や

窓など外部から侵入可能な

場所を特定し、確実に施錠す

る等の対策を採りましょう。 

・全ての出入り口・窓に対して

直ちに対策を講じることが困

難な場合は、優先度を設定し、

施設の改築等のタイミングで

順次改善策を講じるように計

画しましょう。 

○（確実な施錠） 

店頭販売品を含む飲食料品

の保管庫や厨房の出入り口

や窓など外部から侵入可能

な場所を特定し、確実に施錠

する等の対策を採りましょ

う。 

・全ての出入り口・窓に対して

直ちに対策を講じることが

困難な場合は、優先度を設定

し、施設の改築等のタイミン

グで順次改善策を講じるよ

うに計画しましょう。 

〇有り 

外部からの感

染者の侵入防

止に有用 

〇無し 

28 ○食品工場内の試験材料（検

査用試薬・陽性試料等）や有

害物質については保管場所

を定めた上で、当該場所への

人の出入り管理を行うと共

・試験材料（検査用試薬・陽

性試料等）の保管場所は検

査・試験室内等に制限す

る。無断で持ち出されるこ

との無いよう定期的に保

○（試験材料等の管理） 

食品工場内の試験材料（検査

用試薬・陽性試料等）や有害

物質の保管場所を定め、当該

場所への人の出入りを管理

・試験材料（検査用試薬・陽性

試料等）の保管場所は検査・

試験室内等に制限しましょ

う。 

・無断で持ち出されることの無

― ― ○（洗剤等の保管場所） 

厨房や店舗の洗剤等、有害物

質の保管場所を定め、当該場

所への人の出入りを管理し

ましょう。また、使用日時や

・日常的に使用している洗剤等

についても、作業動線等も考慮

した管理方法等を定め、在庫量

を定期的に確認しましょう。 

・保管は、食材保管庫や調理・料

〇有り 

洗剤は汚染さ

れた食器や機

器等の洗浄に

不可欠。 

☆有り 

洗剤や手指消毒

用薬剤等は使い

やすい場所への

設置が必要。設
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に、使用日時及び使用量の記

録、施錠管理を行う。 

管数量の確認を行う。可能

であれば警備員の巡回や

カメラ等の設置を行う。 

しましょう。また、使用日時

や使用量の記録、施錠管理を

行いましょう。 

いよう定期的に保管数量を確

認しましょう。 

・可能であれば警備員の巡回や

カメラ等の設置を行いましょ

う。 

使用量の記録、施錠管理を行

いましょう。 

理の保管エリア、店頭販売品の

受渡し場所から離れた場所と

し、栓のシーリング等により、

妥当な理由無く使用すること

が無いよう、十分に配慮しまし

ょう。 

置場所の検討が

必要。 

29 ○食品工場内の試験材料（検

査用試薬・陽性試料等）や有

害物質を紛失した場合は、工

場長や責任者に報告し、工場

長や責任者はその対応を決

定する。 

・法令等に基づき管理方法

等が定められているもの

については、それに従い管

理を行う。 

・それ以外のものについて

は、管理方法等を定め、在

庫量の定期的な確認、食品

の取扱いエリアや食品の

保管エリアから離れた場

所での保管、栓のシーリン

グ等により、妥当な理由無

く有害物質を使用するこ

との無いよう、十分に配慮

した管理を行う。また試験

材料や有害物質の紛失が

発覚した場合の通報体制

や確認方法を構築する。 

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試験材料（検査

用試薬・陽性試料等）や有害

物質を紛失した場合は、工場

長や責任者に報告し、工場長

や責任者はその対応を決定

しましょう。 

・法令等に基づき管理方法等が

定められているものについて

は、それに従い管理しましょ

う。 

・それ以外のものについても管

理方法等を定め、在庫量の定

期的な確認、食品の取扱いエ

リアや食品の保管エリアから

離れた場所での保管、栓のシ

ーリング等により、妥当な理

由無く有害物質を使用するこ

との無いよう、十分に配慮し

た管理を行いましょう。 

・試験材料や有害物質の紛失が

発覚した場合の通報体制や

確認方法を構築しておきま

しょう。 

― ― ○（洗剤等の紛失時の対応） 

厨房の洗剤等、有害物質を紛

失した場合は、施設責任者や

調理責任者に報告し、施設責

任者や調理責任者はその対

応を決定しましょう。 

― 〇有り 〇無し 

30 ○殺虫剤の保管場所を定め、

施錠による管理を徹底する。 

・食品工場の従業員等が自

ら殺虫・防鼠等を行う場合

は、使用する殺虫剤の成分

について事前に確認して

おくことが重要である。 

・殺虫剤を保管する場合は

鍵付きの保管庫等に保管

し、使用場所、使用方法、

使用量等に関する記録を

作成する。 

・防虫・防鼠作業の委託する

場合は、信頼できる業者を

選定し、殺虫対象、殺虫を

行う場所を勘案して、委託

業者とよく相談の上、殺虫

剤（成分）を選定する。 

・殺虫・防鼠等を委託する場

合、殺虫剤は委託業者が持

参することになるが、工場

長等が知らないうちに、委

託業者から従業員等が殺

虫剤を譲り受けたり、工場

内に保管したりするよう

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場

所を定め、施錠による管理を

徹底しましょう。 

・食品工場の従業員等が自ら殺

虫・防鼠等を行う場合は、使

用する殺虫剤の成分について

事前に確認しておくことが重

要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場

合は、鍵付きの保管庫等に保

管し、使用場所、使用方法、

使用量等に関する記録を作成

しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場

合は、信頼できる業者を選定

し、殺虫対象、殺虫を行う場

所を勘案して、委託業者とよ

く相談の上、殺虫剤（成分）

を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、

殺虫剤は委託業者が持参する

ことになりますが、施設責任

者等が知らないうちに、委託

業者から従業員等が殺虫剤を

譲り受けたり、施設内に保管

したりするようなことがない

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場

所を定め、施錠による管理を

徹底しましょう。 

・物流施設の従業員等が自ら殺

虫・防鼠等を行う場合は、使

用する殺虫剤の成分について

事前に確認しておくことが重

要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場

合は、鍵付きの保管庫等に保

管し、使用場所、使用方法、

使用量等に関する記録を作成

しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場

合は、信頼できる業者を選定

し、殺虫対象、殺虫を行う場

所を勘案して、委託業者とよ

く相談の上、殺虫剤（成分）

を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、

殺虫剤は委託業者が持参する

ことになりますが、施設責任

者等が知らないうちに、委託

業者から従業員等が殺虫剤を

譲り受けたり、施設内に保管

したりするようなことがない

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場

所を定め、施錠による管理を

徹底しましょう。 

・調理・提供施設・店舗の従業

員等が自ら殺虫・防鼠等を行

う場合は、使用する殺虫剤の

成分について事前に確認し

ておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場

合は、鍵付きの保管庫等に保

管し、使用場所、使用方法、

使用量等に関する記録を作

成しましょう。 

・防虫作業を委託する場合は、

信頼できる業者を選定し、殺

虫対象、殺虫を行う場所を勘

案して、委託業者とよく相談

の上、殺虫剤（成分）を選定

しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、

殺虫剤は委託業者が持参す

ることになりますが、施設責

任者等が知らないうちに、委

託業者から従業員等が殺虫

剤を譲り受けたり、施設内に

保管したりするようなこと

〇有り 

媒介動物によ

る感染症防止

に有用 

〇無し 
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なことがないよう、管理を

徹底する。 

よう、管理を徹底しましょう。 よう、管理を徹底しましょう。 がないよう、管理を徹底しま

しょう。 

・24 時間営業等で営業時間帯

に店舗内の清掃を行う場合

には、店員の目の届く範囲で

作業を行うなど、異物混入に

留意しましょう。 

31 ○井戸、貯水、配水施設への侵

入防止措置を講じる。 

・井戸、貯水、配水施設への

出入り可能な従業員を決

め、鍵等による物理的な安

全対策、防御対策を講じ

る。 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵

入防止措置を講じましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への出

入り可能な従業員を決めまし

ょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立

入防止のため、鍵等による物

理的な安全対策、防御対策を

講じましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口

や塩素投入口、空気抜き等か

らの異物混入防止対策を講じ

ましょう。 

・浄水器のフィルターについて

も定期的に確認しましょう。 

― ― ○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵

入防止措置を講じましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への出

入り可能な従業員を決めま

しょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立

入防止のため、鍵等による物

理的な安全対策、防御対策を

講じましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口

や塩素投入口、空気抜き等か

らの異物混入防止対策を講

じましょう。 

・浄水器のフィルターについて

も定期的に確認しましょう。 

〇有り 

水系感染症の

予防に有用 

〇無し 

32 ○井戸水を利用している場

合、確実な施錠を行い、塩素

消毒等浄化関連設備へのア

クセスを防止すると共に、可

能であれば監視カメラ等で

監視する。 

・井戸水に毒物を混入され

た場合の被害は、工場全体

に及ぶため、厳重な管理が

必要である。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された

場合の被害は、工場全体に及

ぶため、厳重な管理が必要で

す。 

・井戸水を利用している場合

は、確実に施錠し、塩素消毒

等浄化関連設備へのアクセス

を防止しましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で

監視しましょう。 

― ― ○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された

場合の被害は、接客（食事提

供）施設全体に及ぶため、厳

重な管理が必要です。 

・井戸水を利用している場合は

確実に施錠し、塩素消毒等浄

化関連設備へのアクセスを

防止しましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で

監視しましょう。 

〇有り 

水系感染症の

予防に有用 

〇無し 

33 ○コンピューター処理制御シ

ステムや重要なデータシス

テムについて、従業員の異

動・退職時等に併せてアクセ

ス権を更新する。アクセス許

可者は極力制限し、データ処

理に関する履歴を保存する。 

・コンピューター処理制御

システムや重要なデータ

システムにアクセス可能

な従業員をリスト化し、か

つシステムの設置箇所に

鍵を設ける、ログインパス

ワードを設ける等の物理

的なセキュリティ措置を

講じる。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御シ

ステムや重要なデータシス

テムへのアクセス許可者は

極力制限し、不正なアクセス

を防止しましょう。 

・コンピューター処理制御シス

テムや重要なデータシステム

にアクセス可能な従業員をリ

スト化し、従業員の異動・退職

時等に併せてアクセス権を更

新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限

し、データ処理に関する履歴

を保存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設

ける、ログインパスワードを

設ける等の物理的なセキュリ

ティ措置を講じましょう。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御シ

ステムや重要なデータシス

テムへのアクセス許可者は

極力制限し、不正なアクセス

を防止しましょう。 

・コンピューター処理制御シス

テムや重要なデータシステム

にアクセス可能な従業員をリ

スト化し、従業員の異動・退

職時等に併せてアクセス権を

更新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限し、

データ処理に関する履歴を保

存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設

ける、ログインパスワードを

設ける等の物理的なセキュリ

ティ措置を講じましょう。 

○顧客情報の管理 

喫食予定の VIP の行動や食

事内容に関する情報へのア

クセス可能者は、接客の責任

者などに限定しましょう。 

― 〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者が疑われる

場合の連絡に

不可欠 

〇無し 

34   ○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像の外部流

出に注意しましょう。 

・監視カメラの映像は、外部に流

出しないよう、適切に管理しまし

ょう。 

・特にクラウド型の監視カメラ

のパスワードは、初期設定のまま

使用せず、定期的に変更し、部外

者に見られない対策を取りまし

○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像の外部流出に

注意しましょう。 

・監視カメラの映像は、外部に流

出しないよう、適切に管理しま

しょう。 

・特にクラウド型の監視カメラ

のパスワードは、初期設定の

まま使用せず、定期的に変更

し、部外者に見られない対策

○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像の外部流出

に注意しましょう。 

・監視カメラの映像は、外部に流

出しないよう、適切に管理しま

しょう。 

・特にクラウド型の監視カメラ

のパスワードは、初期設定のま

ま使用せず、定期的に変更し、

部外者に見られない対策を取
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■入出荷等の管理 
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35 ○資材や原材料等の受け入れ

時及び使用前に、ラベルや包

装を確認する。異常を発見し

た場合は、工場長や責任者に

報告し、工場長や責任者はそ

の対応を決定する。 

― ○（ラベル・包装・数量の確認） 

資材や原材料等の受け入れ

時及び使用前に、ラベルや包

装の異常の有無、納入製品・

数量と、発注製品・数量との

整合性を確認しましょう。 

異常を発見した場合は、工場

長や責任者に報告し、工場長

や責任者はその対応を決定

しましょう。 

・資材や原材料等の受け入れ時

や使用前には、必ずラベルや

包装を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異物

混入の可能性も念頭に、責任

者に報告し、施設責任者はそ

の対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その

原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合

は特に慎重に確認し、通常と

は異なるルートから商品等が

紛れ込んでいないかに注意を

払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印な

ど、混入しづらく、混入が分か

りやすい対策も検討しましょ

う。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

取扱商品等の受け入れ時及

び仕分け前に、ラベルや包装

の異常の有無、納入製品・数

量と、発注製品・数量との整

合性を確認しましょう。 

異常を発見した場合は、施設

責任者に報告し、責任者はそ

の対応を決定しましょう。 

・入荷時には、事前に発送元か

ら通知のあったシリアルナン

バーと製品・数量に間違いが

ないかを確認しましょう。 

・出荷時には、シリアルナンバ

ーの付いた封印を行い、製品・

数量とともに荷受け側に予め

通知をする。事前通知には、車

両のナンバーやドライバーの

名前なども通知することが望

ましい。 

・取扱商品等の受け入れ時や仕

分け前には、必ずラベルや包

装、数量を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異

物混入の可能性も念頭に、施

設責任者に報告し、施設責任

者はその対応を決定しまし

ょう。 

・数量が一致しない場合は、そ

の原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合

は特に慎重に確認し、通常と

は異なるルートから商品等

が紛れ込んでいないかに注

意を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印な

ど、混入しづらく、混入が分

かりやすい対策も検討しま

しょう。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

食材や食器等の受け入れ時

及び使用前に、ラベルや包装

の異常の有無、納入製品・数

量と、発注製品・数量との整

合性を確認しましょう。 

異常を発見した場合は、料理

長や責任者に報告し、料理長

や責任者はその対応を決定

しましょう。 

・食材だけでなく食器や容器等

の受け入れ時や使用前には、

必ず数量やラベル・包装を確

認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異

物混入の可能性も念頭に、施

設責任者や調理責任者に報

告し、施設責任者や調理責任

者はその対応を決定しまし

ょう。 

・数量が一致しない場合は、そ

の原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合

は特に慎重に確認し、通常と

は異なるルートから商品等

が紛れ込んでいないかに注

意を払いましょう。 

・加工センターで調理された食

材の配送は、契約した配送業

者に依頼しましょう。 

・食材等は定期的な棚卸しの実

施や売上との乖離の確認に

より、定期的に点検しましょ

う。 

〇有り 

適切な包装は

感染予防にも

有用 

〇無し 

36 ○資材や原材料等の納入時の

積み下ろし作業や製品の出

荷時の積み込み作業を監視

する。 

・積み下ろし、積み込み作業

は食品防御上脆弱な箇所で

ある。実務上困難な点はあ

るが、相互監視や、可能な範

囲でのカメラ等による監視

を行う。 

○（積み下ろしや積み込み作業

の監視） 

資材や原材料等の納入時の

積み下ろし作業や製品の出

荷時の積み込み作業を監視

しましょう。 

・資材や原材料等積み下ろし、積

み込み作業は、人目が少なか

ったり、外部の運送業者等が

行うことがあるため、食品防

御上脆弱な箇所と考えられま

す。 

・実務上困難な点もありますが、

相互監視や可能な範囲でのカ

メラ等による監視を行う等、

何からの対策が望まれていま

す。 

・感染症拡大時には、感染予防に

注意して監視作業を行いまし

ょう。 

○（積み下ろしや積み込み作業

の監視） 

取扱商品等の納入時の積み

下ろし作業や出荷時の積み

込み作業にも気を配りまし

ょう。 

・積み下ろし、積み込み作業は、

人目が少なかったり、外部の

運送業者等が行うことがあ

るため、食品防御上脆弱な箇

所と考えられます。 

・実務上困難な点もあります

が、相互監視や可能な範囲で

のカメラ等による監視を行

う等、何からの対策が望まれ

ています。 

・感染症拡大時には、感染予防

に注意して監視作業を行い

ましょう。 

○（積み下ろしの監視） 

食材や食器・店頭販売品等の

納入時の積み下ろし作業は

確認しましょう。 

・食材や食器・店頭販売品等の

納入作業は、食品防御上脆弱

な箇所と考えられます。 

・実務上困難な点はあります

が、従業員や警備スタッフの

立会や、可能な範囲でのカメ

ラ等による確認を行いまし

ょう。 

・無人の時間帯に食材等が搬入

される場合は、カメラ等によ

る確認を行いましょう。 

・感染症拡大時には、感染予防

に注意して監視作業を行い

ましょう。 

〇有り ☆有り 

監視の際には濃

厚接触にならな

いよう注意が必

要。 
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     ○（製品等の混在防止対策） 

ハイセキュリティ製品と一般製

品が混ざる事の無いように動線

を確保し、物理的に分離して保

管しましょう。また監視カメラ

を設置するなどの対策が望まし

い。 

・運搬・保管施設では、大規模

イベント用の商品と一緒に

一般の商品を取り扱う場合

があるため、枠で囲う、ライ

ンを分けるなどの対策が必

要です。 

○（調理や配膳作業・店頭販

売品の保管庫の監視） 

調理や料理等の配膳時の作

業を確認しましょう。 

・調理や料理の配膳作業・品出

し作業は、食品防御上脆弱な

箇所と考えられます。 

・従業員同士の相互監視や、作

業動線の工夫、可能な範囲で

のカメラ等による確認を行

いましょう。 

〇有り 

  

☆有り 

監視の際には濃

厚接触にならな

いよう注意が必

要。 

37 ○納入製品・数量と、発注製

品・数量との整合性を確認す

る。 

・数量が一致しない場合は、

その原因を確認する。納入

数量が増加している場合は

特に慎重に確認を行い、通

常とは異なるルートとから

製品が紛れ込んでいないか

に注意を払う。 

（28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合）   

38 ○保管中の在庫の紛失や増

加、意図的な食品汚染行為の

兆候・形跡等が認められた場

合は、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対

応を決定する。 

・数量が一致しない場合は、

その原因を確認する。在庫

量が増加している場合は特

に慎重に確認し、外部から

製品が紛れ込んでいないか

に注意を払う。 

○（在庫数の増減や汚染行為の

徴候への対応） 

保管中の在庫の紛失や増加、

意図的な食品汚染行為の兆

候・形跡等が認められた場合

は、施設責任者や調理責任者

に報告し、施設責任者や調理

責任者はその対応を決定し

ましょう。 

・数量が一致しない場合は、その

原因を確認しましょう。 

・在庫量が増加している場合は

特に慎重に確認し、外部から

食材等が紛れ込んでいないか

に注意を払いましょう。 

○（在庫数の増減や汚染行為の

徴候への対応） 

保管中の商品の紛失や増加、

意図的な食品汚染行為の兆

候・形跡等が認められた場合

は、施設責任者や調理責任者

に報告し、施設責任者や調理

責任者はその対応を決定し

ましょう。 

・数量が一致しない場合は、そ

の原因を確認しましょう。 

・食材等の在庫量が増加してい

る場合は特に慎重に確認し、

外部から食材等が紛れ込ん

でいないかに注意を払いま

しょう。 

○（保管中の食材や料理数・店

頭販売品の増減や汚染行為

の徴候への対応） 

保管中の食材や料理の紛失

や増加、意図的な食品汚染行

為の兆候・形跡等が認められ

た場合は、施設責任者や調理

責任者に報告し、施設責任者

や調理責任者はその対応を

決定しましょう。 

・保管中の食材や料理・店頭販

売品の数量が一致しない場

合は、その原因を確認しまし

ょう。 

・食材や食器、料理の保管数量

が増加している場合は特に

慎重に確認し、外部から食材

等が紛れ込んでいないか、慎

重に確認しましょう。 

〇有り 〇無し 

39 ○製品の納入先から、納入量

の過不足（紛失や増加）につ

いての連絡があった場合、工

場長や責任者に報告し、工場

長や責任者はその対応を決

定する。 

・過不足の原因について、妥

当な説明がつくように確認

する。特に納入量が増加し

ている場合は慎重に確認

し、外部から製品が紛れ込

んでいないかに注意を払

う。 

○（過不足への対応） 

製品の納入先から、納入量の

過不足（紛失や増加）につい

ての連絡があった場合、工場

長や責任者に報告し、工場長

や責任者はその対応を決定

しましょう。 

・過不足の原因について、妥当な

説明がつくように確認しまし

ょう。 

・特に納入量が増加している場

合は慎重に確認し、外部から

製品が紛れ込んでいないかに

注意を払いましょう。 

○（過不足への対応） 

取扱商品の納入先から、納入

量の過不足（紛失や増加）に

ついての連絡があった場合、

施設責任者に報告し、施設責

任者はその対応を決定しま

しょう。 

・過不足の原因について、妥当

な説明がつくように確認し

ましょう。 

・特に納入量が増加している場

合は慎重に確認し、外部から

商品が紛れ込んでいないか

に注意を払いましょう。 

○（過不足への対応） 

お客様から、提供量の過不足

（特に増加）についての連絡

があった場合、施設責任者や

調理責任者に報告し、施設責

任者や調理責任者はその対

応を決定しましょう。 

・過不足の原因について、妥当

な説明がつくように確認し

ましょう。 

・特に提供量が増加している場

合は慎重に確認し、外部から

飲食料品が紛れ込んでいな

いかに注意を払いましょう。 

〇有り 

特に増加して

いた場合は、感

染源となる食

品が紛れ込ん

でいる可能性

がある。 

〇無し 

40 ○製品納入先の荷受担当者の

連絡先を、誰でもすぐに確認

できるようにしておく。 

・食品工場内で意図的な食品

汚染行為等の兆候や形跡が

認められた場合は、被害の

拡大を防ぐため、至急納入

先と情報を共有する必要が

ある。納入担当者が不在の

場合でも、代理の従業員が

至急連絡できるように、予

め手順・方法を定めておく

こと。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

製品納入先の荷受担当者の

連絡先を、誰でもすぐに確認

できるようにしておきまし

ょう。 

・食品工場内で意図的な食品汚

染行為等の兆候や形跡が認め

られた場合は、被害の拡大を

防ぐため、至急納入先と情報

を共有しましょう。 

・納入担当者が不在の場合でも、

代理の従業員が至急連絡でき

るように、予め手順・方法を定

めておきましょう。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

取扱商品納入先の荷受担当

者の連絡先を、誰でもすぐに

確認できるようにしておき

ましょう。 

・物流・保管施設内で意図的な

食品汚染行為等の兆候や形

跡が認められた場合は、被害

の拡大を防ぐため、至急発注

元や納入先と情報を共有し

ましょう。 

・発注・納入担当者が不在の場

合でも、代理の従業員が至急

連絡できるように、予め手

順・方法を定めておきましょ

う。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

喫食者に異変が見られた場

合の対応体制・連絡先等を、

誰でもすぐに確認できるよ

うにしておきましょう。 

・調理・提供施設・店舗内で意

図的な食品汚染行為等の兆

候や形跡が認められた場合

は、被害の拡大を防ぐため、

至急施設内で情報を共有し

ましょう。 

・責任者が不在の場合でも、代

理の従業員が至急連絡でき

るように、予め手順・方法を

定めておきましょう。 

〇有り 

感染症発生時

の連絡にも有

用 

〇無し 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 
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■人的要素（従業員等） 

No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

41 ○敷地内の従業員等の所在を

把握する。 

・従業員の敷地内への出入り

や所在をリアルタイムでの

把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに

対応した入退構システム等

を導入する。 

○（従業員の所在把握） 

施設内・敷地内の従業員等の

所在を把握しましょう。 

・従業員の施設内・敷地内への

出入りや所在をリアルタイム

での把握や、記録保存のため

に、カードキーやカードキー

に対応した入退構システム等

の導入を検討しましょう。 

○（従業員の所在把握） 

施設内・敷地内の従業員等の

所在を把握しましょう。 

・従業員の施設内・敷地内への

出入りや所在をリアルタイ

ムでの把握や、記録保存のた

めに、カードキーやカードキ

ーに対応した入退構システ

ム等の導入を検討しましょ

う。 

○（従業員の所在把握） 

施設内・敷地内の従業員等の

所在を把握しましょう。 

・従業員の施設内・敷地内・店

舗内への出入りや所在をリ

アルタイムでの把握や、記録

保存のために、カードキーや

カードキーに対応した入退

構システム等の導入を検討

しましょう。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者の把握にも

有用 

〇無し 

 

■施設管理 

No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

42 ○敷地内への侵入防止のた

め、フェンス等を設ける。 

・食品工場の敷地内への出入

りしやすい環境が多いた

め、敷地内への立ち入りを

防止することが望ましい。 

○（フェンス等の設置） 

敷地内への侵入防止のため、

フェンス等を設けましまし

ょう。 

・食品工場の敷敷地内への出入

りしやすい環境が多いため、

敷地内への立ち入りを防止す

るための対策（フェンス等の

設置）を検討しましょう。 

○（フェンス等の設置） 

敷地内への侵入防止のため、

フェンス等を設けましょう。 

・物流・保管施設の敷地内への

出入りしやすい環境が多いた

め、敷地内への立ち入りを防

止するための対策（フェンス

等の設置）を検討しましょう。 

○（扉の施錠等の設置） 

接客（食事提供）施設内での

作業空間への侵入防止のた

め、扉への施錠等を検討しま

しょう。 

・接客（食事提供）施設や店舗

の敷地内へは、常に利用客が

出入りしています。作業用ス

ペースへのお客様の立ち入り

を防止するため、死角となる

ような個所では、扉の施錠等

の対策を検討しましょう 

・食材や原材料等が保管されて

いるバックヤードは、無人に

なることがあるため、確実に

施錠しましょう。 

〇有り 

外部者の進入

防止に有用 

〇無し 

43 ○カメラ等により工場建屋外

の監視を行う。 

・カメラ等による工場建屋へ

の出入りを監視することに

よる抑止効果が期待でき、

また、有事の際の確認に有

用である。 

○（監視カメラの設置） 

カメラ等により工場建屋外

の監視を検討しましょう。 

・カメラ等による工場建屋への

出入りを監視することは、抑

止効果が期待できると共に、

有事の際の確認に有用です。 

○（監視カメラの設置） 

カメラ等により物流・保管施

設建屋外の監視を検討しま

しょう。 

・カメラ等による物流・保管施

設建屋への出入りを監視する

ことは、抑止効果が期待でき

ると共に、有事の際の確認に

有用です。 

○（監視カメラの設置） 

カメラ等により接客（食事提

供）施設建屋内外の監視を検

討しましょう。 

・カメラ等による接客（食事提

供）施設・店舗の建屋内外を

監視することは、抑止効果が

期待できると共に、有事の際

の確認に有用です。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者の確認等に

有用 

〇無し 

44 ○警備員の巡回やカメラ等に

より敷地内に保管中／使用

中の資材や原材料の継続的

な監視、施錠管理等を行う。 

・資材・原料保管庫は人が常

駐していないことが多く、

かつアクセスが容易な場合

が多い。可能な範囲で警備

員の巡回やカメラ等の設

置、施錠確認等を行う。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回やカメラ等に

より敷地内に保管中／使用

中の資材や原材料の継続的

な監視、施錠管理等を行いま

しょう。 

・人が常駐していないことが多

く、アクセスが容易な場合が

多い資材・原料保管庫は、可

能な範囲で警備員の巡回やカ

メラ等の設置、施錠確認等を

行いましょう。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回やカメラ等に

より敷地内に保管中の商品

の継続的な監視、施錠管理等

を行いましょう。 

・人が常駐していないことが多

く、アクセスが容易な場合が

多い取扱商品の保管庫は、可

能な範囲で警備員の巡回やカ

メラ等の設置、施錠確認等を

行いましょう。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回やカメラ等に

より敷地内に保管中／使用

中の食材や食器等の継続的

な監視、施錠管理等を行いま

しょう。 

・人が常駐していないことが多

く、アクセスが容易な場合が

多い食材・店頭販売品の保管

庫は、カメラ等の設置、施錠

確認等を行いましょう。 

・警備員が配置されている規模

の大きな施設で、定期的な巡

回経路に組み込みましょう。 

〇有り 

感染を受けた

可能性のある

者の確認等に

有用 

〇無し 

 

３．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送用トラック等でも必要な対策。 

No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

45 ― ― ― ― ○（感染症流行期の対策） ・従業員の健康管理と感染予防 ○（感染症流行期の対策） ・従業員の健康管理と感染予防 〇有り 〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

世界的なす感染症の拡大が

見られる場合には、運搬中の

感染防止のため、国等が推奨

する感染予防策を積極的に

取り入れましょう。 

対策を定め、職場内での感染

拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等

のガイドラインに従って感染

防止対策を講じましょう。 

・搬送用トラックへの同乗時

は、マスク直用・会話を控え

る等の感染予防策を徹底し

ましょう。 

世界的な感染症の拡大が見

られる場合には、施設内での

感染防止のため、国等が推奨

する感染予防策を積極的に

取り入れましょう。 

対策を定め、職場内での感染

拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等

のガイドラインに従って感染

防止対策を講じましょう。 

・また、利用者にも体調確認を

依頼し、体調不良者には、施

設の利用を控えて頂きまし

ょう。 

感染症対策で

あるため 

46 ― ― ― ― ― ― ○（お客様対策） 

不特定多数の利用客が出入

りする接客（食事提供）施設

では、利用客に交じって意図

的に有害物質を混入するこ

とも考えられますので対策

を行いましょう。 

・接客（食事提供）施設・店舗

では、不特定多数の人の出入

りがあるため、利用客に交じ

って意図的に有害物質を混入

することも考えられます。利

用客の行動可能範囲を予め定

めておきましょう。 

・入口等に消毒用薬剤を設置す

る際には、その管理に注意し

ましょう。 

〇有り 

感染者の入場

制限にも有用 

☆有り 

感染者が正確に

申告してくれる

のかが課題。 

 

手指消毒薬の食

品中への混入や、

消毒薬に細菌等

が混入される可

能性がある。 

47 ― ― ― ― ― ― ○（客席等の対策） 

客席等には、お冷や調味料、

食器などは置かないように

しましょう。 

また、セルフサービスのサラ

ダバーやドリンクバー等で

の混入や感染防止対策も必

要です。 

感染拡大時には、換気や客席

の間隔をとる等、動線上の手

洗い場を設ける等の有効な

対策も検討しましょう。 

・客席テーブル上のお冷や調味

料、食器等に異物が混入され

ると可能性も否定できず、ま

た、食器、共有のトング等は、

感染拡大の原因にもなりま

す。食品防御及び感染拡大防

止の両方の観点から、それら

を客席に備え付けることは控

え、その都度渡す、封をする

等の対策を行いましょう。 

・利用客に交じっての異物混入

や、共有のトング等による感

染を予防する観点から、ビュ

ッフェ形式は避け、小分けに

した状態で個別に提供するこ

とを検討しましょう。 

〇有り 

接触感染防止

に有用 

☆有り 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スタッフが利用

客と接触機会が

増えないような

対策が必要。 

48 ― ― ― ― ― ― ○（監視カメラの設置） 

利用者が直接、食品に触れる

様なカフェテリア形式の配

膳場所、サラダバー等や店頭

販売品の受渡し場所には、カ

メラ等による監視を検討し

ましょう。 

・不特定多数のお客様が出入り

する飲食店等の配膳場所やサ

ラダバー・ドリンクバー等や

店頭販売品の受渡し場所をカ

メラ等により監視すること

は、抑止効果が期待できると

共に、有事の際の確認に有用

です。 

〇有り 

感染者の立入

りの有無の確

認や。感染を受

けた可能性の

ある者の特定

に有用 

☆有り 

録画画像を確認

するための人が

必要。 

49 ― ― ― ― ― ― ○（厨房の防犯・監視体制の強

化） 

厨房内には、作り置きの料

― 〇有り 

感染者の立入

りの有無の確

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

理等が保管される場合があ

ります。保管の際には、冷

蔵庫等にカギをかける等の

異物混入対策が必要です。 

認に有用。 

50   ― ― ― ― ○（報道陣対応） 

大規模なイベント時には、

報道陣に紛れての不審者の

侵入にも注意しましょう。 

・報道関係者の駐車エリアも設

定しておきましょう。 

・報道関係者も施設内に立ち入

る際には、適切な許可を受け

た者のみにしましょう。 

〇有り 

感染者の立入

りの有無の確

認に有用。 

〇無し 

51   ― ― ― ― ○（関係機関との連携強化） 

大規模なイベント時には、

多くの関係機関との連携を

密にし、迅速な情報の共有

化に努めましょう。 

・大規模イベント時には、開催

主体・食品事業者・保健所等、

多くの組織が運営に関与しま

す。どのような組織が関与し

ているのか十分に把握してお

きましょう。 

・事故等発生時、感染者が利用

した際の連絡体制及び対応方

法を定め、情報の共有と適切・

迅速な対応に努めましょう。 

〇有り 

感染拡大の防

止にも関係機

関等の連携は

有用 

〇無し 

52 ― ― ― ― （荷台等への私物の持込み禁

止） 

・配送用トラック等の車輛の荷

台には、私物等は持ち込ませ

ない。また定期的に持ち込ん

でいないかを確認しましょ

う。 

・荷台への私物の持ち込みは、

異物混入のリスクを高めるだ

けでなく、従業員への疑いも

掛かります。 

― ― 〇有り 

私物が感染源

となることや

感染拡大予防

に有用 

〇無し 

53 ― ― ― ― （無関係者の同乗禁止） 

・配送用トラック等の車輛に

は、運転手及び助手以外の配

送作業に関係しない人間は同

乗させない。 

・たとえ同じ会社の同僚・上司

であっても配送車輛への同乗

は異物混入のリスクを高めま

す。 

― ― 〇有り 

密な状況での

感染拡大防止

に有用 

〇無し 

54 ― ― ― ― （荷台ドアの施錠） 

・配送用トラック等の荷台ドア

に施錠が出来る車輛での配送

を行い、荷積み、荷卸し以外

は荷台ドアに施錠をしましょ

う。車輛を離れる際は、荷台

ドアの施錠を確認しましょ

う。 

― ― ― 〇有り 

感染力のある

食品の積み込

み防止に有用 

〇無し 

55 ― ― ― ― ・配送作業が無い場合でたとえ

施設内に駐車した配送用トラ

ック等の車輛でも必ず、運転

席や荷台ドアの施錠を行いま

しょう。 

・夜間や駐車中の車輛に行われ

る意図的な行為に対いてのリ

スクを低減しましょう。 

・閉めると自動で鍵がかかる機

能を持つ荷台の扉などを積極

的に導入し、駐車時等の盗難

防止に努めましょう。 

― ― 〇有り 

感染力のある

食品の積み込

み防止に有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイドライン 

(食品製造工場向け) 

【平成 25年度版】  

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 
調理・提供 

（店頭販売品を含む） 
解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対策と

感染症対策の 

並立時の課題 

56 ― ― ― ― （GPS等による位置確認） 

・不測の事態が起こった場合な

どに備え、GPS が搭載された

車輛が望ましい。 

― ― ― 〇有り 〇無し 
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中小規模事業所向け『食品防御対策ガイドライン（案）』 

令和 5年度版→20250210確認⇒20250303修正案→万博を踏まえて再修正予定⇒20260127班会議版 

*店頭販売品の範囲は、営業許可や製造許可を受けた実店舗で調理された料理等を容器に入れ、店舗の敷地内で販売される商品とする。 
 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

1 

□ 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見するための苦情等集約する仕組みを

構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続き定めている。 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組み

を構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを

構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品（店

頭販売品を含む）の回収、保管、廃棄等の手続きを定

めている。 

2 

□ 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に

報告させている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者に報告させてい

る。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に

報告させている。 

3 

□ 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

4 

□ 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

5 

□ 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高

い責任感を持ちながら働けように、適切な教育を行っ

ている。 

○（教育） 

取扱い製品の品質と安全確保について高い責任感を

持ちながら働けるように、適切な教育を行っている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高

い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行

っている。 

6 ○（教育内容） ○（教育内容） ○（教育内容） 

別添１－２ 
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

□ 定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性

を認識してもらっている。 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性

を認識してもらっている。 

定期的に食品防御に関する教育を行い、予防措置に

関する内容を含め、その重要性を認識してもらってい

る。 

7 

□ 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

8 

□ 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

9 

□ 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

○ （従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

10 

□ 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意してい

る。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意してい

る。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に

罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への

感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

11 

□ 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

12 

□ 

○（私物の持込みと確認） 

私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこ

ととし、これが遵守されていることを確認かを定期的

に確認している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を仕分け現場へは原則として持ち込まないこ

ととし、これが遵守されているかを定期的に確認して

いる。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を食材保管庫・厨房・配膳・店頭販売の現場へ

は原則として持ち込まないこととし、これが遵守され

ているかを定期的に確認している。 

13 

□ 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

14 

□ 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

15 

□ 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない

人への対応力を高めている。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない

人への対応力を高めている。 

○（従業員の自己紹介） 

新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング

等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣

れない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

16 

□ 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への

入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への

入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

立ち入りを認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

17 

□ 

○（業者の持ち物確認） 

食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者

（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込

ませないようにしている。 

○（業者の持ち物確認） 

物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪

問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持

ち込ませないようにしている。 

○（業者の持ち物確認） 

厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある

訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物

は十分確認し、不要なものを持ち込ませないようにし

ている。 

18 

□ 

― ― ○（悪意を持った来客対策） 

来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考

慮している。 

19 

□ 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）

を定めている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）

を定めている。 

― 
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■施設管理 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

20 

□ 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・

定位置管理を行っている。 

○（仕分け用具等の定数管理） 

使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定

数・定位置管理を行っている。 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・

定位置管理を行っている。 

21 

□ 

○（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰め

の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質

を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れな

い様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰め

工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない

様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる調理や配膳の工

程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握している。 

22 

□ 

○（無人の時間帯の対策） 

工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じ

ている。 

○（無人の時間帯の対策） 

物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯

対策を講じている。 

○（無人の時間帯の対策） 

厨房・食事提供施設・販売店舗が無人となる時間帯

（閉店後を含む）についての防犯対策を講じている。 

23 

□ 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

24 

□ 

○（外部からの侵入防止策） 

製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行っ

ている。 

○（外部からの侵入防止策） 

物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行っ

ている。 

○（外部からの侵入防止策） 

食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行

っている。 

25 

□ 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所

を特定し、確実に施錠する等の対策を採っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可

能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採って

いる。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（確実な施錠） 

食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入

可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採っ

ている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

26 

□ 

○（試験材料等の管理） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）

や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入

りを管理する。また、使用日時や使用量の記録、施錠

管理を行っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

― ○（洗剤等の保管場所） 

厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場

所への人の出入りを管理する。また、使用日時や使用

量の記録、施錠管理を行っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

27 

□ 

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）

― ○（洗剤等の紛失時の対応） 

厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者

はその対応を決定している。 

28 

□ 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

29 

□ 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じてい

る。 

― ○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じてい

る。 

30 

□ 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体

に及ぶため、厳重に管理している。 

― ○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食

事提供）施設全体に及ぶため、厳重に管理している。 

31 

□ 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正

なアクセスを防止している。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正

なアクセスを防止している。 

◯（顧客情報の管理） 

喫食予定の VIPの行動や食事内容に関する情報へ

のアクセス可能者は、接客の責任者などに限定して

いる。 

32 

□ 

○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像は外部に流出しないように注

意し、特にクラウド型の監視カメラのパスワードは、

初期設定のまま使用せず、定期的に変更し、部外者に

見られない対策を取っている。 

○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像は外部に流出しないように注

意し、特にクラウド型の監視カメラのパスワードは、

初期設定のまま使用せず、定期的に変更し、部外者に

見られない対策を取っている。 

○（監視カメラの管理） 

監視カメラの映像は外部に流出しないように注

意し、特にクラウド型の監視カメラのパスワードは、

初期設定のまま使用せず、定期的に変更し、部外者に

見られない対策を取っている。 

 

■入出荷等の管理 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

33 

□ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベル

や包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・

数量との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定している。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや

包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任

者はその対応を決定している。 

入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリア

○（ラベル・包装・数量の確認） 

食材や食器等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや

包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、

料理長や責任者はその対応を決定している。 
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ルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認して

いる。 

出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、

製品・数量とともに荷受け側に予め通知している。事

前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前など

も通知している。 

34 

□ 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の

出荷時の積み込み作業を監視している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積

み込み作業にも気を配る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

○（積み下ろしの監視） 

食材や食器等・店頭販売品の納入時の積み下ろし作

業は確認している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

35 

□ 

― ○（製品等の混在防止対策） 

ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無い

ように動線を確保し、物理的に分離して保管している。

また監視カメラを設置するなどの対策を行っている。 

○（調理や配膳作業の監視） 

調理や料理等の配膳時の作業を確認している。 

36 

□ 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対

応を決定している。 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対

応を決定している。 

○（保管中の食材や料理数・店頭販売品の増減や汚染

行為の徴候への対応） 

保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚

染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任

者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者は

その対応を決定している。 

37 

□ 

○（過不足への対応） 

製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）

についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 

○（過不足への対応） 

取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増

加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告

し、施設責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 

○（過不足への対応） 

お客様から、提供量の過不足（特に増加）について

の連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告

し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定してい

る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 
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38 

□ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに

確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもす

ぐに確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

喫食者や購入者に異変が見られた場合の対応体制・

連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送用トラック等でも必要な対策。 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供（店頭販売品を含む） 

39 

□ 

― ○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内

での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積

極的に取り入れている。 

40 

□ 

― ― ○（お客様対策） 

不特定多数のお客様が出入りする接客（食事提供）

施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入

することも考えられるため、対策を検討している。 

店頭販売品においても、販売場所での異物の混入防

止に注意する。 

41 

□ 

― ― ○（客席等の対策） 

客席等には、お冷や調味料、食器などは置かない。

また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等

での混入や感染防止対策も検討している。 

感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線

上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討してい

る。 

42 

□ 

― ― ○（監視カメラの設置） 

利用者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式

の配膳場所、サラダバー、店頭販売品の受け渡し場所

等には、カメラ等による監視を検討している。 
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43 

□ 

― ― ○（厨房の防犯・監視体制の強化） 

厨房内には、作り置きの料理や店頭販売品等を保管

する場合には、冷蔵庫等にカギをかける等の異物混入

対策を行っている。 

共有で使用するキッチン等は、使用前後に異常の有

無を確認する。 

44 

□ 

― ― ○（報道陣対応） 

大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者

の侵入にも注意している。 

45 

□ 

― ― ○（関係機関との連携強化） 

大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携

を密にし、迅速な情報の共有化に努めている。 

46 

□ 

― ○（荷台等への私物の持込み禁止） 

配送用トラック等の車輛の荷台には、私物等は持ち

込ませない。また、定期的に持ち込んでいないかを確

認している。 

― 

47 

□ 

― ○（無関係者の同乗禁止） 

配送用トラック等の車輛には、運転手及び助手以外

の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

― 

48 

□ 

― ○（荷台ドアの施錠） 

配送用トラック等の荷台ドアに施錠が出来る車輛で

の配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠

し、車輛を離れる際は、荷台ドアの施錠を確認してい

る。 

配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した配送

用トラック等の車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施

錠を行っている。 

― 

49 

□ 

― 〇（GPS等による位置確認） 

不測の事態が起こった場合などに備え、車輛には

GPSを搭載している。 

― 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリスト） 

（令和 5年度版）→20250205確認（修正なし）→万博等を踏まえて再修正予定⇒20260127班会議版 

 
【本チェックリストの対象】 

食品の宅配を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者を含む）と、同事業者に食品の

宅配を依頼する食品事業者（ファーストフード店・レストラン・食品工場等）において活用されることを念頭

に作成したものである。 

デリバリー事業者においては食品防御対策ガイドラインの「運搬・保管向け」の内容を、デリバリー事業者

を利用する食品事業者においては、「調理・提供施設向け」及び「食品製造工場向け」に記載された内容を参考

に、当チェックリストを作成している。 

No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

１．優先的に実施すべき対策 

 ■組織マネジメント ■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に、配達員が異物等を混入しない体制を構築

している。 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に従業員が異物等を混入しづらい体制を構築

している信頼できる事業者に委託している。 

・配達員から異常等の連絡があった場合、利用客への

連絡、保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品

の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

２☐ ○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見した場合

や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責

任者に報告している。 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等が発見された場

合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速

やかに配達員や運営事業者から報告を受けている。 

３☐ ○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の

BCP等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、配達員

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を

積極的に取り入れている。 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、従業員

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積

極的に取り入れている。 

４☐ ○（職場環境づくり） 

・配達員等の安全対策を実施し、働きやすい職場環境

づくりに努めている。 

○（職場環境づくり） 

・委託先及びその配達員との良好な関係を構築し、配

達員等が働きやすい職場環境づくりに協力してい

る。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・配達員等に対して、取扱う商品の品質と安全確保に

関して適切な教育を行っている。 

・配達員等に対する教育内容には、万が一、不適切な

行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任

が発生することも含めている。 

・業務委託契約の場合には、契約事項で食品防御対策

○（教育） 

・デリバリー事業者を利用する際に発生する自社の商

品・サービスの品質と安全確保、食品防御に関する

リスク等について、適切な教育を行っている。 

・従業員に対する教育内容には、万が一、不適切な行

動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が

発生することも含めている。 

別添２－１ 別添２－１ 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

の実施について触れている。業務仲介の場合は、食

品防御対策ガイドライン等について情報提供を行

っている。 

 ■人的要素（従業員・委託契約者等） ■人的要素（従業員等） 

６☐ ○ （配達員登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員の登録・契約・採用時には、可能な範囲で身

元を確認している。 

・運転免許証の原本は、契約時及び定期的に確認して

いる。 

・契約・採用時には、配達員向けチェックリスト等を

用いて、食品防御に関する知識の確認や情報提供

を行っている。 

○ （従業員採用時の身元の確認等） 

・従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

７☐ ○（従業員の配置） 

・運営事業者の食品安全等を担当する部署には、可能

な限りフードディフェンスに関する理解・経験の

深い職員を重要箇所に配置している。 

○ （従業員の配置） 

・デリバリーに関係する部署にも、可能な限りフード

ディフェンスに関する理解・経験の深い職員を配置

している。 

８☐ ○ （配達員の健康管理） 

・日々、配達員の健康状態を適切に確認するよう注意

喚起している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、取引

先・配達先を含む周囲への感染拡大防止や、食品中

への混入防止に留意している。 

○ （従業員の健康管理） 

・日々、従業員の健康状態を適切に確認している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に

罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意して

いる。 

９ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等に対して運搬用ボックス等を適切に管理

するよう注意喚起している。 

○（制服・名札等の管理） 

・従業員等の制服や名札、ID バッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

１０ 

☐ 

― ○（私物の持込みと確認） 

・私物を食材保管庫・厨房・商品受け渡し口等の現場

へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守

されているかを定期的に確認している。 

１１ 

☐ 

― ○（休憩室・トイレ等の 5S の徹底） 

・休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

１２ 

☐ 

○（配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲の変化等

の把握） 

・契約状況に応じて、配達員等の稼働時間や配達範囲

を把握し、著しい変化や、従来とは異なる稼働時間

や配達範囲・稼働頻度の変化等に注意を払ってい

る。 

○（勤務状況・出勤時間・言動の変化等の把握） 

・従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

・従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

１３ 

☐ 

― ○（移動可能範囲の明確化） 

・規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動

可能範囲を明確化にし、認められた範囲内で働かせ

ている。 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

１４ 

☐ 

○（新規採用者・契約者の紹介） 

・新たに採用・契約した配達員は、依頼元事業者等に

適切に紹介し、成りすましを防ぐ工夫を行ってい

る。 

  

 ■人的要素（部外者） ■人的要素（部外者） 

１５ 

☐ 

○（依頼元での対応） 

・配達員には、正規の契約であることを証明するため

に、依頼元事業者に対して注文番号等の電子記録

を提示させている。 

・感染症の流行時は、依頼元の店舗等の商品の受渡し

の際には、配達員と受渡し担当者との接触を極力

避ける工夫を行うよう、利用事業者にも注意喚起

している。 

○（配達員への対応） 

・注文番号が確認できない配達員には配達を依頼しな

い。 

・感染症の流行時は、感染防止策を取った上で商品の

受渡しを行っている。 

１６ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪してい

る。駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適

切に使用するように注意喚起している。 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・規模の大きな施設では、配達用車両の駐車・駐輪場

の設定や、駐車・駐輪許可証の発行等、無許可での敷

地内への進入や駐車・駐輪を防止している。 

１７ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不

用意に厨房内へは立入らないように注意喚起して

いる。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物

等を一緒に収納しないよう、注意喚起している。 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受渡しは、定められた受渡し窓口で行い、配

達員が厨房等施設・設備内への立入らなくてもよい

ようにしている。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物

等を一緒に収納しないように、注意喚起している。 

１８ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性

も考慮している。 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も

考慮している。 

 ■施設管理 ■施設管理 

１９ 

☐ 

○（配達用の用具等の定数管理） 

・配達に使用する用具（配達用バック等）等について、

定期的に定数管理を行うよう注意喚起している。 

○（宅配用資材等の定数管理） 

・宅配に使用する容器・包装材料等について、定期的

に定数管理を行っている。 

２０ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した

場合に備えて、商品にカバーや封印を行う等の防

御対策を行うよう、利用事業者に対して注意喚起

している。 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場

合に備えて、商品にカバーや封印を行い、混入され

にくい、混入に気づきやすい対策を取っている。 

２１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走

行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を

確認し、自転車やバイクの場合には、配達用バック

を持ち歩くように注意喚起している。 

・たとえ施設内に駐車した配達用車両でも、必ず運転

席や荷台の施錠を行うよう注意喚起している。 

○（無人の時間帯の対策） 

・施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）について

防犯対策を講じている。 

２２ 

☐ 

― ○（鍵の管理） 

・鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

・配達員には鍵へのアクセス権を設定しない。 

２３ 

☐ 

― ○（外部からの侵入防止策） 

・食品保管庫・厨房への外部からの侵入防止対策を行

っている。 

２４ 

☐ 

― ○（確実な施錠） 

・施設全体、食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外

部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等

の対策を取っている。 

２５ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客）等の重要なデータシ

ステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正な

アクセスを防止している。 

◯（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客等）の重要なデータシス

テムへのアクセス可能者は、接客の責任者などに限

定している。 

２６ 

□ 

― ○（監視カメラの管理） 

・監視カメラの映像は外部に流出しないように注意

し、特にクラウド型の監視カメラのパスワードは、

初期設定のまま使用せず、定期的に変更している。 

 ■入出荷等の管理 ■入出荷等の管理 

２７ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、

注文番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常

があれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、施設

責任者はその対応を予め決めている。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受渡し時に、ラベルや包装の異常の有無、

注文番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常

があれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、店長や責任者に報告し、店

長や責任者はその対応を予め決めている。 

２８ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に

報告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や

調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はそ

の対応を予め決めている。 

２９ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品の依頼元や配達先の連絡先を、すぐに

確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品により喫食者に異変が見られた場合の

対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるよ

うにしている。 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

３０ 

☐ 

 

○（ドライブレコーダー・GPS等の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備えドライブレ

コーダーや GPS 等により配達中の位置の確認や記

録を検討している。 

○（ドライブレコーダー等・GPS の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備え、ドライブレ

コーダーや GPS 等を活用し、配達中の安全性の確保

が可能な事業者を選定し委託している。 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト） 

（令和 5年度版）→20250125確認（修正なし）→万博等を踏まえて再修正予定⇒20260127班会議版 

 
【本チェックリストの対象】 

食品の配達を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、フードデリバリー・デジタル・プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者

を含む）において、配達員が日々の配達において活用されることを念頭に作成したものである。 

事業者においては、食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向け

チェックリスト（案））と併せて使用されることを想定している。 

No. 内容 

デリバリー向け

チェックリスト

対応項目 

１ 

☐ 

○（新規登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員として新たに登録・契約・採用される際には、事業者の求めに応じて運転免

許証の原本等、身元を証明する書類を提示している。 

・運転免許証の原本は、事業者の求めに応じて定期的に提示している。 

６、１４ 

２☐ ○（契約者の確認） 

・配達員として契約された場合には、成りすまし等を防ぐために、依頼元事業者等に

適切に発注時の注文番号等で確認してもらっている。 

１４ 

３☐ ○（食品防御に関する知識と認識） 

・配達員として事業者に登録する際には、事業者が推奨する、取扱う商品の品質と安

全確保、食品防御に関する適切な知識を持っている。 

・不適切な行動があった場合、刑事罰や賠償責任等が発生することを正しく認識して

いる。 

・登録・契約・採用時には、本チェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識を

確認している。 

５ 

４☐ ○（健康管理） 

・日々、健康状態を適切に確認し、体調不良があった場合は、速やかに契約先・取引

先等に相談している。 

８ 

 〇（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払

い、国等が推奨する感染予防策を適切に実践している。 

・感染の恐れがある場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

３ 

５ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等は、注文番号、運搬用ボックスを適切に管理し、自分以外の者には貸与し

ない。 

９、１９ 

６☐ ○（商品の受渡し） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないよ

うにしている。 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認

し、記録に残している。 

１７、２６ 

７☐ ○（配達中の対策） 

・配達中に、第三者が意図的に有害物質を食品へ混入することがないよう、商品にカ

バーや封印等が施されていることを確認している。 

２０ 

別添２－２ 
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No. 内容 

デリバリー向け

チェックリスト

対応項目 

８☐ ○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見、または苦情等を受けた場合は、速やか

に委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

２、２７、２８ 

９ 

☐ 

〇（配達員の私物等） 

・配達中は不要な私物は携行せず、また、配達用車両の荷台や配達用バック内では、

私物と食品（商品）との接触を避ける様にしている。 

１７ 

１０ 

☐ 

○（駐車・駐輪） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。駐車・駐輪許可証が発行さ

れている場合は、適切に使用している。 

１６ 

１１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際に

は、荷台の施錠を確認している。 

・自転車やバイクで配達する場合は、配達用バックを自転車等に置いたままにしな

い。 

・自動車で配達する場合は、車両の施錠を確実に実施する。 

・不測の事態が起こった場合等に備え、ドライブレコーダーや GPS 等を活用してい

る。 

２１、２９ 

１２ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・プラットフォーム運営事業者が保管する重要な顧客情報（取引業者・利用客）等の

データシステムには、不正・にアクセスしないようにしている。 

２５ 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリスト） 

（令和 5年度版）→20250210確認（修正なし）英訳対比表（案）→万博等を踏まえて再修正後作成予定⇒20260127 班会議版 

 
【本チェックリストの対象】 

食品の宅配を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配達、プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者を含む）と、同事業者に食品の宅配を依頼する食品

事業者（ファーストフード店・レストラン・食品工場等）において活用されることを念頭に作成したものである。 

デリバリー事業者においては食品防御対策ガイドラインの「運搬・保管向け」の内容を、デリバリー事業者を利用する食品事業者においては、「調理・提供施設向け」及び「食品製造工場向け」に記載された内容を参考に、当チェックリ

ストを作成している。 

No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

Food Defense Measures Guidelines: Checklist for Food 
Delivery Services (For food delivery service providers 

responsible for home delivery) 
フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 
※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

Food Defense Measures Guidelines - Checklist for Food 
Delivery Services (For businesses using food delivery service 

providers: cooking and serving facilities and food 
manufacturing plants) 

For details, refer to the Food Defense Measures Guideline 
 

 １．優先的に実施すべき対策 1. Measures to be Implemented as a Priority １．優先的に実施すべき対策 1. Measures to be Implemented as a Priority 

 ■組織マネジメント Organizational Management ■組織マネジメント Organizational Management 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に、配達員が異物等を混入しない体制を構築し

ている。 

(Establishment of Crisis Management System) 
 A system has been established to ensure that delivery 

personnel do not mix foreign objects, etc., during delivery. 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に従業員が異物等を混入しづらい体制を構築して

いる信頼できる事業者に委託している。 

・配達員から異常等の連絡があった場合、利用客への連絡、

保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めている。 

 (Establishment of a Crisis Management System) 
 When outsourcing delivery services, select reliable 

providers that have established systems to prevent 
employees from contaminating products during delivery. 

 Establishing procedures for notifying customers, 
consulting with public health authorities, reporting 
internally and externally, and retrieving, storing, and 
disposing of food and beverages in the event that delivery 
personnel report any irregularities.” 

２☐ ○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見した場合や、

苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速やかに委

託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告

している。 

(Reporting in Case of Abnormalities, etc.) 
 A reporting system has been established to ensure that any 

damage, abnormalities, or unusual odors found in products 
during delivery, as well as any complaints received, are 
promptly reported to the responsible parties of the 
contracted operating company or food business operator. 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等が発見された場合や、

苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速やかに配達

員や運営事業者から報告を受けている。 

(Reporting in Case of Abnormalities, etc.) 
 A reporting system has been established to ensure that any 

damage, abnormalities, or unusual odors found in products 
during delivery, as well as any complaints received, are 
promptly reported to the responsible parties of the 
contracted operating company or food business operator. 

３☐ ○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関す

る情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP 等

を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、配達員の

感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れている。 

(Infection Control Measures) 
 We consistently pay attention to local infection information 

and global infectious disease outbreaks, and we proactively 
consider BCP (Business Continuity Plans) in the event of an 
infection spread. 

 In the case of a global infectious disease outbreak, we 
actively adopt infection prevention measures recommended 
by the government and other authorities to protect delivery 
personnel from infection. 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する

情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP 等を事

前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、従業員の感

染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的に取

り入れている。 

(Infection Control Measures) 
 We consistently pay attention to local infection information 

and global infectious disease outbreaks, and we proactively 
consider BCP (Business Continuity Plans) in the event of an 
infection spread. 

 In the case of a global infectious disease outbreak, we 
actively adopt infection prevention measures recommended 
by the government and other authorities to protect delivery 
personnel from infection. 

４☐ ○（職場環境づくり） 

・配達員等の安全対策を実施し、働きやすい職場環境づ

くりに努めている。 

(Creating a Positive Work Environment) 
 We implement safety measures for delivery personnel and 

strive to create a comfortable and conducive work 
environment. 

○（職場環境づくり） 

・委託先及びその配達員との良好な関係を構築し、配達員

等が働きやすい職場環境づくりに協力している。 

(Creating a Positive Work Environment) 
 Building good relationships with subcontractors and their 

delivery personnel, and cooperating to create a work 
environment where delivery personnel can work 

別添２－３ 
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For details, refer to the Food Defense Measures Guideline 
comfortably. 

５ 

☐ 

○（教育） 

・配達員等に対して、取扱う商品の品質と安全確保に関

して適切な教育を行っている。 

・配達員等に対する教育内容には、万が一、不適切な行動

があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が発生す

ることも含めている。 

・業務委託契約の場合には、契約事項で食品防御対策の

実施について触れている。業務仲介の場合は、食品防御

対策ガイドライン等について情報提供を行っている。 

(Education) 
 We provide appropriate education to delivery personnel 

regarding the quality and safety assurance of the products 
they handle. 

 The education for delivery personnel includes information 
on the potential for criminal penalties and liability for 
damages in the event of inappropriate behavior. 

 In the case of business outsourcing contracts, the contract 
terms address the implementation of food defense measures. 
For business intermediaries, we provide information on 
food defense measures guidelines and other relevant 
materials. 

○（教育） 

・デリバリー事業者を利用する際に発生する自社の商品・

サービスの品質と安全確保、食品防御に関するリスク等

について、適切な教育を行っている。 

・従業員に対する教育内容には、万が一、不適切な行動が

あった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が発生する

ことも含めている。 

(Education) 
 We provide appropriate education on the risks related to 

ensuring the quality and safety of the company's products 
and services, as well as food defense, when using delivery 
service providers. 

 The education for employees includes information on the 
potential for criminal penalties and liability for damages in 
the event of inappropriate behavior. 

 

     

 ■人的要素（従業員・委託契約者等） Human Factors (Employees and Contractors, etc.) ■人的要素（従業員等） Human Factors (Employees, etc.) 

６ 

☐ 

○ （配達員登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員の登録・契約・採用時には、可能な範囲で身元を

確認している。 

・運転免許証の原本は、契約時及び定期的に確認してい

る。 

・契約・採用時には、配達員向けチェックリスト等を用い

て、食品防御に関する知識の確認や情報提供を行って

いる。 

(Verification of Identity During Registration, Contracting, and 
Hiring of Delivery Personnel) 
 We verify the identity of delivery personnel to the extent 

possible during registration, contracting, and hiring as 
possible. 

 The original driver's license is checked at the time of 
contracting and periodically thereafter. 

 During contracting and hiring, we use checklists for delivery 
personnel to confirm their knowledge of food defense and 
provide relevant information. 

○ （従業員採用時の身元の確認等） 

・従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認し

ている。 

 (Verification of Identity During Employee Recruitment) 
 We verify the identity of delivery personnel to the extent 

possible during employee recruitment interviews as much as 
possible. 

７☐ ○（従業員の配置） 

・運営事業者の食品安全等を担当する部署には、可能な

限り食品防御に関する理解・経験の深い職員を重要箇

所に配置している。 

(Employee Placement) 
 In the departments responsible for food safety and related 

areas within the operating company, we place personnel 
with a deep understanding and experience in food defense 
in key positions whenever possible. 

○ （従業員の配置） 

・デリバリーに関係する部署にも、可能な限り食品防御に

関する理解・経験の深い職員を配置している。 

(Employee Placement) 
 In the departments related to delivery, we place personnel 

with a deep understanding and experience in food defense 
in key positions whenever possible. 

８☐ ○ （配達員の健康管理） 

・配達員に対して、日々の健康状態を適切に確認するよ

う定期的に注意喚起している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹

患した場合は、速やかに上司等に相談し、取引先・配達

先を含む周囲への感染拡大防止や、食品中への混入防

止に留意している。 

(Health Management of Delivery Personnel) 
 We regularly remind delivery personnel to appropriately 

monitor their health condition daily. 
 If they contract an infectious disease that can easily spread 

through droplets or close contact, they are advised to 
promptly consult with their supervisor and take measures to 
prevent the spread of infection to clients, delivery 
destinations, and to prevent contamination of food. 

○ （従業員の健康管理） 

・従業員に対して、日々の健康状態を適切に確認している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患

した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染拡

大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

(Employee Health Management) 
 We regularly remind employees to appropriately monitor 

their health condition daily. 
 If they contract an infectious disease that can easily spread 

through droplets or close contact, they are advised to 
promptly consult with their supervisor and take measures to 
prevent the spread of infection to others and contamination 
of food. 

９ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等に対して運搬用ボックス等を適切に管理する

よう注意喚起している。 

(Management of Equipment, etc.) 
 Delivery personnel are regularly reminded to properly 

manage transportation boxes and other equipment. 

○（制服・名札等の管理） 

・従業員等の制服や名札、ID バッジ、鍵（キーカード）を

適切に管理している。 

(Management of Uniforms and Name Tags) 
 Properly managing employees' uniforms, name tags, ID 

badges, and keys (key cards). 
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宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 
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Food Defense Measures Guidelines: Checklist for Food 
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providers: cooking and serving facilities and food 
manufacturing plants) 

For details, refer to the Food Defense Measures Guideline 
１０ 

☐ 

―  ○（私物の持込みと確認） 

・私物を食材保管庫・厨房・商品受け渡し口等の現場へは

原則として持ち込まないこととし、これが遵守されてい

るかを定期的に確認している。 

(Bringing and Checking Personal Belongings) 
 As a general rule, personal belongings are not to be brought 

into food storage areas, kitchens, or product handover 
points, and compliance with this rule is regularly checked. 

１１ 

☐ 

―  ○（休憩室・トイレ等の 5S の徹底） 

・休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

(Ensuring 5S in Stuff Lounges Break Rooms and Toilets) 
 Always practicing the 5S principles in stuff lounges break 

rooms and toilets. 
１２ 

☐ 

○（配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲の変化等の把

握） 

・契約状況に応じて、配達員等の稼働時間や配達範囲を

把握し、著しい変化や、従来とは異なる稼働時間や配達

範囲・稼働頻度の変化等に注意を払っている。 

(Monitoring of Delivery Personnel's Work Conditions, Working 
Hours, and Delivery Area Changes) 
 Depending on the contract situation, we monitor the 

working hours and delivery areas of delivery personnel, 
paying attention to significant changes, as well as any 
deviations from usual working hours, delivery areas, or 
frequency of operations. 

○（勤務状況・出勤時間・言動の変化等の把握） 

・従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握

している。 

・従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来と

は異なる言動の変化等を把握している。 

(Monitoring Work Conditions, Attendance, and Behavioral 
Changes) 
 Accurately tracking employees' work conditions, job 

content, and role assignments. 
 Monitoring employees' attendance times and noting any 

significant changes or deviations in behavior from the norm. 

１３ 

☐ 

―  ○（移動可能範囲の明確化） 

・規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動可能

範囲を明確化にし、認められた範囲内で働かせている。 

(Clarification of Permissible Movement Areas) 
 In large facilities, clearly defining the permissible 

movement areas for all employees during working hours and 
ensuring they work within the approved areas. 

１４ 

☐ 

○（新規採用者・契約者の紹介） 

・新たに採用・契約した配達員は、依頼元事業者等に適切

に紹介し、成りすましを防ぐ工夫を行っている。 

(Introduction of New Hires and Contractors) 
 Newly hired or contracted delivery personnel are 

appropriately introduced to the client companies to prevent 
impersonation. 

   

     

 ■人的要素（部外者） Human Factors (Outsiders) ■人的要素（部外者） ■ Human Factors (Outsiders) 

１５ 

☐ 

○（依頼元での対応） 

・配達員には、正規の契約であることを証明するために、

依頼元事業者に対して注文番号等の電子記録を提示さ

せている。 

・感染症の流行時は、依頼元の店舗等の商品の受渡しの

際には、配達員と受渡し担当者との接触を極力避ける

工夫を行うよう、利用事業者にも注意喚起している。 

(Response at the Client's End) 
 Delivery personnel are required to present electronic records 

such as order numbers to the client companies to prove that 
they are under a legitimate contract. 

 During infectious disease outbreaks, client companies are 
reminded to take measures to minimize contact between 
delivery personnel and the staff responsible for handing over 
the products. 

○（配達員への対応） 

・注文番号が確認できない配達員には配達を依頼しない。 

・感染症の流行時は、感染防止策を取った上で商品の受渡

しを行っている。 

(Handling Delivery Personnel) 
 We do not request deliveries from delivery personnel who 

cannot confirm the order number. 
 During infectious disease outbreaks, ensure that products 

are handed over while taking infection prevention measures. 

１６ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。

駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適切に使用

するように注意喚起している。 

(Setting Parking Areas and Issuing Parking Permits) 
 Delivery vehicles are parked or stationed in designated 

areas. 
 When parking or bicycle parking permits are issued, 

delivery personnel are reminded to use them appropriately. 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・規模の大きな施設では、配達用車両の駐車・駐輪場の設

定や、駐車・駐輪許可証の発行等、無許可での敷地内へ

の進入や駐車・駐輪を防止している。 

(Setting Parking Areas and Issuing Parking Permits) 
 In large facilities, setting up parking and bicycle parking 

areas for delivery vehicles and issuing parking/bicycle 
parking permits to prevent unauthorized entry and parking 
within the premises. 
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For details, refer to the Food Defense Measures Guideline 
１７ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意

に厨房内へは立入らないように注意喚起している。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等

を一緒に収納しないよう、注意喚起している。 

(Product Handover and Checking Delivery Personnel's 
Belongings) 
 Products are received at the designated handover window, 

and delivery personnel are reminded not to enter the kitchen 
area unnecessarily. 

 Delivery personnel are reminded not to store unnecessary 
personal items together with the products in the delivery 
vehicle's cargo area or delivery bags. 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受渡しは、定められた受渡し窓口で行い、配達員

が厨房等施設・設備内への立入らなくてもよいようにし

ている。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等を

一緒に収納しないように、注意喚起している。 

(Product Handover and Checking Delivery Personnel's 
Belongings) 
 Conducting product handovers at designated handover 

points to ensure delivery personnel do not need to enter 
kitchens or other facility areas. 

 Advising delivery personnel not to store unnecessary 
personal items together with delivery items in the vehicle's 
cargo area or delivery bags. 

１８ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考

慮している。 

(Measures Against Malicious Delivery Personnel) 
 We consider the possibility that some delivery personnel 

may have malicious intent. 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮

している。 

(Measures Against Malicious Delivery Personnel) 
 We consider the possibility that some delivery personnel 

may have malicious intent 
     

 ■施設管理 Facility Management ■施設管理 ■ Facility Management 

１９ 

☐ 

○（配達用の用具等の定数管理） 

・配達に使用する用具（配達用バック等）等について、定

期的に定数管理を行うよう注意喚起している。 

(Inventory Management of Delivery Equipment) 
 Delivery personnel are regularly reminded to conduct 

periodic inventory management of the equipment used for 
deliveries (such as delivery bags). 

○（宅配用資材等の定数管理） 

・宅配に使用する容器・包装材料等について、定期的に定

数管理を行っている。 

(Inventory Management of Delivery Materials) 
 Regularly conducting inventory management of containers 

and packaging materials used for delivery. 

２０ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合

に備えて、商品にカバーや封印を行う等の防御対策を

行うよう、利用事業者に対して注意喚起している。 

(Measures for High-Risk Deliveries) 
 Client companies are reminded to implement protective 

measures, such as covering or sealing products, to prepare 
for environments where harmful substances could be 
intentionally introduced. 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合に

備えて、商品にカバーや封印を行い、混入されにくい、

混入に気づきやすい対策を取っている。 

(Measures for High-Risk Deliveries) 
 Taking precautions such as covering or sealing products to 

prevent and detect the intentional contamination of harmful 
substances in environments where such risks may arise. 

２１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行

中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を確認し、

自転車やバイクの場合には、配達用バックを持ち歩く

ように注意喚起している。 

・たとえ施設内に駐車した配達用車両でも、必ず運転席

や荷台の施錠を行うよう注意喚起している。 

(Measures When Leaving the Vehicle) 
 Delivery personnel are reminded to use delivery vehicles 

with lockable cargo areas and to ensure the cargo area is 
locked when driving or leaving the vehicle. In the case of 
bicycles or motorcycles, they are reminded to carry the 
delivery bag with them. 

 Even when the delivery vehicle is parked within a facility, 
delivery personnel are reminded to always lock the driver's 
seat and cargo area. 

○（無人の時間帯の対策） 

・施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）について防犯

対策を講じている。 

(Measures for Unattended Hours) 
 Implementing security measures for times when the facility 

is unattended, including after closing hours. 

２２ 

☐ 

―  ○（鍵の管理） 

・鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

・配達員には鍵へのアクセス権を設定しない。 

(Key Management) 
 Establishing and regularly reviewing key management 

procedures. 
 Not granting delivery personnel access to keys. 

２３ 

☐ 

―  ○（外部からの侵入防止策） 

・食品保管庫・厨房への外部からの侵入防止対策を行って

いる。 

(Measures to Prevent External Intrusion) 
 Implementing measures to prevent external intrusion into 

food storage areas and kitchens. 
２４ 

☐ 

―  ○（確実な施錠） 

・施設全体、食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部か

ら侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を

(Ensuring Secure Locking) 
 Measures are taken to identify and securely lock all potential 

entry points from the outside, including the entire facility, 
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For details, refer to the Food Defense Measures Guideline 
取っている。 food storage areas, and entrances and windows of the 

kitchen. 
２５ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客）等の重要なデータシステ

ムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセス

を防止している。 

(Management of Customer Information) 
 Access to important data systems containing customer 

information (such as business partners and clients) is highly 
restricted to prevent unauthorized access. 

◯（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客等）の重要なデータシステ

ムへのアクセス可能者は、接客の責任者などに限定して

いる。 

(Management of Customer Information) 
 Access to important data systems containing customer 

information (such as business partners and clients) is 
restricted to responsible personnel, such as those in charge 
of customer service. 

２６ 

□ 

―  ○（監視カメラの管理） 

・監視カメラの映像は外部に流出しないように注意し、特

にクラウド型のパスワードは、初期設定のまま使用せず、

定期的に変更している。 

(Surveillance Camera Management) 
 Ensure that camera footage does not leak externally. For 

cloud-based systems, do not use default passwords and 
change them regularly. 

     

 ■入出荷等の管理 Management of Shipments and Deliveries ■入出荷等の管理 ■ Management of Shipping and Receiving 

２７ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、注文

番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常があれば

施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、施設責任

者はその対応を予め決めている。 

(Verification of Labels, Packaging, and Quantity) 
 Upon receiving products, we check the order number, any 

abnormalities in labels or packaging, and the consistency 
between the ordered products and quantities. If any 
abnormalities are found, we contact the facility manager. 

 When an abnormality is discovered, it is reported to the 
facility manager, who has predetermined procedures for 
handling such issues. 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受渡し時に、ラベルや包装の異常の有無、注文

番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常があれば

施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、店長や責任者に報告し、店長や

責任者はその対応を予め決めている。 

(Verification of Labels, Packaging, and Quantity) 
 Upon receiving or delivering products, we check the order 

number, any abnormalities in labels or packaging, and the 
consistency between the ordered products and quantities.  
If any abnormalities are found, we contact the facility 
manager. 

 When an abnormality is discovered, it is reported to the store 
manager or responsible personnel, who have predetermined 
procedures for handling such issues. 

２８ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の

兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に報告

し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

(Response to Signs of Product Loss, Increase, or Contamination 
During Delivery) 
 If any signs or evidence of product loss, increase, or 

intentional food contamination are observed during 
delivery, it is reported to the facility manager, who has 
predetermined procedures for handling such issues. 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆

候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調理責任

者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を予め

決めている。 

(Response to Signs of Product Loss, Increase, or Contamination 
During Delivery) 
 If any signs or evidence of product loss, increase, or 

intentional food contamination are observed during 
delivery, it is reported to the facility manager or the person 
in charge of cooking., who has predetermined procedures 
for handling such issues. 

２９ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品の依頼元や配達先の連絡先を、すぐに確

認できるようにしている。 

(Verification of Response System and Contact Information) 
 We ensure that the contact information for the client and the 

delivery destination of the delivered products can be quickly 
verified. 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品により喫食者に異変が見られた場合の対応

体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにして

いる。 

(Verification of Response System and Contact Information) 
 The response system and contact information for cases 

where consumers experience any adverse effects from 
delivered products are made readily accessible to everyone. 

 

 ２．可能な範囲での実施が望まれる対策 2. Measures Recommended to be Implemented as Far as 
Possible 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 2. Measures Recommended to be Implemented as Much as 
Possible 

３０ 

☐ 

 

○（ドライブレコーダー・GPS等の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備えドライブレコー

ダーや GPS 等により配達中の位置の確認や記録を検討

している。 

(Utilization of Dashcams and GPS) 
 Considering the use of dashcams and GPS to monitor and 

record the location during deliveries in case of unforeseen 
circumstances. 

○（ドライブレコーダー等・GPS の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備え、ドライブレコー

ダーや GPS 等を活用し、配達中の安全性の確保が可能な

事業者を選定し委託している。 

(Utilization of Dashcams and GPS) 
 To prepare for unforeseen circumstances, businesses that 

can ensure safety during delivery by utilizing dashcams and 
GPS are selected and entrusted with the task. 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト） 

（令和 5年度版）→20250210確認（修正なし）英訳対比表（案）→万博等を踏まえて再修正後作成予定⇒20260127 班会議版 

 

【本チェックリストの対象】 

食品の配達を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー

事業者」という。自社配達、フードデリバリー・デジタル・プラットフォーム運営

事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者を含む）において、配達員が

日々の配達において活用されることを念頭に作成したものである。 

事業者においては、食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供

事業者及び利用事業者向けチェックリスト（案））と併せて使用されることを想定

している。 

[Scope of This Checklist]  
This checklist is intended for food delivery service providers (hereinafter referred to as 

"delivery providers") responsible for delivering food. This includes in-house delivery, food 
delivery digital platform operators, sole proprietors, and those with secondary jobs such as taxi 
drivers. It is designed to be used by delivery personnel in their daily deliveries. 

It is assumed that businesses will use this checklist in conjunction with the Food Defense 
Measures Guidelines (Checklist for Food Delivery Service Providers and Users (Draft)). 

 

No. 内容  

１ 

☐ 

○ （新規登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員として新たに登録・契約・採用される際には、事業者の求めに応じ

て運転免許証の原本等、身元を証明する書類を提示している。 

・運転免許証の原本は、事業者の求めに応じて定期的に提示している。 

(Verification of Identity at the Time of New Registration, Contract, or Employment) 
 When newly registering, contracting, or being employed as a delivery person, 

Ipresent documents providing myidentity, such as the original driver's license, upon 
the request of the business. 

 The original driver's license is periodically presented upon the request of the 
business.   

２ 

☐ 

○（契約者の確認） 

・配達員として契約された場合には、成りすまし等を防ぐために、依頼元事

業者等に適切に発注時の注文番号等で確認してもらっている。 

 (Verification of the Contractor) 
 When contracted as a delivery person, to prevent impersonation, the ordering 

business should verify the order number, etc., at the time of order placement.  
３ 

☐ 

○（食品防御に関する知識と認識） 

・配達員として事業者に登録する際には、事業者が推奨する、取扱う商品の

品質と安全確保、食品防御に関する適切な知識を持っている。 

・不適切な行動があった場合、刑事罰や賠償責任等が発生することを正しく

認識している。 

・登録・契約・採用時には、本チェックリスト等を用いて、食品防御に関す

る知識を確認している。 

(Knowledge and Awareness of Food Defense) 
 When registering as a delivery person with the business, I possess appropriate 

knowledge recommended by the business regarding the quality and safety assurance 
of the products handled, as well as food defense. 

 I correctly recognize that inappropriate actions may result in criminal penalties or 
liability for damages. 

 At the time of registration, contracting, or employment, my knowledge of food 
defense is confirmed using this checklist, etc.   

別添２－４ 
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No. 内容  

４ 

☐ 

○ （健康管理） 

・日々、健康状態を適切に確認し、体調不良があった場合は、速やかに契約

先・取引先等に相談している。 

(Health Management) 
 Appropriately check my health condition daily, and if I experience any illness, 

promptly consult with my contractor or business partner.  
 〇（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から

注意を払い、国等が推奨する感染予防策を適切に実践している。 

・感染の恐れがある場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

(Infection Control Measures) 
 I regularly pay attention to local infection information and global infection 

outbreaks, and appropriately implement infection prevention measures 
recommended by the government and other authorities. 

 If there is a risk of infection, I promptly consult with my contractor or client. (Refer 
to section 3 for food delivery service providers) 

５ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等は、注文番号、運搬用ボックスを適切に管理し、自分以外の者に

は貸与しない。 

(Management of Equipment, etc.) 
 Delivery personnel appropriately manage order numbers and transport boxes, and do 

not lend them to others.   
６ 

☐ 

○（商品の受渡し） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入

らないようにしている。 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合

性を確認し、記録に残している。 

(Product Handover) 
 Products are received at the designated handover counter, and unnecessary entry into 

the kitchen is avoided. 
 Upon receiving products, any abnormalities in labels or packaging, as well as the 

consistency of ordered products and quantities, are checked and recorded.   
７ 

☐ 

○（配達中の対策） 

・配達中に、第三者が意図的に有害物質を食品へ混入することがないよう、

商品にカバーや封印等が施されていることを確認している。 

(Measures During Delivery) 
 During delivery, it is ensured that products are covered or sealed to prevent any third 

party from intentionally contaminating the food with harmful substances.   
８ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見、または苦情等を受けた場合は、

速やかに委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告してい

る。 

(Reporting Upon Discovery of Abnormalities, etc.) 
 If damage, abnormalities, or unusual odors are discovered in products during 

delivery, or if complaints are received, I promptly report to the responsible party of 
the contracted operating company or food business.  

９ 

☐ 

〇（配達員の私物等） 

・配達中は不要な私物は携行せず、また、配達用車両の荷台や配達用バック

内では、私物と食品（商品）との接触を避ける様にしている。 

(Personal Belongings, etc. of Delivery Personnel) 
 During delivery, unnecessary personal belongings are not carried, and contact 

between personal belongings and food (products) is avoided in the cargo area of the 
delivery vehicle or inside the delivery bag.   

１０ 

☐ 

○（駐車・駐輪） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。駐車・駐輪許可証

が発行されている場合は、適切に使用している。 

(Parking and Bicycle Parking) 
 Delivery vehicles are parked or parked in designated areas. If parking or bicycle 

parking permits are issued, they are used appropriately.   

4-48



No. 内容  

１１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離

れる際には、荷台の施錠を確認している。 

・自転車やバイクで配達する場合は、配達用バックを自転車等に置いたまま

にしない。 

・自動車で配達する場合は、車両の施錠を確実に実施する。 

・不測の事態が起こった場合等に備え、ドライブレコーダーや GPS 等を活用

している。 

(Measures When Leaving the Vehicle) 
 Deliveries are made using delivery vehicles with lockable cargo areas, and the locks 

are checked when leaving the vehicle during deliveries or while driving. 
 When delivering by bicycle or motorcycle, the delivery bag is not left on the bicycle 

or motorcycle. 
 When delivering by car, the vehicle is securely locked. 
 In preparation for unforeseen circumstances, devices such as dashcams and GPS are 

utilized.   
１２ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・配達員は、プラットフォーム運営事業者が保管する重要な顧客情報（取引

業者・利用客）等のデータシステムには、不正・にアクセスしないように

している。 

(Customer Information Management) 
 Delivery Personnel make sure that there is no unauthorized access to important 

customer information (such as business partners and clients) stored by platform 
operator. 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進事業） 
分担報告書 

 
新型コロナ感染症収束後におけるロボット配膳システムと食品防御の課題 

 
研究分担者 加藤 礼識 （茨城キリスト教大学 生活科学科 食物健康科学科 講師） 
研究協力者 田崎ひなた （茨城キリスト教大学 生活科学部 食物健康科学科） 
研究協力者 平子ほほみ （茨城キリスト教大学 生活科学部 食物健康科学科） 
研究協力者 永野 衣祝 （別府大学 食物栄養科学部 発酵食品学科） 
研究協力者 多川 優也 （別府大学 大学院 食物栄養科学研究科） 
研究協力者 長田 瑞花 （奈良県立医科大学 公衆衛生学講座） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A．研究目的 

近年、飲食業界では慢性的な人手不足や
人件費の高騰、新型コロナウイルス感染症
流行下における非接触化ニーズの高まりを
背景として、ロボット配膳システムの導入
が急速に進展している。配膳業務の自動化
は、省人化や業務効率化、感染リスク低減
といった点で一定の効果を上げている一
方、食品を搬送する主体が人から機械へと
移行することにより、従来の運用体制では
想定されていなかった新たなリスクが生じ
ている可能性がある。 

食品防御（Food Defense）は、故意によ
る汚染や悪意ある行為から食品を守るため
の概念であり、衛生管理や HACCP とは異
なる視点からの対策を必要とする。しか
し、現在普及しているロボット配膳システ
ムは、省人化や顧客サービス向上を主目的
として設計されており、食品防御の観点が
十分に組み込まれているとは言い難い状況
にある。また、導入店舗、販売代理店、メ
ーカー間における情報共有体制も必ずしも
整備されていない。 

本研究の目的は、ロボット配膳システム

研究要旨 
本研究は、飲食店において普及が進むロボット配膳システムについて、食品防御（Food 
Defense）の観点から課題を整理し、安全確保の方向性を検討することを目的とした。人手
不足や人件費高騰、感染症対策を背景に導入が進む一方で、食品搬送中の監視体制の希薄化
や、親和的デザインによる接触行動の誘発など、新たな脆弱性が生じている可能性が示され
た。販売代理店および導入店舗への聞き取り調査の結果、食品防御は店舗責任と認識され情
報共有体制が未整備である実態が明らかとなった。一方で、配膳業務の自動化により人的余
力を監視やサービス向上に再配分することで、安全性強化につながる可能性も示唆された。
今後は人的監視の維持、物理的防御策の導入、情報共有体制の構築を柱としたガイドライン
策定が必要である。 
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導入に伴う食品防御上の脆弱性を明らかに
するとともに、人的監視体制、物理的防御
措置、情報共有体制の三側面から課題を整
理し、実効性のある対策の方向性を提示す
ることである。さらに、将来的なロボット
配膳システムに特化した食品防御対策ガイ
ドライン策定に資する基礎資料を得ること
を最終的な目的とする。 

 
Ｂ．研究方法 

本研究では、ロボット配膳システムにお
ける食品防御上の課題を多角的に把握する
ため、文献調査および質的調査を組み合わ
せた研究方法を採用した。 

まず、文献調査として、厚生労働科学研
究報告書、食品防御に関する国内外のガイ
ドライン、関連する学術論文および行政資
料を収集・整理し、食品防御の基本概念、
従来の対策枠組み、および飲食店における
適用可能性について検討した。これによ
り、ロボット配膳システム導入以前の食品
防御対策の構造を整理し、本研究における
分析視点を明確化した。 

次に、質的調査として、ロボット配膳シ
ステム販売代理店 2 社および導入飲食店 1
社に対し、半構造化インタビューを実施し
た。主な調査項目は、①導入目的および運
用体制、②食品防御対策の実施状況、③い
たずら・過激接触等の発生状況、④トラブ
ル発生時の対応主体、⑤製品仕様変更の可
能性、⑥情報共有体制の有無、である。 

インタビュー内容は記録・整理し、逐語
録を作成した上で、テーマ別に分類・分析
を行った。分析にあたっては、食品防御の
観点から「人的監視体制」「物理的防御措
置」「情報共有構造」の三側面に着目し、

構造的課題の抽出を試みた。 
なお、調査協力企業および店舗の名称は匿
名化し、倫理的配慮を行った。 
 
C．研究結果 

本研究では、文献調査および販売代理店
2 社、導入飲食店 1 社への聞き取り調査を
通じて、ロボット配膳システムの普及背
景、運用実態、ならびに食品防御上の課題
構造を多面的に整理した。その結果、ロボ
ット配膳は単なる業務効率化ツールではな
く、店舗内のリスク構造そのものを変化さ
せる存在であることが明らかとなった。以
下に、得られた知見を詳細に示す。 

 
1．ロボット配膳システム普及の多層的背景 

ロボット配膳システムの普及は、一過性
の流行や技術的興味に基づくものではな
く、飲食業界を取り巻く構造的課題の蓄積
に対応する中で進展してきたものである。
本研究の聞き取り調査および関連資料の整
理から、普及の背景には大きく分けて「労
働構造の変化」「経営環境の圧迫」「感染症
対策の社会的要請」「サービス価値の再定
義」という四つの要素が相互に作用してい
ることが明らかとなった。 

第一に、労働構造の変化である。少子高
齢化の進行により生産年齢人口は減少を続
けており、飲食業界は他業種と比べても人
材確保が困難な状況にある。特に飲食店
は、土日祝日や夜間勤務を含む不規則な労
働形態であることから、若年層の就労選択
肢として敬遠される傾向がある。また、外
国人労働者に依存してきた店舗では、国際
移動の制限等による労働供給の不安定化も
経験している。このような状況下で、安定
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的に配膳業務を担う代替手段としてロボッ
トが注目されることとなった。 

第二に、経営環境の圧迫である。最低賃
金の継続的上昇は、労働集約型産業である
外食産業に直接的な影響を与えている。人
件費の上昇に対し、価格転嫁が十分に行え
ない中小規模店舗では、利益率の低下が顕
在化している。そのため、固定費削減の一
環として業務の自動化・機械化が検討され
るようになった。ロボット配膳は初期投資
を要するものの、長期的には人件費削減効
果が見込まれるとの認識が広がっている。 

第三に、感染症対策という社会的要請で
ある。新型コロナウイルス感染症の流行
は、飲食店の営業形態に大きな変化をもた
らした。非接触型注文システムやセルフレ
ジの導入が進む中、配膳業務においても対
面機会を減少させる手段としてロボットが
導入された。この経験により、ロボット配
膳は単なる効率化装置ではなく、「安全・
安心」を可視化する存在としても機能する
ようになった。感染症収束後も、衛生意識
の高まりは継続しており、非接触型サービ
スへの需要は一定程度維持されている。 

第四に、サービス価値の再定義である。
近年の外食産業では、単に料理を提供する
だけでなく、体験価値を提供することが重
視されている。ロボット配膳は、その視覚
的インパクトやエンターテインメント性に
より、顧客体験を向上させるツールとして
も評価されている。実際に、ロボットを
「客寄せ」の要素として活用しているとの
回答も得られた。このように、経営合理性
だけでなく、ブランドイメージや差別化戦
略の一環として導入されている側面も存在
する。 

以上のように、ロボット配膳システムの
普及は、労働力不足への対応という消極的
要因と、サービス価値向上という積極的要
因の双方によって推進されていることが明
らかとなった。この多層的背景を理解する
ことは、食品防御対策を検討する上で重要
である。なぜなら、導入目的が省人化のみ
である場合と、サービス強化を含む場合と
では、店舗内の人的配置や監視体制の構築
方法が大きく異なるためである。 

したがって、ロボット配膳の普及は単な
る技術導入ではなく、飲食業界における労
働構造・経営戦略・社会的価値観の変化を
反映した現象であり、その全体像を踏まえ
た上で食品防御の課題を整理する必要があ
る。 
 
2．食品防御上の新たなリスク構造 

ロボット配膳システムの導入は、配膳工
程の自動化という業務効率上の利点をもた
らす一方で、食品防御の観点からは従来と
は異なるリスク構造を形成している。本研
究の聞き取り調査および現状分析から、こ
れらのリスクは単発的な問題ではなく、
「設計思想」「運用体制」「心理的要因」
「情報構造」の複数要素が重なり合うこと
で生じていることが明らかとなった。 
（1）新奇性・親和性が誘発する接触リスク 

現在国内で広く普及しているロボット配
膳システムは、ネコ型をはじめとする親し
みやすいデザインを採用し、音声や表情表
示などのインタラクティブ機能を備えてい
るものが多い。これらは顧客体験の向上や
集客効果を目的とした設計であるが、食品
防御の観点からは接触行動を誘発する要因
となり得る。 
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特に児童や若年層では、移動するロボッ
トに触れる、撫でる、ボタンを押すといっ
た行為が自然発生的に起こりやすい。食品
を搭載した状態で顧客の近傍を通過する構
造は、意図的行為のみならず偶発的接触の
可能性も高める。また、写真撮影や動画撮
影を目的とした接近行動も見受けられると
の指摘があった。 

従来の人による配膳では、配膳者自身が
食品を保持しており、顧客が直接接触する
機会は限定的であった。ロボット配膳では
食品が一定時間無人状態で移動するため、
第三者が介入可能な空間が生じる点が構造
的な違いである。 

 
（2）触知部と食品部の物理的分離不足 

ロボット配膳システムの多くは、顧客と
のコミュニケーション機能を重視した設計
となっており、タッチパネルや外装部分へ
の接触を前提としている。一方で、食品を
載せるトレイ部分が物理的に十分保護され
ていない場合があり、触知部と食品部の明
確な分離がなされていない事例が確認され
た。 

食品防御の基本原則の一つは「物理的バ
リアの構築」であるが、現行の配膳ロボッ
トでは、食品が開放空間に露出したまま搬
送される構造が一般的である。カバーや蓋
の装着は理論上有効な対策であるが、利便
性や作業効率の低下、デザイン性の毀損を
理由に採用されていない例が多い。 

 
このように、顧客満足度向上を優先した

設計思想が、食品防御の多層防御構造を十
分に確保していない可能性が示唆された。 
 

（3）無人搬送時間帯と監視の空白 
人による配膳では、配膳者が移動中も食

品を直接管理しており、監視機能を自然に
担っていた。しかしロボット配膳では、食
品が自律的に店内を移動するため、搬送中
に従業員の視線が必ずしも届かない時間帯
が生じる。 

省人化が進んだ店舗では、フロアスタッ
フの配置人数が少なく、全経路を常時視認
することは困難である。特に混雑時やピー
クタイムでは、監視密度が低下する傾向が
あると指摘された。 

この「監視の空白時間」は、意図的な異
物混入や悪戯行為が発生し得る環境を構成
する可能性がある。また、実際に重大事例
が発生していなくとも、構造的脆弱性が存
在すること自体がリスク評価上の課題とな
る。 

 
（4）心理的抑止力の変化 

人の存在はそれ自体が抑止力となる。従
業員が近くにいる環境では、不適切行動を
とる心理的ハードルが高くなる。一方、ロ
ボット配膳では、人の直接的視線が感じら
れにくく、心理的抑止力が低下する可能性
がある。 

特に集団心理が働く環境では、「機械相
手である」という認識が行動規範を緩和さ
せる可能性も否定できない。これは食品防
御に限らず、機械化が進むサービス環境全
般に共通する課題である。 

 
（5）トラブル情報の未集約と制度的空白 

販売代理店への聞き取りでは、いたずら
や過度な接触の件数について体系的なデー
タ収集は行われていないとの回答が得られ
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た。店舗内で発生した問題は個別に対応さ
れ、販売代理店や製造元へ詳細が共有され
る仕組みは整備されていない。 

この情報分断構造は、設計改善や予防的
対策の蓄積を困難にする。食品防御は過去
事例の分析と共有によって強化されるが、
現状ではその基盤が十分とは言えない。 

 
（6）海外製造構造による設計改善の困難性 

国内で導入されているロボット配膳シス
テムの多くは海外メーカー製である。した
がって、日本国内で生じた課題や改善要望
が設計段階に反映されるまでには時間的・
制度的障壁が存在する。 

販売代理店は技術的改修の権限を持たな
い場合が多く、構造的問題が放置される可
能性もある。この点は、食品防御対策を制
度化する上で重要な検討課題である。 

 
〔総括〕 

以上の分析から、ロボット配膳システム
における食品防御上のリスクは、単一の技
術的欠陥に起因するものではなく、設計思
想、運用体制、心理的要因、情報共有構造
が相互に影響し合う複合的構造であること
が明らかとなった。 

すなわち、ロボット配膳は効率化を実現
する一方で、食品防御の観点からは「無人
搬送」「接触誘発設計」「監視の希薄化」
「情報分断」という新たな課題を内包して
いる。しかし同時に、これらは運用設計と
制度整備によって改善可能な要素でもあ
る。したがって、今後の対策検討において
は、単なる技術的修正にとどまらず、人的
配置、情報共有体制、設計ガイドラインを
含む包括的アプローチが求められる。 

 
3．販売代理店における認識と構造的課題 

本研究において実施した販売代理店 2 社
への聞き取り調査から、ロボット配膳シス
テムの食品防御に関する認識および制度的
課題が明らかとなった。両社に共通してい
たのは、ロボット配膳システムを「飲食物
を運搬する機器」として位置づけ、食品そ
のものの安全管理は基本的に導入店舗の責
任範囲であるとの認識であった。 

 
（1）食品防御に対する位置づけ 

販売代理店への聞き取り調査において最
も特徴的であったのは、ロボット配膳シス
テムを「食品を運ぶ機械」として位置づけ
る認識であった。すなわち、ロボットは配
膳という労務を代替する存在であり、食品
そのものの安全管理や防御対策は、基本的
に飲食店側の業務範囲であるとの立場であ
る。この認識は、契約上および法的責任の
整理という観点では一定の合理性を有す
る。しかしながら、食品防御の観点から
は、食品を運搬する構造そのものが変化し
ている以上、単なる運搬機器としての位置
づけでは十分とは言い難い。従来の配膳で
は、人が常に食品を保持し、監視機能を担
っていた。ロボット配膳では、食品が無人
状態で移動する時間帯が生じるため、設計
段階で食品防御を考慮する必要性が高ま
る。 

それにもかかわらず、販売代理店側では
「食品防御は導入店舗の管理責任である」
との前提が強く、設計仕様の中に食品防御
を組み込むという発想は現段階では限定的
であった。このことは、ロボット配膳がも
たらすリスク構造の変化が、製品設計思想
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に十分反映されていない可能性を示してい
る。 

さらに、食品防御という概念自体が、販
売現場ではまだ一般化していない可能性も
示唆された。衛生管理や事故防止とは異な
り、意図的混入という視点は、製品開発段
階で体系的に議論されているとは言い難い
状況である。 

（2）トラブル実態の把握不足 
販売代理店は、いたずらや過度な接触、

妨害行為といった事例について体系的なデ
ータ収集を行っていないとの回答であっ
た。修理依頼があった場合でも、機械的故
障として処理されることが多く、その原因
が顧客行為に起因するものかどうかまで詳
細に分析される仕組みは整備されていな
い。 

このことは、食品防御の観点から重大な
課題である。食品防御は過去事例の分析と
情報共有によって強化される概念であり、
トラブルの発生状況を把握しなければ、予
防的対策の立案は困難である。にもかかわ
らず、現状では店舗単位で問題が完結し、
販売代理店や製造元に体系的に報告される
仕組みが存在しない。

さらに、店舗側もブランドイメージへの
影響を懸念し、軽微なトラブルを積極的に
外部へ報告しない可能性がある。この情報
の非対称性は、構造的脆弱性を可視化しに
くくしている。 

したがって、現状の情報収集体制は受動
的かつ断片的であり、食品防御対策を制度
化する基盤としては不十分であることが明
らかとなった。 

（3）海外製造構造による改善の困難性 
現在日本国内で導入されているロボット

配膳システムの多くは海外メーカー製であ
り、国内販売代理店は基本設計の変更権限
を持たない。この構造は、食品防御対策を
迅速に製品仕様へ反映させる上で大きな制
約となっている。 

販売代理店からは、「設計変更は製造元
の判断事項であり、国内の要望のみで大幅
な改修は困難である」との意見が示され
た。また、製造元にとっては世界市場全体
が対象であり、日本国内特有のリスクや社
会的要請が優先順位の上位に位置づけられ
るとは限らない。 

さらに、文化的背景や法制度の違いも影
響する可能性がある。食品防御に対する社
会的感度や規制水準が異なる場合、日本国
内で求められる安全水準が設計段階に十分
反映されない恐れがある。 

このように、製造拠点が海外にあること
は、食品防御対策を国内主導で制度化する
際の構造的障壁となり得る。 

（4）利便性と安全性の優先順位 
一部店舗では、食品トレイにカバーを設

置するなどの対策が試みられた事例が確認
された。しかし、視認性の低下や料理の取
り出しにくさ、作業効率の悪化などの理由
により、最終的に撤去されたとの報告があ
った。 

この事例は、現場において利便性や顧客
体験が強く重視されていることを示してい
る。ロボット配膳は省人化と同時にエンタ
ーテインメント性を持つ装置として位置づ
けられており、デザイン性や操作性を損な
う改修は導入効果を減殺する可能性がある
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と認識されている。 
また、重大事故が顕在化していない段階

では、安全対策への投資優先度が低くなる
傾向もみられる。これは食品防御全般に共
通する課題であり、「問題が起きていない
から対策しない」という受動的姿勢が構造
的リスクを温存する可能性がある。 

利便性と安全性のバランスをどのように
設計段階で確保するかは、今後の重要な検
討課題である。 

（5）責任分散構造の存在 
本研究で明らかとなった最も重要な構造

的課題の一つが、責任の分散である。販売
代理店は「食品管理は店舗責任」とし、店
舗は「製品構造はメーカー責任」と捉える
傾向がある。このような構図は、食品防御
対策の主体を曖昧にする。 

食品防御は多層防御（multiple barrier）
の概念に基づき、設計段階・販売段階・運
用段階が連携して初めて機能する。しかし
現状では、各段階が独立しており、横断的
なガイドラインや統一基準は存在しない。 

さらに、法的義務として明確に規定され
ていない分野であることも、責任の所在を
不明確にしている要因である。結果とし
て、重大事例が発生しない限り、包括的対
策が進みにくい構造となっている。 

この責任分散構造を是正し、設計・販
売・運用の各段階を統合する枠組みを構築
することが、食品防御強化の前提条件であ
ると考えられる。 

〔総括〕 
販売代理店における認識は、ロボット配

膳を「運搬機器」として捉える技術中心的

視点が強く、食品防御を設計要素として積
極的に組み込む段階には至っていないこと
が明らかとなった。また、トラブル情報の
未集約、海外製造構造、責任分散といった
制度的課題が、食品防御対策の体系化を阻
害している可能性が示唆された。 

この結果は、食品防御対策を店舗単位の
努力に委ねるのではなく、販売代理店や製
造元を含めた制度的枠組みの再構築が必要
であることを示している。 

4．導入店舗における運用実態 
本研究において聞き取りを行った導入飲

食店では、ロボット配膳システムの活用方
法は単なる人員削減策にとどまらず、店舗
運営全体の再設計と密接に関連しているこ
とが明らかとなった。すなわち、ロボット
導入の効果は「どの業務を代替させ、どの
業務に人を再配置するか」という運用設計
によって大きく異なる。 

（1）導入目的の実態 ― 経営合理性と労務
構造改革 

導入店舗では、ロボット配膳の導入目的
として表面的には「人手不足対策」が挙げ
られたが、実際にはより複合的な意図が存
在していた。 

第一に、慢性的労働力不足の緩和であ
る。特にピークタイムにおける配膳業務は
往復回数が多く、身体的負担が大きい。重
い鉄板料理や複数皿の同時運搬は従業員に
相当な負担を与えており、離職要因の一つ
となっていた。ロボット導入により、体力
負担の軽減が図られ、従業員定着率向上へ
の期待も示された。 

第二に、業務標準化である。ロボットは
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設定されたルートを一定速度で移動するた
め、配膳品質のばらつきが少ない。新人教
育の負担軽減という副次的効果も確認され
た。 

第三に、サービス価値の向上である。ロ
ボットが話題性を持つことで集客効果が生
まれ、顧客体験の差別化が図られている。
これは経営戦略上の意図も含まれている。 

このように、導入は単なるコスト削減で
はなく、労務構造改革とサービス戦略の両
面を持つものであった。 

（2）人的再配置と監視機能の再構築 
配膳業務が軽減された結果、従業員の業

務内容は変化している。具体的には、 
 客席巡回頻度の増加
 顧客の食事状況の確認
 不審行動の観察
 トラブル初期対応
などが強化されている。
導入初期には、ロボットに対する接触や

妨害行為が散見されたが、フロアスタッフ
が積極的に巡回する体制を整えたことで、
問題行動は減少したとの報告があった。 

この結果は、「人の目」が依然として食
品防御における最も強力な抑止装置である
ことを示している。すなわち、ロボット導
入は監視機能を弱体化させるのではなく、
人的資源の再配置次第でむしろ強化し得
る。 

（3）顧客満足度と抑止メカニズム 
導入店舗では、ロボット配膳により従業

員が顧客との対話時間を確保できるように
なり、サービスの質が向上したとの評価が
得られた。 

食品防御の観点では、店舗の雰囲気や顧
客満足度は重要な要素である。不満やスト
レスは逸脱行動の誘因となることが過去事
例から示唆されている。満足度が高い環境
では、意図的行為の発生確率が低減する可
能性がある。

さらに、従業員が顧客と積極的にコミュ
ニケーションをとることで、「見られてい
る感覚」が維持され、心理的抑止力が働く
構造が形成されている。

（4）現場が認識する具体的リスクの類型化 
導入店舗では、以下のようなリスク類型

が挙げられた。 
① 物理的接触リスク

子どもが触れる、写真撮影時に接触す
る、荷物が引っかかる等。

② 走行妨害リスク
顧客が意図せず経路を塞ぐ、椅子やベビ
ーカーが障害となる。

③ 下膳時リスク
残飯が露出し、不衛生状態になる可能
性。

④ 意図的行為の潜在性
重大事例はないが、構造的に介入可能な
状態であること。
これらは重大事故には至っていないが、

「発生可能性の存在」自体がリスク評価上
重要である。 

（5）物理的対策の現実的限界 
食品トレイへのカバー装着や囲い込み構

造は理論上有効であるが、以下の課題が挙
げられた。 
 提供スピードの低下
 顧客が料理を取りづらい
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 視認性の低下
 デザイン性の毀損
特に回転率を重視する業態では、わずか

な遅延が売上に影響する。したがって、安
全性を高める設計は、業態特性を踏まえた
バランス設計が不可欠である。 

（6）ロボットと人の役割分担モデル 
導入店舗では、以下の役割分担が明確化

されていた。 
ロボット： 
・重量物運搬
・定型ルート移動
・ピークタイム補助
人：
・最終確認
・顧客対応
・監視
・異常対応

この協働モデルは、「完全自動化」では
なく「補助的自動化」である。食品防御の
観点からは、この補助型モデルの方が安全
性を確保しやすい可能性がある。 

（7）総合評価 ― 二面性と運用依存性 
導入店舗の実態から導かれた最も重要な

示唆は、ロボット配膳は食品防御を弱体化
させる技術でもあり、強化する契機にもな
り得るという二面性である。 

省人化のみを目的とし監視人員を削減す
ればリスクは増大する。一方で、業務再配
分により監視体制を再構築すれば、従来よ
り強固な体制を構築することも可能であ
る。 

すなわち、食品防御の強度は技術そのも

のではなく、「導入目的」「人的配置」「店
舗文化」「管理意識」によって決定され
る。この運用依存性を踏まえた制度設計が
今後の課題である。 

D．考察 
本研究の結果から、ロボット配膳システ

ムは飲食店の業務効率化および労務負担軽
減に寄与する一方で、食品防御（Food
Defense）の観点からは従来の管理構造を
変容させる要素を内包していることが明ら
かとなった。本考察では、①リスク構造の
再編、②多層防御理論との関係、③運用依
存性の構造分析、④責任分散と制度的空
白、⑤技術と人間の協働モデル、⑥政策
的・制度的含意の六側面から詳細に検討す
る。

1．リスク構造の再編 ― 無人搬送という構
造的転換

従来の飲食店における配膳は、人が食品
を直接保持しながら移動するという形式を
とっていた。この構造では、配膳者の存在
が以下の三機能を同時に担っていた。 
 物理的管理機能（食品を直接保持す

る）
 視覚的監視機能（周囲を確認する）
 心理的抑止機能（顧客に見られている

感覚を与える）
ロボット配膳では、この三機能が分離さ

れる。ロボットは物理的運搬機能を担う
が、監視機能や抑止機能は自動的には付随
しない。結果として、食品が一定時間「無
人状態」で移動するという新たな状況が生
じる。 

この無人搬送構造は、食品防御上の前提
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条件を大きく変化させる。すなわち、食品
は常に人の直接的監視下にあるという従来
の暗黙の前提が崩れる。この構造変化を認
識せずに従来型の管理を継続した場合、リ
スクは潜在化する。 

重要なのは、実際に重大事例が発生して
いないことと、構造的脆弱性が存在しない
ことは同義ではないという点である。食品
防御は「発生後対応」ではなく「発生可能
性の低減」を目的とする概念であり、構造
的評価が不可欠である。 
 
2．多層防御理論との整合性 ― ロボット配
膳環境における防御層の再設計 

食品防御は、単一の対策によって成立す
るものではなく、複数の防御層を重ね合わ
せることでリスクを低減する「多層防御
（multiple barrier）」の考え方に基づいて
構築される。これは、いずれか一つの防御
が破られた場合でも、次の層が機能するこ
とで全体として安全性を確保するという発
想である。 

本研究の結果をこの理論枠組みに照らし
て整理すると、ロボット配膳システム導入
環境では、既存の防御層の一部が弱体化
し、新たな層の設計が十分に行われていな
い可能性が明らかとなった。 

 
（1）物理的防御層の再評価 

従来の飲食店においては、厨房と客席の
分離、調理場への立入制限、食品保管エリ
アの管理など、空間的分離が物理的防御層
として機能していた。一方、客席内での配
膳工程については、配膳者が直接食品を保
持すること自体が物理的管理を担ってい
た。 

ロボット配膳では、食品がトレイ上に露
出した状態で客席間を移動するため、物理
的バリアは限定的となる。特に、トレイが
開放構造である場合、食品は第三者が容易
に接触可能な位置に存在する。 

理論上は、以下のような物理的強化策が
考えられる。 
 半透明カバーによる囲い込み 
 ワンタッチ開閉式保護構造 
 食品収納部の高さ制限 
 トレイ縁部の立ち上げ設計 

しかし現場では、提供速度の低下や視認
性の悪化を理由に全面的な採用には至って
いない。ここに、物理的防御層とサービス
効率とのトレードオフが存在する。 

したがって、ロボット配膳環境では「完
全封鎖型バリア」ではなく、「接触機会を
減少させる合理的設計」という新たな物理
的防御概念の導入が求められる。 

 
（2）人的防御層の変動性と再構築 

多層防御の中核となるのは人的監視であ
る。従来は、配膳者が食品を監視しながら
移動することで、自然に人的防御層が形成
されていた。ロボット導入後、この層は二
つの方向に分岐する。 
① 省人化のみを追求する場合：人的防御

層が薄くなる 
② 業務再配分を行う場合：人的防御層が

強化される 
本研究で確認された導入店舗では、後者

のモデルが機能していた。すなわち、配膳
業務削減により生じた人的余力をフロア巡
回や顧客観察に充てることで、人的防御層
が再構築されていた。この結果は、人的防
御層が固定的ではなく、経営判断と運用設
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計によって強度が変化する可変層であるこ
とを示している。したがって、ガイドライ
ン策定においては「ロボット 1 台あたりの
最低巡回頻度」など、具体的な運用指標を
提示する必要がある。

（3）心理的防御層の再考 
食品防御において見落とされがちなの

が、心理的抑止層である。人が食品を運搬
する環境では、「従業員に見られている」
という感覚が不適切行為を抑止する。ロボ
ット配膳では、移動主体が機械であるた
め、この心理的抑止効果が低減する可能性
がある。特に混雑時には、無人搬送時間が
延び、抑止力が弱まる。 

一方で、導入店舗ではフロアスタッフが
積極的に巡回することで「人の目」を可視
化し、心理的抑止層を維持していた。これ
は、物理的監視と心理的監視が重なり合う
ことで抑止効果が強化されることを示して
いる。したがって、ロボット配膳環境では
心理的防御層を意識的に設計する必要があ
る。 

（4）情報防御層の制度化不足 
多層防御において極めて重要なのが情報

層である。トラブルやヒヤリハット事例の
共有は、次の防御強化につながる。 
しかし本研究では、 

 トラブル件数の体系的把握がない
 販売代理店への報告制度がない
 製造元へのフィードバック経路が限定

的
という状況が確認された。 

これは、防御層としての情報システムが

未成熟であることを意味する。食品防御を
強化するためには、 
 統一的報告様式
 データベース化
 定期的情報共有会議
などの制度的枠組みが必要である。

（5）技術的防御層の可能性 
ロボット配膳は、逆に新たな防御層を創

出する可能性も持つ。例として、 
 カメラ搭載による録画監視
 AI による異常行動検知
 接触感知センサー
 走行ログ記録
などが考えられる。

これらは従来の人配膳では実現しにくか
った防御層である。ただし、プライバシー
保護、コスト、デザイン性との均衡が必要
である。 

（6）総合評価 ― 防御層の再設計が鍵 
以上を総合すると、ロボット配膳環境で

は、 
 一部防御層が弱体化し
 一部防御層が再設計可能であり
 新たな防御層の導入余地がある
という三重構造が存在する。

重要なのは、「防御層が減った」のでは
なく、「防御層の構成が変わった」という
認識である。問題は、この再構成が意図的
に設計されていない点にある。したがっ
て、ロボット配膳における食品防御は、従
来型の管理発想をそのまま適用するのでは
なく、防御層の再配置・再設計を前提とし
た新たな理論枠組みを必要とする。 
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E．結論 
本研究は、飲食店において急速に普及し

ているロボット配膳システムについて、食
品防御（Food Defense）の観点から現状の
課題構造を整理し、安全確保に向けた方向
性を検討したものである。 

その結果、ロボット配膳システムは単な
る業務効率化装置ではなく、食品搬送構造
を「人が直接管理する形態」から「無人搬
送を含む形態」へと転換させる技術であ
り、食品防御の前提条件を変化させる存在
であることが明らかとなった。特に、以下
の点が重要な知見として抽出された。 

第一に、ロボット配膳は食品防御を弱体
化させる可能性と、強化する可能性の両面
を有するという二面性である。省人化のみ
を目的とし監視体制を縮小した場合には、
無人搬送時間の増加や心理的抑止力の低下
を招き、構造的脆弱性が生じる。一方で、
配膳業務を自動化し人的資源を監視や顧客
対応へ再配置する運用モデルを採用した場
合には、むしろ防御機能を強化し得ること
が確認された。 

第二に、食品防御は単一対策では成立せ
ず、多層防御構造として再設計する必要が
あることである。ロボット配膳環境におい
ては、物理的防御層、人的防御層、心理的
防御層、情報共有層を統合的に構築しなけ
ればならない。現状では、情報共有体制や
設計段階での防御要件が十分に制度化され
ていない。 

第三に、責任分散構造の存在である。販
売代理店は食品管理を店舗責任と捉え、店
舗は設計をメーカー責任と捉える傾向があ
る。この構造は食品防御対策の主体を曖昧
にし、予防的対策の制度化を阻害する要因

となっている。 
以上を踏まえ、今後必要とされるのは以

下の三つの方向性である。 
1．ロボット配膳システムに特化した食
品防御対策ガイドラインの策定 
2．トラブル情報の体系的収集・共有プ
ラットフォームの構築 
3．設計・販売・運用を横断した統合的
責任枠組みの明確化 
特に、導入店舗向けには「人的監視を前

提とした運用モデル」を明示し、省人化と
監視削減を同一視しない原則を提示する必
要がある。また、海外メーカーを含めた設
計段階への食品防御要件の反映も中長期的
課題である。 

ロボット配膳は今後さらに普及すること
が予想される。その普及を前提とすれば、
問題発生後の対症療法ではなく、予防的・
構造的対策の構築が不可欠である。本研究
が示した最も重要な結論は、「ロボットは
リスクではない。無設計な運用がリスクで
ある。」という点である。 

技術の進展とともに、食品防御もまた進
化しなければならない。人とロボットの協
働を前提とした新たな安全モデルの構築こ
そが、今後の飲食業界に求められる課題で
ある。 

 
F．健康危機情報 
なし 
 
 
G．研究発表 
１. 論文発表 
長田瑞花,  多川優也 ,  田崎ひなた,  藤内琉
成 ,  今村知明,  加藤礼識．飲食店における
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食品防御対策の新たな課題「ロボット配膳
システム」における食品防御対策の検討．
食品衛生研究  (Food Sanitation
Research),76 巻  1 号, 9-19 , 2026 年 01
月．

２. 学会発表
長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防御
上の新たな問題（ロボット配膳システム）
その①～販売代理店への聞き取り調査．第
121 回日本食品衛生学会・学術講演会．
2025 年 10 月．東京.

長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防御
上の新たな問題（ロボット配膳システム）
その②～飲食店への聞き取り～．第 121 回
日本食品衛生学会・学術講演会．2025 年
10 月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物販
売が多様化する中で食品防御対策はどのよ
うに変化したのか～大規模食品工場から小
規模飲食店での対策への変化．第 121 回日
本食品衛生学会・学術講演会．2025 年 10
月．東京. 

加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模な
飲食店舗における食品防御対策 「バイト
テロ」・「客テロ」をどう防ぐべきなの
か？．第 121 回日本食品衛生学会・学術講
演会．2025 年 10 月．東京.
加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほほ
み、神奈川芳行、今村知明．多様化した飲

食物販売における食品防御対策～これまで
の食品防御対策の流れ～．第 84 回日本公
衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静岡．  

平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加藤礼
識、高畑能久、神奈川芳行、今村知明．ロ
ボット配膳システムにおける食品防御対策 
飲食店への聞き取り調査．第 84 回日本公
衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静岡． 

長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほほ
み、神奈川芳行、今村知明．ロボット配膳
システムにおける食品防御対策 販売代理
店への聞き取り調査．第 84 回日本公衆衛
生学会総会．2025 年 10 月. 静岡．

神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼
識、入江芙美、山口健太郎、今村知明．大
規模イベントでの食品防御対策と食品防御
対策ガイドライン英訳の意義．第 84 回日
本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静
岡． 

H．知的財産権の出願・登録状況 
1.特許所得

なし
2.実用新案登録

なし
3.その他

なし
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した 

食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和７年度）

食品工場における監視カメラ映像流出リスクの検討 
― サイバー時代の食品防御の課題 ― 

研究分担者 加藤 礼識 （茨城キリスト教大学 生活科学科 食物健康科学科 講師） 
研究協力者 長田 瑞花 （奈良県立医科大学 公衆衛生学講座） 
研究協力者 田崎ひなた （茨城キリスト教大学 生活科学部 食物健康科学科） 
研究協力者 藤内 琉成 （同志社大学 文学部 文化史学科） 
研究協力者 永野 衣祝 （別府大学 食物栄養科学部 発酵食品学科） 
研究協力者 多川 優也 （別府大学 大学院 食物栄養科学研究科） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A．研究目的 
近年、食品産業ではセントラルキッチ

ン方式の広がりやスマート工場化の進展

によって、生産の仕組みが大きく変化し

ている状況にある。多くの工場で、生産

が一か所に集められ、自動化が進み、効

率よく大量に作る体制が整えられてい

る。IoT 機器や遠隔監視システム、クラ

ウド型の管理ソフト等が導入され、製造

工程、温度管理、在庫管理、品質管理、

そして監視カメラの映像までが、常にネ

ットワークに常時接続された状態で管理

されている。その結果、食品工場は単な

る「物理的な作業の場」ではなく、現場

とインターネット空間が結びついた新し

い形のインフラへと変化している。

このような変化の中で、これまでの食

品防御ではあまり考えられてこなかった

問題として、本来、異物混入や不審者の

侵入を防ぐための「守るための設備」と

して設置されている監視カメラの映像が

不正に見られたり、外部に流出したりす

るリスクがあることが明らかになってき

た。

研究要旨 
本研究は、食品工場における監視カメラ映像データの流出を、単なる情報漏えいではなく、
食品供給停止に連鎖し得る前段階リスクとして再定義することを目的とした。スマート化や
生産集約の進展により、食品工場はネットワークと常時接続された環境へと変化し、映像の
不正取得が内部構造の可視化を通じて物理的妨害や操業停止につながる可能性がある。国内
外制度の比較、海外事例の整理、実務者ヒアリングを通じて、米国・EU では食品分野を重
要インフラとして位置づけサイバー管理を制度に組み込む一方、日本では両者が分離して整
理される傾向が確認された。監視カメラ映像データ流出は直ちに供給停止を招くものではな
いが、不正アクセスから操業停止、サプライチェーン波及へと連鎖する出発点となり得る。
以上より、映像流出を軽微な情報問題ではなく戦略的リスクとして再評価し、食品防御を情
報資産を含む統合的リスク管理へ再構築する必要性を提示した。 
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しかし、現在の食品防御制度やガイド

ラインでは、監視カメラ映像のサイバー

管理を食品防御の中心的な課題として整

理したものは明確な位置づけがなされて

いない。特に中小規模の事業者では、サ

イバー対策が情報担当者に任され、食品

防御とのつながりが弱いまま運用されて

いる場合もある。 
本分担研究では、監視カメラ映像の流

出を食品防御上の重要なリスクとしてと

らえ直し、サイバー食品防御の課題を明

らかにすることを目的としている。具体

的には、①流出が物理的な妨害や供給停

止につながる流れの整理、②セントラル

キッチン型施設におけるリスクの集中の

検討、③サプライチェーン全体への影響

の仕組みの整理、④実際に取り入れやす

い技術的・制度的対策の提案を行う。 
さらに、食品防御をこれまでの「物理

的に守る対策」だけで考えるのではな

く、ネットワーク上のリスクも含めて一

体的に考える視点を示し、最終的には、

食品の安定供給を守り、国民生活の安心

につなげるための提案を行うことを目標

とする。 
 

Ｂ．研究方法 
研究方法の基本的枠組み 

研究全体は、①文献・制度分析、②海

外基準との比較、③具体的事例の分析、

④事業者へのヒアリング調査、⑤リスク

構造モデルの構築、の五段階の流れで進

めた。本研究では、食品工場における監

視カメラ映像の流出が、食品防御にどの

ような影響を及ぼす可能性があるのかの

問題を多角的に検討するため、制度分析 
 
1．制度および規格の企画分析 

本研究ではまず、食品防御およびサイ

バーセキュリティに関する国内外の制度

や規格について、全体像を把握するため

の横断的な分析を行った。単に関連文献

を整理するのではなく、「監視カメラの

管理が制度の中でどのように位置づけら

れているのか」という具体的な視点から

検討することを重視した。特に、監視カ

メラが食品防御の枠組みの中で明確に扱

われているのか、それとも別の分野とし

て分けて考えられているのかを確認する

ことを目的とした。 
分析対象としたのは、次のような国内

外の制度・規格である。 
・ 国内の食品防御に関する通知や指

針 
・ サイバーセキュリティに関する基

本方針や関連文書 
・ IFS Food 規格 
・ 欧州の NIS2 指令 
・ 米国における食品関連のセキュリ

ティ指針 
これらを比較しながら、食品防御とサ

イバー対策がどのように整理されている

のかを検討した。 
分析にあたっては、いくつかの観点を

あらかじめ設定した。具体的には、 
・ 食品防御の対象資産の中に、情報

資産が含まれているか 
・ サイバー事故が発生した場合の報

告義務が明確に定められているか 
・ 経営層の責任が制度上明文化され

ているか 
・ 工場内の制御系（OT）と事務系

（IT）の分離が求められているか 
・ 監視カメラなどの監視設備につい

て、具体的な管理要求が示されて

いるか 
等の点である。これらの観点をもとに

比較することで、制度の中で監視カメラ

管理がどのように扱われているのかを整

理した。 
その結果、海外の制度や規格では、監

視設備や IoT 機器がリスク評価の対象と

して明確に含まれている場合が多く、サ

イバー対策と食品防御が一定程度結びつ
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いていることが分かった。一方で、日本

では依然として物理的な対策が中心とな

っており、監視カメラのサイバー管理に

ついては情報部門に任される傾向が強い

ことが確認された。このように、食品防

御とサイバー対策の統合の程度には、国

内外で差があることが明らかとなった。 
 
2．海外事例の系統的検索 
本研究では、食品産業におけるサイバ

ー攻撃の事例や、監視カメラ等の IoT 機

器に関連する問題を体系的に把握するた

め、海外で公開されている情報を対象と

した系統的検索（systematic case 
review）を実施した。単に印象的な事例

を集めるのではなく、同じ条件で再度検

索すればおおよそ同様の結果が得られる

ように、あらかじめ検索範囲、選定基

準、分析の視点を設定したうえで進め

た。研究としての客観性と再確認可能性

を確保することを意識した点が、本節の

特徴である。 
（1）検索対象 
検索対象は、信頼性および検証可能性

を確保する観点から、以下の情報源に限

定した。 
・ 各国政府機関および規制当局の公

式発表資料 
・ サイバーセキュリティ関連の公的

機関による報告書 
・ 国際機関および標準化団体の公開

文書 
・ 学術論文データベース（主に英語

文献） 
・ 主要報道機関の記事（複数の報道

で内容が確認できるもの） 
一方で、個人ブログ、未確認の SNS

投稿、出所が明確でない技術フォーラム

の情報については、信頼性を担保できな

いため除外した。食品防御は社会的影響

の大きいテーマであり、政策的議論にも

関わる内容であることから、情報の正確

性を重視する必要があると判断したため

である。 
また、検索対象期間は直近 10 年間を

基本とし、とくにランサムウェア被害が

急増した 2018 年以降の事例を重点的に

収集した。これは、食品工場のデジタル

化やスマート工場化が進展した時期と重

なるためであり、現代の製造環境に即し

た事例を中心に整理することを目的とし

た。こうした期間設定により、従来型の

IT 障害ではなく、ネットワーク化が進

んだ環境下での被害事例を把握すること

を目指した。 
 
（2）検索キーワードおよび検索式 

検索は主に英語で実施し、食品産業に

おけるサイバー攻撃や監視カメラ関連の

事例を幅広く抽出できるよう、複数のキ

ーワードを組み合わせて用いた。具体的

には、以下の語を中心に検索を行った。 
・“Food industry ransomware” 
・“Food factory cyber attack” 
・“Food manufacturing OT breach” 
・“CCTV breach food plant” 
・“Food supply chain disruption 

cyber” 
・“IoT camera vulnerability factory” 
・“SCADA attack food processing” 
これらのキーワードは、単なる IT シ

ステムへの侵入事例だけに限定しないよ

うに設計した。食品工場では、事務系シ

ステムだけでなく、製造設備や制御系

（OT）もネットワークに接続されてい

る場合が多い。そのため、OT
（Operational Technology）や

SCADA、IoT カメラ、監視システムと

いった、食品工場特有の設備や技術に関

連する語も含めることで、より実態に近

い事例を把握できるように工夫した。 
また、検索語は単独で使用するのでは

なく、いくつかを組み合わせることで、

異なる視点から事例を抽出できるように
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した。具体的には、 
・ 攻撃の種類（ransomware, breach, 

attack） 
・ 対象となる産業（food industry, 

food plant, food processing） 
・ 関係する技術領域（OT, SCADA, 

CCTV, IoT） 
の三つの軸を意識して組み合わせた。

これにより、食品産業におけるサイバー

攻撃を、技術面・産業面・攻撃類型のそ

れぞれから網羅的に確認できるようにし

た。 
検索は複数のデータベースや情報源を

用いて実施し、同一の事例が異なる媒体

で報告されている場合には内容を照合し

た上で統合した。さらに、使用した検索

語や検索手順は記録し、研究の透明性と

再現性を確保するよう努めた。 
 

（3）選定基準および除外基準 
検索によって抽出された事例の中か

ら、本研究の目的に沿ったものを選ぶた

め、あらかじめ選定基準および除外基準

を設定した。単に被害が大きい事例を取

り上げるのではなく、「監視カメラを含

むサイバーリスクが供給停止につながる

可能性」という視点から整理することを

重視した。 
まず、分析対象として含める基準は以

下のとおりである。 
① 含める基準 
・ 食品の製造、加工、流通に直接関

係している事案であること 
・ サイバー侵入により操業停止、出

荷停止、物流の混乱などが実際に

発生していること 
・ 侵入経路や被害の広がりについ

て、一定程度の情報が公開されて

いること 
・ 公的機関の発表、または複数の報

道機関によって内容が確認できる

こと 

これらの条件を満たす事例を対象とす

ることで、単なる IT トラブルではな

く、食品供給に影響を与えた事例に焦点

を当てた。 
一方で、以下のような事例は分析対象

から除外した。 
② 除外基準 
・ 小規模な店舗単独の被害であり、

サプライチェーンへの波及が認め

られないもの 
・ 情報が不足しており、被害範囲や

経過を十分に把握できないもの 
・ サイバー要因が明確ではなく、機

器故障や自然災害など別の要因に

よる障害の可能性が高いもの 
これらを除外することで、本研究の中

心課題である「供給停止リスク」との関

連が明確な事例のみを抽出した。 
以上のように、選定基準と除外基準を

あらかじめ設定することで、分析対象の

範囲を明確にし、研究の一貫性を保つよ

うにした。 
 
（4）分析枠組みおよび評価項目 

抽出した各事例については、個別にば

らばらに見るのではなく、同じ視点で比

較できるように、あらかじめ設定した統

一的な枠組みに基づいて分析を行った。

これにより、食品産業におけるサイバー

攻撃の共通点や特徴を整理し、監視カメ

ラ流出との関連を検討できるようにし

た。主な分析項目は以下のとおりであ

る。 
① 初期侵入経路 

まず、攻撃がどのような経路から始ま

ったのかを整理した。具体的には、 
・フィッシングメール 
・VPN の脆弱性 
・リモートデスクトップ設定の不備 
・IoT 機器を経由した侵入 
・サプライチェーンを通じた侵入 
等の可能性を確認した。特に、本研究
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のテーマである監視カメラや IoT 機器が

侵入口となった可能性があるかどうかを

重点的に検討した。これにより、ネット

ワークにつながった設備がどの程度リス

ク要因となっているのかを把握しようと

した。 
② 権限拡大および横展開 

次に、侵入後に攻撃者がどのように権

限を拡大し、事務系システム（IT）か

ら工場の制御系（OT）へと影響を広げ

たのかを整理した。食品工場では、製造

制御系に影響が及ぶと操業停止に直結す

る場合が多いため、この段階は特に重要

であると考えた。IT 領域の問題がどの

ように現場の生産活動へつながったのか

を意識しながら分析を行った。 
③ 被害拡大要因 

さらに、被害が広がった要因について

も整理した。具体的には、 
・ 異常の発見が遅れたこと 
・ ログ監視体制が十分でなかったこ

と 
・ ネットワークが適切に分離されて

いなかったこと 
・ 更新プログラム（パッチ）が適用

されていなかったこと 
・ サポートが終了した機器が使われ

続けていたこと 
等を確認した。これらの点について

は、ヒアリングで得られた現場の実態と

も照らし合わせ、共通する弱点があるか

どうかを検討した。 
④ 操業停止および供給への波及 

被害が操業停止や供給にどのように影

響したのかも重要な分析項目とした。具

体的には、 
・ 停止期間の長さ 
・ 影響を受けた拠点の数 
・ 出荷停止の範囲 
・ 学校給食、医療機関、外食産業な

どへの社会的影響 
といった点を整理した。ここでは、単

なる IT トラブルとしてではなく、社会

機能への波及という観点から事例を検討

した。 
⑤ 政策的対応 

最後に、事案発生後に当該国で制度改

正や報告義務の強化、ガイドラインの見

直し等が行われたかを確認した。これに

より、個別のインシデントが政策にどの

ような影響を与えたのかを把握し、今後

の制度設計への示唆を検討した。 
 

ここでの整理の意味 
ここで行った海外事例の整理は、単に

事例を紹介することが目的ではない。 
・ 監視カメラ映像の流出が、攻撃の

準備に使われる可能性があるのか

どうかを確認すること 
・ サイバー侵入から操業停止、さら

に供給停止へと広がる流れを整理

すること 
・ 日本の制度と比べたときに、どの

ような課題や空白があるのかを明

らかにすること 
を目的として実施した。 

このように整理することで、監視カメ

ラ映像データの流出を単なる情報漏えい

の問題としてとらえるのではなく、食品

供給の停止につながる可能性のあるリス

クの出発点として考えるための土台をつ

くることを目指した。 
 

C．研究結果 
1．制度・規格分析の結果 

本研究で行った国内外の制度および規

格の比較分析から、食品防御の中でサイ

バーリスクがどのように位置づけられて

いるかについて、国ごとに違いがあるこ

とが分かった。特に、「監視カメラなど

の情報資産を食品防御の対象として明確

に扱っているかどうか」という点で、大

きな差が見られた。 
（1）米国における位置づけ 
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米国では、食品産業は重要インフラの

一つとして明確に位置づけられている。

U.S. Food and Drug Administration
（FDA）が所管する食品安全強化法

（FSMA）では、意図的な混入を防ぐた

めの対策（Food Defense Rule）が義務

化されており、事業者には脆弱性評価の

実施や防御計画の策定が求められてい

る。 
さらに、Cybersecurity and 

Infrastructure Security Agency（CISA）

は、食品・農業分野を重要インフラ部門

の一つとして位置づけ、OT セキュリテ

ィやランサムウェア対策に関するガイド

ラインを公表している。これらの文書で

は、ネットワークに接続された機器や遠

隔監視装置、IoT 機器が攻撃経路となる

可能性についても言及されており、製造

現場のデジタル機器がリスク要因となり

得ることが示されている。 
このように、米国では食品防御とサイ

バーセキュリティが別々に扱われるので

はなく、重要インフラを守るという大き

な枠組みの中で一体的に考えられている

点が特徴である。 
（2）欧州連合（EU）における位置づ

け 
EU では、NIS2 Directive の施行によ

り、重要分野に対するサイバーリスク管

理と重大インシデントの報告義務が強化

された。食品の製造や加工もその対象分

野に含まれており、事業者にはリスク管

理措置の実施が求められている。また、

経営層の責任を明確にすることや、重大

な事故が発生した場合には原則として

24 時間以内に報告することなども定め

られている。 
さらに、International Featured 

Standards（IFS）の Food 規格において

は、フードディフェンスに関するリスク

評価の実施が求められている。この中で

は、アクセス管理や監視設備の適切な運

用も監査の対象となっている。IFS は法

律ではないものの、欧州の流通市場では

事実上の取引条件となる場合が多く、実

質的な拘束力を持つ基準として機能して

いる。 
特に、監視カメラなどの設備について

もリスク評価の対象に含めることが求め

られており、映像データの管理やアクセ

ス制御の仕組みも確認事項となっている

点が特徴である。つまり、単に物理的な

防御だけでなく、情報の管理も含めて食

品防御を考える姿勢が制度の中に組み込

まれている。 
EU の大きな特徴は、個別の企業対策

だけでなく、サプライチェーン全体を視

野に入れたリスク管理を制度として求め

ている点にある。これにより、食品産業

におけるサイバーリスクが、より広い社

会的視点から位置づけられていると考え

られる。 
（3）制度構造の比較 

以上の分析結果を表 1 に整理した。表

1 では、日本、米国、EU における食品

防御とサイバーセキュリティの制度上の

位置づけを、複数の視点から比較してい

る。 
表 1 から明らかなように、米国および

EU では、食品産業を重要分野として明

確に位置づけ、その枠組みの中にサイバ

ーリスク管理を組み込んでいる。サイバ

ー事故の報告義務や経営層責任が制度上

明確に示されており、ネットワーク接続

機器や OT 機器もリスク管理の対象とし

て整理されている。これに対し、日本で

は食品防御は主として物理的対策を中心

に構成されており、サイバーセキュリテ

ィは情報分野の政策として別に扱われる

傾向がある。その結果、監視カメラのよ

うに物理設備でありながらネットワーク

に接続されている機器について、食品防

御の枠組みの中でどのように管理するの

かが必ずしも明確ではない。 
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また、EU ではサプライチェーン全体

を視野に入れたリスク管理が制度として

求められているのに対し、日本では個別

事業者単位の対策にとどまる傾向が存在

することも、比較から読み取ることがで

きる。 

以上のことから、日本では食品防御と

サイバーセキュリティが制度上十分に統

合されているとは言い難く、両者が分か

れて運用されている構造があると考えら

れる。表 1 は、その構造的な違いを整理

したものである。 
 

表 1 食品防御とサイバーリスク管理に関する制度比較（米国・EU・日本） 
比較項目 米国 EU 日本 

食品産業の制度

的位置づけ 
重要インフラ部門

（Food and Agriculture 
Sector）として明示 

NIS2 により essential 
entities として指定 

重要インフラとして

の明確な法的指定は

なし 

サイバー事故の

報告義務 
CIRCIA 等に基づく報

告義務あり 
NIS2 により原則 24 時

間以内の報告義務 
分野横断的な報告制

度は存在するが、食

品防御と直接結びつ

いた義務規定は限定

的 
経営層の責任 重要インフラ保護政

策の枠組みで明示 
NIS2 により経営層責

任を法令上明確化 
食品防御分野での経

営層責任の明文化は

限定的 
OT・制御系管

理 
OT セキュリティ指針

を公表し管理対象と

して明示 

リスク管理措置義務

に OT を含む 
OT を食品防御対象と

して明示的に整理し

た規定は少ない 

監視設備・IoT
機器の位置づけ 

リスク評価対象とし

て位置づけ 
監査・リスク評価対

象に含まれる 
主に防犯設備・個人

情報管理の文脈で扱

われる傾向 

また、EU ではサプライチェーン全体

を視野に入れたリスク管理が制度として

求められているのに対し、日本では個別

事業者単位の対策にとどまる傾向がある

ことも、比較から読み取ることができ

る。 

以上のことから、日本では食品防御と

サイバーセキュリティが制度上十分に統

合されているとは言い難く、両者が分か

れて運用されている構造があると考えら

れる。表 1 は、その構造的な違いを整理

したものである。 

 

（4）監視カメラの制度的位置づけ 

制度分析の結果、海外の制度では、監

視カメラや IoT 機器が「侵入経路」や

「重要な情報資産」として明示的にリス

ク評価の対象に含まれている傾向が存在

することが分かった。つまり、これらの

機器は単なる設備ではなく、攻撃の入り

口になり得るものとして位置づけられて

いる。 

一方で、日本では監視カメラは主に防

犯設備として扱われることが多く、食品
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防御計画の中で「情報資産」として明確

に整理されている例はあまり多くない。

ネットワークにつながっている場合であ

っても、その管理は情報部門の業務とさ

れ、食品防御の枠組みの中で十分に検討

されていない可能性が存在する。 

この違いは、監視カメラ映像の流出を

どのように捉えるかという考え方の違い

に関係していると考えられる。海外で

は、映像の流出を将来的な攻撃や妨害の

準備につながるリスクとして捉える視点

が確認されるのに対し、日本では個人情

報の問題として整理される傾向が強い。 

つまり、監視カメラ映像流出を「単な

る情報漏えい」として扱うのか、それと

も「供給停止につながる可能性のある前

段階のリスク」として位置づけるのかと

いう概念上の違いが、制度の整理の仕方

にも表れていると考えられる。 

 

（5）制度的空白の抽出 

以上の制度比較の結果から、日本にお

ける制度上の課題、いわば「空白」と考

えられる点は、主に三つに整理すること

ができた。 

第一に、食品防御の中で「情報資産」

がどのように位置づけられるのかが明確

ではない点である。現在の制度では、物

理的な設備や人の出入りに関する対策は

比較的整理されているが、監視カメラの

映像データやネットワーク機器といった

情報に関わる資産について、食品防御の

対象として明確に定義されているとは言

い難い。 

第二に、サイバー事故に関する統一的

な報告制度が十分に整備されていない点

である。サイバーセキュリティに関する

報告の仕組みは存在するものの、それが

食品防御の文脈と結びついているわけで

はなく、食品供給への影響という観点か

ら整理されているとは限らない。そのた

め、事案が起きた場合でも、食品防御の

課題として横断的に共有されにくい可能

性が存在する。 

第三に、経営層の責任や BCP（事業継

続計画）との連動が制度上十分に明示さ

れていない点である。海外では、経営層

がリスク管理に直接責任を持つことや、

重大事故の報告義務が明確に示されてい

る場合が多いが、日本ではその位置づけ

が比較的弱いと考えられる。 

これらの要素が重なることで、たとえ監

視カメラ映像の流出事案が発生したとし

ても、それが食品防御の問題として体系

的に整理され、再発防止策が制度的に議

論される仕組みが十分に機能しにくい構

造が生まれている可能性が指摘される。 

 

D．考察 

1．食品防御の考え方は変わりつつある 

― 物理防御からサイバー・フィジカル統

合防御へ 

本研究の結果から、食品防御の考え方

は今まさに転換点にあると考えられる。

これまで食品防御は、意図的な異物混入

や不審者の侵入、内部不正といった物理

的な脅威を中心に想定してきた。そのた

め、入退室管理、施錠管理、監視カメラ

の設置、重要区域へのアクセス制限など

の対策が主な柱となっていた。これらの

取り組みは一定の抑止効果を持ち、食品

安全の維持に貢献してきたことは間違い
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ない。 

しかし現在では、スマート工場化の進

展や IoT 機器の普及、クラウド型管理シ

ステムの導入により、食品工場の環境は

大きく変化している。監視カメラ、温度

管理装置、在庫管理システム、製造制御

系（OT）等がネットワークを通じて接続

され、情報と現場が常時つながっている

状態が一般的になっている。このような

状況では、物理的防御と情報セキュリテ

ィを分けてとらえる枠組みでは十分に対

応できず、新たなリスクの把握と評価が

求められる。 

特に監視カメラは、その変化を象徴す

る存在である。本来は工場を守るための

設備として設置されてきたが、ネットワ

ーク接続型の IP カメラが普及したこと

で、外部からの不正アクセスの対象にも

なり得るようになった。もし映像が流出

した場合、それは単なるプライバシー侵

害や企業秘密の漏えいにとどまらない可

能性が存在する。工場内部のレイアウ

ト、重要管理点（CCP）の位置、警備の

死角、従業員の動き方等が外部に知られ

てしまえば、それらは物理的侵入や妨害

行為の成功率を高める情報となり得る。 

ここに、食品防御の大きな矛盾があ

る。守るために設置された設備が、管理

の不備によっては攻撃を助ける情報源に

なってしまう可能性があるという点であ

る。これまで暗黙のうちに前提とされて

きた「防御設備は安全側に働く」という

考え方は、ネットワーク化が進んだ現在

では必ずしも成り立たない。この認識の

変化は、食品防御の考え方そのものを見

直す必要があることを示している。 

さらに、セントラルキッチン型施設や

集約型の生産拠点では、一つの工場が停

止することの影響が非常に大きい。サイ

バー侵入によって得られた情報が物理的

な妨害と結びつけば、製造停止から出荷

停止へと影響が広がり、学校給食や医療

機関、外食産業など、社会の基盤となる

分野にまで波及する可能性が存在する。

その意味で、監視カメラ映像の流出は単

なる情報管理の問題ではなく、食品供給

全体の安定性に関わる問題として考える

必要がある。 

以上のことから、食品防御は単なる

「物理的侵入を防ぐ対策の集まり」では

なく、情報資産を含めた統合的なリスク

管理の考え方へと再構築されるべきであ

ると考えられる。物理的対策、サイバー

対策、日常的な運用管理、そして経営レ

ベルでの責任体制を一体として捉える

「サイバー・フィジカル統合防御」の視

点が求められている。 

この統合的な考え方のもとでは、①情

報資産を明確に定義すること、②IT と

OT を適切に分けて管理すること、③ロ

グ管理や異常検知体制を整えること、④

経営層がリスクを把握し責任を持つこ

と、⑤事業継続計画（BCP）と連動させ

ること、などが重要になる。とくに重要

なのは、食品防御を情報部門だけの課題

とせず、経営全体の問題として位置づけ

ることである。 

本研究の最大の示唆は、監視カメラ映

像の流出という一見周辺的に見える出来

事が、食品供給停止という重大なリスク

の出発点になり得るという点である。こ

のような認識の転換こそが、食品防御の
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考え方を次の段階へ進めるための第一歩

になると考えられる。 

今後は、物理空間とサイバー空間を切

り離して考えるのではなく、両者がつな

がっていることを前提とした防御設計が

必要になる。食品産業が高度にデジタル

化している現在、食品防御の再定義は避

けて通れない課題である。 

 

2．制度分断と責任のあいまいさ 

本研究の制度分析およびヒアリング結

果から見えてきた大きな課題の一つは、

食品防御とサイバーセキュリティが制度

上、また組織上で分かれて扱われている

ことである。日本では、食品防御は主に

品質管理部門や安全管理部門が担当し、

異物混入対策や入退室管理など、物理的

な対策が中心となっている。一方で、サ

イバーセキュリティは情報システム部門

の業務とされ、ネットワーク管理や情報

漏えい対策として整理されることが多

い。 

このような分かれ方は、監視カメラの

管理において特に分かりやすく表れてい

る。監視カメラは防犯設備として導入さ

れることが多く、設置や保守は設備管理

部門や外部の警備会社が担当する場合が

ある。しかし実際には、映像データはネ

ットワークを通じて保存・閲覧されるた

め、情報資産としての性質も持ってい

る。このような二つの側面を持つにもか

かわらず、食品防御計画の中で監視カメ

ラ映像が「重要な情報資産」として明確

に位置づけられていない場合、誰が最終

的に責任を持つのかがあいまいになりや

すい。 

責任のあいまいさは、実際に事故が発

生したときに表面化する。たとえば、監

視カメラ映像が外部に流出した場合、そ

れを情報漏えい事故として扱うのか、食

品防御上の重大な問題として扱うのか、

あるいは設備管理上の不備として整理す

るのかがはっきりしないことがある。そ

の結果、原因の分析や再発防止策が部門

ごとに分かれてしまい、組織全体として

の見直しにつながらない可能性が存在す

る。 

さらに、現行制度では経営層の責任が

明確に示されていない場合も多く、リス

ク管理が現場レベルに任されやすい傾向

が確認された。サイバー対策は「IT 部門

の問題」、食品防御は「現場の問題」と受

け止められ、経営レベルで統合的に議論

されない構造が問題として指摘される。

このような状況では、セントラルキッチ

ンのように一拠点の停止が広い範囲に影

響を及ぼす施設において、供給停止リス

クを全体として評価することは難しい。 

海外では、重要インフラを守るという

枠組みの中でサイバーリスクが経営課題

として位置づけられ、インシデントの報

告義務や経営層の責任が明確に示されて

いる例が多い。それに比べると、日本で

は食品防御とサイバーセキュリティを統

合して考える仕組みがまだ十分に整って

いない可能性があることが、本研究から

示唆された。 

したがって、食品防御を実効性のある

ものとするためには、監視カメラを含む

情報資産を明確に食品防御の対象として

位置づけ、責任の所在を経営レベルまで

引き上げる制度設計が必要である。部門
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ごとに分かれた構造を見直すことが、サ

イバーと物理の両面を含めた統合的な防

御へ進むための第一歩になると考えられ

る。 

 

3．監視カメラ流出と供給停止リスクの

つながり 

本研究で整理したリスクの流れから分

かったのは、監視カメラ映像の流出がそ

れだけで直ちに大きな被害を生むという

よりも、段階を経て供給停止につながる

可能性があるという点である。つまり、

流出は単独の出来事ではなく、その後の

事態を引き起こす出発点になり得る。 

第一段階は、不正アクセスの発生であ

る。初期パスワードが変更されていな

い、推測しやすい認証情報が使われてい

る、ネットワークが十分に分けられてい

ないといった基本的な管理の不備が侵入

口となる。この段階では、まだ大きな被

害が表面化していないことも多い。 

第二段階では、攻撃者が監視カメラの

映像データを取得し、工場内部の状況を

把握する。ここで得られる情報には、製

造ラインの配置、原材料の保管場所、重

要管理点（CCP）の位置、警備体制の死

角、従業員の動き方などが含まれる可能

性がある。これらは、物理的な侵入や妨

害を計画する際の基礎情報になり得る。 

第三段階では、取得された情報をもと

に、実際の物理的妨害や意図的な侵入が

試みられる可能性が出てくる。必ずしも

すぐに攻撃が行われるとは限らないが、

成功の可能性は高まると考えられる。特

に、警備体制の弱点が明らかになってい

る場合には、抑止効果が弱まるおそれが

ある。 

第四段階では、製造ラインの停止や操

業停止が発生する可能性が確認された。

たとえ実際に異物混入や設備破壊が起き

なくても、脅威の存在が明らかになった

場合や風評が広がった場合には、自主的

に操業を停止する判断が取られることも

ある。食品産業では信頼が非常に重要で

あるため、少しでも疑いが生じれば出荷

停止措置が選択される可能性が高い。 

最終段階では、その影響がサプライチ

ェーン全体へと拡大する。セントラルキ

ッチン型の施設では、一つの拠点が多数

の施設に供給していることが多いため、

学校給食、医療機関、外食チェーンなど

に広い範囲で影響が及ぶ。供給の遅れや

代替調達の難しさは、地域社会の機能に

も直接的な影響を与える可能性がある。 

この連鎖の重要な点は、監視カメラ映

像の流出そのものが直ちに供給停止を引

き起こすわけではないということであ

る。しかし、それが供給停止リスクの前

段階として位置づけられることで、問題

の見え方は大きく変わる。これまで「情

報漏えい問題」として比較的限定的に扱

われてきた事象が、実際にはサイバーと

物理が結びついた複合的なリスクの出発

点となる可能性が確認された。 

もしこうした弱点から監視カメラの映

像が外部に流出した場合、その問題は単

なる個人情報の流出では終わらない可能

性がある。工場内の映像には、 

・製造ラインの配置 

・原材料の保管場所 

・重要管理点（CCP）の位置 

・警備の死角 
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・従業員の動き方 

・出入口の施錠の様子 

など、食品防御にとってとても重要な

情報が映っている。これらの情報が第三

者に知られてしまえば、工場に侵入した

り、わざと妨害をしたりする際に役立つ

情報となってしまう。つまり、守るため

に設置した監視カメラが流出してしまえ

ば「攻撃を支援する情報資産」になって

しまうなど、矛盾した状況が起こり得

る。 

さらに、監視映像が SNS やインターネ

ット上に拡散した場合、企業の信用は大

きく傷つく可能性がある。取引先からの

信頼を失い、出荷が止まり、行政からの

指導を受け、消費者の不安が拡大するこ

とも考えられる。特にセントラルキッチ

ンや大規模な製造拠点では、一つの工場

が停止すると、多くの学校給食、医療機

関、外食チェーン等の食品供給体制に影

響が生じる。風評と実際の操業停止が重

なれば、供給そのものが止まってしまう

可能性もある。これは企業だけの問題で

はなく、地域社会全体に関わる問題であ

る。 

したがって、監視カメラの流出は軽い

セキュリティ事案として扱うべきではな

く、食品供給の安定性に影響し得る潜在

的な危機として評価する必要がある。こ

のような認識の変化が、統合的な食品防

御の考え方を進めるための重要な一歩に

なると考えられる。 

実際に、2025 年にはアサヒグループホ

ールディングスがランサムウェア攻撃を

受け、受注や出荷のシステムが止まり、

出荷業務及び供給体制に混乱が生じた。

また 2021 年には JBS が攻撃を受け、複数

の工場が操業停止に追い込まれた。これ

らは主に基幹システムへの攻撃であった

が、もし事前に工場内部の映像や情報が

漏れていれば、サイバー攻撃と物理的な

妨害が組み合わさる可能性もあったと考

えられる。今後は、ネット上の攻撃と現

場での妨害が同時に起こるような事態も

現実的になっていくと予想される。 

 

4．現場で見えてきた弱点と運用の課題 

ヒアリングや事例分析を通して感じた

のは、食品工場におけるサイバーリスク

の多くが、必ずしも高度な技術不足によ

るものではなく、日々の運用の積み重ね

に関わる問題である。監視カメラの導入

時には、仮パスワードの設定や基本的な

セキュリティ対策が行われていることが

多い。しかし、その後の運用の中で、パ

スワードが変更されないまま使われ続け

たり、アクセス権限の見直しが行われな

かったり、ログの確認が習慣化していな

かったりする状況が見られた。 

このように、最初は整えられていた対

策が、時間の経過とともに形だけになっ

てしまう構造があると感じられた。特に

監視カメラは、防犯設備として導入され

ることが多いため、情報セキュリティの

枠組みの中で継続的に管理されない場合

が存在する。設備管理部門と情報システ

ム部門の連携が十分でない場合には、ネ

ットワーク機器としてのリスク評価が後

回しになり、ソフトウェアの更新や脆弱

性への対応が遅れる可能性が指摘され

る。 

また、サポートが終了した機器がその
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まま使われ続けている例も確認された。

これはすぐに問題が起こるわけではない

が、長い目で見るとリスクが積み重なっ

ていく可能性がある。現場では「今は問

題が起きていないから大丈夫」等の感覚

が働きやすいが、その状態が続くこと自

体が弱点になることもあると考えられ

る。 

さらに、侵入検知システムの導入やネ

ットワークを分けるといった高度な対策

は、技術的には可能であっても、最終的

な判断は事業者に委ねられている。特に

中小規模の事業者では、専門人材の不足

やコスト面の負担が大きく、最低限の対

策にとどまる場合も多い。その結果、ガ

イドラインで示されている対策が「理

想」として理解されるにとどまり、実際

の運用に十分に反映されないこともあ

る。 

こうした状況から、本研究では食品防

御の課題は単に技術の問題ではなく、組

織としてどのように管理し続けるか等の

運用の問題でもあると考えた。新しい機

器を導入することよりも、それをどう使

い続け、どう見直し、誰が責任を持つの

かを明確にすることの方が重要な場合も

ある。 

特に、監視カメラを含む IoT 機器を食

品防御の重要な資産として明確に位置づ

け、組織の中で管理責任をはっきりさせ

ることが必要であると感じた。責任があ

いまいなままでは、問題が起きたときに

「どこが対応すべきか」が分からず、対

策が後手に回る可能性が存在する。 

運用体制を強化するためには、①誰が

最終的に責任を持つのかを明確にするこ

と、②定期的に見直しや点検を行う仕組

みをつくること、③従業員への教育や訓

練を継続すること、④事業継続計画

（BCP）と結びつけて考えること、など

が重要になると考えられる。 

監視カメラの流出を単なる情報漏えい

として扱うのではなく、供給停止につな

がる可能性のある出来事として認識する

ことが、組織全体の意識を変えるきっか

けになるのではないかと思われる。 

このように、実務上の弱点は高度な技

術を導入するだけで解決するものではな

く、日々の運用と組織全体の考え方の見

直しによって、はじめて改善されていく

ものだと考えられる。 

 

5．経済安全保障とのつながり 

食品の安定供給は、日常生活を支える

基本的な条件であり、その意味で経済安

全保障とも深く関わっている。近年で

は、サプライチェーンの強化や重要物資

の安定供給が政策課題として取り上げら

れているが、サイバー攻撃によって供給

が止まる可能性についても、同じように

考える必要があるのではないかと示唆さ

れる。 

食品工場のスマート化や集約化は、生

産効率を高めるという点で大きな利点が

ある。しかしその一方で、生産拠点が集

まることで、ひとつの工場が止まった場

合の影響が大きくなるという側面もあ

る。セントラルキッチン型の施設では、

一つの拠点が多数の学校や医療機関、外

食チェーンなどに供給していることも少

なくない。そのため、操業停止が起きた

場合、企業内部の問題にとどまらず、地
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域社会全体に影響が及ぶ可能性がある。 

監視カメラの映像が流出し、攻撃の準

備情報として利用された場合、被害は単

なる情報漏えいでは終わらない可能性が

ある。操業停止や出荷停止が起きれば、

学校給食が提供できなくなる、医療機関

への食事供給が滞るといった事態も想定

される。このような影響は、特に子ども

や高齢者など、支援を必要とする人々に

直接的に及ぶ可能性があるため、その社

会的な影響は小さくない。 

また、サイバー攻撃は国境を越えて実

行されることが多く、個別企業だけで対

応するには限界がある。監視カメラや

IoT 機器の弱点は、一つの企業の問題と

いうよりも、社会全体の仕組みに関わる

課題とも言える。供給停止が広がれば、

消費者の不安や価格の変動、流通の混乱

など、経済全体にも波及する可能性が存

在する。 

こうした点を考えると、食品防御は企

業の内部管理の問題にとどまらず、より

広い政策的視点ともつながっていると考

えられる。監視カメラ映像データ流出の

ように一見限定的に見える出来事も、サ

イバーと物理が結びついた複合的なリス

クの前段階として捉えることで、その重

要性がよりはっきりする。 

食品防御を見直すことは、単に技術を

強化することではなく、社会全体の安定

性をどう守るかという問いにもつながっ

ている。経済安全保障という視点と結び

つけて考えることによって、食品供給の

レジリエンスを高めるための議論がより

具体的になるのではないかと考えられ

る。 

E．結論 

本研究では、食品工場における監視カ

メラ映像の流出という事象を手がかり

に、サイバーリスクが食品防御にどのよ

うな影響を与え得るのかを検討した。制

度分析、海外事例の整理、ヒアリング調

査、リスク連鎖の検討を通して、監視カ

メラ流出は単なる情報漏えいにとどまら

ず、供給停止につながる可能性を持つ前

段階の出来事として位置づけられること

が明らかとなった。 

従来の食品防御は、物理的な侵入や意

図的な混入を防ぐことを中心に構築され

てきた。しかし、食品工場がネットワー

クと密接につながる現在では、情報の流

出が物理的な脅威へと結びつく可能性が

ある。監視カメラはその象徴的な例であ

り、本来は守るための設備であるにもか

かわらず、管理が不十分な場合には工場

内部の情報を外部に伝えてしまう可能性

が指摘される。この点は、食品防御の考

え方を見直す必要性を示している。 

制度比較の結果からは、海外では食品

防御とサイバーセキュリティを統合的に

扱う傾向が見られる一方、日本では両者

が分かれて整理されている側面があるこ

とが分かった。特に、監視カメラのよう

に物理設備でありながら情報資産でもあ

るものについて、責任の所在があいまい

になりやすい構造が存在している可能性

が示唆された。 

また、リスク連鎖の整理からは、監視

カメラ映像データ流出が直ちに供給停止

を引き起こすわけではないものの、不正

アクセス、情報取得、物理的妨害、操業

停止、そしてサプライチェーンへの波及
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という流れの中で、重要な出発点になり

得ることが確認された。とくにセントラ

ルキッチン型施設では、その影響が広範

囲に及ぶ可能性がある。 

さらに、ヒアリング結果からは、技術

そのものよりも、日常的な運用や部門間

の連携、責任の明確化といった組織的な

課題が大きいことが分かった。食品防御

は単なる技術対策ではなく、組織全体で

どのようにリスクを管理するかという問

題でもある。 

以上のことから、本研究は、食品防御

を物理的対策に限定せず、サイバー領域

を含めた統合的な視点で再構築する必要

性を示した。監視カメラ映像流出という

一見限定的な問題も、食品供給の安定性

というより大きな課題と結びついている

可能性が指摘される。 

今後は、情報資産の明確な位置づけ、

責任体制の整理、制度面での統合的な枠

組みの検討などが求められる。本研究は

その基礎的な整理を行った段階にとどま

るが、食品防御の新しい方向性を考える

ための一つの視点を提示できたのではな

いかと考えられる。 

 

F．健康危機情報 
なし 
 

G．研究発表 
１. 論文発表 
長田瑞花,  多川優也 ,  田崎ひなた,  藤内
琉成 ,  今村知明,  加藤礼識．飲食店にお
ける食品防御対策の新たな課題「ロボッ
ト配膳システム」における食品防御対策
の検討．食品衛生研究  (Food Sanitation 

Research),76 巻  1 号, 9-19 , 2026 年 01
月． 
 
２. 学会発表 
長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防
御上の新たな問題（ロボット配膳システ
ム）その①～販売代理店への聞き取り調
査．第 121 回日本食品衛生学会・学術講
演会．2025 年 10 月．東京. 
 
長田瑞花、加藤礼識、多川優也．食品防
御上の新たな問題（ロボット配膳システ
ム）その②～飲食店への聞き取り～．第
121 回日本食品衛生学会・学術講演会．
2025 年 10 月．東京. 
 
加藤礼識、長田瑞花、多川優也．飲食物
販売が多様化する中で食品防御対策はど
のように変化したのか～大規模食品工場
から小規模飲食店での対策への変化．第
121 回日本食品衛生学会・学術講演会．
2025 年 10 月．東京. 
 
加藤礼識、長田瑞花、多川優也．小規模
な飲食店舗における食品防御対策 「バイ
トテロ」・「客テロ」をどう防ぐべきなの
か？．第 121 回日本食品衛生学会・学術
講演会．2025 年 10 月．東京. 
 
加藤礼識、長田瑞花、多川優也、平子ほ
ほみ、神奈川芳行、今村知明．多様化し
た飲食物販売における食品防御対策～こ
れまでの食品防御対策の流れ～．第 84
回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 
静岡．  
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平子ほほみ、多川優也、長田瑞花、加藤
礼識、高畑能久、神奈川芳行、今村知
明．ロボット配膳システムにおける食品
防御対策 飲食店への聞き取り調査．第
84 回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10
月. 静岡． 
 
長田瑞花、加藤礼識、多川優也、平子ほ
ほみ、神奈川芳行、今村知明．ロボット
配膳システムにおける食品防御対策 販
売代理店への聞き取り調査．第 84 回日
本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 静
岡． 
 
神奈川芳行、赤羽学、高畑能久、加藤礼
識、入江芙美、山口健太郎、今村知明．
大規模イベントでの食品防御対策と食品
防御対策ガイドライン英訳の意義．第 84
回日本公衆衛生学会総会．2025 年 10 月. 
静岡． 
  
H．知的財産権の出願・登録状況 
1.特許所得 

なし 
2.実用新案登録 

なし 
3.その他 

なし 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-16



厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した 

食品防御の推進のための研究」 

分担研究報告書（令和 7年度） 

地方自治体食品衛生行政における食品防御対策の課題検討 

研究分担者 岡部 信彦 （川崎市健康安全研究所） 

協力研究者 赤星 千絵  （川崎市健康安全研究所） 

相原 俊介 (川崎市健康福祉局保健医療政策部生活衛生課) 

浅井 威一郎 (川崎市健康安全研究所) 

三亀 美津穂 (川崎市健康安全研究所) 

Ａ. 研究目的 

食品テロ等の意図的な毒物等混入による食中

毒事件は、食品衛生上の問題による食中毒事件に

比べ発生頻度は非常に少ないが、食の安全・安心

に与える悪影響は大きい。食品防御対策はこれま

で主に国とフードチェーンにおける事業者等の

自主的な取り組みにより進められてきているが、

フードチェーンと地方自治体の保健所等の行政

機関との連携も重要であり、連携して対策を強化

することで事件発生の抑止及び発生後の拡大防

止につながる。 

平成 27-29年度厚生労働科学研究「行政機関

や食品企業における食品防御の具体的な対策

に関する研究」（研究代表者：今村知明）分担

研究「食品への毒物等混入事件時における保健

所や行政機関における円滑な事件処理に向け

ての検討」（研究分担者：高谷幸）において、

行政機関における食品防御対策として、発生後

の対応については各自治体で体制整備が進め

られている一方で、未然防止に係る対応につい

ては、事業者の自主的な取組みを推進するため、

具体的な対応方法をわかりやすく提示してい

くことが必要とされていた。この対策に関する

現状について、令和 3-5年度厚生労働科学研究

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食

品事業者における食品防御の推進のための研

研究要旨

地方自治体食品衛生行政では、市民の食の安全・安心を確保するため食品関係法に基づき行政

機関による指導・監督等が行われている。食品防御対策については、事案発生後（発覚後）の危

害拡大防止や食中毒の原因究明等は既存の規定で対応可能と考えられるが、意図的な異物混入の

防止等、食品防御で必要となる意図的な行為に対しての未然防止策の規定はない。そこで、食品

衛生行政機関が担うべき役割と適度で効果的な対策方法を検討するため、以下の 2種類の実態調

査を行った。 

・他自治体における食品防御対策の状況調査（アンケート調査）

・食品防御に関連する相談の実態調査（苦情相談対応データベースの解析）

実態調査から、有事対応の状況や未然防止対応の状況が推察できた。実態調査結果から推察され

た地方自治体食品衛生行政における状況を踏まえ、食品防御対策につながる対応を取り入れやすい

よう教育訓練の内容について次年度検討する予定である。
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究」（研究代表者：今村知明）分担研究「新興

感染症流行時における地方自治体の食品防御

対策の検討」（以下、先行研究）において実態

調査を行った結果、未然防止の食品防御対策に

関しては所管が不明瞭な自治体が多いと考え

られ、そのような中でも食品衛生監視員は、食

品事業者等からの食品防御対策に関する相談

に対応することがあることがわかった。そのた

め、食品事業者等の身近な相談窓口として食品

衛生行政機関が担うべき役割が明確化され、食

品衛生監視員の知識向上を図る必要があると

思われた。そこで、本研究では先行研究を踏ま

え、食品衛生行政機関の食品防御対策への関わ

り方をさらに具体的に検討し、担うべき役割を

検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究における検討のため、研究協力者間の対

面での打ち合わせを 3 回及びメール会議を随時

実施し、昨年度に引き続き以下の 2点を実施した。 

１．実態調査 

(調査 1) 他自治体における食品防御対策の状況

調査 

以下のアンケート調査を実施した。 

・対象：関東甲信越静ブロックに属する各都

県市・特別区の食品衛生主管課 

・実施時期：2025年 11月 

・方法：対象にメールで案内を送付し、設問

内容（別添 1）に回答を記載するか、同様の

設問内容について LoGoフォームに回答を入

力するよう依頼した。 

・結果還元：対象に集計結果をメールで送付

した。 

(調査 2) 食品防御に関連する相談の実態調査 

保健所の食品衛生監視員が受けた相談のう

ち、事業者からの対策相談や食品への意図的

な混入事例相談の割合を調べるため、2020 年

～2024 年に川崎市の保健情報システムに記録

された苦情相談対応のデータベースを解析し

た。 

２．教育訓練や食品防御対策の内容検討 

昨年度確認した以下の検討スタンスを念頭に、

取り入れやすい教育訓練や対策について、今年度

から来年度にかけて具体的に検討する。 

【検討スタンス】食品衛生対策とのバランスや

保健所の状況を踏まえ、食品防御の視点に偏ら

ないように、かつ、防御的案件が懸念される場

合に適切な対応が取れるように、食品衛生対策

の中に食品防御の視点を適度に加えていく。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、倫理面への配慮は不要である。 

 

Ｃ. 研究結果 

１．実態調査 

 (調査 1) 他自治体における食品防御対策の状況

調査 

食品衛生行政における食品防御対策の実態

調査のため、アンケート調査を実施し集計結果

（別添 2）から判明したことを以下に示す。 

・食品防御対策について事務分掌に「含む」と

回答した自治体は 56 自治体中 8 自治体

（14%）であったが、その自治体の公表され

ている事務分掌を調べたところ明文化はさ

れてはいなかったため、含むと解釈している

状況と思われた。また、「その他」と回答し

た自治体のうち 10自治体は”明文化されて

いないが可能な範囲で対応している”状況

であった。以上のことから、56自治体中 18

自治体（32%）の食品衛生所管課は、食品防

御対策についても業務上可能な範囲で対応

していると思われた。 

・イベント開催における予防的な対応として、

1 自治体から食品防御対策について普及啓

発しているとの記載があった。 

・2024年度に事業者等からの相談対応の中で、

食品防御的な視点から助言を行った経験あ

り（「ある」「あると思う」の回答を集計）

の自治体は、56 自治体中 18 自治体（32%）
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であり、事業者等から食品防御対策に関する

相談は約 9割が対応経験なし（「ない」「な

いと思う」の回答を集計）の状況の中、助言

を通して食品防御対策を推進している自治

体があることがわかった。 

・2022～2024 年の意図的な混入による汚染食

品が原因と考えられる食中毒事例の経験に

ついては、2自治体から経験「あり」と回答

があった。うち 1事例は意図的な混入が確認

されていた事例であり、指導内容に苦慮して

いた。もう 1事例は「意図的な混入の不安が

ある相談があり警察の管轄であると説明し

ているが理解を得るのが困難」と苦慮してい

た。 

・2022～2024 年の混入原因が不明な化学物質

による汚染食品が原因と考えられる食中毒

事例の経験については、2自治体が経験「あ

り」と回答があった。1事例は混入経路が不

明で再発防止策の助言に苦慮していた。もう

1 事例では保健所より先に事情聴取してい

た警察と情報共有しており、警察が証拠品を

押収して残品で検査ができなかったこと及

び同様事例の際に地方衛生研究所での検査

対応不可の可能性に苦慮していた。 

(調査 2) 食品防御に関連する相談の実態調査 

川崎市の保健情報システム WEL-MOTHERの苦

情相談対応のデータベースは、川崎市保健所

の食品衛生監視員が苦情相談を受けた際に記

録するために備えられている様式であるが、

記録すべき内容の明確な基準がないため、各

所属の食品衛生担当係長への聞き取り調査に

よると、以下の 2 点の制限がある。①市民・

営業者・後任の職員にとって有益な記録は必

ず残すようにしているが、一般的な質問及び

回答は記録しないことが多い。②一部の食中

毒を疑う案件では、別の様式で記録し、この

データベースに記録していない所属もある。 

本データベースを解析した結果を表 1 に示

す。2020 年～2024 年に 11,689 件の相談内容

が登録されていた。この中から食品防御対策
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に関連する案件を抽出するため、14 のキーワ

ード（「混入」「意図的」「警察」「事件性」

「犯罪」「悪意」「特異」「毒物」「化学物

質」「劇物」「検査」「食品防御」「フード

ディフェンス」「いたずら」）を含む内容の

案件 1,268 件を抽出した（各キーワードの該

当件数は表 2 に示す）。抽出した案件につい

て内容から食品防御的視点のあるものを仕分

けし、69 件の食品防御的視点を含む苦情相談

を得た。69 件の苦情相談を大別すると、意図

的混入が否定できない事案相談が 39 件、未然

防止が関わる相談は 30件であった。 

a. 意図的混入が否定できない事案相談 

意図的混入が否定できない事案相談は、例え

ば異物の混入原因が不明である事例や相談者が

疑っている事例などが含まれる。相談者別、苦

情対象別の年別推移を表 3 に示す。相談件数は

2023年の 16件が最も多く、次いで 2024年の 11

件であった。相談者別では消費者が多く、苦情

対象別では異物が多い傾向にあった。 

b. 未然防止が関わる相談 

未然防止が関わる相談は、相談者又は食品衛

生監視員に未然防止の視点が含まれていると記

載内容から判断した相談であり、年別件数を表

4 に示す。2020-2022 年の各年より 2023、2024

年の各年の件数が増加していた。 

 
相談者の内訳は、営業者（営業予定者を含む）

が 27件、行事主催者が 2件、店舗設計者が 1 件

であり、いずれも相談の主旨は食品防御対策で

はなかったが、保健所からの回答や助言に食品

防御対策を含めていた（保健所からの積極的助

言）ものが 26件、相談時に相談者側において対

策済み（又は対策予定）である説明があったも

のが 4 件であった。各案件に含まれていた対策

内容（表 5 参照）は、営業者の目が行き届かな

い場所の食品等の管理が多かった。 

 

 

２．教育訓練の内容検討 

今年度は本研究での検討内容を活かして、川

崎市健康福祉局生活衛生課が主催の研修会が

開催された。 

・食品防御対策研修会開催概要 

日時：令和 8年 3月 5日（木）15時～17時 

場所：川崎市役所 復元棟２階ホール 

対象者:川崎市内食品関係事業者、食品衛生

監視員（川崎市） 

内容：奈良県立医科大学公衆衛生学講座非常

勤講師 神奈川芳行先生による食品防御対

策に関する講演、事業者からの取組に関する

講演、グループワーク 

 

Ｄ. 考察   

食品衛生行政機関における食品防御対策の現

状を知るため、二種類（調査 1、2）の実態調査

を行った。調査 1は、関東甲信越静ブロックに属

する各都県市・特別区の保健所における食品防御

対策に関わる業務の状況について、アンケート調

査により把握を試みた。調査 2は、川崎市の苦情

相談データベースを用いて食品防御に関する相

談対応の実態の把握を試みた。食品衛生行政機関

における食品防御対策として、有事対応と未然防

止に分けて検討した。 

(1) 有事対応 

調査 1 の結果から、56 自治体の保健所におい

て 3 年間での意図的な混入と把握した食中毒事

例の経験は１事例のみであり、非常にまれである

ことが確認された。また、混入原因不明の化学物

質による食中毒事例の経験を含めても 3 事例と
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少なく、対策の助言等に苦慮していた。また、警

察との連携において、相談者が意図的な混入を疑

っている場合に警察に相談するよう伝えても理

解が得られないという所管不明瞭な事例の対応

に苦慮していた。調査 2の解析結果においても意

図的混入が否定できない事案相談は 5 年間で 39

件が該当し、中には同様に警察に相談するよう助

言していた事例もあり、どの自治体にも一定数あ

る事例と考えられた。調査 1の回答で記載のあっ

た意図的混入事例は監視カメラにより確認され

ていたが、原因不明のままの事例も多いと考えら

れ、その中で重大事案などの早期探知や未然防止

に向けて保健所が可能な範囲でできることを次

年度に検討していきたい。 

(2) 未然防止 

地方自治体における食品防御対策は関係法令

からは所管が不明瞭であったが、調査 1の回答内

容から回答自治体の 32%が業務として可能な範

囲で対応していることが判明した。その対応内容

は、事業者等からの相談対応で助言を通して食品

防御対策を推進しているものが多く、なかにはイ

ベント開催において食品防御対策の普及啓発を

行っている自治体もあった。調査 2の解析結果に

おいても、保健所からの積極的助言を通して食品

防御対策を推進しており、このような推進方法は

取り入れやすいのではないかと考えられた。 

表 4 の結果から、2022 年から未然防止が関わ

る相談の件数が増加していた。これは、先行研究

において川崎市の食品衛生監視員を対象に 2022

年に食品防御に関するアンケート調査を実施し、

また 2024 年 1 月に食品防御に関する研修会を開

催したことが影響して、保健所からの積極的助言

が増えたのではないかと推察された。 

調査 1、調査 2について次年度にさらに解析す

ることで保健所の状況を把握し、負担は少なく、

かつ適度で効果的な対策を検討し、併せて教育訓

練の内容についても検討する予定である。 

 

Ｅ. 結論 

行政機関における食品防御対策として、食品衛

生対策の中に食品防御の視点を適度に加え、食品

衛生監視員の苦情相談対応を通した発生予防対

策を検討する必要がある。また、未然防止の食品

防御対策に関しては所管が不明瞭な自治体が多

いと考えられ、食品事業者等の身近な相談窓口と

して食品衛生行政機関が担うべき役割が明確化

されるべきである。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１. 論文発表 

畠山理沙、佐々木国玄、赤星千絵、小河内麻衣、

駒根綾子、清水英明、渡辺麻衣子、工藤由起子、

岡部信彦：流通食品表面における SARS-CoV-2 汚

染実態調査について．食品衛生学雑誌 66(5): 

106-111, 2025. 

 

２．学会発表  

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 
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【自治体食品衛生担当対象】 

食品防御に関するアンケート 
 
自治体名  
所属  回答者名  

 
回答については、該当の箇所を□で囲み（例：あり）、回答欄に内容を御記入ください。 
貴所属の対応について評価するものではなく実態調査で、自治体名を伏せて集計し、結果報告を

行います。 
 
１ 食品防御対策（フードディフェンス）は、悪意を持った者による意図的な食品の汚染に対す

る対策のことですが、この対策に関することについて貴部署の事務分掌に含まれていますか。 
   含む・含まない・その他 
その他の概要 
 
 

 
２ 昨年度（2024 年度）に、以下について食品衛生法所管部局で対応したことがありますか。

(3)については、対応がある場合は業務内容も教えてください。 
 (1) 管轄食品事業者等の食品防御対策に関する相談対応 

ある・あると思う・ないと思う・ない・その他 
その他欄 
 
 

 
 (2) イベントにおける飲食提供の際の主催者や出店事業者の食品防御対策に関する相談対応 

ある・あると思う・ないと思う・ない・その他 
その他欄 
 
 

   

別添１：アンケート設問
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 (3) 自治体主催（又は関連）の大規模イベントにおける食品防御対策につながる予防的な対応

（対策強化の案内や依頼、監視の実施、対策に対する補助等で、衛生対策の中に盛り込まれ

ている場合を含む） 
   ある・あると思う・ないと思う・ない・その他 

（ある場合）担当課が実施した業務内容：  
回答欄 
 
 
 

 
３ 昨年度（2024 年度）に、食品衛生法所管部局において管轄食品事業者等や市民からの相談

対応の中で、食品防御的な視点から助言を行ったことはありますか。 
   ある・あると思う・ないと思う・ない・その他 

（ある場合）助言の例：  
回答欄 
（例）例えば防災用備蓄食品の保管場所の相談について、部外者にいたずらされないよう施錠

できる場所で保管した方が良い等の食品防御的な観点からの助言をしたことがある。 
 
 

 
４ ２、３に関して、相談を受けた際に案内するホームページや資料はありますか。 
 (1) ホームページ： ある ・ ない 
（ある場合）URL を記載ください。 
回答欄 
 
 
 

 
 (2) 資料等： ある ・ ない 
（ある場合）差し支えなければ提供をお願いしたく、実施概要に記載の担当宛てに添付して送っ

ていただくか、返送用の封筒を送りますので、資料の大きさと郵送先を以下に記載してください。 
回答欄 
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５ 2022~2024 年の 3 年間で、意図的な混入による汚染食品が原因と考えられる食中毒事例（有

症苦情含む）について（警察との連携も含め）対応したことがありますか。 
   ある ・ ない 
（ある場合）対応などの概要：  
回答欄 
 
 
 

 
６ 2022~2024 年の 3 年間で、化学物質による汚染食品が原因と考えられ、かつ混入原因が不

明だった食中毒事例（有症苦情含む）はありましたか。(５で回答いただいた事例を除く) 
ある ・ ない 

（ある場合）概要と件数：  
回答欄 
（例）飲食店で有症苦情があり、店が提供する水のボトルから洗浄剤成分が検出されたが、混

入原因は不明だった例が１件あった。警察にも情報提供を行った。 
 
 

 
 
７ ２、３、５、６のいずれかで「ある」の場合、その際に困ったことはありましたか。 
回答欄 
 
 
 

 
 
８ 食品防御対策に関する食品衛生監視員の対応について、国（厚生労働省又は農林水産省）に

御要望があればお書きください。 
回答欄 
 
 
 
 
 

 
 
御協力ありがとうございました。 
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【自治体食品衛生担当対象】 

食品防御に関するアンケートの集計結果 
 
対象：関東甲信越静ブロックに属する各都県市・特別区の食品衛生所管課 
実施：2025 年 11 月 
回答率：95%（56/59 自治体）、 
    都県：10/11、指定都市：8/8、中核市・その他政令市：16/17、特別区：22/23 
 
 
１ 食品防御対策（フードディフェンス）は、悪意を持った者による意図的な食品の汚染に対す

る対策のことですが、この対策に関することについて貴部署の事務分掌に含まれていますか。 

 
以下、その他の内容： 

 

 
 
 
 

「食品防御対策」という直接的な文言はない。 しかしながら、食品による健康被害という点で、気づいた点については助
言を行っているが、積極的に行っているものではない。
明文化されていないが、食品衛生に関することの一部、健康危機管理の異物混入対策として含まれると考える。
事務分掌に明記していないが、事前相談時や申請受理時など必要に応じて事業者に対して助言等を行っている。
食品防御対策について直接の事務分掌には含まれていないが、これに関連する事故が発生した場合の衛生上の危害
防止や被害拡大防止については、通常業務の一環として対応する。
発生時対応については含まれている。
内容により判断する。
食品衛生の観点から対応は行いますが、必要に応じて関係機関と連携することを想定しております。
食品を介して被害が発生することから、一概に当職が関与しないとは言い切れないが、基本的に悪意を持った意図的な
混入の場合は、警察が所管する案件（刑事事件案件）であると解する。
当課の所掌事務は「食品衛生に関すること」となっており、食品防御対策については具体的に明文化されていない。
事務分掌には含まれないが、相談があった場合は応じ、事例が発生した場合は悪意があるか否かがわからない時点で
は食品衛生法第６条各項違反（疑い）で保健所が対応することになるが、明らかに悪意があるとなった場合は警察と対
応を協議するものと思料される。
事務分掌上、フードディフェンスについて明記はされていないが、食中毒予防の防止の観点から、事業者に対して食品
の適切な保管方法について、指導することがある。

別添２：アンケート集計結果
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２ 昨年度（2024 年度）に、以下について食品衛生法所管部局で対応したことがありますか。 

  
(1) の対応事例紹介： 

・2025 年度に開催された世界陸上大会やデフリンピック大会などのイベントを運営する

部署の担当者に対して、大会における飲食物提供時の助言の際に食品衛生のほか、食品

防御対策についても普及啓発した。 
(2) の「あると思う」の補足： 

・相談窓口である各保健所の対応の詳細は不明であるが、(1)のような世界大会規模のイベ

ント開催の際には適宜、管内に出店する食品事業者等からの問い合わせ時に普及啓発し

ていることが想定される。 
・地域行事に該当する場合、行事における食品提供の取扱指導要領に該当項目あり 

(3) のその他： 
・当課では実施していないが、イベント主催課が実施している対応は把握していない。 
・自治体による大規模イベントではないですが、一般的な縁日祭礼に関する配布リーフレ

ット（「行事における食品の提供について」）の中に、「毒物・異物混入の防止対策」とし

て「調理の作業場所や食品の保管場所を離れる際には、必ず関係者を残すようにするこ

と。」「容器包装に入れられた食品は、仕入れ時と販売時に容器包装に異常がないか確認

すること。」という文言を入れております。 
(3) の「あると思う」の補足： 

・自治体主催の行事に該当する場合、行事における食品提供の取扱指導要領に該当項目あ

り 
・相談窓口である各保健所の対応の詳細は不明であるが、大規模イベント開催の際には自

治体等のイベント主催者等からの問い合わせ時に衛生対策とは別に普及啓発している

ことが想定される。 
(3) の「ある」の業務内容： 

・出店者向けの講習会やイベント当日の監視の実施 
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３ 昨年度（2024 年度）に、食品衛生法所管部局において管轄食品事業者等や市民からの相談

対応の中で、食品防御的な視点から助言を行ったことはありますか。 

   
 
 以下、助言内容： 

 
   
 
 
 
 
 

・シェアキッチンの施設では、複数の営業者が同じ冷蔵庫を使用するため、次の営業者が施設を使用する時は、原則食材も撤去することに
なっている。しかし、食材を撤去しない事例があったため、冷蔵庫内の保管場所に施錠するよう助言した。
・許可調査に行った時に、屋外に食品保管用の冷凍冷蔵庫が置かれており、部外者が開けられないよう施錠等の措置をした方がよいと助
言した。

・通常監視時に屋外で設置した冷蔵庫等について、いたずら防止に鍵を掛けるように指導している。
・セルフサービスの水、ドリンクバー、サラダバー等の設置場所をスタッフから死角にならない場所にすること。
・テーブル調味料は補充するだけでなく、監視・管理を行うこと。
・消毒液や洗剤等は、客から見え、容易に持ち出すことができない場所に保管すること。
・厨房からの死角に、未開封の食品保管棚があったため、客がいたずらできないような対策（鍵付の戸付き棚にする、区画をつける等）を
行うこと。

 ・客席部分に不特定多数が出入り可能なオープンキッチンの調理場において、そ族昆虫防除の観点と合わせて区画や施錠が望ましい
 ・複合施設内の飲食店について、飲食店閉店後の従業員がいない時間帯にも客席部分に人の出入りが想定されることから、部外者に
いたずらされないようにカウンター部分に窓のはめ込みが可能な一室構造がよい
 ・調理場、製造所内への監視カメラの設置

地域行事における食品提供の相談を受けた際、「行事における食品提供の取扱指導要領」にもとづいた指導内容のひとつとして「いたずら
防止の観点から、食材を保管した場所には関係者が常駐すること」を助言しているケースは少なからずあると思われる。

飲食店において、厨房外にストッカーやショーケースを設置している場合、厨房内に移動するか、施錠して管理するよう助言している。客が
自ら行うドリンクバーや調理機等について、従業員の目が届くよう指導している。

各事業所における対応の詳細は不明であるが、施設基準に反する事業者（例：調理場外に営業用冷蔵庫が置かれており、施錠もされて
いないなど）を発見した際には食品衛生法に基づく指導のほかに食品防御の視点からも注意喚起し改善させることはある。

大規模なイベントにキッチンカーが出店し、使用する食材が車内に納まりきらず、主催者が用意した出店者が共同で使える冷凍冷蔵庫に
保管していた。出店場所から離れた場所に設置していたため、施錠するよう助言したことがある。

屋外でのイベントにおいて、従事者の目の届く範囲に食品を保管するよう助言した。

薬品庫には施錠し管理者以外の持ち出しを禁止するような措置をとる、施設の外に冷蔵庫等がある場合は施錠するよう助言したことがあ
る。

厨房外（客席）にある食品庫の施錠について助言

食品の保管場所が屋外の場合、部外者にいたずらされないよう施錠する等の助言をしたことがある。

食品事業者に対し、施設外に食品保管設備を設置する場合は、施錠するように指導している。

飲食店で裏口を出た屋外の誰でも立ち入れそうな所に冷蔵冷凍庫がある場合は、部外者にいたずらをされないように鍵をかけた方がよい
という助言をしています。

屋外の冷蔵庫等に食品を保管している場合、部外者にいたずらされないよう施錠できる場所で保管した方が良い等の食品防御的な観点
からの助言をしたことがある。
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４ ２、３に関して、相談を受けた際に案内するホームページや資料はありますか。 
 ・自治体独自ホームページ 

https://www.hokeniryo1.metro.tokyo.lg.jp/shokuhin/bougyo.html 
・自治体独自ホームページ（※地域行事における食品提供に関する相談のみ。） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-
fukushi/kenkoiryo/shoku/yokohamaWEB/gyomu/tetuduki/gyouji.html 

・農林水産省パンフレット「食品製造事業者、外食事業者の皆さまへ 取り組みましょう  
 食品防御」 
・国や東京都のホームページ 

 
５ 2022~2024 年の 3 年間で、意図的な混入による汚染食品が原因と考えられる食中毒事例（有

症苦情含む）について（警察との連携も含め）対応したことがありますか。 
   あり：２例、以下概要。 

(1) 飲食店において、客席に置かれたピッチャーの水を飲んだところ、体調不良（悪心等）と

なる有症苦情があった。監視カメラの確認により、先客が飲み残したアルコール飲料をピ

ッチャーに入れていたことがわかった。店には、従業員が客席の飲食物に目が届くように

し、見回るよう指導した。 
 
困った点：対象が水で、厨房外でサービスで提供しているものであり、管理強化の方法な

どの指導内容に苦慮した。 
 

(2) 実際に意図的な混入があったかどうかは不明ですが、本人申立てで飲食店で異物や薬剤を

意図的に混入されているのではないか、との相談はあります。食品の衛生的な取扱いにつ

いてのみ当該施設に立ち入り状況を確認することもありますが、原則的には異物の意図的

な混入については、警察の管轄である旨説明しています。 
 

困った点：薬物等であれば事件であるため警察の管轄である旨説明するが、他に相談した

際に保健所に伝える様に言われたとして、なかなか理解が得られない。 
 
 

６ 2022~2024 年の 3 年間で、化学物質による汚染食品が原因と考えられ、かつ混入原因が不

明だった食中毒事例（有症苦情含む）はありましたか。(５で回答いただいた事例を除く) 
あり：２例、以下概要。 

(1) 学童クラブで提供する麦茶に洗剤が混入した事例があったが、混入経路が不明であった例

が１件あった。 
 

困った点：当時の状況を聞くが、原因を特定できず再発防止策に関する助言に苦慮した。 
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(2) 社会福祉施設で発生した「塩素系消毒剤が混入（疑い）したほうじ茶」による有症苦情に

おいて、保健所より先に事情聴取等していた警察と情報共有した事例が１件あった。 
 

困った点： 
・社会福祉施設が残品を廃棄しており、先に通報を受けた警察がその他証拠品を押収して

いたため、地方衛生研究所で検査することができなかったこと 
・地方衛生研究所では、検査できる項目に限りがあり、化学物質を特定するための検査手

法は整えていないこと（混入された化学物質をある程度推定できない状況では、地方衛生

研究所で対応することができない可能性があること） 
 
８ 食品防御対策に関する食品衛生監視員の対応について、国（厚生労働省又は農林水産省）に

御要望があればお書きください。 
  

 

・悪意を持って意図的になされる行為に対する食品防御対策について、その予防は事業者責任において自主管理されるものであり、発生後の対応は警察案件と考
える。食品衛生監視員には知識も経験もなく、現時点で対応することは困難と考える。
・事業者から相談があった場合に、食品防御対策が案内ができるような、ウェブサイトを作成し、教育素材や、リーフレット、事業者向けの動画、チェックリス
ト等があれば、御供与願いたい。

・食品防御対策について、食品衛生行政における明確な役割を国に示して欲しい。
・2022年以前に、事業者より何者かにより商品を偽物にすり替えられた事例があるという事例を聞いたことがある。その事業者は警察に対応を依頼し対処したと
聞いているが、食品による事故が発生した場合などの警察との連携等、マニュアル等の整備や、連携フロー、研修などがあるとよい。
・発生した際は、警察案件である。食品防御対策については気づいた点については助言程度で行っているが、正式に保健所の業務として扱われるのはいかがなも
のかと思う。事業者へのパンフレット配布程度であれば可能と考える。

実際の事例をもとに対応指針などを示してもらえるとありがたいです。
監視員の対応ではなく、事業者に対する依頼になるが、飲食店等食品取扱事業者のフードディフェンスに対する考えが非常に乏しいと感じている。各店舗が個別
に閉鎖空間にできない厨房となっているフードコート型店舗において、フードディフェンスの観点から冷蔵庫等に鍵の設置等を提案しても、必要性が全く響かな
い（対策を講じない）。また、路面店でも営業前に路上に食材が放置されている（店員不在時に納品されたものと思われる）店舗も少なくない。食品衛生責任者
養成講習会における必須履修科目にするなど、飲食店等食品等取扱事業者に対し、フードディフェンスの啓発、意識向上を図ってほしい。

基本的に警察の所管と思われるが、今後食品防御対策を国として積極的に進めるのであれば、まずは所管を明確にしたうえで、自治体向けの対応指針等を整備す
る必要があると思われる。また、故意によるに食品危害事案発生時の対応については、自治体向けの対応マニュアル等があれば事例発生時には有効であると思わ
れる。
故意に混入された可能性がある場合は警察事案となることから、再発防止に向けた原因の究明に当たっては警察との連携が必要となるため、国として警察との調
整を図ってもらいたい。
上記４(2)にて農林水産省より提供いただいて使用しているパンフレットの内容が以前は農林水産省のHPに掲載されていたが、現在、パンフレットとしては閲覧
することができなくなっており、各事業所において紙のパンフレットがなくなった場合にご案内ができない。農林水産省に問い合わせたところ担当部署が変更さ
れたとのことであるが、部署名・問い合わせ先を変更のうえ再度HP掲載を希望する。

食品衛生法第28条③で食品衛生監視員の職務において「第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。」と明記されてい
るため、食品防御（food defense）の定義が「悪意からの毒物等による食品汚染を防ぐこと」であるなら、原則的に我々自治体の食品衛生監視員では食品防御対
策は対応できません（改めての確認です。法改正は望みません）。
ただし、これまでの経緯（清涼飲料水等への薬物混入・冷凍食品への農薬の混入事件、伊勢志摩サミット・東京オリンピック 等）を考えると、食品防御が重要
であることは重々承知しております。当自治体での講習会や監視等の際には、食品衛生の考え方と合わせて状況に応じて食品防御に関する説明・対応のお願いを
したことはあります。

ガイドラインの作成

不特定多数を殺傷等しようとして、食品等に有害物質を混入し発生する健康被害について、事後の事件捜査は傷害事件として警察の対応となることはゆるぎない
が、事業者自身が食品防御対策をしっかり構築すること及び警察との連携を視野に入れた国による法令及び実施体制の整備等の対策を望む。
本件に関する対応について、統一的な見解を示していただけるとありがたいです。

各企業においては場内へのカメラ設置等抑止力を整えつつあるが、その総てを防止するには困難な状況である。実際に発生した場合は威力業務妨害、傷害等の刑
法犯が成立すると思料され、この場合は食品防御対策について食品衛生監視員だけでは対応困難となる。警察庁等とも連携が取れるような仕組みを予め構築願い
たい。

過去にあった意図的に食品が汚染された事例やその対応策などがあれば知りたい。また、どういった点から意図的に食品が汚染されたと判断したのかが知りた
い。

「食べ残しの持ち帰りガイドライン」と同様、必要に応じて食品衛生部局が取り組むべき方向性を示していただきたい。
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した 

食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和 7 年度） 

海外における食品防御政策、規格等の動向調査 

研究代表者 今村 知明（公立大学法人奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 教授） 

Ａ. 研究目的 

令和 7 年度における海外での食品防御政

策に関わる最新情報の把握を通じて、我が

国におけるフードディフェンス対策の検討

を行っていくうえでの基礎的資料とするこ

とを目的とする。

Ｂ．研究方法

米国 FDA（Food and Drug Administration）
が施行・管理する FSMA 法 1に関する更新事

項のうち、特にフードディフェンスおよび

フードフラウドに関連する内容について、

その最新の動向を整理した。あわせて、コー

デックス委員会（Codex Alimentarius Commis-
sion）総会および CCFICS（食品輸出入検査・

認証制度部会）におけるフードディフェン

スに関する検討議題と、その進捗状況につ

1 FDA, FSMA Rules,2024.2.5 

https://www.fda.gov/food/guidance-regulation-food-and-

いて整理した。

さらに、英国 BSI を中心として進められ

ている PAS96（第 5 版）の改訂作業につい

ては、開発担当者への聞き取り調査を実施

し、その進捗状況を整理した。

（倫理面への配慮）

本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、倫理面への配慮は不要である。

Ｃ. 研究結果 

1. FDA による輸入冷凍シーフードの EMA

（short-weighting）調査の動向

FDA は、輸入冷凍シーフードにおける正味

重量の不正表示、即ち short-weighting（短量）

に関する調査結果を 2025 年 9 月 2 日付で公表

die-tary-supplements/food-safety-modernization-act-fsma 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

研究要旨

本調査は、海外における食品防御政策および食品不正（Food Fraud）対策の動向を把握し、

我が国の食品防御対策の基礎資料とすることを目的として実施した。米国 FDA では、輸入冷凍

シーフードの short-weighting（短量）が経済的動機による不正（EMA）および食品不正として扱わ

れ、輸入拒否等の規制措置の対象となっていることを確認した。また、査察において食品不正が

確認事項として位置付けられていることを整理した。FSMA の意図的混入（IA）規則については

大きな改正はなく、運用が継続されている。CODEX/CCFICS では食品偽装ガイドラインが Step5

到達後も検討継続中である。PAS96 改訂はドラフト公開およびコンサルテーションが実施された

が、最終版は未公表であった。以上より、食品防御および食品不正に関する国際動向は、各制

度において運用継続または検討段階にあり、規制運用の実務化と国際基準整備が進展している

状況が確認された。 
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した 。FDA の「Constituent Update」では、同

庁が 4 か国から輸入された小売包装済み冷凍

シーフード製品 28 検体を収集し、製品ラベル

上の正味重量表示への適合性を調査したこと、

その結果として 10 検体（36%）が違反であり、

短量の程度は 2.3%から 9.9%であったこと、さ

らに違反検体に係るすべての貨物は米国への

輸入を拒否されたことが記載されている。

同日付で公表された詳細ページでは、本調査

が FDA の経済的動機による不正（Economically 

Motivated Adulteration：EMA）に対処する継続

的取組の一環として、2022 年から 2024 年にか

けて輸入冷凍の生および加熱済みシーフード

製品を収集・試験したものであることが示され

ている。また、short-weighting（短量）とは、包

装に表示された正味重量より少ない量の製品

が販売されることであり、その一因として、水

グレーズ又は氷の許容されない重量が正味重

量に含まれていることが説明されている 2。 

さらに、当該ページでは、氷衣（glaze）は冷

凍シーフード製品を冷凍焼け（freezer burn）か

ら保護する目的で一般的に用いられるものの、

その重量を含めて正味重量を過大表示するこ

とは認められていないこと、及びこのような行

為は食品不正（Food Fraud）の一種であり、消

費者に対して重量に基づく製品価値について

誤解を与えるものであることが記載されてい

る。

調査対象の内訳については、28 検体の内訳

2 FDA: Sample Collection and Analysis of Imported Fro-

zen Seafood for Economically Motivated Adulteration: 

Year 2022-24 

URL:https://www.fda.gov/food/economically-motivated-

adulteration-food-fraud/sample-collection-and-analysis-im-

ported-frozen-seafood-economically-motivated-adultera-

tion-year-2022 最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

がエビ 25、イカ 2、ティラピア 1 であり、対象

製品が 4 か国の 12 社由来であったこと、さら

に各検体は同一製造ロットの包装済み冷凍シ

ーフード 48 ユニットで構成されていたことが

示されている 3。 

また、FDA の「Constituent Update」及び詳細

ページでは、氷衣を含めて内容量を過大表示す

る行為が、食品のかさ（見かけ量）又は重量を

増やすために物質を加えるEMAの一形態であ

ることが明示されている。 さらに、氷衣重量

を含めた過大表示は食品不正の一種としても

位置付けられている。これにより、 short-

weighting（短量）は表示不適合にとどまらず、

経済的利益を目的とする不正行為として、

EMA および食品不正の枠組みで扱われている

ことが示されている。

行政措置との関係では、違反貨物は輸入拒否

（refused entry）の対象となることが示されて

おり、さらに違反検体は規制措置（regulatory ac-

tions）の対象となり、適切な場合には刑事調査

（criminal investigations）の検討対象となるこ

とが記載されている。また、FDA は輸入製品に

関連する EMA を検出し対処するため、国際的

な当局間連携を行っていることも示されてい

る。

なお、Import Alert 99-47 については、FDA 関

連公式サイトにおいて、EMA に関連する輸入

監視措置として位置付けられている 4。 

以上より、2025 年 9 月 2 日に公表された一

3 FDA companion data table: Sample # Firm Country of 

Frozen Product % Short Weight 

URL: https://www.fda.gov/media/188499/download

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

4 FDA Access Data search result for Import Alert 99-47

URL: 
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連の FDA 情報は、輸入冷凍シーフード分野に

おいて、氷衣を利用した short-weighting（短量）

がEMAおよび食品不正として継続的に問題視

されており、FDA がこれをサンプリング調査、

輸入拒否、規制措置の対象として監視している

ことを示すものである。 

2. CPGM 7303.842 における食品不正（Food 

Fraud）対応指示の明確化 

FDA の「Compliance Program Guidance Manual

（CPGM）7303.842：Seafood Processor, Products, 

and Importer Inspection Program」は、2025 年 9

月 30 日付で公表されている。本文書は、シー

フード加工業者、製品及び輸入者に対する査

察・検査プログラムを規定するものである。 

当該文書には、「経済的動機による不正又は

食品不正に関する特別指示（Special Instructions 

for Economically Motivated Adulteration or Food 

Fraud）」と題する節が設けられており、査察時

には受入記録（購買記録等）と最終製品ラベル

を比較すること、及び必要に応じて誤表示

（misbranding）に関する事項を FDA Form 483

に記録することが示されている 5。 

また、同文書には、魚種の置換や誤表示とい

った食品不正が、海洋毒素（marine toxins）、

アレルゲン（allergens）、ヒスタミン中毒

（scombrotoxin）等の食品安全上の危害要因と

関連し得ることが示されている。 

さらに、当該プログラムにおいては、食品不

正及び EMA が検査・記録・観察・指摘の対象

https://www.accessdata.fda.gov/cms_ia/impor-

talert_1178.html 最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

5 FDA: Food Compliance Program Guidance Manual 

7303.842: Seafood Processor, Products, and Importer In-

spection Program 

URL: https://www.fda.gov/media/71302/download  

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

として位置付けられており、査察の現場におい

て文書照合や表示確認を通じて具体的に取り

扱われることが示されている。 

これらの内容は、2025 年 9 月 2 日に公表さ

れた short-weighting 調査結果と整合しており、

FDA がシーフード分野における食品不正及び

EMA を、調査のみならず、実際の査察・検査

の運用枠組みにおいて取り扱っていることを

示している。 

3. FDA における食品不正（Food Fraud）の定

義整理とシーフード事例との関係 

2025 年 8 月 28 日、FDA は「Economically 

Motivated Adulteration（Food Fraud）」に関する

ページを公表している 6。 

当該ページでは、EMA は、食品中の価値の

ある成分や一部を意図的に除く、取り除く、置

換する、又は食品を高価に見せるために物質を

加える行為として説明されている。また、FDA

はこの種の EMA を食品不正（Food Fraud）と

呼ぶことを明示している。 

同ページでは、食品不正は一般的な EMA の

一形態として位置付けられており、対象は食品

に限らず動物用飼料（animal food）や化粧品

（cosmetics）にも及び得ることが示されている。

さらに、一部のEMAは誤表示違反（misbranding 

violations）に該当する可能性があることも記載

されている。 

具体例として、はちみつ（Honey）、メープ

ルシロップ（Maple Syrup）、シーフード（Seafood）

6 FDA: Economically Motivated Adulteration (Food 

Fraud) 

URL:https://www.fda.gov/food/compliance-enforcement-

food/economically-motivated-adulteration-food-fraud  

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 
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が挙げられており、シーフードでは、高価な魚

種の代わりに安価な魚種を販売する行為や、氷

を加えて重量を増やして見せる行為が示され

ている。また、食品不正は経済的な問題にとど

まらず、添加・置換・除去された物質によって

は重大な健康被害につながる可能性があるこ

とが示されており、香辛料の不正混入

（adulterated spices）による鉛中毒や、アレルゲ

ンの混入による健康影響が例示されている。 

以上の内容と、2025 年 9 月の short-weighting

調査及び CPGM の運用指示をあわせて整理す

ると、FDA は食品不正及び EMA を、定義、具

体例、調査、査察運用の各レベルで一貫して取

り扱っていることが示されている。 

4. FSMA に基づく意図的混入（ Intentional 

Adulteration：IA）規則に関する動向 

2025年時点の FDA の公開情報において示さ

れている IA 関連の主な動向としては、食品安

全強化法（FSMA）に基づく基準額のインフレ

調整の更新及び、適用範囲並びに適用日を示す

FAQ の継続掲載が挙げられる 7,8。 

基準額のインフレ調整においては、「意図的

混入から食品を保護するための緩和戦略」に関

する極小規模事業者（Very Small Business）の

基準額が、2011 年の 1,000 万ドルから、2022 年

から 2024 年の平均値に基づくインフレ調整後

の 13,318,941 ドルに更新されている。 

また、FDA の FAQ においては、IA 規則の適

用日として、極小規模事業者は 2021 年 7 月 26

7 FDA: FSMA Inflation Adjusted Cut Offs 

URL:https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-

act-fsma/fsma-inflation-adjusted-cut-offs  

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

8 FDA: Frequently Asked Questions on FSMA 

URL:https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-

act-fsma/frequently-asked-questions-fsma  

日、小規模事業者は 2020 年 7 月 27 日、それ以

外の事業者は 2019 年 7 月 26 日とされている。

さらに、極小規模事業者は規則の全要件から免

除される一方、当局から求められた場合には当

該区分に該当することを示す文書の提示が必

要とされている。 

同 FAQ では、対象施設は脆弱性評価

（vulnerability assessment）を実施し、重要工程

（actionable process steps）を特定し、緩和戦略、

監視、是正、検証を含むフードディフェンス計

画（food defense plan）を作成・実施する必要が

あることが示されている。 

さらに、水産物（seafood）、果汁（juice）、

低酸性缶詰（LACF）、栄養補助食品（dietary 

supplements）については、他の FSMA 規則に

おいて一部免除が存在するものの、IA 規則に

おいてはこれらに対する包括的な免除規定が

存在しないことが示されている。 

また、IA 規則は広範な公衆衛生被害を意図

した行為への対応を目的としており、経済的利

益を目的とする EMA とは区別されている 9。

以上より、2025 年時点における IA 規則の動向

は、主として事業規模基準の更新及び既存制度

の運用継続に関するものであり、IA 規則その

ものの要求事項に関する新たな改正は確認さ

れていない。 

5. Codex（CCFICS）における食品偽装ガイド

ラインの動向 

Codex における「食品偽装の防止及び管理に

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 
9 FDA: Draft Guidance for Industry: Mitigation Strategies 

to Protect Food Against Intentional Adulteration 

URL:https://www.fda.gov/regulatory-information/search-

fda-guidance-documents/draft-guidance-industry-mitiga-

tion-strategies-protect-food-against-intentional-adulteration 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 
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関するガイドライン（Guidelines on the preven-

tion and control of food fraud）」については、2024

年 11 月の Codex Alimentarius Commission 第 47

回総会（CAC47）において、Step 5 として採択

されている 10。 

2025 年 1 月以降の Codex 公開情報では、当

該ガイドラインに関する電子作業部会（EWG）

が継続して掲載されており、作業が継続してい

ることが示されている 11。また、当該 EWG の

参加登録締切が 2025 年 1 月 15 日とされてい

ることが確認できる。 

一方で、Codex の会合情報によれば、2025 年

1 月から 2026 年 3 月までの期間において、

CCFICS の本会合は開催されていない 12。また、

同期間において、食品偽装ガイドラインに関す

る新たなドラフト文書又は新たなコメント募

10 Codex Alimentarius Commission (CAC47) Final Report 

(REP24/CAC) 

URL:https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-

proxy/en/?lnk=1&url=https%3A%2F%2Fwork-

space.fao.org%2Fsites%2Fcodex%2FMeetings%2FCX-

701-47%2FFINAL%2520REPORT%2FREP24_CACe.pdf 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

11 Codex Committee on Food Import and Export Inspec-

tion and Certification Systems (CCFICS) – Related Elec-

tronic Working Groups 

URL:https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/com-

mittees/committee/related-ewgs/en/?committee=CCFICS  

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

12 Codex Committee on Food Import and Export Inspec-

tion and Certification Systems (CCFICS) – Related Meet-

ings 

URL:https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/com-

mittees/committee/related-meetings/en/?commit-

tee=CCFICS 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

集回章が公開された事実は確認されていない

13。 

さらに、2025 年 11 月時点の Codex 公開文書

において、当該ガイドラインが CCFICS におい

て開発中の文書として言及されている 14。 

以上より、2025 年 1 月から 2026 年 3 月までの

期間における Codex/CCFICS の食品偽装ガイ

ドラインに関する動向は、CAC47 における

Step 5 採択後、電子作業部会による検討が継続

している一方で、本会合の開催や新規文書の公

開といった進展は確認されていない。 

6.PAS 96（第 5 版）改訂作業の動向 

PAS 96（Publicly Available Specification 96）

の第 5 版改訂は、2023 年 11 月に開始されたこ

とが確認されている 15。その後、2025 年 4 月

時点では、Technical Author との契約締結およ

13 Codex Committee on Food Import and Export Inspec-

tion and Certification Systems (CCFICS) – Related Circu-

lar Letters 

URL:https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/com-

mittees/committee/related-circular-letters/en/?commit-

tee=CCFICS 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

14 Codex Alimentarius Commission (CAC48) Final Report 

(REP25/CAC) 

URL:https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-

proxy/en/?lnk=1&url=https%3A%2F%2Fwork-

space.fao.org%2Fsites%2Fcodex%2FMeetings%2FCX-

701-48%2FFINAL%2520REPORT%2FREP25_CACe.pdf 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 

15 BSI Standards Development Portal（PAS 96 Project 

Page） 

URL: https://standardsdevelopment.bsigroup.com/pro-

jects/2023-02427 

最終閲覧日 2026 年年 3 月 22 日 
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び契約後に BSI の起草ルールに関するトレー

ニングを実施する計画が想定されていた。 

しかしながら、2025 年 9 月時点において、

スポンサー側との契約調整が継続しており、

Technical Author による文書作成作業が開始さ

れていない状況であることが関係者間で共有

されている。このため、当初想定されていたド

ラフト作成およびレビュー工程は遅延した。 

その後、2025 年 12 月初旬の時点で、担当者よ

り文書は内部レビュー段階にあり、スポンサー

承認後にパブリックコンサルテーションを開

始する予定であることが示された 16,17。そして、

2025年 12月 17日にDraft PAS 96が公開され、

パブリックコンサルテーションが開始された。

本コンサルテーションは、BSI Standards Devel-

opment Portal 上で実施され、コメント提出は同

ポータルを通じて行われた 15。  

当初の案内ではコンサルテーション期間は

2026 年 1 月中旬までとされていたが、その後

延長され、最終的に 2026 年 2 月 1 日まで実施

されたことが確認されている 18。 

PAS の改訂プロセスにおいて、ドラフト文書

が外部に公開されるのはパブリックコンサル

テーション開始時点のみであり、それ以前の

Technical Author 作業、内部レビュー、Steering 

Group レビュー等の段階では公開ドラフトは

存在しない。したがって、本改訂におけるパブ

リックコンサルテーションは、内部検討を経た

文書が初めて外部ステークホルダーに提示さ

れる段階であり、外部からの評価および意見収

集を行う正式なプロセスとして位置づけられ

16 海外における食品防御政策、規格等の動向調査

（添付資料 1） 
17 英国 BSIPAS96 開発担当者からのメール(添付資料

2) 

る。 

公開された Draft PAS 96 においては、本規格

が食品および飲料に対する意図的攻撃への対

応を目的としたガイダンスであることが明示

されている。対象は、破壊行為、不正混入、恐

喝、スパイ行為、サイバー攻撃等の意図的行為

であり、偶発的汚染や自然由来ハザード、通常

の食品安全リスクは対象外とされている。また、

本規格は要求事項ではなくガイダンスであり、

組織の状況に応じた対応を前提とする点が示

されている。 

さらに、ドラフト本文から、食品防御におけ

るリスク評価の枠組みとしてTACCPの体系的

整理が図られていること、サイバー領域を含む

多様な脅威への対応が考慮されていることが

確認できる 16,19。 

以上より、2025 年から 2026 年初頭にかけて

の PAS 96（第 5 版）改訂の動向は、改訂作業

の遅延を経て 2025 年 12 月に公開フェーズへ

移行し、パブリックコンサルテーションの実施

に至ったことが確認される段階にある。一方、

最終版は現時点で未公表であり、最終的な内容

は確定していない。 

 

Ｄ. 考察   

1. FDA による輸入冷凍シーフードの EMA

（short-weighting）調査の動向 

 本調査結果から、輸入冷凍シーフードにおい

て正味重量の不適合が一定割合で確認されて

いることが示された。特に、氷衣を含めた重量

表示が問題となっている点は、冷凍製品特有の

18 PAS 96 Draft Public Consultation に関する案内メー

ル（添付資料 3） 
19 PAS 96:2026 Draft – Protecting and defending food 

and drink from deliberate attack – Guide（添付資料 4） 
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工程に起因する表示管理の重要性を示してい

る。また、違反製品が輸入拒否の対象となって

いることから、当該不適合は単なる表示の問題

にとどまらず、規制上の措置に直結する事項と

して扱われていることが確認できる。さらに、

当該行為がEMAおよび食品不正として位置付

けられている点から、FDA は重量表示の不適

合を経済的動機による不正の一形態として整

理していることが明らかであるエラー! ブックマーク

が定義されていません。。 

2. CPGM 7303.842 における食品不正（Food 

Fraud）対応指示の明確化 

本プログラムにおいて、食品不正および

EMA が査察時の確認事項として明示されてい

ることから、これらは単なる概念的整理にとど

まらず、実務上の検査項目として運用されてい

ることが確認できる。特に、受入記録と製品ラ

ベルの照合が求められている点は、表示の適正

性を検証するための基本的な手法として位置

付けられている。また、食品不正がアレルゲン

や毒素等の危害要因と関連し得ることが示さ

れていることから、食品不正は品質・表示の問

題に加え、食品安全上のリスクとも関連付けて

扱われていることが確認される 5。 

3. FDA における食品不正（Food Fraud）の定

義整理とシーフード事例との関係 

FDAにおいて、EMAと食品不正（Food Fraud）

が同一概念として整理されていることにより、

食品不正の範囲が明確化されている。具体例と

して示されたシーフードにおける魚種の置換

や重量の水増しは、前述の short-weighting の事

例とも整合しており、定義と実際の事例が一貫

していることが確認できる。また、食品不正が

場合によっては健康被害につながる可能性が

示されている点から、経済的問題に限定されず、

食品安全の観点からも管理対象とされている

ことが分かる。これらより、FDA は食品不正を

定義、事例、規制運用の各レベルで整理してい

るといえる 6。 

4. FSMA に基づく意図的混入（ Intentional 

Adulteration：IA）規則に関する動向 

2025 年時点において、IA 規則そのものの要

求事項に大きな変更は確認されていない一方

で、事業規模に関する基準額の更新や適用範囲

に関する情報提供が継続されていることが示

された。また、IA 規則が EMA とは区別され、

広範な公衆衛生被害を意図した行為への対応

を目的としていることが改めて整理されてい

る。さらに、対象事業者に対して脆弱性評価お

よびフードディフェンス計画の策定が求めら

れている点から、既存の制度の運用が継続して

いる状況にあるといえる 7,8。 

5. Codex（CCFICS）における食品偽装ガイド

ラインの動向 

 本ガイドラインは CAC47 においてステップ

5 に到達した後、電子作業部会による検討が継

続されているが、当該期間において本会合の開

催や新たな文書の公表は確認されていない。こ

のことから、ガイドライン策定は進行中ではあ

るものの、一定期間においては大きな進展が見

られていない状況にあるといえる。また、電子

作業部会による検討が継続していることから、

未解決の論点について引き続き調整が行われ

ている段階であることが示されている 10,11。 

6. PAS 96（第 5 版）改訂作業の動向 

PAS 96 の改訂作業は、契約手続きの遅延に

より当初のスケジュールから遅延したものの、

2025 年 12 月にドラフトが公開され、パブリッ

クコンサルテーションが実施されたことから、

改訂プロセスが公開段階に移行したことが確

認できる。また、コンサルテーション期間が延

長されたことから、外部ステークホルダーから
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の意見収集が一定期間確保されたことが示さ

れている。一方で、最終版は公表されておらず、

現時点では内容が確定していない段階にある。

したがって、本改訂は進行中のプロセスにあり、

今後の結果を確認する必要がある状況である

19。 

 

Ｅ. 結論 

本調査により、米国 FDA における食品不正

（Food Fraud）および経済的動機による不正

（EMA）への対応、FSMA に基づく意図的混入

（IA）規則の運用状況、コーデックス委員会に

おける食品偽装ガイドラインの検討状況、なら

びに英国 PAS 96 の改訂動向について、最新の

状況を整理した。 

FDA においては、輸入冷凍シーフードにお

ける short-weighting（短量）が EMA および食

品不正として取り扱われ、サンプリング調査お

よび輸入拒否等の規制措置の対象となってい

ることが確認された。また、CPGM において食

品不正が査察時の確認事項として明確に位置

付けられていることから、食品不正への対応が

調査のみならず査察運用でも実施されている

ことが示された。さらに、食品不正に関する定

義および具体例が整理されており、定義、調査、

査察の各段階で一貫した枠組みで取り扱われ

ている状況が確認された。 

FSMA に基づく IA 規則については、2025 年

時点において新たな要求事項の追加や大きな

改正は確認されておらず、事業規模基準の更新

および既存制度の運用が継続されている状況

であった。また、IA 規則が EMA とは区別さ

れ、広範な公衆衛生被害を意図した行為への対

応として位置付けられていることが改めて整

理された。 

コーデックス委員会においては、食品偽装の

防止及び管理に関するガイドラインが CAC47

にてステップ 5 に到達した後、電子作業部会に

よる検討が継続されているものの、本会合の開

催や新たな文書の公表といった進展は確認さ

れていない。したがって、当該ガイドラインは

引き続き検討段階にあることが示された。 

PAS 96（第 5 版）の改訂については、契約手

続きの遅延により当初計画から遅延が生じた

ものの、2025 年 12 月にドラフトが公開され、

パブリックコンサルテーションが実施された

ことから、改訂プロセスが公開段階に移行した

ことが確認された。一方で、最終版は現時点で

公表されておらず、内容は確定していない状況

にある。 

以上より、2025 年から 2026 年初頭にかけて

の食品防御および食品不正に関する国際的動

向は、FDA においては食品不正対応の実務運

用が継続的に強化されている一方、IA 規則は

既存制度の運用段階にあり、コーデックスおよ

び PAS 96 については検討・改訂が進行中であ

る段階にあることが確認された。今後は、これ

らの制度およびガイドラインの進展状況を継

続的に把握することが重要である。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 
１．論文発表  なし 

２．学会発表  なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 
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BSIグループジャパン株式会社
2026年3月22日

海外における食品防御政策、
規格等の動向調査

(添付資料 1）

© 2024 BSI. All rights reserved.© 2024 BSI. All rights reserved.

FDA Food Fraud（EMA）対策
に関する最新動向
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2025年 FDAにおける Food Fraud（EMA）の定義整理

https://www.fda.gov/food/compliance-enforcement-food/economically-motivated-adulteration-food-fraud

◆ FDAにおける Food Fraud
（EMA）の定義

・EMAは、価値のある成分の
除去・置換・追加等を指す

・FDAはこの種のEMAをFood 
Fraudと呼んでいる

・Food Fraudは一般的なEMA
の一形態とされている

◆ FDAが示す具体例

・Honey、Maple Syrup、
Seafood などが例示されてい
る

・Seafoodでは魚種すり替えや
氷による重量増加が示され
ている

◆ Food Defense（IA）との関係

・EMAは経済的利益を目的とす
る行為

・IA (Intentional Adulteration) は広
範な健康被害を目的とする行為
に対応

・両者はFDA上で区別されている

⇒次頁：short-weightingはEMA（Food Fraud）の具体例

(August 28, 2025)

© 2025 BSI. All rights reserved.

2025年 FDA Food Fraud（EMA）対策に関する最新動向
―�輸入冷凍シーフードのEMA（short-weighting）調査結果―

https://www.fda.gov/food/hfp-constituent-updates/fda-releases-results-economically-motivated-adulteration-short-weighting-seafood

https://www.fda.gov/food/economically-motivated-adulteration-food-fraud/sample-collection-and-analysis-imported-frozen-seafood-economically-motivated-adulteration-year-2022

◆調査の概要
調査対象サンプル：2022–
2024に収集された輸入冷凍
シーフード
28 25 2

1
目的：正味重量の不正表示
（short-weighting）の有無を
確認
試験方法：AOAC 963.18(*) に基
づく重量検証
判定基準：平均 1% を超える
正味重量不足→�違反
(*) ：冷凍シーフード製品の「正味重
量（Net Weight）」を測定するための
公式分析法

■調査結果
10/28 サンプル（36%）が違反
（short-weighting）
違反サンプルが含まれる出荷は
すべて輸入拒否（Refusal of 
Entry）

■ EMA（Economically Motivated 
Adulteration）
経済的利益を目的とした意図的
な食品偽装行為
FDA は short-weighting を EMA＝
Food Fraud と明確に分類
国際的な食品偽装リスクとして
取り扱われる主要カテゴリー

■ Import Alert 99-47
経済的動機による不正の疑い
がある食品を「物理検査なし
で拘留できる制度
（DWPE）」
違反した製品（shipments）
はImport Alert 99-47の対象に
登録

以後の同製品は、追加証明が
ない限り自動的に拘留対象

(September 2, 2025)
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https://www.fda.gov/food/hfp-constituent-updates/fda-releases-results-economically-motivated-adulteration-short-weighting-seafood

https://www.fda.gov/food/economically-motivated-adulteration-food-fraud/sample-collection-and-analysis-imported-frozen-seafood-economically-motivated-adulteration-year-2022

2025年 FDA Food Fraud（EMA）調査の政策的意義
なぜこの FDA 調査が食品防御政策として重要か？

1 short-weighting “ EMA Food Fraud”

• FDAが食品偽装の定義と分類を明確に表明
• 政策カテゴリとしてのEMAへの対応が可

2
• 対象製品は4か国由来
• 冷凍水産物の食品偽装リスクが依然として高いことを示す

3
• 違反製品は輸入拒否
• Import Alert 99-47（DWPE）が適用
• FDAのFood Fraud対策プロセスが実際に機能していることを
示す資料

4 FDA
• 冷凍シーフードはEMAの対象になりやすいカテゴリ
• FDAは今後もサンプリングと監視を継続する方針を表明

EMAとは
経済的利益を目的とした意図的な食品偽装行為で
あり、short-weighting はFDAがEMAとして扱うカテ
ゴリー。

Import Alert 99-47とは
Food Fraudの疑いがある製品を、追加証明がない
限り「物理検査なしで拘留できる措置（DWPE）

© 2025 BSI. All rights reserved.

2025年 FDAシーフード検査プログラム（CPGM 7303.842）における
Food Fraud（EMA）対応指示の明確化 (September 30, 2025)

https://www.fda.gov/food/compliance-enforcement-food/food-compliance-programs

https://www.fda.gov/media/71302/download

CPGM 
7303.842
• ：Seafood Processor, 
Products, and Importer Inspection 
Program
• FDA検査官向けの
HACCP GMP 

•最新版は FDAで公開されており、
「Food Fraud／EMA」に関する指
示が文書内に明記

•検査実施の手順・記録照合・報
告方法が規定されている

Food Fraud EMA

•
• species 
substitution

• Form 483 

•食品偽装は海洋毒素・アレルゲン等
の があ
ることを明示
•検査データは Food Fraud 

PAF
⇒ Food Fraud

•FDAは Food Fraud EMA

•2025年1月に公表された EMA 調査（輸入
冷凍シーフード short-weighting）とも整合
→�Food Fraudの重要性が確認され、検査マ
ニュアルでも確認事項が明確
• Food Fraudに対し、
“記録照合・ラベル確認・公式指摘書
（Form 483）での記録化・統計分類”
という一連の運用が文書上で体系化

•これは
としての政策動向を示す

•CPGM Compliance Program Guidance Manual FDA検査官向けの運用マニュアル（法令ではなく検査手順を示す文書）
•FDA Form 483 検査官が企業に提示する
•PAF sub-PAF FDAラボ検査の分類コード。Food Fraud関連検査が される
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FSMA法関連動向、新業態
に関する国外Food Defense
に係る論点整理

© 2025 BSI. All rights reserved.

【今年の更新：IA Cut Offs】
• 2025年7月17日、FDAはFSMA Intentional Adulteration（IA）規則における事業者区分（Very Small / Small / Other）の基準額を、イ
ンフレ調整により更新した。

• 今回の更新は事業規模判定額のみであり、IA規則の要求事項や施行要件に変更はない。

※ IA Cut Offs：IA規則における事業者区分（Very Small / Small / Other）の判定に用いる基準額のインフレ調整。

FSMA法関連動向（2025年1月）

【ガイダンス動向】

• 関連ガイダンスの更新なし

・FDA (2025). FSMA IA Rule — Inflation-Adjusted Cut Offs. https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/fsma-final-rule-preventing-intentional-adulteration

・FDA (2023). FSMA Section 204 Traceability Rule. https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/requirements-additional-traceability-records-certain-foods

【過去報告内容】
• FSMAに関わる更新事項として、特定の食品に対する追加的なトレーサビリティ記録要件に関する最終規則が策定された。この最終規則は、2023年1月20日
に発効し、2026年1月20日から施行される予定。

• 2022年3月に新たなガイダンス、「Guidance for Industry: Current Good Manufacturing Practice and Preventive Controls, Foreign Supplier Verification Programs, 
Intentional Adulteration, and Produce Safety Regulations: Enforcement Policy Regarding Certain Provisions MARCH 2022 /（現行の適正製造基準及び予防的管理、外
国供給者確認プログラム、意図的不純物混入、及び農産物安全規制。特定の条項に関する施行方針産業界向けガイダンス 2022年3月）」が公表された。

• 事業規模によって段階的に設定されていた規則の遵守日が、2021年7月26日に最後に残っていた零細企業の遵守日を迎えたことにより、すべての規模の事
業主体が遵守対象となる。

• 新しく発表されたガイダンス(2022年3月）では施行裁量に関する方針が示された。
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2025年 FSMA Intentional Adulteration（IA）規則に関する最新更新―�
Inflation-Adjusted Cut Offs（インフレ調整後の基準額）の改定―

FDA は 2025 年 7 月 17 日付で、FSMA（Food Safety 
Modernization Act）に関する「Inflation-Adjusted Cut Offs（イン
フレ調整後の基準額）」を更新した。

本更新は、FSMA の各規則で適用される事業者区分（Very 
Small / Small / Other）を判定するための年間総売上額の基準
を、物価指数に基づき改定するもの。

Intentional Adulteration（IA：意図的混入防止）規則では、事
業者規模により適用要件・準備期間等が異なるため、

IA Very Small 
Business IA 

。
※ IA 規則の要件内容・施行要件に変更はない。

l 本更新は FSMA 年次見直しによる金額基準の調整であり、Food Defense
／IA に特化した新規ガイダンスや規制改訂ではない。

l 2025 年時点で FDA は IA 規則に関する施行・要求事項の変更を公表して
いない。

「FSMA Inflation-Adjusted Cut Offs（FDA, 2025）」

FSMA Inflation-Adjusted Cut Offs（最新）https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/fsma-inflation-adjusted-cut-offs

Intentional Adulteration Final Rulehttps://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/fsma-final-rule-mitigation-strategies-protect-food-against-intentional-adulteration

(July 17, 2025)

© 2025 BSI. All rights reserved.

特定の食品に対する追加的なトレーサビリティ記録要件
に関する最終規則

この最終規則は、食品トレーサビリティリスト（FTL）に掲載された特定の食品を製造、加工、包装、または保管する事業者に対し、追加的なトレー
サビリティ記録の保持を求めるものです。これにより、食中毒の発生時などにおいて、汚染された可能性のある食品を迅速に特定し、市場から速や

かに除去することが可能となり、食源性疾患の発生や死亡を減少させることが期待されています。

• FTL : FTLには、追加的なトレーサビリティ記録が必要とされる食品が一覧化されています。具体的な食品のリスト
は、FDAの公式サイトで公開されています。

• CTEs KDEs : 事業者は、FTLに掲載された食品に関連する特定のCTEs（例: 収穫、冷却、初回包装、輸送、
受領、変換）に対して、対応するKDEs（例: 追跡ロットコード、出荷日、受領者情報）を記録し、保存する必要があります。

• : 事業者は、FTLに掲載された食品に対して一意の追跡ロットコードを割り当て、サプライチェーン全体でこのコード
を使用して食品の追跡を行います。

• : 事業者は、自社のトレーサビリティ計画を策定し、記録の保存方法、担当者、手順などを明確にする必要があります。

すべての対象事業者は、2026年1月20日までにこの最終規則の要件を遵守する必要があります。これは、サプライチェーン全体で一貫したトレーサビ
リティ情報の共有を確保するためです。

最終規則は2023年1月20日に発効し、2026年1月20日から施行される予定です。この情報は、FDAの公式ウェブサイトで確認できま
す。

https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/fsma-final-rule-requirements-additional-traceability-records-certain-foods?utm_source=chatgpt.com

https://www.fda.gov/media/171414/download

1
0
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QAページでのIA規則関連情報（1/2）
（ 2025年1月）
l 「意図的な偽和規則の遵守日はいつですか?」

Ø この規則は、米国で消費する食品を製造/加工、梱包、または保管する国内または外国の食品施設を担当する所有者、運営者、または代理人に適用され、免除の対象とならない限り、連邦食品医薬品化粧品法(21 USC 350d)のセクション415に基づいて登録する必要があります。IA ルールのコンプライアンス日は、ビジネスの規模によってずらされます。
u Very small （これまでまとめた報告書中の訳「零細企業」）: 2021年7月26日
u Small （同じく、「小規模企業」）: 2020 年7月27日
u All others（同じく、「小規模企業または零細企業でない企業で、免除対象とならない企業」）その他すべて:2019年7月26日

l 「FD.9 “A Very small Business“の定義は何ですか?私がそれに該当する場合、私は何をしなければなりませんか、そしていつ従わなければなりませんか?」
Ø “A Very small Business“は、該当する暦年の前の3年間に、人間の食品の売上高に、製造、加工、梱包、または販売なしで保持されている(たとえば、有料で保持されている)人間の食品の市場価値を加えた、インフレ調整後の年間平均10,000,000ドル未満の企業(子会社および関連会社を含む)です。非常に中小企業は規則の全要件から免除されますが、2021年7月26日以降、要求に応じて、会社が“A Very small Business“であることを示すのに十分な公式レビュー文書を提供する必要があります。
Ø IA規則の対象とならない、または免除される可能性のある施設の証明フォームはありません。
Ø あなたが“A Very small Business“であるかどうかを計算する方法の詳細については、IAドラフトガイダンスの付録3「パート121に基づく非常に中小企業または中小企業としてのステータスの決定:意図的な偽和から食品を保護するための緩和戦略」を参照してください。
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(参照)https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/frequently-asked-questions-fsma FDAホームページの「FSMAによくある質問と回答」より
※FDA Website構成変更によりURLが昨年より変更
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QAページでのIA規則関連情報（2/2）
（ 2025年1月）
l 「第117.5条(b)(シーフード)、第117.5条(c)(ジュース)、第117.5条(d)(LACF)、第117.5条(e)(栄養補助食品)に基づく人間の食品予防管理規則の要件から免除された場合、IA規則も免除されますか?食品防御計画を立てる必要がありますか?」

Ø IA規則には、シーフード、ジュース、LACF、または栄養補助食品の免除は含まれていません。IA規則は、米国で消費する食品を製造/加工、梱包、または保持する国内または外国の食品施設を担当する所有者、運営者、または代理人に適用され、免除の対象とならない限り、連邦食品医薬品化粧品法のセクション415に基づいて登録する必要があります(21 CFR 121.5を参照)。この規則は、対象となる施設が書面による食品防御計画を準備するか、準備し、実施することを要求しています。
u 重大な脆弱性と実行可能なプロセスステップを特定するための、必要な説明を含む脆弱性評価
u 必要な説明を含む緩和戦略
u 緩和戦略の実施に関する食品防御監視の手順
u 食品防御是正措置の手順そして
u 食品防御検証の手順(21 CFR 121.126を参照)

(参照)https://www.fda.gov/food/food-safety-modernization-act-fsma/frequently-asked-questions-fsma FDAホームページの「FSMAによくある質問と回答」より
※FDA Website構成変更によりURLが昨年より変更
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2022年3月公表のガイダンスについて
（2025年1月）
l 「Guidance for Industry :  Current Good Manufacturing Practice and Preventive Controls,  Foreign Supplier  Verif ication Programs, Intentional Adulteration,  and Produce Safety  Regulations:  Enforcement Policy  Regarding Certain Prov isions MARCH 2022 /（現行の適正製造基準及び予防的管理、外国供給者確認プログラム、意図的な不純物混入、及び農産物安全規制：特定の条項に関する施行方針産業界向けガイダンス 2022年3月）」
Ø 米国食品医薬品局（F D A）は、F D A食品安全近代化法（F S M A）を実施する5つの規則のうち、特定の条項を施行しない意向を示すガイダンスを公表しました。5つの規則の対象となる特定の事業体および/または活動に対して特定の規制要件を強制しないことを明らかにしています。
Ø 公表された施行裁量方針は、以下の５規則に関するものです。

ü 人間の食品の現在の適正製造慣行とハザード分析とリスクベースの予防管理
ü 動物性食品の現在の適正製造基準とハザード分析とリスクベースの予防管理
ü 人間と動物のための食品の輸入者のための外国サプライヤー検証プログラム ( F S V P )
ü 人間の消費するための農産物の栽培、収穫、梱包、および保持に関する基準 ( P S R )
ü 意図的な異物混入から食品を保護するための緩和戦略 ( I A )

l I A規則関する施行裁量方針（セクション I I I . Bに記載）
Ø 特定の事業体に対する執行方針：2 0 1 8年1月のF S M Aガイダンスで、F D Aは、特定の農場関連活動を行っているが、「農場」の定義の下では農場とは見なされない特定の施設に対して、執行裁量ポリシーを確立しました。この新しいガイダンスでは、F D Aは I A規則に関連する執行措置を同じ施設や活動に適用するつもりはないことを明確にしています。（しかしながら、FDAは「農場」の定義を変更する可能性のある規則作成を発行しているので、これらは今後I Aの規定がこれらの事業体に適用されるかどうかに影響します。）
Ø 特定の状況における I A規則の執行方針：特定の状況 (たとえば、是正措置手順の実装によって対処される単一の障害がある場合など )  で再分析の要件を強制しないとした。

ü I A規則は、緩和戦略、戦略の組み合わせ、またはF D P全体が適切に実施されていない場合など、特定の状況において、食糧防衛計画 ( F D P )の再分析を要求しています。
ü I A規則はまた、対象となる事業体が、緩和戦略が適切に実施されていない場合に取らなければならない食品防御是正措置手順を確立し、実施することを要求しています。
重複を減らすために、F D Aは、欠陥を修正し、欠陥が再び発生する可能性を減らす行動を通じて緩和戦略の不適切な実施が対処された場合には、再分析の要件については裁量をもって判断するとしています。

13
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（参考) FDA食品防御ガイドラインとFSMAとの関係
l F D A食品防御ガイドラインは、B i o t e r r o r i s m  A c t ( 2 0 0 2 )を踏まえ、非拘束的な食品テロ予防措置として作成( * 1 )

Ø 現在も2 007. 10 v er .を最新版として公開(*2 )
l F S M A ( 2 0 1 1 )は、食品安全・防御強化の一環として食品防御対策を検討・策定

Ø Biote r r or ism  Actの関係規則・施策の一部を充実・強化
Ø 追加的な規則・施策を作成・運用⇒今回の規則案 など

*1: Food Engineering “The Bioterrorism Act: Essential Facts”, 2004.9.2 (https://www.foodengineeringmag.com/articles/82392-the-bioterrorism-act-essential-facts)
*2: Guidance for Industry: Food Producers, Processors, and Transporters: Food Security Preventive Measures Guidance, 2007.10 (https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-

(https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-guidance-documents/guidance-industry-food-security-preventive-measures-guidance-food-producers-processors-and)

Bioterrorism Act FSMA

食品防御ガイドライン
など

食品施設の登録記録の作成・維持輸入食品の事前通知食品の留め置き措置など

・CGMP、ハザード分析及びリスクに基づく予防措置に関する規則（ヒトの食品、動物用飼料）・農産物の栽培、収穫、包装及び保管のための基準・今回の規則案など

食品防御

14
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（参考）食品防御における規則案とガイドライ
ンの位置づけ

• 両者とも、FDAの「食品防御ガイダンス資料・規則情報」のページに掲載（*）
今回の規則案

その他の
食品防御
ガイドライン

参考にした
食品防御
ガイドライン

Food Defense Guidance 
Documents & Regulatory 

Information

General

Registration of Food Facilities

Establishment and Maintenance 
of Records

Administrative Detention

Fees

Food and Cosmetic Security 
Preventive Measures Guidance

ALERT

Proposed Rule on Focused Mitigation Strategies to 
Protect Food Against Intentional Adulteration 

December 20, 2013

Small Entity Compliance Guides Related to FDA Actions 
on Bioterrorism Act of 2002 Legislation and the Food 

Safety Modernization Act of 2011

Dear Colleague Letter: Public Health Security and 
Bioterrorism Preparedness and Response Act of 2002 

(PL107-188) July 17, 2002

Cosmetics Processors and Transporters: Cosmetics 
Security Preventive Measures Guidance

(October 2007)

Retail Food Stores and Food Service Establishments: 
Food Security Preventive Measures Guidance

(October 2007)

Importers and Filers: Food Security Preventive 
Measures Guidance (October 2007)

Food Producers, Processors, and Transporters: Food 
Security Preventive Measures Guidance (October 

2007)

• http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/GuidanceDocumentsRegulatoryInformation/FoodDefense/default.htm
• ※FDA�Website構成変更によりURLが昨年より変更
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CCFICS New Work on the 
development of Guidance on the 
prevention and control of food 
fraudについての調査
(2026年1月までの進捗)
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l 第2 6回食品輸出入検査・認証制度部会（CC FI CS2 6）
2 0 2 3年5月1日～5日開催 ＠オーストラリア ホバート
C C F I C S 2 6 t h s e s s i o n  （2 0 2 3 M a y 1 - 5）

l 第1 0 7回コーデックス連絡協議会
2 0 2 3年9月8日開催 ＠東京A P虎ノ門（ハイブリッド開催）
（C C F I C S 2 6について確認・議論）
第1 0 7回コーデックス連絡協議会：農林水産省 ( m a f f . g o . j p )
第1 0 7回コーデックス連絡協議会の概要について ( c a a . g o . j p )

l 第4 6回 コーデックス総会（CA C46）
2 0 2 3年１１月２７日～１２月２日開催 @イタリア ローマ＆W e b
C A C 4 6 | C O D E X A L I M E N T A R I U S F A O - W H O
m e e t i n g - d e t a i l | C O D E X A L I M E N T A R I U S F A O - W H O

l 第2 7回食品輸出入検査・認証制度部会（CC FI CS2 7）
2 0 2 4 / 9 / 1 6～2 0開催＠オーストラリア ケアンズ

h t t p s : / / g f o r s s . o r g / w p - c o n t e n t / u p l o a d s / 2 0 2 4 / 1 0 / E N _ C C F I C S 2 7 _ G F o R S S _ v f . p d f ? u t m _ s o u r c e = c h a t g p t . c o m
h t t p s : / / w w w . f a o . o r g / f a o - w h o - c o d e x a l i m e n t a r i u s / c o m m i t t e e s / c o m m i t t e e / r e l a t e d -m e e t i n g s / e n / ? c o m m i t t e e = C C F I C S

l 第4 7回コーデックス総会（CA C 4 7）
2 0 2 4 /1 1 /2 5 ~ 3 0開催＠スイス ジュネーブ

h t t p s : / / w w w . f a o . o r g / f a o - w h o - c o d e x a l i m e n t a r i u s / n e w s - a n d - e v e n t s / n e w s -d e t a i l s / e n / c / 1 7 2 7 8 1 0 / ? u t m _ s o u r c e = c h a t g p t . c o m

2025年12月時点
• 近年の「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」関連の主な動向 （2025年12月2日確認）

CCFICS電子作業部会の作業計画（タイムテーブル）
• 2023年10月 EWGへの初回草案
• 2023年11月コメント提出期限
• 2024年2月初旬ドラフト2をEWGに提出
• 2024年3月中旬コメント提出期限
• 2024年5月会議用文書案をEWGに提出
• 2024年6月会議用文書提出
• 2024年9月 CCFICS 27
CCFICS27 での検討のため、CCFICS26 で提出された全ての議論とコメント（角括弧内の文章を含む）を考慮し、食品偽装の防止と規制に関するCCFICS26 総会の編集版を使用し、ステップ 2 ガイドラインの改訂草案を作成する。
Microsoft Word - FoodFraud_EWG_invitation_e_062023 (fao.org)https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/ewg/detail/en/c/1644731/

C C F I C S電子作業部会（E W G）による
「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」草
案作成作業

EWG議長国：米国、共同議長国：英国、中国、EU、イ
ラン

17

https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/committee/related-meetings/en/?committee=CCFICS
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/committee/related-meetings/en/?committee=CAC

【2025年12月に追加で確認された事項（一般公開情報）】
・EWG は 2025 年も継続して活動実施（Codex 公開資料により確認）
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/ewg/detail/en/c/1644731/

・EWG 参加国登録案内（2025/1/15 締切）が公開
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/ewg/detail/en/c/1644731/

【2025年時点の最新公開状況】
・最新公開ドラフトは 2024 年 CAC47（Step 5採択）版であり、2025 年
には新たな公開版は確認されていない
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/cac/meetings/en/

© 2025 BSI. All rights reserved.

2023年以降の見通し
l 食品偽装に関するガイダンスの完成目標 → 2 0 2 4年または2 0 2 5年・・・C od e x委員会

Ø20 25年の完成までに開発中の複数の草案が出される見込み

l 電子作業部会（議長国：米国、共同議長国：中国、E U、イラン、および英国）が設置され、次回のC CF I C S 2 6部会（2 0 2 3年5月開催予定）での議論に向け食品偽装に関するガイダンス草案を検討中
Ø電子作業部会キックオフ時の計画書によると、次回のCCFI CS 26部会（20 23年5月開催予定）の3か月前の

2 023年2月頃に草案が出る見込みことが予想される。
Øそれに伴い、電子作業部会の会合が開催される可能性がある。（EWG は、未解決の問題に対処するために

CCFICS26  の前に会合することができ、CCFICS26 の 3  か月前に EWG  の報告書を提出し、他の関連する
コーデックス委員会に 新しい作業の進捗状況を通知し続ける。）

18
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2025年1月時点(1/2)

2025 1 :

• 27 CCFICS27 : 2024年9月にオーストラリアのケアンズで開催され、食品偽装の防止及び管理に関するガイドライ
ン原案がステップ4として検討されました。この会合では、電子的作業部会およびバーチャルワークショップを経て作成された討議文書を基にガイドラインの
目的、範囲、定義、食品偽装の種類、原則、役割と責務、当局による関連活動、当局間の協力及び情報共有などが議論されました。

• : CCFICS27では、食品偽装の防止及び管理に関するガイドラインの草案が詳細に検討され、いくつかの修正提案が行われました。これらの提案は、ガイ
ドラインの明確化と実効性の向上を目的としています。

• 47 CAC47 : 2024年11月に開催され、CCFICS27での議論を踏まえ、ガイドライン原案がステップ5として採択されました。これにより、
ガイドライン策定プロセスは次の段階へと進み、最終的な承認に向けた準備が進められています。

• 電子作業部会（EWG）がステップ6でのコメントおよび未解決事項を検討し、必要に応じて会合を開催のうえ、2026年開催予定のCCFICS28の
3か月前までに報告書を提出することが合意されています。

• :

1. : ガイドラインは、食品偽装の防止、検出、緩和、および管理に関する指針を提供し、消費者の健康保護と食品貿易の公正性を確保することを
目的としています。適用範囲は、食品および飼料の生産、輸送、輸出入、販売を含むサプライチェーン全体に及びます。

2. : ガイドラインでは、食品偽装を以下のように分類しています。
1. 添加（Addition）: 未申告の物質を食品に加える行為。
2. 代替（Substitution）: 高価な成分を低価な別の成分で置き換える行為。
3. 虚偽表示（Misrepresentation）: 製品の内容や品質について誤解を招く表示を行う行為。
4. 隠蔽（Concealment）: 製品の欠陥や品質低下を隠す行為。

2025年1月現在、「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」の策定は、コーデックス委員会の下で引き続き進行中です。このガイドラインは、食品偽装の防止と管理を目的としており、消費者の健康保護と食品貿易の公正性を確保することを目指しています。

https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/news-and-events/news-details/en/c/1710359/?utm_source=chatgpt.com
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/news-and-events/news-details/en/c/1710762/?utm_source=chatgpt.com
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-proxy/jp/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworkspace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%252FCX-733-
27%252FFinal%252520report%252FREP24_FICSe.pdf&utm_source=chatgpt.com 19
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2025年1月時点(2/2)
3. : ガイドラインは、食品偽装を未然に防ぐため、リスク評価を重視しています。また、サプライチェー
ン全体にわたるモニタリング体制の強化を推奨しています。

4. :
1. 政府機関: 食品偽装に関連する基準の策定、執行、監督を担います。

2. 事業者: リスクに応じた対策を導入し、予防策を講じることが求められています。

:

欧州連合（EU）では、食品偽装防止のための取り組みが強化されています。例えば、2024年9月には、消費者が食品の原産地情報
を明確に知ることができるよう、新たなラベル表示の導入が提案されました。この取り組みは、消費者の権利保護と食品偽装の
撲滅を目的としています。

:

本ガイドラインは、2024年のCAC47においてステップ5として採択されました。現在、未解決事項の整理や各国から提出された意
見の検討が電子作業部会により進められており、その結果は2026年10月に開催予定のCCFICS28に報告され、ステップ7として再審
議される見通しです。今後は、同部会での検討結果を踏まえ、Codex委員会において最終採択（ステップ8）が行われる予定です。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/meeting_materials/assets/consumer_safety_cms203_240926_01.pdf?utm_source=chatgpt.com
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/committees/committee/related-meetings/en/?committee=CCFICS&utm_source=chatgpt.com
https://www.huffingtonpost.es/life/consumo/basta-comida-falsa-nueva-etiqueta-supermercado-acaba-10-alimentos-mas-falsificados.html?utm_source=chatgpt.com
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-proxy/jp/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworkspace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%252FCX-733-
27%252FFinal%252520report%252FREP24_FICSe.pdf&utm_source=chatgpt.com
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2025年1月時点 第27回食品輸出入検査・認証制度部会
（CCFICS27）公式報告書
CCFICS27では、食品偽装の防止及び管理に関するガイドラインの草案が詳細に検討され、(1)知的財産に関する記載の除外,(2)電子的作業部
会の設置などの修正提案が行われました。

https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-proxy/jp/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworkspace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%252FCX-733-27%252FFinal%252520report%252FREP24_FICSe.pdf&utm_source=chatgpt.com

(1)知的財産に関する記載の
除外: ガイドラインの対象範
囲から、地理的表示（GI）
などの知的財産に関連する
事項を除外することが合意
されました。

(2)電子的作業部会の設置: ガ
イドライン原案の改訂を進
めるため、電子的作業部会
（EWG）が設置されること
が決定されました。この作
業部会は、米国が議長国を
務め、英国、中国、EU、イ
ラン、パナマが共同議長国
として参加します。

21
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2025年1月時点 第47回コーデックス委員会報告書
CAC47 Report of CCFICS27 

https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-proxy/en/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworkspace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%252FCX-701-47%252FWorking%2BDocuments%252Fcac47_11e.pdf

CCFICS27（第27回食品輸入・輸出検査認証システムに関するコーデックス委員会）で策定された食品防御に関するガイ
ドライン原案がステップ5としてCAC47（第47回コーデックス委員会）で採択されました。具体的には、食品不正の予防
と管理に関するガイドラインがCCFICS27で大幅に進展し、CAC47での採択に向けて送付されました。
https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/news-and-events/news-details/en/c/1710762/?utm_source=chatgpt.com

22
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【参考】第27回食品輸出入検査・認証制度部会
（CCFICS27）の主な検討議題
第27回コーデックス食品輸出入検査・認証制度部会（CCFICS27）で検討された主な議題と、それぞれに関連する情報ソースは以下の通りです：

•食品偽装（Food Fraud）の防止と管理に関する新たなガイドラインの策定が議論されました。
(参考)Tomorrow's Food and Feed

•食品貿易におけるデジタル技術の導入に関する議論が行われました。
(参考)食品規制科学協会

•食品安全問題への迅速な対応を確保するためのプロトコル改訂が検討されました。
(参考)食品規制科学協会

•輸出入食品検査制度におけるコンプライアンス基準と透明性向上のための提案が議論されました。
(参考)食品規制科学協会

•食品の安全性と公正な貿易を確保するための各国政府間での情報共有と協力体制の拡大が推進されました。
(参考)食品規制科学協会

•食品のトレーサビリティに関する新たな基準や要求事項の検討が行われました。
(参考)食品規制科学協会

23
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【参考】第26回食品輸出入検査・認証制度部会
（CCFICS）の主な検討議題より

第 1 0 5  回コーデックス連絡協議会（2 0 2 3年4月2 6日、資料１より）（h t t p s : / / w w w . m a f f . g o . j p / j / s y o u a n / k i j u n / c o d e x / a t t a c h / p d f / 1 0 5 - 4 . p d f ）
24
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【参考】ガイドライン案の公表（未定稿）

ガイドライン案の構成

Section 1: Preamble / Introduction

Section 2: Purpose / Scope

Section 3: Definitions

Section 4: Types of food fraud:

Section 5: Principles

Section 6: Roles and Responsibil ities

Section 7: Relevant Act ivities for Competent

Authorities

Section 8: [Cooperation] [Collaboration] and

exchange of information between 

competent authorities

h t t p s : / / w w w . f a o . o r g / f a o - w h o - c o d e x a l i m e n t a r i u s / s h -
p r o x y / e n / ? l n k = 1 & u r l = h t t p s % 2 5 3A % 2 5 2F % 2 5 2F w o r k s p a c e . f a o . o r g % 25 2F s i t e s % 2 5 2 F c o d e x % 2 52 F M e e t i n g s % 2 5 2F C X- 7 3 3-
2 6 % 25 2 FW o r k i n g % 2 B D o c u m e n t s % 25 2F f c 26 _ 06 e . p d f

25
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鬼武先生からご紹介いただいた資料

CCFICS New Work on the development of Guidance on 
the prevention and control of food fraudについての調査
昨年度(R3年度）鬼武委員よりご紹介。今村委員より、調査の指示あり。

l CODEX ALIMENTARIUS 委員会 第25回

l https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-

proxy/jp/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworksp

ace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%25

2FCX-733-

25%252FFinal%252520Report%252FREP21_FICSe.pdf

l JOINT FAO/WHO FOOD STANDARDS PROGRAMME CODEX 

ALIMENTARIUS COMMISSION 

l Forty-fourth Session 8-13 November 2021 （CAC４４）

l REPORT OF THE 25TH SESSION OF 

l THE CODEX COMMITTEE ON FOOD IMPORT AND EXPORT 

INSPECTION AND CERTIFICATION SYSTEMS （CCFICS25）

l Virtual, 31 May – 8 June 2021

26
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2024年1月時点
l 現状確認された「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」についての主な重要ポイント（2 0 2 4年1月時点）
■地理的表示保護制度（G I）を含む知的財産の扱いについて
Ø 「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」について、地理的表示保護制度（G I）を含む知的財産に関する記載をコーデックス及び

C C F I C Sの所掌範囲とすべきか否か、各国認識の違いから意見が分かれ、議論の余地があることが明らかになった。これについてはC A C執行部
に助言を求めるとともに電子作業部会（E W G）で継続検討となった。

Ø この背景にはG Iの保護を拡充したい国々（E U）と、 これに反対し従来通りW T O  の「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（T R I P S）」の範囲とすべきとする国々（米国）の対立構造がある。
Ø 我が国はG I  に関する議論はコーデックスの所掌範囲外の立場（これまで通りT R I P S等で議論すべきとの立場）。
Ø 仮に G I  が当ガイドラインの対象となった場合にも、 直ちに日本に影響はないと思われるが、日本の制度や食品貿易に影響を及ぼすガイドライ
ンとならないよう、引き続き注視する必要がある。

■食品偽装の議論の進め方、対象範囲について
Ø 食品偽装はC C F I C Sだけでなく部門横断的で広範な課題であるが、議論の進め方について、まずはC C F I C Sで消費者の健康保護と食品の輸出入に
おける公正な取引の保証に必要な範囲を対象として検討し、検討状況を関連他部門（C C F LやC C M A S等）に情報共有する、ということが確認さ
れた（C C G P 3 1でも確認）。

■ 「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」の今後
Ø ガイドライン原案をステップ2 /3に戻し、C C F I C S 2 6  で提出された全ての議論とコメント（角括弧内の文章を含む）を考慮し、次回C C F I C S 2 7会合（2 0 2 4年9月1 6日～2 0日開催予定）までに改訂草案を作成することとなった。
Ø 改訂版の作成は電子作業部会（E W G議長国：米国、共同議長国：英国、中国、E U、イラン）が作業を進める。

出所） 第1 0 7回コーデックス連絡協議会：農林水産省 ( m a f f . g o . j p )、第1 0 7回コーデックス連絡協議会の概要について ( c a a . g o . j p ) 1 0 5 - 4 . p d f  ( m a f f . g o . j p )

27
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2024年1月時点 第46回コーデックス委員会報告書
CAC46 Report of CCFICS26 
l 第46回コーデックス委員会（CAC46）が2023年11

月27日～12月2日に開催され、そこで第26回 食品

輸入管理・認証制度部会（CCFICS26）の提案につい

ての採択と承認がなされた。

h t t p s : / / w w w . f a o . o r g / f a o - w h o - c o d e x a l i m e n t a r i u s / s h -
p r o x y /p t / ? l n k = 1 & u r l = h t t p s % 2 5 3A % 2 5 2F % 2 5 2F w o r k s p a c e . f a o . o r g % 25 2F s i t e s % 2 52 F c o d e x % 2 52 F M e e t i n g s % 2 5 2F C X- 7 3 3-
2 6 % 25 2 FF i n a l % 2 52 52 0 R e p o r t % 2 52 F R E P 2 3_ F I C S e . p d f

食品偽装の防止と管理に
関するガイドライン草案
の提出 ステップ2/3

28
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2024年1月時点 第46回コーデックス委員会報告書
CAC46 Report of CCFICS26 

h t t p s : / / w w w . f a o . o r g / f a o - w h o - c o d e x a l i m e n t a r i u s / s h - p r o x y / p t / ? l n k = 1 & u r l = h t t p s % 2 5 3A % 2 5 2 F% 25 2 Fw o r k s p a c e . f a o . o r g % 2 52 F s i t e s % 25 2 Fc o d e x % 25 2 F M e e t i n g s % 2 52 F C X- 7 3 3-
2 6 % 25 2 FF i n a l % 2 52 52 0 R e p o r t % 2 52 F R E P 2 3_ F I C S e . p d f

l 報告書目次「食品偽装の防止と管理に関するガイドライン」に関

する記載箇所はパラグラフ69-93。

29
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• 報告書内「食品偽装の防止と管理に関するガイドライン」に関する記載箇所、パラグラフ69-93 。

https://www.fao.org/fao-who-codexalimentarius/sh-proxy/pt/?lnk=1&url=https%253A%252F%252Fworkspace.fao.org%252Fsites%252Fcodex%252FMeetings%252FCX-733-26%252FFinal%252520Report%252FREP23_FICSe.pdf

2024年1月時点 第46回コーデックス委員会報告書
CAC46 Report of CCFICS26 

30
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2024年1月時点第107回コーデックス連絡協議会
における、第２６回食品輸出入検査・認証制度
部会（CCFICS）に関する記載
第107回コーデックス連絡協議会（2023年9月8日開催）において、第２６回食品輸出入検査・認証制度部会（ CCFICS26、2023
年5月1日～5日開催）について確認された。「食品偽装の防止と管理に関するガイドライン」に関する記載を以下抜粋。

食品偽装の防
止と管理に関
するガイドライ
ン草案
ステップ2/3

https://www.maff.go.jp/ j/syouan/ki jun/codex/a t t a c h /pdf/107-1.pdf

31
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2024年1月追加分第107回コーデックス連絡協議
会における、第２６回食品輸出入検査・認証制
度部会（CCFICS）に関する記載
（つづき）第107回コーデックス連絡協議会（2023年9月8日開催）において、第２６回食品輸出入検査・認証制度部会（CCFICS26、2023
年5月1日～5日開催）について確認された。「食品偽装の防止と管理に関するガイドライン」に関する記載を以下抜粋。

h t tps : / / www.m a f f . go . j p / j / s youan /k i j un/ codex /a t t ach /pd f / 107- 1 . pdf

32
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2024年1月時点第107回コーデックス連絡協議会
における、第２６回食品輸出入検査・認証制度
部会（CCFICS）に関する記載
• 第107回コーデックス連絡協議会（2023年9月8日開催）で、第２６回食品輸出入検査・認証制度部会（CCFICS）で示された
「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」に関して確認と議論がなされた。以下、該当箇所の文章抜粋。

出所） 第107回コーデックス連絡協議会：農林水産省 (maff.go.jp)、第107回コーデックス連絡協議会の概要について (caa.go.jp)

・議題 6「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン原案」について、菅沼修 委員、森田満樹委員、山口隆司委員から、地理的表示保護制度（GI）

を含む知的財産に関する記載に関して、日本は本ガイドライン原案の所掌範囲外であるとのコメントを提出しているが、その理由について質問があり

ました。これについて、GI に関する議論はコーデックスの所掌範囲外であり、本ガイダンスの目的には馴染まないと考えていること、仮に GI がもし

このガイドラインの対象となった場合にも、 直ちに日本に影響は出ないと考えているが、日本の制度や食品貿易に影響を及ぼすガイドラインとならな

いよう、引き続き対応していきたい旨回答しました。

・同じく議題 6 について、菅沼修委員から、GI に関する議論に関して、本ガイドラインの所掌範囲内とすべきというEUと、所掌範囲外とすべきとい

う米国で対立構造になっているのか、また、この議論については今後も電子的作業部会（EWG） において継続されるようだが、打開策はあるのか、

質問がありました。これについ て、GI については WTO の「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS）」など、他の会議体での議論にお

いても、GI の保護を拡充しようとする国々とそれに反対する国々との間で対立構造ができており、本ガイドラインの議論でも同様の構造が見られて

いること、我が国としては GI についてはコーデックスではなく、 これまで通り TRIPS 等で議論すべきであると考えている旨回答しました。

・同じく議題 6 について、森田満樹委員から、食品の偽装に関しては、様々な部会でバラバラに議論されている印象があるが、CCFICS のガイドラ

インは、今後こうした問題を包括する形で所掌していくのか、質問がありました。これについて、食品偽装については部会横断的な課題であるため、他

部会からの付託事項として CCGP31 において検討の必要性について議論されたが、その際には CCGP では議論せず、まずは CCFICS におい

て食品の輸出入における食品偽装の防止及び管理について議論することとなったこと、CCFICS の今後の検討の状況については、 CCFL や

CCMAS 等関連する部会に対して情報共有をすることになっている旨回答しました。

33
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2024年1月時点第107回コーデックス連絡協議会
における、第２６回食品輸出入検査・認証制度
部会（CCFICS）に関する記載
（つづき）第107回コーデックス連絡協議会（2023年9月8日開催）で、第２６回食品輸出入検査・認証制度部会（CCFICS）で
示された「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」に関して確認と議論がなされた。以下、報告書の該当箇所。

出所） 第107回コーデックス連絡協議会：農林水産省 (maff.go.jp)、第107回コーデックス連絡協議会の概要について (caa.go.jp)

中略
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PAS 96（第5版）改訂の経緯

© 2025 BSI. All rights reserved.

PAS 96（第5版）改訂の経緯と2025年の進捗

36

• 2023年11月：改訂作業開始

• 2025年4月：Technical Author との契約および、
契約後の BSI 起草ルールに関するトレーニ
ング実施が想定されていた

• 2025年5月末：改訂ドラフト作成（当初の暫
定計画）

• 2025年秋：Steering Group による編集レ
ビュー（当初の暫定計画）

改訂の経緯

• 2025年9月：スポンサー側との契約調整が継
続しており、作業開始に至っていない旨が
関係者間で共有された

• 2025年12月上旬：文書は内部レビュー段階
にあると説明

• 2025年12月17日：Draft PAS 96 が公開され、
パブリックコンサルテーションが開始

• Review Panel への通知は、パブリックコンサ
ルテーション開始に合わせて実施

2025年の進捗

出典：https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/2023-02427

本スライドの内容は、BSI Standards Development Portal に掲載された公開情報および、BSI Standards 関係者との公式な連絡により確認された事実に基づく（2025年12月時点）。
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PAS 96（第5版）改訂とパブリックコンサルテーションの
位置づけ

• PAS（Publicly Available Specification）は、英国規格協会
（BSI）が策定する迅速な合意形成を目的としたガイド文書
である

• PAS の改訂プロセスにおいて、ドラフト文書が外部公開さ
れるのは、パブリックコンサルテーション開始時のみであ
る

• それ以前の段階（Technical Author 作業、内部レビュー、
Steering Group レビュー等）では、公開ドラフトは存在し
ない

• パブリックコンサルテーションは、外部ステークホルダー
からの意見を収集し、最終文書に反映可否を判断する正式

工程である

• PAS 改訂プロセスにおいて、パブリックコンサルテー
ションはドラフト文書が初めて外部に提示される段階

である

• 今回の第5版改訂では、内部検討を経た文書が初めて外
部ステークホルダーによる検証に付される工程として

実施されている

• したがって本パブリックコンサルテーションは、改訂
内容の妥当性・実効性が初めて外部から評価される重

要な節目に位置づけられる

• パブリックコンサルテーションの制度的位置づけ • 第5版改訂における今回のパブリックコンサル
テーションの意味

出典：https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/2023-02427

本スライドの内容は、BSI Standards Development Portal に掲載された公開情報および、BSI Standards 関係者との公式な連絡により確認された事実に基づく（2025年12月時点）。
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PAS 96（第5版）改訂の目的と主な改訂点

• PAS 96 を、意図的攻撃（deliberate attack）に対する実践的
な食品防御ガイドとして再整理すること

• 従来の TACCP の枠組みを維持しつつ、現代の脅威環境（デ
ジタル化・サイバー化・複雑化したサプライチェーン）を

反映すること

• 中小事業者を含む幅広い事業者が、自組織のリスクに応じ
て“過不足のない対策”を検討できるようにすること

１） TACCP の実務適用を重視した構成複数のケーススタ
ディ（Annex E）により、脅威識別・評価・対応・見直し
の一連の流れを具体的に提示「文書作成」ではなく、リ
スクマネジメントプロセスとしての TACCP を強調（論
拠：Annex E, Tables E.2–E.8）

２）サイバー・IT・遠隔操作由来の脅威の明確化デリバ
リー、遠隔制御、オンライン受注等を想定したケースを
提示物理的混入に限らない食品防御の対象範囲を明確化
（論拠：Case study（FryByNite等）、Annex G）

３）比例的管理（proportionate controls）の強調すべての
脅威に一律対応するのではなく、影響度・発生可能性に
応じた合理的な対応を推奨特に中小事業者を念頭に、過
剰対策を求めない設計思想を明確化（論拠：Case study 
conclusions, TACCP outcomes）

出典：PAS96 Draft（https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/2023-02427）

• 改訂の目的（第5版） • 主な改訂点・注目点（ドラフトより）

本スライドの内容は、BSI Standards Development Portal に掲載された公開情報および、BSI Standards 関係者との公式な連絡により確認された事実に基づく（2025年12月時点）。
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(添付資料 2) 
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（添付資料 3） 
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令和８年２月３日 
厚生労働大臣 殿 

 機関名  公立大学法人奈良県立医科大学 

所属研究機関長 職 名  理事長

氏 名 細井 裕司 

 次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業 

２．研究課題名 新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した食品防

御の推進のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 公衆衛生学講座・教授 

 （氏名・フリガナ） 今村 知明・イマムラ トモアキ 

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有 無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：  ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 3月  12日 
厚生労働大臣                                          

                                                                                               
                              機関名 川崎市健康安全研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 所長 
                                                                                      
                              氏 名 三﨑 貴子  
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業                                   

２．研究課題名 新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した食品防御の  

推進のための研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）川崎市健康安全研究所・参与                                 

    （氏名・フリガナ）岡部 信彦・オカベ ノブヒコ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  浅沼 一成         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  食品の安全確保推進研究事業                           

２．研究課題名  新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した食品防御の

推進のための研究         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療・福祉サービス研究部・部長                           

    （氏名・フリガナ） 赤羽 学・アカハネ マナブ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和8年3月16日 
                                          
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
 
                              機関名 茨城キリスト教大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 東海林 宏司     
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業                                         

２．研究課題名 新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した食品防御の         

推進のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  生活科学部食物健康科学科 講師                

    （氏名・フリガナ）  加藤 礼識 （カトウ ヒロサト）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和8年3月2日 
厚生労働大臣                                          

                                                                                               
                              機関名 国立大学法人九州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 石橋 達朗        

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業                                   

２．研究課題名 新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新たな営業形態にも対応した食品防御の  

推進のための研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究院・准教授                                

    （氏名・フリガナ） 入江 芙美（イリエ フミ）                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 


